


ま え が き

今日、私たちをとりまく環境問題は、工場等からの排ガス、騒音、

排水など従来からの問題に加えて、ダイオキシン類や環境ホルモン等

の微量な有害化学物質による環境汚染の問題、自動車からの排出ガス

や近隣騒音等の都市生活型の問題、都市におけるヒートアイランド現

象の問題、地球温暖化や酸性雨など地球規模の問題まで複雑多岐にわ

たっています。そして、これらの環境問題については、継続した科学

的調査・研究が求められています。

環境科学研究所は、環境行政の推進にあたって、その裏付けとなる

科学的根拠を提供する役割を担っており、環境の現況の把握、将来を

見据えた科学的解析、対策に向けた各種手法の検討等に取り組んでい

ます。

今回の所報第２９号は、平成１５年度の調査研究を中心にまとめた

ものです。今後とも、より一層充実したものにしていきたいと考えて

おりますので、皆様から調査研究に関するご意見を賜れれば幸いと思

います。

平成１７年３月

横浜市環境科学研究所長

小 柳 高 好
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業務報告 

1. 環境科学研究所の沿革 

 横浜市環境科学研究所は、昭和51年 4月に横浜市公害研究所

として設立され、平成3年6月に機構改革により名称が横浜市環

境科学研究所に変わりました。大気、騒音・振動、水質、地盤沈

下、社会科学の各部門に分かれ、各種調査研究をはじめ、市の規

制・指導等に反映させるための試験検査業務や環境監視に用いる

自動測定機等の精度管理などさまざまな事業を行ってきました。 

  また、平成10年 5月には複雑多様化する環境問題に柔軟に対

応できるよう、研究調整、調査研究(基礎研究・プロジェクト研

究)、試験検査などに組織を整備しました。 

2. 試験検査業務 

  平成１５年度は、一般環境大気中の揮発性有機化合物のモニタ

リングや工場・事業場への立入検査に伴う検体を707、また、事

故・苦情に伴う検体を 71、合計 778 検体（＊）の試験検査を実

施しました。 

＊１検体当たり、複数の物質を分析 

3. 調査研究業務概要（平成１５年度） 

3-1. 基礎研究 

  大気環境に関する研究 

  ・自動測定機の精度に関する研究 

 ・ディーゼル自動車対策に関する研究 

 ・自動車排ガスによる局地汚染の改善策に関する研究 

 水質汚濁対策推進に関する研究 

 ・河川における環境基準達成のための要因に関する研究 

 水域環境の改善に関する研究 

 ・水資源再利用による生物生息環境の形成に関する研究 

 ・河川の人工構造物と魚類分布との関係及び遺伝的特徴に関す

る研究 

 ・横浜市沿岸水域環境の改善に関する研究 

 地盤環境に関する研究 

 ・市域地盤の地域特性の把握と検討、地盤情報活用システムの

構築  

  音環境に関する研究 

 ・原単位騒音レベルと振動レベルの把握に関する研究 

3-2. プロジェクト研究 

  ダイオキシン類調査研究事業 

 ・横浜市内におけるダイオキシン類濃度モニタリング調査 

 ・ダイオキシン類緊急不特定調査 

・ダイオキシン類精度管理調査 

 環境ホルモンに関する研究 

・モニタリング調査 

・鶴見川詳細調査 

 環境共生都市に関する研究 

 ・環境共生都市に関する研究  

  都市持続に関する研究 

 ・ヒートアイランドに関する研究 

 ・酸性雨モニタリング調査 

・各種試験板を用いた酸性雨等による金属材料への影響調査 

   （各調査研究業務概要はP.2～10に記載） 

4. 啓発事業 

4-1. 環境セミナー 

    昭和 52 年度から、環境・公害問題を市民とともに考えてい

く場として環境セミナーを開催しています。 

4-1-1. 第27回環境セミナー市民環境研究発表会 

 期 日／平成16年2月14日（土） 

  会 場／横浜情報文化センター6階ホール 

 内 容／作品発表(17編)、講演、研究報告 

       (司会・渡部允氏(ジャーナリスト)) 

 講 演／「ごみゼロ社会をめざして 

－ごみ拾いの実践を通して－」 

   講師・関東学院大学教授安田八十五氏 

及び同大学環境サークルＨＥＰ 

  研究報告／「川の生きものとその変化」 

           福嶋悟（環境科学研究所職員） 

 参加者／332人 

4-1-2. 環境セミナー「野外教室」 

身近な環境について調査、観察方法を体験しながら学んでも

らう教室を行いました。 

  期 日／平成15年8月8日(金) 

    場 所／いたち川（栄区日東橋付近） 

    内 容／魚、川の虫、水質などの調査方法の体験学習 

   参加者／21人 

4-1-3. 施設見学、環境教室等 

  環境月間（６月）の施設公開をはじめ、随時、学校や市民団

体等の施設見学を受け入れ、研究業務の紹介を行っています。

また、区役所・市民団体等からの依頼を受けて、環境教室や自

然観察会への講師派遣も行っています。（資料編 p.151～152  

参照） 
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 調査研究名                              大気環境に関する研究 
                                       自動測定機の精度に関する研究 

 部 門                                      基礎研究 

［目的］ 
 本市の大気汚染常時監視局においては窒素酸化物およびオキシダント自動測定機を湿式から乾式に現在更新しつつあ 
るため、日本の常時監視測定において稼働歴の浅い乾式測定機について、その機器管理に関する研究を行う。また、常 
時監視測定に使用可能な微小粒子状物質測定機に関わる測定精度の知見が日本で十分でないことから、市販の測定機に 
ついて試験検討する。 
［方法］ 
 機器性能検査用標準ガス調整装置を用いて各種の乾式測定機に対し性能特性を十分に試験検討し、このデータを基に 
測定機の改善改良を進める。 
 微小粒子状物質に関わる各種測定機について平行稼働試験をし、このデータを基に各種測定機に対する性能評価や改 
良を進める。 
［結果］ 
①  乾式自動測定機に関する研究： 乾式自動測定機のうち、窒素酸化物自動計測機の性能について試験検討し、日本 
のような高温多湿の測定環境の中で長期間安定して稼働できるようになった。 
②  受領性能試験： 購入した窒素酸化物自動測定機、オゾン自動測定機および浮遊粒子状物質自動測定機についてJIS 
の性能試験項目等を確認し、不備な箇所を整備後、測定局に適正配備した。 
③  オゾン計の動的校正：オキシダント自動計測器等の動的較正において用いられる二次標準の紫外線吸収式オゾン自 
動測定機に対して測定指示値の目盛を較正した。 
④  VOCs標準ガスに関する研究：有害炭化水素標準ガスのうち、平成１５年度はホルムアルデヒドなどの含酸素系 
VOCsを主にPID-VOCﾓﾆﾀｰやNMHC計などを用い、各標準ガスの発生濃度に対する精度について確認した。 
⑤ 固定発生源のVOCs測定機に関して感度特性などを調査し、TVOCの測定に当たりFID方式及び触媒燃焼法NDIR 
方式による測定機が性能面で選定された。 

 
  

  調査研究名               大気環境に関する研究 
                                   自動車排ガス対策に関する調査研究 
                   ディーゼル自動車対策に関する研究 

  部 門                    基礎研究 

  ［目的］ 
   本市所有のバス・トラック等から排出されるディーゼル排気微粒子等の有害大気汚染物質対策を図るため、平成13 
 年度から市営バス等に装着している低硫黄軽油・酸化触媒排出ガス浄化システムおよび平成15年度に新たに本市に導 
 入された超低排出ディーゼル塵芥車のPD-（超低粒子状物質排出ディーゼル車認定制度に基づき認定を受けた自動車） 
 について調査検討を行った。 
  ［方法］ 
  平成15年度は低硫黄軽油・酸化触媒システム装着車のシステム装着後３年目にあたり、使用過程におけるシステム 
 の劣化等による粒子状物質（PM）等有害大気汚染物質の減少効果の変化、システムのトラブルおよび運転性能への影 
 響について追跡調査を行った。ＰＤ-は、１０ｐｐｍ以下の超低硫黄軽油を使用し、ＰＭおよびＮＯｘを同時に大幅低 
 減するＤＰＮＲ（Diesel Particulate－NOx Reduction System）装着の塵芥車である。この車両についても酸化触媒 
 システム装着車と同様の測定・分析項目により調査を行った。 
  [結果］ 
  酸化触媒システム装着車の追跡調査では、ＣＯ、ＴＨＣは経年的に減少効果の低下傾向が見られたが、ＰＭについ 
 ては14年度調査結果と異なり、減少率が高くなった。この測定結果は、酸化触媒の状態が最良であると考えられる場 
 合の測定結果と比較しても高い減少率であった。運転性能についてみると、エンジン出力の低下が感じられ、燃料消 
 費率の悪化も認められ、ＣＯ2の排出量は多くなった。 
  PD-は平成17年（新長期）排出ガス規制相当の超-低排出ガスレベルとされている。実際に測定を行った結果、従来 
 のシャーシダイナモ測定・分析機器による計測では困難な程排出ガス濃度レベルは低く、規制項目のＮＯｘ、ＣＯ、 
 ＴＨＣおよびＰＭの各排出ガス濃度は、車両製造会社公表値より低い値が示された。 
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  調査研究名                            大気環境に関する研究 
                                    自動車排ガス対策に関する調査研究 
                             自動車排ガスによる局地汚染の改善策に関する研究 

  部 門                      基礎研究 

  ［目的］ 
  自動車排ガス汚染の著しい地域における窒素酸化物（NOx）については、旧自動車ＮＯｘ法に基づき各種施策が実 
 施されてきたが未だ十分に改善されず、これらの地域では浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準達成率も低い。自動車 
 ＮＯｘ法が改正され新たに自動車ＮＯｘ・ＰＭ法が成立したことをうけ、同法に基づき横浜市内の自動車排ガス汚染 
 の著しい地域における同法の効果、把握を目的とし調査研究を行った。 
  ［方法］ 
  局地的環境汚染対策に関する調査として、横浜市内における自動車による環境汚染度の高い地点においてＰＭ2.5 
 等の測定を行った。大気中微小粒子状物質に対するディーゼル排気微粒子（DEP）の寄与率を把握するため、ＰＭ2.5 
 中の炭素成分、ＰＡＨｓ（多環芳香族炭化水素）、高沸点炭化水素等について分析を行った。また、発生源対策に関す 
 る調査として､ディーゼル車排ガス中のＮＯｘ等の低減技術について実証実験を行った。 
  ［結果］ 
  これまで一般環境で行ってきたＰＭ2.5測定手法の確立および実態解明等の研究成果を基に、自動車排出ガス測定 
 局の西区浅間下局でＰＭ2.5測定を行ったが、移動発生源から採取口までの距離、高さ、位置、向きによりＰＭ濃度 
 値が異なり、常時監視ＳＰＭ自動測定器とフィルタ法（質量濃度法）の時間分解能の違いによる指示値と分析値の違 
 いがみられるなど、局地環境測定における問題点が明らかになった。また、常時監視測定局舎における測定では、測 
 定に要する電力およびスペース等の問題があり、パッシプサンプラによる大気曝露サンプリングについても検討を行 
 った。平成12､13年度に交通環境対策課により行われた自動車排出ガス対策に関する調査結果を基に、大型ディーゼ 
 ル車を使用して実証実験を行った。雨天時などの高湿度条件下を簡易的に再現し、シャーシダイナモ試験を行った結 
 果、ＮＯｘについては若干の低減がみられたが、ＮＯｘ以外の規制項目であるＰＭ、ＴＨＣ、ＣＯについては排出量 
 の増加がみられ、燃料消費率（＝CO2）についても通常の条件下と比較して悪化するなど、総体的に低減効果は認め 
 られなかった。 

 

調査研究名             水質汚濁対策推進に関する研究 
 河川における環境基準達成のための要因に関する研究 ― 鶴見川水系 ― 

  部 門                  基礎研究 

   

［目的］ 

  公共用水域の測定地点においては未だにBODの環境基準を達成していない箇所がみられる。その原因として下水処理場

等の排水による影響の他に、河床の付着物や底質からの汚濁物質による悪化も考えられるため、河床を含めた多角的な

面から水質汚濁状況を把握し、環境基準達成要因について検討する。 

  ［方法］ 

 本年度は環境基準未達成の鶴見川亀の子橋より上流（BOD Ｄ類型８mg/l）について鶴見川は千代橋まで、恩田川は町

田市境付近までを調査域として夏季・冬季に調査を行った。下水処理場等からの流入水の各種負荷割合・河川内の底質・

付着物、生物指標などの現況を把握した。環境基準を達成するために必要な要因について汚濁負荷原因および河川中の

汚濁挙動から検討した。 

  ［結果］ 

 水質はBOD濃度が冬季の千代橋・亀の子橋で基準値の８mg/lを超えていたが、そのBODの約７割はNH4-Nの硝化に関係す

るN-BODであり、その原因のひとつとして下水処理場排水の影響が考えられた。流量は２つの下水処理場合計で最下流・

亀の子橋の約５割にあたり、またBOD負荷は６割以上、N・P 負荷は７割以上が処理場排水によるものと考えられた。 

 藻類はBOD濃度の低い下水処理場下流で塩素耐性種が多く出現し、河川生物への残留塩素の影響が大きく見られたが、

BOD濃度の高い処理場下流ではそのような種類はほとんど出現せず、汚濁河川に分布する種類が多かった。 

 以上より、BODの環境基準を達成するためにはN-BODに関わるNH4-N等を減少させることが必要と考えられた。 
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  調査研究名              水域環境の改善に関する研究 
 生物生息環境の再生・創出に関する研究 

 ―水環境の再整備と生物群集特性に関する研究・ 

 水資源再利用による生物生息環境の形成に関する研究― 

  部 門                     基礎研究 

  ［目的］ 
   都市河川を生物の良好な生息環境に回復・維持するために、水質の改善、水資源の有効利用、生物の生息に適した 
 河川構造の形成が必要である。河川の流量維持に湧水や、都市資源である下水処理水の利用は欠くことができない。 
 湧水と下水処理水で維持されているせせらぎを対象に、環境特性と生物群集の構造との関係を検討し、多様な生物群 
 集の形成が可能な環境状況を検討する。 
  ［方法］ 
  湧水の流れる瀬谷狢窪公園内の水路と、下水処理水を維持用水として流している江川を対象に、環境状況と水生生 
 物の分布状況の関係について検討した。 
  ［結果］ 
  瀬谷狢窪公園の水路では、硝酸態窒素濃度が高い傾向がみられたが、水環境は良好な状態が維持されており、ホト 
 ケドジョウ、サワガニ、オニヤンマ、オナシカワゲラ属、ヘビトンボ類、カワニナ、モズクなどの源流域に特徴的な 
 水生生物が分布していた。公園内ではオニヤンマだけでなく、流水性のミルンヤンマやコオニヤンマの飛翔も見られ、 
 樹林地を選好する鳥類も多くの種類が確認された。 
  江川に分布する魚類の多くは、鶴見川から移動してきたものであるが、遊泳性の種類は大雨により鶴見川の水位が 
 上昇し江川との落差がなくなる時に、鶴見川から移動することが明らかになった。また、過去に水辺の草刈りが定期 
 的に行われていた時と、草刈りがほとんど行われなくなった時との魚類密度に明瞭な差が示され、隠れ場の存在が魚 
 類相を豊かにすることが明らかになった。 

  

調査研究名              水域環境の改善に関する研究 

生物生息環境の再生・創生に関する研究 

―河川の人工構造物と魚類分布との関係および遺伝的特徴に関する研究― 

部 門                    基礎研究 

［目的］ 

都市河川において、段差や落差等の多くの人工構造物により生物の移動等が困難となり水系全体における生物群集の単純

化を招いているとともに、希少種の分布が孤立化してきている。また、他地域からの移入定着により在来種への影響、特に

遺伝的攪乱が危惧されている。そのため多様な河川生物群集の再生に向けて、構造物が魚類分布に与える影響について検討

し、希少種における遺伝的攪乱の状況を把握する。 

［方法］ 

・ 大岡川を対象に人工構造物の設置状況、構造について調査を行った。 

・ 魚類の分布調査は源流域から下流、感潮域までの12地点で行った。 

・ ヒメハヤ属を対象に形態計測、遺伝的解析を行った。 

［結果］ 

・ 人工構造物に関する調査では全体で33基が設置され、１ｍ以上の落差が上流、中流の２箇所にあった。 

・ 魚類分布は、生活型により移動範囲が異なっており、また季節により分布状況が変化していた。 

・ 上流方向への移動範囲では、周縁性淡水魚、ヌマチチブ>ウキゴリ、アユ>スミウキゴリ>トウヨシノボリの順に

人工構造物の影響を受けやすい魚種と推測された。下流方向の移動範囲では、純淡水魚の移動範囲でアブラハヤ

>シマドジョウ>タカハヤ>ホトケドジョウの順で大きく、これらは構造物に影響されながら狭い範囲で双方向的

移動を行っていることが推測された。 

・ 上流方向への移動で特に影響が大きいと思われた構造物は、落差１ｍ以上、１ｍ以下でも落差工下の基質性状が

関係していた。 

・ アブラハヤと移入種のタカハヤは分布域に差を示すとともに遺伝的攪乱の可能性が示唆された。 
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  調査研究名             水域環境の改善に関する研究 
 横浜市沿岸水域環境の改善に関する研究 

  

  部 門                   基礎研究 

  ［目的］ 
   東京湾の富栄養化対策を推進する上から、東京湾内での栄養塩の垂直分布調査や赤潮の発生状況について、東京都環境
科学研究所、千葉県環境研究センター、神奈川県環境科学センターと連携して調査を実施した。また、今までの研究で得

られた人工衛星を用いた水質モニタリング手法についても検討した。 
  ［方法］ 
    東京湾岸自治体の研究機関と連携した調査は、人工衛星、LANDSAT7号の運航日に合わせて実施した。横浜市の調査地点
は扇島沖、多摩川沖、中の瀬、本牧沖の4地点で月1回の頻度で調査した。また、閉鎖水域の横浜港、日本丸ﾄﾞｯｸ内・外の
上層及び下層の水質について調べた。調査項目はいずれも、水温、pＨ、透明度、濁度、クロロフィルa、ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの定性・
定量、栄養塩類などである。  
［結果］ 

   大規模な赤潮が５月と１０月に横浜市沿岸水域を中心に発生し、特に５月においては、横浜港内と金沢湾において魚貝
類が死亡した。水質地盤課の依頼を受け、港湾局の協力により赤潮原因究明調査を行い、他の研究機関やNPO法人・海辺つ

くり研究会とも情報交換を行った。調査結果の一部は、国土交通省主催の青潮ワークショップで報告するとともに、水環

境学会で発表を行い、年報でまとめた。調査結果からは、魚貝類の死亡原因は、赤潮プランクンの死滅とそれに伴い生成

された無酸素水塊と青潮などとの関連が考えられた。この調査解析においては、本牧測定局の常時連続監視のDO及びクロ

ロフィルのデータが有効であった。また、日本丸ﾄﾞｯｸ内の透明度については、前年と同様にﾄﾞｯｸ外に比べて良好な傾向を

示し、その良好な原因としては、ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝﾌｨｰﾀﾞｰであるカキとの関連が考えられた。 

 
 

調査研究名              地盤環境に関する研究 

市域地盤の地域特性の把握と検討 

地盤情報活用システムの構築 

部 門                    基礎研究 

［目的］ 

 水循環関連事業や災害対策等では、地盤の地域特性の把握が重要視されている。この地域特性を把握するためには、既

往研究成果を利用すると同時に、「未調査地域における調査手法の検討」および「さらなる資料の収集・解析」を行う必

要がある。本研究では、地盤構造と地下水に注目した市域地盤の地域特性の把握と、柱状図等の地盤調査結果のデータベ

ース化および情報提供システムを構築するものである。 

［方法］ 

・ 鶴見川流域を中心とした横浜市北部地域に於いて地域特性調査の実施。 

・ 土質検索システム（本市各局による地盤調査結果の集約、庁内提供）の運用。 

・ 地下水位観測井（35箇所）のデータ回収および保守点検。 

・ 地盤情報活用システム構築に伴う既存地盤資料のデジタル化。 

［結果］ 

・ 地盤の地域特性調査では、関連するデータの収集として、①地下水揚水井に関する資料収集（262箇所）、②地下

水の採水および分析（18箇所）、③常時微動観測（35箇所）を行った。データの収集が十分でなかったことから、

引き続き次年度にデータ収集を行い北部地域の地域特性の検討を行うこととした。 

・ 土質検索システムの運用として、土質データCD-ROMの庁内配布（平成10年度～平成14年度に実施された調査結果）

および平成15年度に実施された土質調査報告書の集約（委託件数：81件、柱状図本数472本）を行った。 

・ 地盤情報活用システム構築作業として、既存地盤資料の整理精査作業およびデジタル化（柱状図：14,004本）を

行った。 
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 調査研究名             音環境に関する研究 

原単位騒音レベルと振動レベルの把握に関する研究 

 
 
 部 門                   基礎研究 

 
［目的］ 
 大規模小売店舗立地法（平成 10年 6月）が平成 12年 6月に施行され、大規模小売店舗出店の届出に際して、事業
者による騒音予測が義務づけられている。届出に伴う事業者指導のために、環境保全局は騒音の予測ソフトを導入し

たが、荷捌き音、駐車場の騒音など、予測に必要な騒音のデータが不足しているため、これらのデータを収集・解析

し予測ソフトの適切な運用を図る。 
［方法］ 

 平成 15年度の調査では、5つの大規模小売店舗の協力を得て、客用駐車場における自動車の閉扉回数を平日と休日
の 14時から 18時まで 10分間隔毎に計数した。ドアの種類はサイド、リア、スライドの 3種。同時に入退場車台数、
入場車乗員人数を計数した。 
［結果］ 

 店舗ごとに特徴はあるが、平均的にはリアとスライドの閉扉回数の和は、全ドアの閉扉回数の約 10％であり、閉扉
による騒音は全ドアの閉扉回数で近似できる。閉扉回数と最も良い相関を示したものは入場車乗員人数であった。し

かし、少し相関は落ちるものの入退場車台数でも十分な相関が得られた。乗車人数を計数することはかなり困難だが、

車の台数を計数することは容易であり、しかも店舗の駐車場管理者は時系列的な入退場車台数を把握している可能性

は高い。従って、駐車場の車の閉扉による騒音を予測するために、ソフトを活用する基礎資料は得られた。 
 

 
 

  調査研究名               ダイオキシン類研究事業 
 横浜市内におけるダイオキシン類濃度モニタリング調査 

  部 門                     プロジェクト研究 

  ［目的］ 
  「ダイオキシン対策特別措置法」に基づき、ダイオキシン類濃度モニタリング調査を、各媒体について市内の各地点にお
いて実施する。 

  ［方法］ 
 ①一般大気環境モニタリング調査 ： 平成15年度調査は、市内18地点（全区）において、平成15年5月、8月、11 
 月及び平成16年2月の4季節，それぞれ7日間大気採取を実施した。 
 ②河川・海域・地下水のダイオキシン類濃度調査 ：公共用水域計画に基づく市内の各河川・海域の調査地点及び地下 
 水質測定点を対象に調査を実施した。河川では、平成15年9月に水質及び底質をそれぞれ11地点、海域では、平成15年8月に
水質及び底質をそれぞれ7地点で調査した。また，地下水の水質は平成16年1月に9地点で調査を実施した。 

  ［結果］ 
① 一般大気環境：市内18地点の年平均値は、0.045～0.071 pg-TEQ/m3

の範囲内にあり、全体の市内平均値は0.059 
 pg-TEQ/m3

であった。今年度の市内平均値は昨年度（平成14年度）の市内平均値0.089 pg-TEQ/m3
よりさらに低くなった。

なお、各地点の年平均値はすべて環境基準（0.6pg-TEQ/m3
）を大きく下回っていた。 

 ②河川・海域の水質及び底質並びに地下水の水質：河川水質の測定値は、0.18～0.31 pg-TEQ/lの範囲で、平均値は0.21pg-TE
Q/lであった。海域水質の測定値は0.11～0.18 pg-TEQ/lの範囲で、平均値は0.12 pg-TEQ/lであった。地下水の水質は各地点と
も0.10pg-TEQ/lであった。各地点の水質測定値はすべて環境基準（1.0pg-TEQ/l）を下回っていた。 
河川底質の測定値は0.53～21pg-TEQ/g-dryの範囲で、平均値は5.5pg-TEQ/g-dryであった。また、海域底質の測定値は1.2～33
pg-TEQ/g-dryの範囲で、平均値は16pg-TEQ/g-dryであった。各地点の底質測定値はすべて環境基準値（150 pg-TEQ/g-dry）を
大きく下回っていた。 
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 調査研究名                ダイオキシン類研究事業 
                                       ダイオキシン類緊急不特定調査 
                    －大門川のダイオキシン類調査－ 

  部 門                      プロジェクト研究 

  ［目的］ 
  複数の産業廃棄物焼却施設が立地している瀬谷区北町周辺を流れる大門川では、毎年実施している環境調査で環境基準値（1pg-
TEQ/l）を超えている地点があることが明らかとなっている。そのため、本年度も汚染の範囲及び原因究明のため大門川の環
境調査を継続実施する。 
 ［方法］ 
 大門川環境調査：平成16年3月に瀬谷区北町周辺を重点に大門川の6地点で調査を実施した。 
  ［結果］ 
 大門川のダイオキシン類濃度は、水質6地点で0.41～12 pg-TEQ/lの範囲内であった。このうち、瀬谷区北町周辺地点では0.
63～12 pg-TEQ/lで、産業廃棄物焼却施設周辺の地点では12 pg-TEQ/lと環境基準を大幅に超えた。大門川の下流（瀬谷中央公
園）では、0.41 pg-TEQ/lで環境基準（1pg-TEQ/l）以下であった。 

 調査研究名                ダイオキシン類研究事業 
                                       ダイオキシン類精度管理調査 
         －①環境省環境測定分析統一精度管理参加及び②市関係局分析精度管理担当者会議－ 

  部 門                    プロジェクト研究 

  ［目的］ 
 ①本調査は、毎年、環境測定分析に従事する諸機関の信頼性確保及び精度の向上に資することを目的として環境省が実施さ
せており、当研究所も分析技術の向上と公表データの信頼性を確保するために参加している。 
 ②ダイオキシン類分析を外部委託している庁内関係局が、分析業務の精度管理点検により、測定値の信頼性を確保するため、
当研究所が中心となって担当者連絡会を運営する。 
 ［方法］ 
 ①平成15年9月に配布された試料（低濃度土壌試料）について、2検体を指定分析方法に従って測定した。 
 ②庁内関係局の担当者において、精度管理上の事項について、定期的に問題点・意見等を情報交換する。当研究所が 
 技術的重要事項の集約と外部委託分析における精度管理マニュアルを作成し、公表データの信頼性を確保する。 
  ［結果］ 
 ①参加機関は、計175機関（総回答数350）で、当研究所で分析したデータは中央値に分布し、データの信頼性に問題はなか
った。また、本調査に参加して得られた各種データは、分析技術の向上と信頼性確保に生かすことができた。 
 ②4局担当者連絡会議を開催し、当研究所で得られた精度管理に関する技術情報の解説と外部委託に関する問題点を整理し
た。また、外部委託に関する精度管理マニュアル作成の方向性を確認した。 
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  調査研究名               化学物質対策に関する研究 
 環境ホルモンに関する研究 

 －平成１５年度モニタリング調査－ 

  部 門                  プロジェクト研究 

  ［目的］ 
   市内水域の環境ホルモン濃度を把握するため、平成11年度から13年度までの３カ年をかけて、環境ホルモンと疑われる約
60物質について水質と底質を対象に実態調査を行った。この実態調査で高頻度に検出された物質を対象に平成14年度から水

質のモニタリング調査を実施している。平成15年度は水質のモニタリング調査を継続するとともに、底質についても３か年

の実態調査後の濃度変化等を把握するため調査を実施した。 

 ［方法］ 
 ①調査対象物質：ノニルフェノール、ビスフェノールＡ、ＰＣＢ、17β－エストラジオール等 
 ②調査時期  ：水質は６地点、年４回（ただし、夏冬は９地点）、底質は９地点、年１回：冬 
 ③分析方法：「外因性内分泌攪乱化学物質調査暫定マニュアル」及び「下水試験方法追補前提版2002年版」に準拠 
  ［結果］ 
水質については、ノニルフェノールや17β－エストラジオールなどは冬季に高く夏季に低くなる濃度変化を示したが、ビ

スフェノールＡやＰＣＢは季節的な変化はみられなかった。これらの物質の総合的な女性ホルモン活性をあらわす指標であ

る総女性ホルモン様作用強度は17β－エストラジオールなどと同様に冬季に高く夏季に低くなる季節変化を示した。 

 底質については、前回調査時と比べて大きな濃度変化はみられなかったことから、これらの物質の環境への負荷が継続し

ていることが示唆された。 
一方、ＰＣＢについては、水質・底質ともどのような種類のＰＣＢ製品によって汚染されているのかをほぼ推定できた。

また、低塩化物が特異的に高い地点があり、その原因としてＰＣＢ製品のKC200などによる影響が考えられた。 

  

  調査研究名                               化学物質対策に関する研究 
                     環境ホルモンに関する研究 
                                         －鶴見川詳細調査－ 

  部 門                    プロジェクト研究 

  ［目的］ 
  環境ホルモンおよび女性ホルモンの排出経路・挙動を把握するため、鶴見川の上流から下流まで支流を含めた１２地点
について調査を実施した。また、それらの測定結果をもとに総女性ホルモン様作用強度による生物影響評価の検討も行った。

  ［方法］ 
 ①調査対象物質：ノニルフェノール、ビスフェノールＡ、17β－エストラジオール等（水質） 
 ②調査時期  ：秋 
 ③分析方法：「外因性内分泌攪乱化学物質調査暫定マニュアル」及び「下水試験方法追補前提版2002年版」に準拠 
  ［結果］ 
  ノニルフェノールは恩田川水系や鶴見川本流の合流点下流で高く、また、女性ホルモンも同様な傾向を示した。いずれ
も下水処理場の影響を受けているためと考えられ、女性ホルモンを含めた総女性ホルモン様作用強度は生物への影響が無視

できない濃度レベルにあった。総女性ホルモン様作用強度に対する寄与率は高い順に、17β－エストラジオール、エストロ

ン、ノニルフェノール、ビスフェノールＡ、オクチルフェノール、エストリオールであった。また、ビスフェノールＡの濃

度は地点ごとに大きく異なっていた。これは、ビスフェノールＡがプラスチック原料などに使用されており、それらプラス

チックやその廃棄物などに由来する多種多様な発生源による影響があるためと考えられる。ＰＣＢについては全地点で検出

されたが、一定の傾向は認められなかった。 

 なお、ノニルフェノール、オクチルフェノールおよびビスフェノールＡについては、無影響濃度（それぞれ0.608μg/l、

0.992μg/lおよび24.7μg/lあるいは47μg/l）を超える地点はなかった。 
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  調査研究名                             環境共生都市に関する研究 

  部 門                     プロジェクト研究 

  ［目的］ 
  自然環境を維持、回復し、自然と人間との共生を確保する自然共生社会の構築や、環境への負荷をできる限り少な 
 くし、循環を基調とするシステムを実現する循環型社会の構築など、持続可能な社会への転換が強く求められている 
 ことから、自然との共生、環境負荷の低減を目指した環境共生都市について３カ年に渡り調査研究を行う。平成１５ 
 年度は、その第２年次に当たる。 
  ［方法］ 
   谷戸から河川、海といった水系を軸とした自然再生や、工場事業所等の市街地における緑化の推進など、生物生息 
 空間のつながり等に配慮した環境共生都市目標像を検討した。 
   また、ヒアリング調査や環境ワークショップを開催するなど、市民等が参加する手法も利用し、環境共生都市形成 
 の実現方策について調査研究を行った。 
  ［結果］ 
   環境共生都市の構築に向けた今後の検討課題として、次のような方向性が得られた。 
   水の視点や緑の視点等、環境共生の構成要素に基づき、自然環境や都市環境を総合的に評価する新たな評価手法を 
 検討する必要がある。さらに、新しい評価手法を用いて、市域を複数に区分したうえで、それぞれの区域における自 
 然環境や都市環境の現状を把握するとともに、各局の基本計画等で設定された環境目標等を踏まえ、各区域ごとに、 
 環境目標（環境共生都市目標像）を検討、策定する。 
   この環境共生都市目標像の実現に向けた方策（環境共生都市の実現方策）では、「水」・「緑」・「生き物」の視点から、 
 環境と共生したまちづくりについて提言を行う。 
  最終年度に当たる１６年度については、これらの事項を踏まえ調査検討を進め、水と緑の資源を生かした環境と共 
 生したまちづくり推進計画（仮称）の原案となる提言を取りまとめる。 

 

  調査研究名             都市持続に関する研究                         
                 ヒートアイランドに関する研究 

  部 門                プロジェクト研究

  ［目的］ 
 近年、横浜市における熱による都市環境は悪化しつつあり、特に臨海部の市街化地域や横浜市北東部では夏期には郊外

より気温が高くなるなど横浜市においてもヒートアイランドが生じていることがわかっている。そのため、横浜市内の気

温観測網を整備するとともにヒートアイランド対策技術としての屋上緑化やすず風（保水性）舗装での温度低減効果を調

査した。 
  ［方法］ 
① 気温観測調査 
市内３１ヵ所の小学校の百葉箱中で気温観測を行い、横浜市内の気温分布図を作成した。 

② 港北区役所屋上緑化での温度低減効果の観測機器の整備 
港北区役所の屋上緑化に大気気温計、地中温度計、雨水計、日射量計、風向風速計を設置し、屋上緑化による温度

低減効果を観測した。 
③ すず風舗装での温度低減効果の解析 
すず風舗装（６ヶ所）での温度データと西平沼観測点でのデータを道路局と共同で解析した。 

  ［結果］ 
① 気温観測調査 
夏期の平均気温の分布から鶴見区から中区にかけての臨海市街部と市内北東部及び南西部にそれぞれ気温が高く

なる地域がみられ、熱帯夜の出現日数は臨海市街部に集中しているなど横浜市でのヒートアイランド現象の特徴が

明らかにされた。 
② 港北区役所屋上緑化での観測体制の整備 
港北区役所屋上緑化に温度低減効果観測用の機器を設置し、１階ロビーに市民への啓発のための屋上緑化の温度観

測値をリアルタイムで表示するパネルを設置した。またすべての観測データを市役所内ランシステムを通して研究

所にデータを送信するシステムを構築した。 
③ すず風舗装での温度低減効果の解析 
すず風舗装での夏期の温度低減効果は施工場所の周辺環境による違いもあるが、概ね７～１５℃程度の温度低減効

果が認められた。 
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  調査研究名               都市持続に関する研究 
酸性雨に関する研究 

― 酸性雨モニタリング調査 ― 

  部 門                  プロジェクト研究 

  ［目的］ 
  現在、日本では欧米並の酸性雨が降り続いており、さらに急速に工業化を進める東アジア近隣諸国からの影響も懸 
 念されている。一方、2000年9月からは三宅島火山から酸性雨の主要な原因物質であるSO2ガスが大量に放出され始 
 め大きな問題となっている。このため、横浜市環境科学研究所では、1984年から継続して酸性雨の監視を行っている。 
 
  ［方法］ 
  横浜市磯子で2003年1月～12月の1年間、自動雨水採取装置により雨水（湿性沈着物）、乾性沈着物を分別採取し 
 て、これらのpH及びnssSO4

2-
、NO3

-
、nssCl-

の酸性雨原因物質、nssCa2+
、NH4

+
等の中和物質等を分析した。 

 
  ［結果］ 
  2003年の雨水の年平均pHは初期1mmが4.10、一降水全量が4.69、湿性のnssSO4

2-
、NO3

-
、nssCl-

、nssCa2+
、NH4

+
の 

 年間沈着量はそれぞれ83、39、5、13、83（meq/㎡/年）、乾性のnssSO4
2-
、NO3

-
、nssCl-

、nssCa2+
、NH4

+
の年間沈着量は 

 それぞれ12、11、0.6、26、3（meq/㎡/年）であった。 
  これを経年的にみると、一降水全量のpHは例年とほぼ同程度となっていたが、初期1mmのpHは例年に比べ著し 
 く低く、また、湿性のnssSO4

2-
の沈着量は例年より増加していた。これは三宅島火山ガスの影響によるものと考えられ 

 た。一方、乾性沈着量は前年並みであった。 

 

  調査研究名               都市持続に関する研究 
酸性雨に関する研究 

 ― 各種試験板を用いた酸性雨等による金属材料への影響調査 ― 

  部 門                      プロジェクト研究 

  ［目的］ 
  鎌倉大仏(国宝)の腐食劣化、屋外ブロンズ彫刻のいわゆる「涙現象」など、酸性雨が関与しているとみられる器物 
 被害が各地で問題となっている。横浜市環境科学研究所では、酸性雨等による器物影響のモニタリングを目的に、1993 
 年から、市内磯子及び山梨県道志において金属試験板の溶出量及び腐食量の測定を行っている。 
 
  ［方法］ 
  横浜市磯子で2002年9月～2003年8月の1年間、簡易雨水採取器に試験板（ブロンズ、銅、炭素鋼）を取り付け、1 
 ヶ月単位で雨水を採取し、pH、イオン成分(SO4

2-
、NO3

-
等)、溶出金属(Cu、Pb、Zn、Fe）を測定した。また、対照と 

 して試験板を取り付けないもの（以下、雨水という）についても同時に行った。 
 
 ［結果］ 
   当該期間は三宅島火山ガス放出後3年目に当たるが、1年目と同様、三宅島火山ガスの影響を強く受けていた。3年 
 目の雨水の平均pHは、火山ガス放出前1年間(1999年9月～2000年8月)に比べ0.22低く、nssSO4

2-
の年間沈着量は1.9 

 倍増加していた。また、これに対応して、ブロンズ板からのCu、Pb、Znの溶出量、銅板からのCuの溶出量、炭素鋼 
 板からのFeの溶出量も火山ガス放出前1年間に比べ1.2～1.5倍増加していた。 
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河川における環境基準達成のための要因に関する研究（第３報） 

－ 鶴見川水系 － 

 
小市佳延、福嶋 悟、下村光一郎（横浜市環境科学研究所） 

 

Research on the factor for attaining environmental quality in river water (3rd) 
－Tsurumi river and the branch－ 

 
Yoshinobu Koichi, Satoshi Fukushima, Kouichirou Shimomura 

(Yokohama Environmental Science Research Institute) 
 

キーワード：水質調査，底質、付着物、藻類、河川 

 
要 旨   

 横浜市北部の鶴見川水系において河川の環境基準に影響の大きい流入源として下水処理場を取り上げ、その上下流で水

質・底質・付着物・付着藻類について調査を行った。その結果、河川水量の半分程度を下水処理場放流水が占め、水量確

保の面では処理場放流水の貢献は大きかった。水質の BOD は冬季に硝化の影響により処理場の下流等で環境基準を超え
ており、また処理場はリンの主たる排出源となっていた。藻類では下水処理場に近い地点では、夏季と冬季に群集を構成

する種類も少なく、残留塩素の影響を強く受ける群集構造となっていた。また、夏季の群集構造は下水処理場から下流の

恩田川全域が、残留塩素の影響を受けていることを示していた。 
 
１．はじめに 

 下水道の普及に伴って生活排水･工場排水等が直接河

川に流入しなくなったため、河川･海等の水質が改善され

てきた。しかし、その一方で下水処理場は大規模な事業

場であり、その排水によって少なからず河川の水質等に

影響が出ている１－３)。 
 横浜市内の河川においても下水処理場放流水が流入す

る河川では同様の問題を抱えていると考えられる。その

ような市内河川は４つあるが、処理場放流水が流入する

時点で河川水が自然水に近いものとそうでないものとの

２種類に分かれる。前報４)では源流域が市内にあり、自

然水に近い水が流れていた柏尾川およびいたち川につい

て報告した。残りの鶴見川および境川では上流から他自

治体の排水が混入した水が流れてきたところに、さらに

下水処理場放流水が加わる河川で、水質はより複雑な要

因で変化すると考えられる。調査にあたってはその対象

として水質だけではなく、水質と相互に関連があると考

えられる底質・付着物・付着藻類も加えて多角的な面か

ら水質汚濁状況を解析し、環境基準を達成するための要

因を検討することにした。 
 今回は横浜市北部を流れる鶴見川において流程に沿っ

た水質・底質・付着物・付着藻類の調査を行ったところ、

若干の知見が得られたので報告する。 
 
２．調査方法 

 ２－１ 調査地域 

 鶴見川水系は横浜市北部に位置し、町田市小山田を源

として川崎市に接しながら東進し、横浜市内で恩田川等

の支川と合流しつつ東京湾に注ぐ全長 42.5 ㎞の一級河
川である。 
 鶴見川の水質はほぼ毎年恩田川水系の都橋やその下流

の亀の子橋で BOD(75%値)が環境基準値の８mg/lを超え
ており、千代橋でも３年に 1度の頻度で基準を超えてい
る５)。 
 調査対象地域は図－１に示すように、恩田川水系の町

田市境付近から亀の子橋までと合流前の本川の千代橋で

ある。調査地点のうち St.２，６は下水処理場放流口、そ
の他の地点は河川内である。 
 St.１は吹上橋の下流で、川幅は約 15ｍあり、両岸はコ
ンクリートで、河床は岩盤･礫質である。St.２は他市の
下水処理場放流口で、すぐ下流には堰があり、滞留域で

河川水と混合するように工夫されている。St.３の柳橋は
下水処理場の下流にあたり、河床はコンクリートブロッ

クおよび礫砂である。St.４は恩田川最下流の都橋で、本
川と合流前の測定計画測定地点となっており、川幅約 10
ｍ、河床は礫質である。本川 St.５の千代橋は川幅約 15m
で左岸に寄り洲が発達している。河床は礫砂である。St.
６の下水処理場放流口は鶴見川本川と恩田川が合流した

後にある。St.７は測定計画測定地点の亀の子橋で、川幅
は約 22ｍあり、一部水深がある。河床は岩盤･礫質である。 
 ２－２ 試料採取方法および調査期日 

 夏季および冬季に、河川内の地点では原則として水質、

底質、付着物および付着藻類を採取した。その他の放流

水路では水質のみ採取した。水質試料は表面水を採水し
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た。底質試料は、流れの緩やかなところの表層泥を数カ

所採取して混合した。付着物試料は流れのあるところの

平坦な礫を採取し、表面の付着物をブラシで擦り落とし

て試料とし、擦り落とした面積を記録した。底質および

付着物の試料調整は環境省の底質調査法に準じた。付着

藻類用試料は、面積を決めずに付着物試料と同じように

採取し、現場でホルマリン固定した。 
 調査期日は次のとおりである。 

   夏季： 2003年９月３日 
   冬季： 2004年２月 12日    
 ２－３ 調査項目および測定方法 

 調査項目は水質については水温、水素イオン濃度(pH)、
電気伝導率(EC)、酸化還元電位(Eh)、流量、生物化学的
酸素要求量(BOD)、有機物由来の BOD(C－BOD)、硝化
由来の BOD(N－BOD)、全窒素(T－N)、全無機態窒素
(TIN）、アンモニア態窒素(NH4－N)、亜硝酸態窒素(NO２－
N)、硝酸態窒素(NO３－N)、全リン(T－P)、リン酸態リン
(PO４－P)である。底質は、泥温、Eh、微細泥率、強熱減
量(IL)、T－P、クロロフィルａ(Chl.a)である。付着物は
付着量、IL、T－Pである。 
測定方法は、水質は JIS K0102に準じ、その他は前報６）

と同じである。なお、流量は、流速・水深・水路幅を測

定し、河川断面積と流速から算出、あるいは運転管理デ

ータまたは直近の上下流の流量の差から算出した。C－
BOD 測定の際の硝化抑制剤としてはアリルチオ尿素を
用いた。底質の微細泥率は粒径 0.075 ㎜以下の試料が粒
径２㎜以下の試料に占める割合とした。 
 付着藻類群集の構造評価は、試料の 0.05mlを大型界線
入りスライドガラス上に取り、24×32㎜カバ－ガラスを
載せた一次プレパラ－トを用い、400 細胞程度の同定・
計数により行った。顕微鏡（オリンパスＢＸ）観察は対

物レンズ 40倍、接眼レンズ 15倍、総合倍率 600倍で行
い、細胞区分の不明な藍藻類は、１糸状体を１細胞とし

て取り扱った。 
 
３．結果と考察 

  ３－１ 水質 

  調査の結果を図－２～４に示す。 
 ３－１－１ 夏季調査 
 環境項目では St.１の水温や EC が他の地点より低く、
pH は逆に St.１が特異的に他の地点より高いのが認めら
れる。また流量も St.１は少なく、最下流の St.７の約 1/20
である。鶴見川水系の源流域の ECは 20～30 ｍS/mであ
る７）こと等から St.１では自然水が主とみられ、ｐH が
高いのは、光合成によって水中の二酸化炭素が消費され

たためと考えられる。下水処理場放流水の St.２は pHが
流入河川より低く、EC、Eh が高いのが認められる。St.

図－1 鶴見川調査地点略図 
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２の流量は河川への影響が大きく、St.１の約 3倍、恩田
川の最下流地点 St.４の約半分の水量である。St.6も同様
で、流量は最下流の St.７の約 1/４である。 

BODは、夏季に St.１の 1.3mg/lを始めとして、St.６以
外はいずれも４mg/l 以下と低いのが認められる。一方、
C－BOD は St.６も含めていずれも２mg/l 前後と低い。

[ 夏 ]

0

4

1 3 4 7

B
O
D
　
(m
g/
l)

C-BOD N-BOD

5

[ 冬 ]

0

4

8

12

1 3 4 7

B
O
D
　
(m
g/
l)

C-BOD N-BOD

5

0

4

2

1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

BOD
割合

BOD
割合

0
4
8
12
16

6
0

4

2

0

4

8

12

16

20

24

6

[ 夏 ]

0
5
10

1 3 4 7T
-
N
　
(m
g/
l)

TIN 他のN

0
5
10
15

2 5

0
5
10
15

6

[ 冬 ]

0
5
10
15

1 3 4 7

T
-
N
　
(m
g/
l)

他のN

TIN

0
5
10
15
20

2 5

0
5
10
15

6

[ 夏 ]

0

0.5

1

1.5

1 3 4 7

T
-
P
　
(m
g/
l)

PO4-P その他P

0

0.5

1

2

0

0.5

1

1.5

65

[ 冬 ]

0

0.5

1

1.5

1 3 4 7

T
-
P
　
(m
g/
l)

その他P

PO4-P

5

0

0.5

1

1.5

2

0

0.5

1

1.5

6

[ 夏 ]

0
2
4
6
8
10

1 3 4 7

T
 I
 N
  
(m
g/
l)

NH4-N

NO2-N

NO3-N

0
2
4
6
8
10
12

2 5

[ 冬 ]

0
2
4
6
8
10

1 3 4 7

T
 I
 N
  
(m
g/
l)

NH4-N

NO2-N

NO3-N

0
2
4
6
8
10

2 5

1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

Ｔ Ｉ Ｎ
割合

Ｔ Ｉ Ｎ
割合

0
2
4
6
8
10
12

6

0
2
4
6
8

6

St.St.

St.St.

St.

St.St.

St.

St.

St.

St.

St.

図－３ 水質の結果（１） 



- 14 - 

BOD の構成比率を見ると、St.１ではすべて C－BOD と
みられ、ほかの河川内の地点でも C－BODが７割以上を
占めている。これに対して下水処理場放流水の St.２、６
は約５割および２割と低いのが認められる。言い換えれ

ば、処理場放流水は硝化由来の N－BODの割合が大きい
ことになる。 

T－Nは St.１および５で約５mg/lなのに対し、St.２お
よび６で約 11mg/lと高く、その流入によって下流の地点
では７mg/l 以上の値となっている。無機態の窒素では
NO3－N が三種類の中でもっとも高く、４～７mg/l であ
る。NH4－Nは St.２、３および６で高く、４mg/l前後と
なっている。その TINにおける割合も約４割で、他の地
点にくらべて大きいことが認められる。St.３は河川内の
地点ではあるが、放流口の St.２から距離的に離れていな

いために硝化作用が働く時間が短く、同じような比率に

なったものと考えられる。 
T－Pは St.１では 0.03mg/l以下ときわめて低いのに対

し、St.２は約１mg/lと高く、その流入によって下流の
St.３、４では 0.5mg/l前後となっている。合流前の鶴見
川（谷本川）にある St.５は約 0.2mg/l強とやや低い。谷
本川の水質は一般的に恩田川よりきれいな傾向があるが、

はるか上流に規模は小さいものの他都市の下水処理場が

２つある影響で T－P が観測されたとみられ、St.１のよ
うな低い値は望めない。St.６の処理場放流水は地点中も
っとも高く、１mg/lを超えている。PO4－Pは T－Pの 7
割までで、傾向は T－Pと同様である。 
多摩川において付着藻類の増殖が二次汚濁とならない

栄養塩の値である TIN３mg/l以下、PO4－P 0.2mg/l以下３）
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と比較すると、TINがこれを下回る地点はないが、PO4

－Pについては St.1 および５の２地点がこれに該当する。 
BOD負荷量が大きいのは St.６で、これは最下流の St.

７の約１．３倍にあたる。また、St.４、５および St.６の
３地点合計量は St.７の２倍である。流量では３地点の合
計量は St.７の９割、また T－Nや TIN負荷ではほぼ等し
いから、誤差を勘案しても BOD負荷量のこの差は大き
く、St.７までの間に減少したことになる。その一因とし
て N－BOD負荷量が St.６で大きいことがあげられる。
St.６では硝化菌が多くて NH4－Nの硝化が活発であった
が、一方その放流水は流下の途中で NH4－Nが NO3－N
に変化したために、St.７では NH４－Nが少なくなってし
まい、St.７では NH4－Nの硝化が BODにそれほど寄与
しなかったと考えられる。ちなみに C－BOD負荷の比較
では St.４、５および St.６の３地点合計量は St.７の 1.1
倍強であり、両者の差は小さい。 

T－N負荷量の場合、St.７に対する St.２、６の比率は
約３割および４割である。T－P負荷量では４割および７
割強であり、栄養塩でも下水処理場放流水の寄与率が高

いことが認められる。 
３－１－２ 冬季調査 

pH等の環境項目の傾向は夏季と同様である。このうち
水温は、St.２および６で他の河川内の地点より高いのが
認められる。いずれも下水処理場放流水であり、下水流

入水の温度が高いことや、活性汚泥等の処理で水温が上

がることが原因と考えられる。 
BODは、St.１～３で２mg/l台と夏季同様低いのに対

し、St.４以降は夏季にくらべて高く、St.５の千代橋や St.
７の亀の子橋では環境基準値の８mg/lを超えているのが
認められる。St.６も夏季の約 1.6倍の値になっている。
BODの構成成分をみると、C－BODは最高でも４mg/l
程度であり、夏季の 0.8～1.8倍である。対して N－BOD
は最高で約 17mg/lと高く、また St.4～７では夏季にくら
べて 1.5～30倍と大きく増加しているのが認められる。
C－BODと N－BODの割合をみると、St.２、６の処理場
放流水は夏季とほぼ同じ割合なのに対して St.４、５およ
び７の河川水では N－BODが夏季より増えて６割以上
を占めている。 

T－Nは約５～17mg/lで、夏季より１～５mg/l高い地
点が多く、TIN以外の N成分が増加している傾向が認め
られる。TINの構成成分のうち NO3－Nは St.１を除いて
夏季より少なく、代わりに NH4－Nが増加している地点
が多い。St.２、６の下水処理場放流水では NH4－Nの割
合が TINの半分近くを占めているが、河川に合流後の地
点でも半分近くを占めており、夏季と異なって冬季には

河川内での硝化作用が遅いと考えられる。 
このようなことから、St.５や７で環境基準を達成する

には N－BODが下がればよく、そのためには冬季の処理
場放流水中の NH4－Nが減少するように処理方式を工夫
する８）ことが必要と考えられる。 

T－Pは夏季と同様の傾向にあり、St.１ではきわめて低
い。PO4－Pの T－Pに占める割合は夏季よりやや低いの
が認められる。 
前出の多摩川における付着藻類増殖に影響しない栄養

塩濃度に該当する地点は、TINについてはないが、PO4

－Pについては St.1および５の２地点あり、これは夏季
と同様である。 

BOD負荷量は最下流の St.７で約 80g/sと最も大きく、
St.４～６も夏季より増加しているのが認められる。いず
れの地点も N－BOD負荷の占める割合が多く、河川内で
NH4－N の硝化が進んでいなかったことが BOD 負荷に
寄与したと考えられる。また、St.６の放流水は St.７の約
半分の負荷量となっているのが認められる。ただし、C
－BOD負荷では１/３の寄与率となる。また、St.２の BOD
等の負荷は St.７の１割ほどであり、寄与率は夏季よりも
低い。 

T－N負荷量の場合、St.７に対する St.２、６の比率は
約４割および３割である。T－P負荷量では５割および４
割であり、夏季同様栄養塩でも下水処理場放流水の寄与

率が高いことが認められる。 
 ３－２ 底質 

 底質調査の結果を図－５に示す。 
 夏季調査では、底質中のシルト･粘土の割合を示す微細

泥率は St.７以外は１％以下と低く、ほとんどが砂である。
St.７では６％あるが、ILは他の地点同様２％前後と低く、
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図－５ 底質の結果 
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いずれの地点も有機物に乏しい。T－P も St.７でわずか
に高いが、0.2～0.4mg/g であり、これは前回の柏尾川や
中掘川調査のときより低い傾向にある。 
 冬季は St.３、５で夏季にくらべて微細泥率が高いのが
認められる。それに伴って IL も１％ほど高い。T－P は
0.28～0.40mg/g で、ほとんどの地点で夏季より２～７割
高い。Chl.a は 0.01～0.04mg/g で夏季にくらべて３～12
倍高い。特に St.５では 0.04mg/g と高く、他の項目も夏
季にくらべて高いのが認められる。 
 ３－３ 付着物 

 付着物調査の結果を図－６に示す。 
 St.３以外の地点では ILは６～24％、T－Pは５mg/g以
下であり、これらは前回の柏尾川水系の結果と同程度で

ある。St.３では IL、T－Pが特異的に高くなっているが、
付着量が少ないために単位面積当たりの IL 量等は他の

地点と変わらない。St.３では無機質の土砂が少なく、付
着藻類や細菌類の占める割合が多いと考えられる。 

T－P量は St.１で夏冬とも約 0.2g/㎡と低く、他の地点
とは異なっている。柏尾川でも下水処理場放流口より上

流の地点で低くなっており、今回の St.１以外の地点で値
が大きいことに T－P 負荷の大きい下水処理場放流水が
影響していることも考えられる。 
 ３－４ 付着藻類 

 代表的な付着藻類の出現状況と、藻類群集を構成する

種類数を表－１にまとめた。恩田川に処理水を排出する

下水処理場の下流側で、処理場に近い St.３の種類数が最
も少なかった。それに対して、下水処理場からの距離が

大きい恩田川の St.４、谷本川の St.５、恩田川と谷本川
が合流した下流の St.７の種類数は、ほとんどの場合に下
水処理水の影響を受けない地点と同じ程度あるいはそれ

より多かった。各地点の BOD 濃度に示されているよう
に、下流側地点における水質の明瞭な回復は認められな

い。このような環境下で、藻類群集を構成する種類数が

増加する要因として、下水道の普及により水質が回復し

た支流からの藻類の供給が指摘されている９）。 

 下水処理場に近い St.３では緑藻類の Monoraphidium 
fontinaleと珪藻類の Gomphonema parvulumが多く出現し、
緑藻類の Choricystis chodatii も中位の頻度で出現した。
Monoraphidium fontinaleと Choricystis chodatiiは、塩素消
毒された下水処理水を流しているせせらぎで優占的に出

現し、残留塩素に対して抵抗性が大きい種類であること

が、野外と室内における実験で明らかにされている 10）。

両種は他の下水処理場の排水口や、河川の処理場に近い

下流側地点でも出現している４）。夏季調査時には

Monoraphidium fontinaleが St.４でも多く出現し、群集を
構成する種類数も少ない。St.４における夏季の群集構造
は、下水処理場から下流の恩田川全域が、残留塩素の影

響を受けていることを示している。 

 冷水性珪藻類の Diatoma vulgaris が、下水処理水の流
入点より上流の St.１で、冬季に中位の頻度で出現した。
都市河川の冬季（12～２月）平均水温が 10℃以下に低下
した状態が、４～５年間続いた後に、冷水性の珪藻類が出現

するようになったことが指摘されている１１）。図－７に恩田川

の下水処理場の上流側と下流側で、東京都と横浜市の公

共用水域水質測定結果から、冬季（12～２月）の平均水
温と BOD 濃度の年間平均値の変化をまとめた。下水処
理場の上流側では、1990年以降に冬季の平均水温は上昇
し 12℃を超えるようになったが、1990 年代中途から低下
し、1998 年以降は 10℃以下の状態が続いている。このよ

うな冬季の水温状況と、1990 年代中途以降の低い BOD
濃度が、冷水性の Diatoma vulgaris の生育に適した環境
状況となっている。下水処理場の下流側の St.４は、水温
と BOD 濃度に示されているように、冷水性珪藻類の生
育に適した環境状況となっていない。その要因のひとつ

として、河川に放流される下水処理水の増加（図－８）

がある。下水処理水の水温は上昇している傾向が示され

ており１１）、河川水に占める処理水の割合が増加すると、

河川水温も上昇することになる。そのような現象が図－

７の、下水処理場の上流側と下流側における水温の相違
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となって現れている。 

 Diatoma vulgarisは帷子川で 1993年から継続的に出現
し、柏尾川の下水処理場の上流側で 1999年から、下水処
理場の下流側でも 2002年に出現したことなどから、市内

表－１ 恩田川と鶴見川の代表的付着藻類の出現状況と群集構成種類数 ：表示は+＜5%  ++≧5＜10% +++≧10%

夏 季 冬 季

恩田川    鶴見川 恩田川    鶴見川

St.1 St.3 St.4 St.5 St.7 St.1 St.3 St.4 St.5 St.7

藍藻類　　Cyanophyta

Entophysalis sp. +++ +

Homoeothrix janthina +++ +

紅藻類　　Rhodophyta

Audouinella sp. +++ +

Compsopogon coeruleus +

珪藻類　　Bacillariophyta

Achnanthes lanceolata + + + + + +++ + +

Cocconeis pediculus +++ + + + +

Cocconeis placentula ++ + + + + +

Diatoma vulgaris ++

Gomphonema parvulum + + + +++ + + +++ ++ ++ +

Melosira varians + + + +++ + + ++

Navicula gregaria + + + + ++ ++ +++ +++

Navicula seminulum +++ + + + +

Navicula subminuscula + + + + +++ +

Navicula symmetrica + + ++ + +

Navicula veneta + + + +++ ++ +++

Navicula viridula  var. rostrata + + +++ +

Nitzschia amphibia + + + + + ++ ++ +++

Nitzschia fonticola +++ + + +

Nitzschia palea + + + +++ + + ++ ++ ++

Synedra rumpens + + +

Synedra ulna +++ + +++ ++ +++ + +++ +

緑藻類　　Chlorophyta

Choricystis chodatii + ++

Monoraphidium fontinale +++ +++ + +++ + +

Oedogonium sp. + ++ +

Rhizoclonium  sp. + + ++

種類数 37 4 19 37 41 27 4 28 31 26

 

表－２ 恩田川と鶴見川における付着藻類指標種の出現状況と水質評価結果（網掛） 

夏 季 冬 季

恩田川    鶴見川 恩田川    鶴見川

St.1 St.3 St.4 St.5 St.7 St.1 St.3 St.4 St.5 St.7

種類数

　きれい 6 0 2 4 4 7 0 5 6 5

　やや汚れている 3 0 3 4 2 4 0 3 4 2

　汚れている 4 0 3 6 3 2 1 4 5 4

　非常に汚れている 2 2 4 4 6 2 1 5 5 6

出現率（％）

　きれい 13 0 1 3 40 27 0 24 13 13

　やや汚れている 20 0 12 17 7 23 0 10 24 16

　汚れている 3 0 2 4 6 5 0 10 29 29

　非常に汚れている 6 1 17 29 7 1 29 48 22 36
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河川で珪藻群集の季節性の再生が始まったことが報告さ

れている１１）。柏尾川の支流のいたち川でも、2002年にな
って下水処理排水が流入する上流側と下流側とで共に本

種が出現した４）。2004 年に大岡川の中流域でも初めて
Diatoma vulgarisが出現した（福嶋 未発表資料）。本報に
示したように、恩田川でも 2003年に本種の出現が確認さ
れたことは、横浜市内を流れる代表的な４河川の全てで、

冷水性の珪藻が出現するようになったことになり、珪藻

群集の季節性の再生の始まりが、広い範囲で生じている

ことを示している。 

 鶴見川の St.７では、環境省が絶滅危惧種に指定してい
る紅藻類の Compsopogon coeruleus（オオイシソウ）も出
現した。本種は市内河川で 2002 年になって初めて St.７
（亀の子橋）など４地点で確認された１２）。また、同じ年

に St.７の上流で鶴見川に流入する江川でも、
Compsopogon coeruleus の生育が確認された（福嶋 未発
表資料）。江川は下水処理水を維持用水として再生された

河川であるが、同じ方法で再生された入江川でも、その

年に Compsopogon coeruleusが出現し１３）、年間を通して生
育していることも確認されている（福嶋 未発表資料）。
その後、2004年には鶴見川支流の梅田川と奈良川、大岡
川、宮川流域の湧水にも生育している（福嶋 未発表資料）
ことが確認された。Compsopogon coeruleusの最近におけ
る確認状況は、横浜市内河川の広範な地域に、本種が分

布している可能性があることを示唆している。 

 横浜市の生物指標１４）に基づき、指標藻類の出現状況を

表－２にまとめた。各地点で出現した指標種の数と、そ

れにより評価された水質状況は表の上段に示している。

下水処理場の下流側で、種類数が最も少なかった St.３の
みが、非常に汚れていると評価された。それ以外の、下

水処理水が流入する上流側と、下流側の全ての地点でき

れいと評価された。非常に汚れていると評価された St.
３では、BOD濃度が２あるいは３mg/lと低かった。それ
に対して、下水処理場の下流側のきれいと評価された地

点で、BOD濃度が８～11mg/lと高い場合があった。これ
らの地点ではその階級を指標する種類の出現率は低く、

評価結果が同じ階級となった場合でも、その内容にかな

りの相違があることを示唆している。 

 

４．まとめ 

 横浜市北部を流れる鶴見川水系において下水処理場を

中心とした上下流で水質・底質・付着物・付着藻類の調

査を行ったところ、以下のような知見が得られた。 
１）鶴見川水系の水量の半分程度を下水処理場放流水が

占めていた。 
２）冬季の水質 BOD は数地点で環境基準を超えていた
が、その原因として下水処理場から有機物と共に、NH４
－Nおよび硝化菌が流出したために、硝化作用によって
BODが上昇したと考えられた。 
３）環境基準を達成するには冬季の処理場放流水中の

NH4－Nが減少するように処理方式を工夫することが必
要と考えられた。 
４）T－P、PO４－P の変化は下水処理場の上下流で大き
く、ほとんどが処理場からの負荷と考えられた。 
５）下水処理場に近い St.３では、夏季と冬季に緑藻類の
Monoraphidium fontinaleと Choricystis chodatiiが多くある
いは中位の頻度で出現し、群集を構成する種類も少なく、

残留塩素の影響を強く受ける群集構造となっていた。ま

た、夏季の群集構造は下水処理場から下流の恩田川全域

が、残留塩素の影響を受けていることを示していた。 

６）冷水性珪藻類の Diatoma vulgaris が、下水処理水の
流入点より上流側で、冬季に中位の頻度で出現した。公

共用水域水質測定結果の水温と BOD 濃度の長期的変化
には、本種の生育が可能な状況まで、水環境の再生が進

んでいることが示されている。本種が出現した下流側の

地点では、下水処理水の河川水に占める割合が増加し、

水環境は本種が生育できる状況にはなっていない。 
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要 旨 

瀬谷狢窪公園および近接地を流れる水路と、和泉川の公園に近接する部分を対象に、水環境と水域および陸域生物の調

査を行った。公園内の湧水の硝酸態窒素濃度が高い傾向がみられたが、水環境は良好な状態が維持されていた。両水域の

生物群集はそれぞれの環境特性を反映し、水路にはホトケドジョウ、サワガニ、オニヤンマ、オナシカワゲラ属、ヘビト

ンボ類、カワニナ、モズクなどの源流域に特徴的な水生生物が分布していた。公園内ではオニヤンマだけでなく、流水性

のミルンヤンマやコオニヤンマの飛翔も見られ、樹林地を選好する鳥類も多くの種類が確認された。和泉川では河川環境

を反映し、アブラハヤ、オイカワ、コカゲロウ、コガタシマトビケラが生息し、水鳥や水辺の鳥が確認された。和泉川で

は瀬谷狢窪公園および公園内を流れる水路で生息、繁殖した生物も出現した。瀬谷狢窪公園と和泉川の公園に近接した部

分では、全体的には多様な生物群集が形成されていることが明らかになった。 
 
１． はじめに 

 横浜市には丘陵・台地の浸食により形成された谷戸が

多くあり、市域を流れる河川のほとんどが、谷戸を源流

としている１）。瀬谷狢窪公園は、丘陵と谷戸部分を公園

区域とし、瀬谷区内では最も面積の広い地区公園である２）。

本報は、瀬谷狢窪公園とその周辺地域の自然環境の現況

を把握し、公園の維持管理や整備のための基礎資料とす

るため、公園内および公園に近接して流れる水路と、和

泉川の公園に近接する部分の、水環境と水生生物を対象

として行った調査の結果をとりまとめたものである。調

査では水との関連性が大きい一部の陸上動物も対象とし

た。なお、調査は横浜市環境科学研究所と、公園を管理

する横浜市西部公園緑地事務所が共同で行った。 
 
２． 対象地域および地点 

瀬谷狢窪公園は瀬谷区阿久和西３丁目に位置し、平成

７年に公開され、面積は約 38,000ｍ２で、公園周囲は農
地と住宅地が広がっている。公園の北側から西側は谷戸

となり、谷戸の奥で湧き出している地下水が水路となっ

て和泉川に向かって流れている。公園の南側を流れる小

水路の水源も公園内にあるが、水路の周囲はほとんど公

園区域外である。両水路を流れる水は、護岸から落下す

るため、水路から和泉川への生物の移動は可能であるが、

その逆の移動は不可能な構造となっている。 
和泉川は全長約 9.4km、流域面積約 11.5km２で、横浜

市の西部を北から南に流れる境川の支流である。和泉川

流域では 1980年代になって下水道整備が始まり、1990
年代後半になって流域の下水道普及率は 90％をこえる
ようになった（図－１）。河川の水質は、下流の鍋屋橋

で測定された BOD 濃度３）（図－１）に示されているよ
うに、下水道の普及と共に改善されており、最近では

BOD濃度は２ mg / ℓ 程度まで低下している。 
近年、和泉川の上流域では、治水による安全度の向上、

固有の川らしさの創出、川との交流の場の創出、川と町

との一体的整備を、基本方針とした『ふるさとの川整備

事業』が進められている。現在までに、上流側から下流

に向かって、二ツ橋の水辺、東山の水辺、関ヶ原の水辺

が整備され、その下流側の瀬谷狢窪公園との近接部分で
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図－１ 和泉川の流域における下水道普及率（○）

と下流の鍋屋橋で測定された BOD 濃度（●）

の経年変化 
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は、寺ノ脇の水辺整備が計画されている４）（2004年度事
業）。寺ノ脇の水辺の整備では、瀬谷狢窪公園に維持され

ている源流域の水環境と、和泉川の水環境との連携によ

り、豊かな生態系の保全・再生が期待される。 
調査の対象としたのは図－２に示した８地点である。

公園内を流れる主水路の調査地点は、上流に位置する池

に流入する北谷戸の湧水点 MU-1、東谷戸の水が池に流
入する地点MU-11、池流出部の下流MU-2、その下流側
で公園と隣接する道路脇付近 MU-3、道路地下に設置さ
れた暗渠から和泉川に流入する地点MU-4の５地点であ
る。南水路では公園内の湧水点 MU-5 と、約 50m 下流
で水路が道路と交差する部分 MU-６の２地点を調査地
点とした。和泉川の調査地点はMU-7とした。これらの
調査地点は狭い範囲に位置し、主水路の池からMU-３ま
での距離は約 150ｍ、南水路のMU-5からMU-６までは
約 50ｍの距離となっている。 
陸上動物の鳥類とトンボ類の調査は、瀬谷狢窪公園の

谷戸および台地部分と、図－２に示した和泉川のほぼ上

流端から下流端までの２地区を対象とした。 
環境状況と水生生物の調査を行った時期は、2003年６月、
８月、10 月、2004 年１月である。鳥類については 10
月を除いて３回の調査、トンボ類（成虫）は６月から 10
月までの間の各月で調査を行った。補足的に 2003 年６
月と 2004 年６月にはゲンジボタル飛翔確認調査を行っ
た。 
 
３． 項目と方法 

３－１ 環境状況 

河川状況を評価するために以下の項目について調査し

た。河川形態、護岸、底質状況は目視観察した。相対照

度は水面と裸地の照度を TOPCON・IM-5で測定してそ
の百分率として求めた。流れ幅と水深は折れ尺で測定し、

流速は東邦計測 TK-105D で測定して、それらの測定値
から流量を計算した。 

 水質の調査項目のうち、水温は携帯型デジタル温度計、

pHはTOA・HM-12P、電気伝導率はTOA・CM-14P（25℃
値）で現地で測定した。溶存酸素（DO）と生物学的酸
素要求量（BOD）はウインクラーアジ化ナトリウム変法、
アンモニア態窒素（NH4-N）はインドフェノール青吸光
光度法、亜硝酸態窒素（NO２-N）と硝酸態窒素（NO３-N）
は Dionex DX-120 で測定し、全無機態窒素（TIN）は
NH4-N + NO２-N + NO３-Nで算出した。リン酸態リン
（PO4-P）はモリブデン青アスコルビン酸還元吸光光度
法で測定した。窒素とリン成分の測定はメンブランフィ

ルター（Millipore HAWP04700）でろ過した水で行った。 
河床材料分析では、採取した表層約５cmまでの底質を、
篩で粒径２mm以上とそれ以下の粒径とに分けて乾燥し、
それぞれの重量を測定し、粒径２mm以上の河床材料の
割合を求めた。粒径２mm 以上の河床材料については、

目視観察により主な構成物を記録した。粒径２mm以下
の乾燥試料について、600℃ ２時間加熱した前後の重量
から強熱減量を求めた。 
３－２ 水生生物 

魚類と大型甲殻類はタモ網（Dフレームネット、編目
0.6mm）、投網（16節、900目）と小型トラップにより
採集した。各地点における個体数の相対的な比較ができ

るように、各調査時でそれぞれの地点における調査範囲、

トラップの数等を統一した。水路での採集はタモ網のみ

で行った。採集された個体は、原則として現地で体長を

測定し、外来性のアメリカザリガニ以外は放流した。和

泉川では魚類と大型甲殻類の調査は、下流の深い淵と上

流の瀬と浅い淀み部分とを分けて行った。 
底生動物は Dフレームネット（編目 NGG40）、サーバ

ーネット（NGG54）、サデ網により定性的に採集した。
採集された大型個体（トンボ類幼虫、ヘビトンボ類、カ

ワニナ等）で、現地で種類の同定が可能なものは、種別

に個体数を記録して放流した。また、持ち帰った試料か

ら、底生動物を選別し、種別に相対出現率を求めた。 
カワニナは１ｍ２の枠内の肉眼で識別可能な個体を全て

採集し、現地で殻高をノギスで計測して記録した。計測

したカワニナは採集した地点に放流した。 
藻類試料は、水路の底質は砂泥であるため、いくつか

の石の表面付着物を、ナイロンブラシで擦り落として藻

類試料を採取した。試料の一部で一次プレパラ－トを作

成し、総合倍率 600倍の顕微鏡（オリンパス BX）下で
藻類種別に計数し、相対出現率を求めた。カワモズクに

ついては種類の同定用試料を採取し、現場での出現状況

から相対的に３段階で生育量を記録した。 
３－３ 陸上動物 

鳥類は早朝のルートセンサス（1.5～2.0 km / h ）と任
意観察により、目視および鳴き声により確認調査を行っ

た。ルートセンサスの観察は、片側 50ｍで両側 100mの
範囲を対象とした。 
トンボ類は概ね午前８時から日没までの間、鳥類のルー

トセンサスとほぼ同じ範囲を対象として、目視観察によ

り個体数を記録し、一部はスウィピング法で捕獲して種

類を確認した。 
 

 

図－２ 瀬谷狢窪公園と和泉川の調査地点 
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４． 結果と考察 

４－１ 環境状況 
瀬谷狢窪公園と和泉川の調査地点の環境状況は表－

１にまとめたが、公園内の湧水が流れる主水路は、年間

を通して直射日光があまり当たらない環境下で、積み石

と木杭の護岸のなかを、0.2～0.6ｍ幅、水深５cm以下の
流れとなり、その流量は 1.3～6.2 ℓ / sである。南水路
の上流側には竹林が広がり、日射が遮断されている。下

流側は裸地となり、0.2～0.3m幅、水深５cm以下で流れ、
流量は0.2～2.9 ℓ / sであった。和泉川の流量は20～230 
ℓ / sで、和泉川の流量に占める主水路と南水路の水の割
合は６～８％となる。 
主水路の水温は 9.6～19.6℃、南水路と和泉川のそれ

は 9.6～24.3℃と 8.4～22.7℃で、主水路の最高水温は、
水路への日射が遮断されているため、南水路と和泉川よ

り低かった。 
有機汚濁の指標となる BOD 濃度は、主水路と南水路

で多くの場合に１mg / ℓ 以下であった。主水路の水が和
泉川に流入する地点で高い BOD 濃度が測定されたこと
があり、主水路の水が公園外で暗渠を流れる部分で、排

水の流入する構造となっていると考えられる。和泉川の

BOD濃度は 1.5 mg / ℓ 以下であるが、公園の水路に比
べてやや高い濃度となっている。 
 主水路と南水路では湧水の NO３-N 濃度が高いため、
水路全体で濃度が高い状態となり、多くの地点で年間の

平均値が 10mg / ℓ を超えていた。横浜市内の源流域で
は NO３-N濃度の平均値は 1.6 mg / ℓ で、10mg / ℓ を
超えた地点は農業専用地区内の地点のみであった５）。農

業や畜産業が盛んな地域では、地下水の NO３-N濃度が、
広い範囲で高くなることが確認されており、家畜糞尿や

 

表－１ 環境状況の概要 

                             瀬谷狢窪公園の水路
ＭＵ‐１ ＭＵ‐１1 ＭＵ‐２ ＭＵ‐３
主水路 主水路 主水路 主水路
湧水点 湧水点 池下 下端
（北谷戸） （東谷戸）

河川状況
河川形態 - - 瀬・淵 瀬
護岸 - - 積石 木杭
底質状況 - - 砂・泥 砂
相対照度（%） - - 11(1-32) 31(3-88)
流れ幅（m） - - 0.4(0.3-0.5) 0.4(0.2-0.6)
水深（cm） - - 3.0(2-4) 4.5(3-5)
流速（cm/s） - - 15(6-20) 20(13-25)
流量（l/s） - - 2.0(0.3-4.0) 3.8(1.3-6.2)
水　質
水温（℃） 15.5(11.5-18.4) 15.4(11.9-17.8) 16.3(10.7-19.1) 15.7(9.6-19.6)
ｐＨ 6.5(6.1-6.8) 6.0(5.6-6.6) 6.4(6.0-6.8) 7.0(6.7-7.1)
電気伝導率（μs/cm） 275（220-302) 336(249-366) 301(222-368) 262(186-299)
ＢＯＤ（mg/l） 0.4(0.3-0.5) 0.4(0.3-0.5) 0.5(0.2-0.7) 0.3(0.1-0.7)
硝酸態窒素（mg/l） 10.4(8.4-12.2) 17.7(14.2-22.9) 11.3(8.7-14.1) 10.8(9.9-12.0)
全無機態溶存窒素（mg/l） 10.5(8.5-12.5) 17.9(14.3-23.1) 11.5(8.9-14.4) 10.8(9.9-12.0)
リン酸態リン（mg/l） 0.014(0.004-0.044) 0.001(tr.-0.005) 0.002(tr.-0.004) 0.002(tr.0.005)
底　質
強熱減量（%） - - 25(23-25) 17(13-20)
粒径２mm以上の重量割合(%） - - 12(9-18) 10(9-12)
粒径２mm以上の物質 - - 杉葉、広葉、細片、 枝、広葉、細片、実、

実、枝、土粒、礫 土粒

瀬谷狢窪公園の水路 和泉川
ＭＵ‐４ ＭＵ‐５ MU‐６ MU‐７
主水路 南水路 南水路 寺ノ脇の水辺
和泉川流入 湧水点 道路脇 整備予定地
部（丸管）

河川状況
河川形態 - - 瀬・淵 瀬・淵
護岸 コンクリ-ト - 土 鋼矢板・ｺﾝｸﾘｰﾄ
底質状況 コンクリ-ト - 砂・泥 礫・砂・岩盤
相対照度（%） - - 76(53-94) 88(78-95)
流れ幅（m） 0.4(0.4-0.4) - 0.2(0.2-0.3) 2.8(2.0-3.０）
水深（cm） 4.5(4-5) - 3.5(2-5) 9.5(5-12)
流速（cm/s） 31(13-47) - 13(5-18) 42(20-78)
流量（l/s） 4.8(2.1-6.6) - 1.6(0.2-2.9) 120(20-230)
水　質
水温（℃） 15.5(10.3-19.0) 18.6(12.7-24.3) 17.3(9.6-21.5) 17.1(8.4-22.7)
ｐＨ 6.8(6.6-7.0) 7.2(6.5-7.7) 7.2(7.0-7.3) 7.1(6.9-7.4)
電気伝導率（μs/cm） 274(212-299) 338(325-348) 319(258-353) 241(184-294)
ＢＯＤ（mg/l） 3.4＜(0.5-8.8＜) 1.1(0.7-1.6) 0.6(0.4-0.7) 1.2(0.9-1.5)
硝酸態窒素（mg/l） 10.7(8.8-12.3) 11.8(10.6-12.7) 7.8(5.8-9.0) 6.2(4.7-7.4)
全無機態溶存窒素（mg/l） 11.0(9.0-12.9) 12.0(10.8-12.8) 8.0(6.1-9.2) 6.4(5.2-7.5)
リン酸態リン（mg/l） 0.133(tr.-0.519) 0.008(tr.-0.023) 0.006(tr.-0.011) 0.018(0.003-0.028)
底　質
強熱減量（%） - - 24(17-31) 3(2-4)
粒径２mm以上の重量割合(%） - - 16(12-24) -
粒径２mm以上の物質 - - 笹葉、細片、枝、実、 礫

土粒、礫
表示：平均値（最小値－最大値）、－：欠測
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施肥の可能性が高いことが指摘されている６・７）。瀬谷狢

窪公園内の湧水の NO３-N 濃度が高かった要因のひとつ
として、公園周辺における畑作による施肥が挙げられる。 
河床材料の強熱減量は水路に比べて和泉川で明瞭に少

なかった。河床に生育する藻類量は日射の当たる和泉川

で多いにもかかわらず、水路底質の有機物量が大きくな

ったのは、粒径２mm以上の重量割合とその構成に示さ
れているように、水路周囲の樹木の枝葉が供給源となっ

ているためと考えられる。 
４－２ 魚 類 

魚類は３科６種が確認されたが、調査結果の詳細は表

－２と表－３にとりまとめた。公園内の主水路では、湧

水の流れる泥底の流れに生育するホトケドジョウが出現

し、春期には幼魚と成魚が共に確認され個体数も多かっ

たが、その後は個体数の減少が見られた。南水路では放

流されたと考えられるフナ属とヒメダカが出現した。和

泉川ではフナ属、オイカワ、アブラハヤ、タモロコ、ホ

トケドジョウが出現し、アブラハヤとオイカワの個体数

が多く、両種は成魚と共に幼魚も出現した。また、春期

に和泉川でホケドジョウの幼魚が出現したが、本種は源

流域が分布域であることから、瀬谷狢窪公園の水路から

和泉川に移動した可能性が高い。 
和泉川のアブラハヤは、調査地点より下流の地蔵原の

水辺付近で、2002 年になって初めて記録されている８）。
また、その前年の 2001 年に、本調査地点より上流側の
東山の水辺でも、アブラハヤは著者により採集された。

横浜市内河川におけるアブラハヤの分布は、定期的な魚

類調査が始まった1970年代中途から1980年代中途まで
減少したが、1990年代から分布の拡大傾向が認められて
いる８）。アブラハヤの分布拡大には、水質改善の寄与が

大きいが、放流が分布の起源となっている可能性もある。

和泉川で最初に確認された場所は、ふるさとの川整備事

業により、多くの人が利用するようになったところであ

る。このような場所では、水生動物の放流が容易にされ

ている。一方、和泉川源流域の瀬谷市民の森あるいは米

軍上瀬谷通信施設内は、流路がコンクリート化される以

前の 1990 年までアブラハヤが生息していた帷子川の源
流域９）と、距離的にきわめて近接している。このような

両水系の源流域の位置関係は、和泉川にも過去からアブ

ラハヤが生息していた可能性もあることを示している。 
４－３ 大型甲殻類 

大型甲殻類は表－４と表－５に示したように３種が

表－２ 魚類採集個体数と採集回数 

　　　　　　　瀬谷狢窪公園の水路 　　　　　　　和泉川

MU-1（池） MU-3 MU-5 MU-6 MU-7（上） MU-7（下） 総個体数 割合（％）

フナ属 1（１） 1（１） 2 1

Carassius  sp.
オイカワ 17（３） 14（３） 31 15

Zacco platypus
アブラハヤ 104（３） 41（４） 145 71

Phoxinus lagowskii
   steindachneri
タモロコ 1（１） 1 0

Gnathopogon 
  elongatus elongatus
ホトケドジョウ 10（３） 5（３） 4（１） 19 9

Lefua echigonia
ヒメダカ 6（１） 6 3

Oryzias latipes
種類数 1 1 2 3 4

個体数 10 5 7 125 57 204 100

表示：採集個体数（採集回数）

合計

 

表－３ 代表的魚類の体長組成 

　　　　　        　　瀬谷狢窪公園の水路 　　　　　　　         和泉川

月 MU-1（池） MU-3 MU-7（上） MU-7（下）

オイカワ 6 3（49.5,36-63) 3（69.3,46-97)

Zacco platypus 8 6（74.2,62-80)

10 10（66.0,21-108)

1 4（20.0,17-23) 5（35.0,24-52)

アブラハヤ 6 57(17.7,11-27) 7(28.7,21-69)

Phoxinus lagowskii 8 20(38.1,25-51) 25(45.9,37-58)

   steindachneri 10 27(37.3,22-69) 3(60.0,56-63)

1 6(50.0,38-62)

ホトケドジョウ 6 6(50.2,37-64) 1(56.0) 4(25.8,20-31)

Lefua echigonia 8 2(51.5,50-53) 2(60.5,60-61)

10 1(53.0) 2(58.5,56-61)

1 1(43.0)

表示：採集個体数（平均体長mm、最小値－最大値）
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確認され、主水路と南水路ではヤマトヌマエビ、サワガ

ニ、アメリカザリガニの３種が出現したのに対して、和

泉川で出現したのはアメリカザリガニのみであった。ヤ

マトヌマエビは横浜市内で初めて出現したが、横浜市周

辺では鎌倉の滑川で記録されている 10)。 
流域の公園内の主水路でサワガニが３回の調査時に出

現し、小型個体も確認されていることは、公園内で繁殖

していることを示している。本調査で確認されたサワガ

ニの甲色は青色系（BL 型）で、横浜市内で一般的に見
られるタイプであった。和泉川が流入する境川の町田市

に位置する源流域には、茶色系（DA 型）のサワガニの
分布が見られる 11)。 
ヤマトヌマエビの採集個体数は少ないが、それらは全

て成体で、大型と小型個体との体長範囲は狭い。 
４－４ 底生動物 

調査では 55 種類の底生動物が出現し、分布が瀬谷狢
窪公園の主水路と南水路に限定されていたのは 24種類、
和泉川にのみ分布していたのは 12種類、19種類は水路
と和泉川に分布していた（表－６）。水路に分布が限定

されているカワニナ、マメシジミ、サワガニ、ミルンヤ

ンマ、ヘビトンボ類、水路から和泉川に分布を拡大した

と考えられるカワニナやオナシカワゲラ属は、横浜市内

全体における分布状況も源流域に限定されている 11）。そ

れに対して、和泉川にのみ分布していたシロハラコカゲ

ロウや他のコカゲロウ属、コガタシマトビケラなどは源

流域から中・下流域の広い範囲に生息している 12)。 
摂食機能でみると、水路に分布する種類のうち、主水

路で出現頻度が高かったオニヤンマは、他の水生昆虫な

どの動物を餌とする捕食者である。主水路では、有機残

渣を摂食する拾集採集食者のミズムシも高い頻度で出現

している。このような食性構造は、主水路の環境を明瞭

に反映している。主水路は周囲の樹林による日射の遮断

と、安定した基質がないために、生産者である藻類の生

育に適していない。食物連鎖では、生産者のかわりに、

ミズムシのような生物が一次消費者に位置している。日

射の当たる南水路では、高い頻度で出現した刈取食者の

カワニナは藻類を摂食し、破砕食者のオナシカワゲラ属

は落ち葉を餌としている。これらと共に、高い頻度で出

現した収集採集食者のミミズ類も、オニヤンマなどの二

次消費者の餌として利用される。和泉川では、藻類の生

産性が高く、一次消費者の多くを刈取食者のコカゲロウ

類や、流下有機物を餌とする濾過食者のコガタシマトビ

ケラ属などが占めている。各種の出現状況に示されてる

ように、底生動物の分布には、周辺環境と共に河床材料

の相違も強く影響を及ぼしている 13・14)。 
補足調査として実施した、２回のゲンジボタル確認調

査では、水路部分と和泉川の調査地点周辺で、ゲンジボ

タルの夜間（18 時～20 時）における発光飛翔は確認さ
れなかった。 
４－５ カワニナ 

 カワニナの生息密度は、瀬谷狢窪公園の主水路で低い

のに対して、南水路における密度は高かった（表－７）。

主水路における密度が低かったのは、相対照度に示され

ているように、日射が遮断されているために藻類が少な

く、藻類の代わりに利用される落ち葉も硬い杉の葉が多

いため、餌が少ないことが大きな要因となっていると考

表－４ 大型甲殻類の採集個体数と採集回数 

　　　　　　　瀬谷狢窪公園の水路 　　　　　　　和泉川

MU-1（池） MU-3 MU-5 MU-6 MU-7（上） MU-7（下） 総個体数 割合（％）

ヤマトヌマエビ 5（２） 5 10
Caridina japonica
アメリカザリガニ 1（１） 1（１） 3（１） 20（３） 12（３） 37 77
Procambarus
   (Scapulicambarius ) clarkii
サワガニ 5（３） 1（１） 6 13

Geothelphusa dehaani
種類数 1 3 1 1 1 1

個体数 1 11 3 1 20 12 48 100

表示：採集個体数（採集回数）

合計

 

表－５ 大型甲殻類の体長組成 

　　　　　        　　　瀬谷狢窪公園の水路 　　　　　　　         和泉川

月 MU-1（池） MU-3 MU-5 MU-6 MU-7（上） MU-7（下）

ヤマトヌマエビ 6 4(18.4,17-20)

Caridina japonica 8 1(21)

10

1

アメリカザリガニ 6 11(42.0,23-71) 8(50.3,24-80)

Procambarus 8 4(49.5,28-64)

   (Scapulicambarius ) clarkii 10 1(75) 5(38.6,26-56) 1(57)

1 3(41.0,39-43) 3(40.3,37-46)

サワガニ 6 1(21)

Geothelphusa dehaani 8 2(16.5,14-19)

10 3(7.3,4-14)

1 1(10)

表示：採集個体数（平均体長mm、最小値－最大値）
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えられる。和泉川ではカワニナ密度調査は行わなかった

が、底生動物の結果に示されているように、和泉川でカ

ワニナは出現していない。 
４－６ 藻 類 

 調査で出現した藻類は全体で 63 種類、藍藻類と紅藻

類がそれぞれ２種類、珪藻類が 54 種類と最も多く、緑
藻類が５種類であった（表－８）。そのうち、瀬谷狢窪

公園の主水路と南水路では 44種類が出現し、17種類の
分布は主水路と南水路に限定していた。和泉川では 46
種類が出現し、19種類は和泉川でのみ出現した。水路と
和泉川で共に出現したのは 27種類であった。 
各地点の藻類群集を構成する種類は４～30 種類であ

った。主水路と南水路の各地点で出現した種類は４～14
種類、１地点の平均種類数は 10 種類であった。それに
対して、和泉川では９～30種類で、平均種類数は 23種
類であった。両水路は周囲の樹木により日射が妨げられ

ることや、砂泥の底質であることが、水路における藻類

生産と現存量に影響を及ぼし、それが種類数に反映され

ている。こども自然公園（旭区）内の水路も両水路と類

似の環境状況となっているが、そこでも藻類群集を構成 

表－６ 底生動物出現状況 
水路のみ 和泉川の
で出現 みで出現

6月 8月 11月 1月 6月 8月 11月 1月 6月 8月 11月 1月 6月 8月 11月 1月 ６～１月 ６～１月
1 ｳｽﾞﾑｼ ｳｽﾞﾑｼ(三岐腸) TRICLADIDA ○ ○ ○

2 腹足 ｶﾜﾆﾅ Semisulcospira libertina ○ ○ ○ 21 ○ 34 2 ○

3 ｻｶﾏｷｶﾞｲ Physa acuta ○ ○

4 二枚貝 ﾏﾒｼｼﾞﾐ Pisidium japonicum 24 ○ ○ ○ ○

5 ﾐﾐｽﾞ ｵﾖｷﾞﾐﾐｽﾞ科 LUMBRICULIDAE ○ ○ ○

6 ﾐｽﾞﾐﾐｽﾞ科 NAIDIDAE 19 ○ ○

7 ｴﾗﾐﾐｽﾞ Branchiura sowerbyi ○ ○

8 ｲﾄﾐﾐｽﾞ科 TUBIFICIDAE ○ ○ ○ 9 ○ ○ ○ ○ 79 ○ ○

9 ﾋﾙ ｼﾏｲｼﾋﾞﾙ Erpobdella lineata ○ ○

10 ｲｼﾋﾞﾙ科 ERPOBDELLIDAE ○ ○ ○ ○ ○

11 甲殻 ﾐｽﾞﾑｼ Asellus hilgendorfi ○ 26 25 ○ ○ 9 38 24 ○ ○ 12 ○ 10 ○

12 ﾊﾏﾄﾋﾞﾑｼ科 TALITRIDAE ○ ○ ○

13 ｱﾒﾘｶｻﾞﾘｶﾞﾆ Procambarus clarkii ○ ○＊

14 ｻﾜｶﾞﾆ Geothelphusa dehaani ○ ○ ○

15 昆虫 ﾄﾋﾞﾑｼ目 COLLEMBOLA ○ ○

16 ｻﾎｺｶｹﾞﾛｳ Baetis sahoensis ○ 29 35 ○ ○

17 ｼﾛﾊﾗｺｶｹﾞﾛｳ Baetis thermicus 13 ○ ○

18 Hｺｶｹﾞﾛｳ Baetis  sp.H ○ 18 ○ ○

19 ｺｶｹﾞﾛｳ属 Baetis  spp. ○ ○ ○ ○ ○

20 ﾐﾙﾝﾔﾝﾏ Planaeschna milnei ○ ○ ○

21 ｵﾆﾔﾝﾏ Anotogaster sieboldii ○ 15 ○ 11 31 28 ○ 12 ○ 13 ○ ○

22 ｼｵｶﾗﾄﾝﾎﾞ Orthetrum albistylum speciosum○         ○

23 ｵｵｼｵｶﾗﾄﾝﾎﾞ Orthetrum triangulare ○         ○

24 ﾌｻｵﾅｼｶﾜｹﾞﾗ属 Amphinemura  spp. ○         ○

25 ｵﾅｼｶﾜｹﾞﾗ属 Nemoura  spp. ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 14 4 12 ○

26 ﾔﾏﾄｸﾛｽｼﾞﾍﾋﾞﾄﾝﾎﾞ Parachauliodes japonicus ○ ○ ○ ○

27 ｸﾛｽｼﾞﾍﾋﾞﾄﾝﾎﾞ Parachauliodes continentalis ○ ○

28 ｾﾝﾌﾞﾘ属 Sialis  spp. ○ ○

29 ｺｶﾞﾀｼﾏﾄﾋﾞｹﾗ属 Cheumatopsyche  spp. ○ ○ 15 ○

30 ｺｶｸﾂﾂﾄﾋﾞｹﾗ属 Goerodes  spp. ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 19

31 Antocha属 Antocha  spp. ○ 15 ○ ○ ○

32 Dicranota属 Dicranota  spp. ○ ○

33 ﾎｼﾋﾒｶﾞｶﾞﾝﾎﾞ属 Erioptera  spp. ○ ○ ○

34 Hexatoma(Eriocera)属Hexatoma (Eriocera) spp. ○ ○ ○ ○

35 Limnophila属 Limnophila  spp. ○ ○ ○ ○ ○

36 Tipula属 Tipula  spp. ○ ○ ○

37 ｶﾞｶﾞﾝﾎﾞ科 TIPULIDAE ○ ○ ○ ○ ○ ○

38 ﾁｮｳﾊﾞｴ科 PSYCHODIDAE ○ ○

39 ﾇｶｶ科 CERATOPOGONIDAE ○ 23 ○ 16 ○

40 Brillia属 Brillia  spp. ○ ○

41 ﾕｽﾘｶ属 Chironomus  spp. ○ ○ ○ ○

42 ﾕｽﾘｶ亜科 CHIRONOMINAE ○ ○ ○

43 Cryptochironomus属 Cryptochironomus  spp. ○ ○ ○ ○ ○

44 ｴﾘﾕｽﾘｶ亜科 ORTHOCLADIINAE ○ 6 ○ ○ 29 45 ○ ○ ○ ○ ○ 38 23

45 ﾎﾞｶｼﾇﾏﾕｽﾘｶ族 MACROPELOPIINI 21 52 ○ 46 15 ○ ○ 14 ○ ○ ○ ○

46 ﾔﾏﾄﾋﾒﾕｽﾘｶ族 PENTANEURINI ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17

47 Polypedilum属 Polypedilum  spp. ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

48 Pseudorthocladius属 Pseudorthocladius  spp. ○ ○

49 Stictochironomus属 Stictochironomus  spp. 13 ○ ○ ○ ○

50 ﾋｹﾞﾕｽﾘｶ族 TANYTARSINI 16 6 ○ 11 11 ○ ○ ○ 70 ○ ○ ○

51 ﾇｶﾕｽﾘｶ属 Thienemanniella  spp. ○ ○

52 ﾕｽﾘｶ科 CHIRONOMIDAE ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

53 ﾎｿｶ属 Dixa  spp. ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

54 ﾌﾞﾕ科 SIMULIIDAE ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

55 ﾊｴ目 DIPTERA ○ ○

確認種数 22 17 16 12 21 21 20 16 20 16 16 4 23 15 18 12
地点別確認種数 33 30 28 31 24 12

数値（種数以外）：優占３種の出現率、○：出現した種、○＊：大型甲殻類調査での出現を示す

MU-3 MU-6 MU-7No. 綱
和泉川

種　　　　　　名
瀬谷狢窪公園の水路

MU-2

 

表－７ カワニナ（Semisulcospira libertina）

採集個体数と殻高組成 

　　　     瀬谷狢窪公園の水路

MU-1（池） MU-3 MU-6

  6月 6( 7-18) 5(10-22) 31( 5-24)

  ８月 7(10-18) 6( 8-23) 64( 3-24)

１１月 11( 7-17) 6( 7-18)110( 3-21)

  １月 45( 3-22)

総個体数 24 17 250

表示：採集個体数／m２（殻高の最小値－最大値 mm）



- 26 - 
 

表－８ 付着藻類出現状況 
　　瀬谷狢窪公園の水路 和泉川
MU-2 　MU-4 　MU-6 　　MU-7

藍藻類 Cyanophyta
ﾕﾚﾓ Oscillatoria sp. + (2)
ｻﾔﾕﾚﾓ Phormidium sp. + (2)

紅藻類 Rhodophyta
ﾍﾞﾆｲﾄﾓ Audouinella sp. +++ (3) ++ (1) +++ (4) +++ (4)
ｶﾜﾓｽﾞｸ Batrachospermum arcuatum +++ (4) + (2)

珪藻類 Bacillariophyta
ﾏｶﾞﾘｹｲｿｳ Achnanthes inflata + (1)
ﾏｶﾞﾘｹｲｿｳ Achnanthes japonica + (1)
ﾏｶﾞﾘｹｲｿｳ Achnanthes lanceolata ++ (4) + (2) + (1)
ﾏｶﾞﾘｹｲｿｳ Achnanthes minutissima + (2) + (1)
ﾏｶﾞﾘｹｲｿｳ Achnanthes rupestoides + (2)
ﾏｶﾞﾘｹｲｿｳ Achnanthes subhudsonis + (2)
ｱﾝﾌｨﾌﾟﾚｳﾗ Amphipleura lindheimeri + (2)
ﾏｶﾞﾘｹｲｿｳ Amphora libyca + (1)
ｲｶﾀﾞｹｲｿｳ Bacillaria paradoxa + (1)
ｽｼﾞﾌﾈｹｲｿｳ Caloneis bacillum + (1)
ｺﾊﾞﾝｹｲｿｳ Cocconeis placentula +++ (4) + (1) ++ (4) + (3)
ﾋﾒﾏﾙｹｲｿｳ Cyclotella sp. + (1)
ﾜﾗｼﾞｹｲｿｳ Cymatopleura solea + (1)
ｸﾁﾋﾞﾙｹｲｿｳ Cymbella naviculiformis + (1)
ｸﾁﾋﾞﾙｹｲｿｳ Cymbella prostrata + (3)
ｸﾁﾋﾞﾙｹｲｿｳ Cymbella tumida + (1) + (1)
ｸｼｶﾞﾀｹｲｿｳ Eunotia minor ++ (2) (1) + (2)
ｵﾋﾞｹｲｿｳ Fragilaria capucina var. gracilis + (1) + (1)
ﾋｼｶﾞﾀｹｲｿｳ Frustulia vulgaris ++ (4) + (2)
ｸｻﾋﾞｹｲｿｳ Gomphonema angustum + (2) ++ (2)
ｸｻﾋﾞｹｲｿｳ Gomphonema clavatum ++ (1) + (1) + (1)
ｸｻﾋﾞｹｲｿｳ Gomphonema parvulum + (3) + (4)
ﾆｾﾒｶﾞﾈｹｼｵｳ Gyrosigma acuminatum + (1)
ﾆｾﾒｶﾞﾈｹｼｵｳ Gyrosigma kuetzingii + (3)
ﾁｬﾂﾞﾂｹｲｿｳ Melosira varians +++ (3) +++ (4)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula cryptocephala + + (3) + (1)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula cryptotenella + (1) + (2)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula gregaria + (1) + (4) + (1) ++ (4)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula minima + (1)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula nipponica ++ (1) + (2)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula symmetrica + (1) + (1) + (1) ++ (2)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula veneta + (1) + (1)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula ventralis + (2)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula viridula  var. rostrata + (1) + (4)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula viridula  var. rostellata + (1) + (3)
ﾌﾈｹｲｿｳ Navicula sp. +++ (1) + (2)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia acicularis + (1)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia amphibia + (1) + (3)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia dissipata + (2) + (2)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia filiformis + (1)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia frustulum + (1) ++ (1) + (1)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia linearis + (2) +++ (3) +++ (2) ++ (3)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia palea + (1) + (3)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia paleacea + (1)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia vermicularis + (1)
ﾊﾘｹｲｿｳ Nitzschia  sp. + (1)
ﾊﾈｹｲｿｳ Pinnularia sp. + (3) + (2) + (2)
ﾏｶﾞﾘｸｻﾋﾞｹｲｿｳ Rhoicosphenia abbreviata + (1)
ｼﾞｭｳｼﾞｹｲｿｳ Stauroneis smithii + (1)
ｵｵﾊﾞﾝｹｲｿｳ Surirella angusta + (2)
ｵｵﾊﾞﾝｹｲｿｳ Surirella linearis + (1)
ｵｵﾊﾞﾝｹｲｿｳ Surirella bifrons + (2) + (3)
ｵｵﾊﾞﾝｹｲｿｳ Surirella sp. + (1) + (1)
ﾅｶﾞｹｲｿｳ Synedra ulna + (3) + (1) + (4)

緑藻類 Chlorophyta
ｼｵｸﾞｻ Cladophora  sp. + (1)
ｻﾔﾐﾄﾞﾛ Oedogonium sp. + (1) + (1)
ﾘｿﾞｸﾛﾆｳﾑ Rhizoclonium  sp. ++ (1)
ｲｶﾀﾞﾓ Scenedesmus  sp. + (1)
ｱｵﾐﾄﾞﾛ Spirogyra  sp. ++ (1)
平均種類数 9 13 8 23

出現頻度（４回の調査の平均）：+＜５％、５≦++＜１０％、１０％≦+++、（出現回数）
Batrachospermum arcuatum  の出現頻度は現場で観察した状況（他の藻類の表示とは異なる）
Audouinella sp.はBatrachospermum arcuatum のシャントランシア ステージの可能性あり  
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する種類数は少ない 15・16)。また、横浜市内全域を対象

とした調査でも、中下流域に比べて源流域における種類

数は少ない傾向が示されている 17)。 
横浜市の生物指標では、きれいな水域の指標種として

10 種類があげられている 18)。そのうち、ベニイトモ

Audouinella sp. 、 マ ガ リ ケ イ ソ ウ Achnanthes 
lanceolata、コバンケイソウ Cocconeis placentula、チ
ャヅツケイソウ Melosira varians、ハリケイソウ
Nitzschia dissipata、ハリケイソウ Nitzschia linearis、
マガリクサビケイソウ Rhoicosphenia abbreviata の７
種類が水路で出現し、和泉川でも６種類が出現した。水

路で優占種になった種類は、全てきれいな水域の指標種

の Audouinella sp.、Cocconeis placentula、Melosira 
varians、Nitzschia linearis であった。和泉川でも
Audouinella sp.、Melosira variansと、横浜市内の河川
に広く分布するフネケイソウ Navicula gregariaが優占
種になった。このように、きれいな水域の指標種が優占

種になり、全体的に占める割合が大きいことは、両水路

と和泉川の水質状況が良好であることを反映したもので

ある。 
瀬谷狢窪公園の主水路が和泉川に流入する地点と、和

泉川の本調査で設定した地点付近で、1997～98 年に付
着藻類の調査が行なわれ 19)、主水路でMelosira varians、
和泉川ではキヌミドロ Stigeoclonium sp.と Navicula 
gregariaが優占種となり、主水路の水質状況は現在と同
じで、和泉川は現在とほぼ同じあるいはやや汚濁してい

たこと示す群集組成となっていた。 
瀬谷狢窪公園内を流れる主水路と南水路の下流部分で、

カワモズク Batrachospermum arcuatumの生育が確認
された。主水路では４回実施した調査の全ての時期で出

現し、６月と 10 月の生育量は多かった。南水路でも６
月と１月に出現したが生育量は少なく、８月と 10 月に
は出現していない。本調査期間より以前の 2003 年２月
には、南水路における生育量はかなり多く、年により生

育状況が異なることを示している。主水路では４回の調

査時で出現し、年間を通して生育している可能性が高い。

両水路において、Batrachospermum arcuatum はコン

クリート構造物部分と、その下流の狭い範囲に分布して

いる。モズク類は石のような安定した基物上に生育する

が、両地点のコンクリート構造物部分以外は砂泥底であ

ることが、限定的な分布の主な要因と考えられる。 
横浜市内で分布が確認されているカワモズク類は

Batrachospermum arcuatum（和名なし）とアオカワモ
ズクBatrachospermum helmintosumの２種類である 20）。

市内では、過去に６地区（９ヶ所）でカワモズク類が確

認され 21)（当該文献の Batrachospermum moniliforme
を Batrachospermum arcuatum と Batrachospermum 
helmintosum の両種あるいはその何れかに訂正する）。

最近、瀬谷狢窪公園などの地区でも生育が確認されてい

るが、全体的にはカワモズク類が生育しているところは

少ない。年間を通して生育が確認されているのは、帷子

川に流入する矢指川源流域のみであるが、ここでは水温

上昇による衰退が観察されている 21)。 
環境状況調査では、主水路の流量は 1.3～6.2 ℓ / sで、

冬期に少なく夏期に多い。また、上流側に比べて下流側

の流量は年間平均で約２倍に増加している。このことは、

主水路を流れる水は上流側で湧出したものだけでなく、

下流側までの間でも湧水の流入があることを示している。

主水路下流側の水温が南水路や和泉川より低い状態に維

持されているのは、このような湧水の流れと、樹林によ

る日射の遮断が寄与していることは明らかである。主水

路 で ４ 回 の 調 査 時 に お い て Batrachospermum 
arcuatum が生育していたのは、このような環境状況が

背景となっている。南水路で水温が高くなる時期に生育

しなくなったのは、流量が少なく、樹木がなく直射日光

の当たる部分があることにより、水温が上昇したことが

主な要因と考えられる。 
瀬谷狢窪公園の主水路と南水路の湧水は NO３-N 濃度

が高い。過去の調査では、モズク類が生育していた場所

の NO３-N 濃度は１mg / ℓ 程度である 21)。瀬谷狢窪公

園で測定された濃度は、それに比べてはるかに高い。下

水 処 理 水 に よ り 再 生 さ れ た せ せ ら ぎ で も

Batrachospermum arcuatumが生育するようになった 22・23)

（当該文献ではモズクと表記）。このせせらぎの NO３-N
濃度は瀬谷狢窪公園と同じ程度である。両地区で

Batrachospermum arcuatum が生育していることは、

本種が NO３-N 濃度の高い環境でも生育できることを示
している。 
４－７ 鳥 類 

調査で確認された鳥類は 32 種類で、瀬谷狢窪公園地
区では 19種類、和泉川地区では 28種類が出現した（表
－９）。公園内の谷戸部分の林内ではキジバト、アオゲ

ラ、コゲラ、ウグイス、シジュウカラ等の樹林地を選好

する種類が多く、アオゲラ、シジュウカラ、コジュケイ、

カワセミなどの営巣や繁殖も確認され、ヤマシギやルリ

ビタキ等の冬鳥の越冬場所となっていることが推察され

た。また、公園内の谷戸以外の部分ではヒヨドリやスズ

メ等の都市鳥が多かった。 
和泉川地区ではカワウ、ゴイサギ、コサギ、カルガモ、

カワセミ、キセキレイ、ハクセキレイ等の水鳥や水辺の

鳥が確認されたが、春期と夏期の種類数は少なく、冬期

の種類数が増加することから、水鳥の多くは和泉川を越

冬の場所として利用していると考えられる。和泉川沿い

のヤナギ低木林や落葉広葉樹林では、公園内と同様に樹

林地を選好する種類が確認された。 
４－８ トンボ類（成虫） 

 確認されたトンボ類は 13種類で、瀬谷狢窪公園地区
で 10種類、和泉川地区は９種類である（表－10 ）。 
 公園地区で多く出現したのはオニヤンマで、幼虫も水

路で多く確認されている。公園地区のみで確認されたミ

ルンヤンマの幼虫も水路で出現し、シオカラトンボとオ

オシオカラトンボの幼虫も確認されている。また、ミル

ンヤンマと共にコオニヤンマとコシアキトンボは、公園

地区のみで確認された。本調査で出現した流水性種のオ

ニヤンマ、ミルンヤンマ、コオニヤンマは全て、水路の

ある公園地区で出現している。公園地区でトンボ類が利

用していた池は、規模が小さいために利用する種類が限

定されていた。流水環境の水路では、両側の石積み護岸
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が下流側まで延び、水辺の植物が少ないため、利用でき

る種類は限定される。 
 オニヤンマは和泉川地区でも成虫と幼虫が共に出現し

ている。和泉川における分布は、瀬谷狢窪公園における

分布と一体化したものと位置付けられる。 
 横浜市南部にある大規模な谷戸を流れる氷取沢と瀬上

沢では、流水性の種類が５～６種類記録されている 24)。

両水系で確認された流水性の種類に比べて、瀬谷狢窪公

園地区で少ないのは、谷戸規模の相違を反映したもので

あろう。 
 和泉川地区では、この地区でのみ出現したギンヤンマ、

オオヤマトンボ、シオヤトンボを含めて、８種類の停水

性種が確認された。和泉川地区の上流側にはワンドが造

成され、河川水量も少ないため、水流の停滞部分が多く

表－９ 鳥類出現状況 

和名 学名 6月 8月 １月 6月 8月 １月
1 ウ カワウ Phalacrocorax carbo 留鳥 ○

2 サギ ゴイサギ Nycticorax nycticorax 留鳥 ○

3 コサギ Egretta garzetta 留鳥 ○

4 カモ カルガモ Anas poecilorhyncha 留鳥 ○ ○ ○

5 アヒル － － ○
6 タカ トビ Milvus migrans 留鳥 ○

7 キジ コジュケイ Bambusicola thoracica 留鳥 ● ○ ○ ○

8 シギ ヤマシギ Scolopax rusticola 冬鳥 ○

9 ハト キジバト Streptopelia orientalis 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 ドバト Columba livia 留鳥 ○ ○

11 カワセミ カワセミ Alcedo atthis 留鳥 ● ○ ○ ○

12 キツツキ アオゲラ Picus awokera 留鳥 ● ○ ○

13 コゲラ Dendrocopos kizuki 留鳥 ○ ○ ○ ○

14 ツバメ ツバメ Hirundo rustica 夏鳥 ○ ○

15 セキレイ キセキレイ Motacilla cinerea 留鳥 ○

16 ハクセキレイ Motacilla alba 留鳥 ○ ○

17 ヒヨドリ ヒヨドリ Hypsipetes amaurotis 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 ツグミ ルリビタキ Tarsiger cyanurus 冬鳥 ○

19 シロハラ Turdus pallidus 冬鳥 ○

20 ツグミ Turdus naumanni 冬鳥 ○

21 ウグイス Cettia diphone 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○

22 シジュウカラ シジュウカラ Parus major 留鳥 ● ○ ○ ● ○ ○

23 メジロ メジロ Zosterops japonicus 留鳥 ○ ○ ○

24 ホオジロ アオジ Emberiza spodocephala 冬鳥 ○ ○

25 アトリ カワラヒワ Carduelis sinica 留鳥 ○ ○

26 マヒワ Carduelis spinus 冬鳥 ○

27 ハタオリドリ スズメ Passer montanus 留鳥 ○ ○ ○ ○

28 ムクドリ ムクドリ Sturnus cineraceus 留鳥 ○ ○ ○ ○

29 カラス カケス Garrulus glandarius 冬鳥 ○

30 オナガ Cyanopica cyana 留鳥 ○ ○ ○ ○

31 ハシボソガラス Corvus corone 留鳥 ● ○ ○ ○

32 ハシブトガラス Corvus macrorhynchos 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○
12種 12種 16種 12種 13種 19種

○：確認種、　●：繁殖確認種

渡来
区分

瀬谷貉窪公園地区 和泉川地区

合計20科32種
19種 28種

No. 科名
種         名

 

 

表－10 トンボ類（成虫）出現状況 

和名 学名 6月 7月 8月 9月 10月 6月 7月 8月 9月 10月

1 サナエトンボ コオニヤンマ Sieboldius albardae +

2 オニヤンマ オニヤンマ Anotogaster sieboldii ++ ++ + +

3 マルタンヤンマ Anaciaeschna martini + ++

4 ギンヤンマ Anax parthenope julius +

5 ミルンヤンマ Planaeschna milnei + +

6 エゾトンボ オオヤマトンボ Epophthalmia elegans +

7 シオカラトンボ Orthetrum albistylum speciosum + + + + ＋＋＋

8 シオヤトンボ Orthetrum japonicum japonicum +

9 オオシオカラトンボ Orthetrum triangulare melania + + + + ++ ++

10 ウスバキトンボ Pantala flavescens + + + ＋＋＋ ＋＋＋ +

11 コシアキトンボ Pseudothemis zonata +

12 アキアカネ Sympetrum frequens + ++

13 ノシメトンボ Sympetrum infuscatum + +

2種 0種 7種 4種 4種 3種 1種 6種 5種 3種

+：1～5個体、　++：（6～50個体）、　+++：（51個体以上）

和泉川地区

ヤンマ

トンボ

合計5科13種
4科10種 4科9種

No. 科名
種　　　　名 瀬谷狢窪公園地区
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なっている。このような環境状況は、停水性種の生息に

は有利となっている。 
 
５．生態系の保全・再生に向けて 

 多様な生物群集が生息する公園の水路管理の基本方針

として、現況の環境状況の維持・保全が挙げられる。そ

のためには、公園全体の水循環を把握し、台地部分から

の雨水の地下浸透などにより、湧水の積極的な確保を図

るべきである。水路部分については、落差構造を解消し、

水生生物の上流側への移動を可能な水路構造とすること

が望ましい。池については、水深がほとんどないため、

木杭の乱配置などにより、生物の隠れ場や生息場となる

ような水深を確保する。日常管理において、水の流れが

阻害されるような土砂の堆積が生じないようにし、日照

条件が生育に影響を及ぼす生物の保全のために枝打ちを

行う必要がある。水路内に杉の落ち葉が目立つが、かた

い杉の葉は水生動物の餌として利用されにくい。コナラ

やクヌギのような落葉広葉樹は水生動物の餌としてだけ

でなく、生息場としても利用される。落葉広葉樹を水路

際に植栽するために、一部の杉の伐採も必要となる。移

植・放流による生態系の攪乱を防ぐため、生物保護区の

設定、移植・放流などの禁止事項について周知を図るべ

きであるが、そのためには愛護会のような地域組織の協

力体制が必要となる。 
 和泉川における寺ノ脇の水辺整備では、瀬谷狢窪公園

と一体化した多様な自然環境が形成されるようにするこ

とが、地域生物群集の保全に寄与する。そのためには水

路との水面の連続性を確保し、河川の水辺部分を植物帯

の発達が可能な構造とすべきである。 
 本調査終了後、瀬谷区役所、緑政局、下水道局、環境

保全局により、調査結果を基にこの地域の生物群集の保

全・再生のための検討が行われている。 
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要約 
 大岡川を対象に河川構造物が魚類流程分布に与える影響を解析するために周年調査を行い、以下の結果を得た。 
床固工（落差工）等の構造物は 33基が設置され、高さ１ｍ以上の落差工が上流域に４基（Ｄ３～６）、中流域に１基（Ｄ

29）が設置されていた。淵型はＦ型の落ち込み淵が最も多く、ついでＳ型の基質変化型が多かった。 
出現魚種は８科 30種、純淡水魚が 13種、通し回遊魚が 11種、周縁性淡水魚が５種、ハゼ科不明種が１種であった。 
流程分布はアブラハヤとタカハヤ（移入種）、スミウキゴリとウキゴリ等の同属で異なっていた。ハゼ科の魚種は広い

分布範囲を示していた。スミウキゴリが上流の多段式落差工の下、遊泳性の魚種ではアユがＤ29の落差工まで遡上してい
た。体長組成の季節変化は純淡水魚のアブラハヤ等が０＋年魚～３＋年魚以上の組成を示し、その中で１＋年魚以上の大

型魚が下流に分散していく傾向を示し、スミウキゴリ等の回遊魚は５月より０＋年魚が多く出現し、構造物に影響されな

がら上流まで移動していった。河川構造物は、落差１ｍ以上の構造物が移動、分散等に影響を与えることが推測された。

また淵形態の重要性を指摘した。 
以上、都市河川に多様な河川生態系の保全、再生を図るための基礎的資料が得られた。 

 
１． はじめに 
 川を生活の場としている魚類には、種々の生活型をもっ

た種類が出現する。一生涯淡水域に生活する純淡水魚

（Genuine freshwater fish）、川と海を回遊する通し回遊魚
（Diadromous fish）、この中には、遡河回遊魚（Anadromous 
fish）、降河回遊魚（Catadromous fish）、両側回遊魚
（Amphidromous fish）の多様な生活史を持つ種類が含まれ
る。海を主な生活の場とするが、生活史の一時期に川を利

用する魚種の周縁性淡水魚（Peripheral freshwater fish）等で
ある 1，2)。また純淡水魚であっても河川内を上下に回遊し

ており、川はこれらの生活型をもつ魚種に広く、多様な生

活の場を提供してきたといってよい。 
魚類にとって多くの種類が出現する条件は、川の規模、

蛇行、底質、水際等の形態の複雑性、水量、水質等が関係

しているものと思われる。しかし治水対策として行われて

きた護岸改修、河道の直線化、床固工として段差、堰等の

河川構造物の設置は、河川を利用する魚種にとっては生活

の場の消失、縮小化、また降下、遡上等の相互移動の障害

となってきたものと考える
3～6)
。  

一方、地域個体群から見ると、集団の分断、孤立、縮小

化による遺伝的劣化、放流等により飼育品種、他地域から

の移入種の定着により種間の生息域、在来種への遺伝的攪

乱等の問題が惹起されている
7,8)
。 

最近、都市河川では、比較的多くの魚種が見られるよう

になってきた。特に下流域では通し回遊魚、周縁性淡水魚

が多く出現してきている
9)
。これらのことから上流から下

流まで多くの生物が利用し、安定して生息できるような生

息環境と地域個体群の固有性を保全、再生していくことが

必要であると思われる。 
今回、健全で多様な河川生態系の保全、再生を図るため

の基礎的資料を得ることを目的として、横浜市の中心部を

流れる大岡川を対象に、河川構造物が魚類生態に与える影

響について調査したのでその結果を報告する。 
 
２． 調査方法 
２－１ 調査地点と概要 
 大岡川の調査地点、河床高度と床固工（以下、落差工）

の位置を示したのが図－１、２である。 
本川は、二級河川、全長 15km、流域面積 57.9km2で、横

浜市南部にある円海山（標高 153ｍ）の一部、氷取沢に源
流をもっている。ここは市内でも広い緑地保全地区となっ

ており、氷取沢市民の森、金沢市民の森、釜利谷市民の森

等として公園管理されている。しかしその中心部には横

浜・横須賀道路とインターチェンジが貫通している。主な

支川は日野川で、全長 2.9km、西側から青木橋上流で合流
する。この川の源流は港南台であり三面コンクリートとな
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っている。合流後に本川は、横浜港に流入するが、井土ヶ

谷橋下流で分岐した流れは中村川（派大岡川）、掘割川とな

って横浜港、根岸湾に流入する。 
調査地点は、氷取沢に５地点（以下、ST.１～５）、陣屋

橋下（以下、ST.６）、向坂橋（ST.７）、天谷橋（ST.８）、
曲田橋（ST.９）、青木橋（ST.10）、花咲橋（ST.11）、井土ヶ
谷橋（ST.12）の計 12地点を対象とした。 
調査区域の河川形態と流速等を表－１に示した。ST.１、

ST.５から ST.11までは瀬と淵を調査対象区域とした。他の
ST.２～４は淵、また ST.12は感潮域で、原則として干潮時
に調査を行った。 
調査地点の河川環境は、ST.１～４までは護岸、河床は自

然状態が保たれており、ST.５～12までは底質が自然状態、

護岸がコンクリートブロック等であった。川幅は平均値が

5.7ｍ、最小値が 1.9ｍ、最大値が 22ｍ、流れ幅の平均値は
3.4ｍ、最小値が 0.4ｍ、最大値が 22ｍであった。水深の平
均値は、43cm、最小値が 30cm、最大値が 150cmであった。
流速の平均値は、ST.12 を除いて瀬が 0.343m/s、淵が
0.063m/sであった。 
調査時期 2001年７月～2004年 11月で、魚類調査は、予

備調査を含めて 2003年５月より 2004年 11月まで月１回の
頻度で行った。河川形態調査は2001年７月と2004年８月、
平常水位時に行った。 

 
２－２ 測定、採集方法 
 河川環境調査は落差工等の河川構造物については、氷取

沢から青木橋までの範囲で落差工等の構造物の位置、河口

からの距離を１／2500 の地図 10)
をもとにマップメーター

（小泉測機社製）で計測した。 河床高度は地図上の標高

点に近接した橋等から河床までの距離を巻尺で測定して求

めた。各落差工の落差は、上から下までの高さと落差下の

水深を測定し、その差で求めた。また氷取沢から天谷橋ま

での範囲で、淵の位置、水深等の形状を折れ尺、巻尺等で

測定した。なお、調査地点の流速は、プロペラ式流速計（ケ

ネック社製）を用いた。 
 淵の型は、水野、御勢 11)にしたがって、Ｍ型が蛇行型、

Ｒ型が岩型、Ｓ型が基底変化型、Ｄ型が堰上型であり、い

くつかの成因によって形成された淵は、蛇行型と基質変化

型の双方の場合、ＭＳ型として示した。また落差工等の落

ち込みによって形成された淵は S型の区分に入るが、今回
は構造物の影響を検討するためにＦ型としてまとめた。 
 水温は、魚類調査時に水温計（水銀）で測定した。 
 魚類調査は、Ｄ型フレームネット（網目 0.6×0.6mm）、投
網（16 節、900 目）、ビンドウ（25×34×25cm）を２個用い
て行った。調査時間は、1地点 30分、調査人員は原則とし
て 1人で行った。採捕した個体は、ノギスで標準体長を測
定したあと、放流した。また種不明魚については、生きた

ままあるいは 10%ホルマリンで固定して持ち帰り、後日同
定した。 
  

 

 
図－１ 大岡川の調査地点 
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図－２ 大岡川の河床高度、調査地点、落差工（∣）、分水路（■）の位置、A～D 区は解析区域 
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３ 結果と考察 
３－１ 河川構造物の形態と位置 
 大岡川に設置されている河川構造物の形態と位置を表

－２、図－２、落差工の落差をまとめたのが図－３、代表

的な落差工を写真１～３に示した。 
 落差工等の設置場所は合計 33 基で、落差のある場所は
43ヶ所であった。これは落差工、床止め堰堤で連続 2段の
落差がある構造物は、名称（Ｄ）は一つとして扱い、落差

値を２つ記した。 
全体の落差の割合は、落差 40cm 以下の落差工が 29 基、

67.4%で、それ以上が 14 基、32.6%であった。101cm 以上
が５基、11.6%であった。 
河川構造物は、ST.4の下流から三面コンクリート製の多

段式落差工が設置され、落差高も１ｍ以上の構造物が４段

連続しており、その他、40cm以上の落差が３基ある。河床
勾配は１／10 で高い値であった（写真１）。下から三段目
からは、底面のコンクリートが掘り返えされ、生息場確保

のためと思われる工事が施工されていた。 
ST.5 から ST.７までの約３km の間は、落差工が 21 基設

置されており、落差の平均値が 40.4cm で、最大値が D29
の 1.4ｍ、落差工下の基礎岩盤（勾配約 20度）を含めると
2.8ｍの落差があった（写真２）。D17と D20までの河川形
態は三面コンクリートとなっており、高さ 30cm の木堰を
作り、小さな魚道を設置している。魚道の構造は、横幅が

43cm、長さ 200cm、勾配 10 度の小規模な木製の導壁式魚
道であった。ここの他に魚道は設置されていなかった。こ

の区域の河床勾配は１／150であった。 
ST.７から ST.９までは約１km の間に構造物が４基と少

なかった。落差の最大値はＤ30、33の 50cmで、これら落
差工は２段であり、D30は上落差と下落差の距離が１ｍ、
最下流に設置されているＤ33 は 5.1ｍ、水叩き部はコンク
リート平面であった（写真３）。 

ST.９から 400ｍ下流には分水路が設置されており、堰門
は開放された状態で、平常水位の時はそのまま流下する。

この分水路は大岡川分水路で洪水時に、日野川の分水路取

水口からの流れと合流させ根岸湾に放流するようになって

いる。この区域の河床勾配は１／222であった。 
ST.10の２ヶ所で置石等により渡りが作られているが、

 
表－１ 調査地点の河川形態と流速、護岸構造等 

地点 地点名 調査区域 淵型 川幅 流れ幅 最大水深 長さ 流速 河床 護岸構造

m m cm m m/s

氷取沢 淵 S 1.9 1.9 31.0 4.5 0.031 砂泥 土

瀬 2.0 1.0 5.0 7.0 0.095 岩盤 土

淵 M 2.0 1.6 30.0 10.0 0.025 砂泥 土

瀬 2.0 2.0 5.0 3.0 0.762 岩盤 土

淵 S 2.7 2.7 62.0 4.0 0.031 砂泥 土

瀬 4.0 2.0 2.0 5.0 0.285 岩盤 土

淵 M 4.9 3.4 70.0 10.0 0.027 砂礫 土・木板

瀬 3.0 3.0 2.0 2.0 0.150 岩盤 土

淵 S 3.8 3.8 58.0 7.0 0.027 砂礫 土

瀬 3.3 0.4 4.0 3.0 0.380 砂礫 土

淵 M 3.3 2.5 29.0 20.0 0.028 岩盤・砂礫 土・木板

瀬 6.0 2.0 10.0 3.0 0.204 礫 コンク

淵 MD 6.0 2.2 53.0 30.0 0.044 岩盤 コンク

瀬 6.5 1.3 30.0 15.0 0.431 岩盤 コンク

淵 S 6.5 4.2 86.0 8.8 0.056 砂礫 コンク

瀬 6.0 3.6 10.5 50.0 0.262 礫 コンク

淵合流点 M 6.0 6.0 1.5m以上 20.0 0.077 砂礫 コンク

落差工下の淵 F 4.5 3.3 62.0 4.5 0.039 礫 コンク

淵 M 4.5 3.8 78.0 9.0 0.120 砂礫 コンク

瀬 6.2 4.3 10.5 50.0 0.212 礫 コンク

淵頭 - - - - 0.147 岩盤 コンク

淵 S 4.2 3.3 70.0 12.6 0.034 砂礫 コンク

青木橋 瀬 4.6 4.6 35.0 12.2 0.616 礫 コンク

淵 M 6.2 6.2 33.0 8.3 0.142 砂礫 コンク

瀬 13.3 9.9 13.0 12.8 0.375 砂礫 コンク

淵 S 13.3 6.7 30.0 50.0 0.110 砂礫 コンク

ST.12 井土ヶ谷橋 淵 22.0 22.0 1.5m以上 - - 砂泥 コンク

注）　調査地点の形態、流速は2004年8月16日に計測した。 コンク：コンクリートブロック

ST.1

ST.5

ST.6

氷取沢ST.2

氷取沢ST.3

曲田橋

花見橋

ST.10

ST.11

ST.8

ST.9

ST.4

氷取沢

陣屋下橋

向坂橋ST.7

氷取沢

天谷橋

 



- 33 -  

表－２ 大岡川に設置されている河川構造物の形態と調査地点の位置 

河川構造物 構造物名 調査地点 堰高 堰下水深 落差 勾配 河口からの距離 河床高度

cm cm cm 度 km m
- - ST.1 - - - - 15.4 65

- - ST.2 - - - - 15.2 62

- - ST.3 - - - - 15.0 -

- - ST.4 - - - - 14.9 58

D1 落差工(蛇籠） - 50 10 40 90 14.8 -

D2 落差工 - 108 13 95 70 14.7 54

D3 落差工 - 121 8 113 70 - -

D4 落差工 - 115 2 113 70 - -

D5 落差工 - 106 2 104 90 - -

D6 落差工 - 123 23 100 90 - -

D7 落差工 - 71 23 48 90 - -

- 落差工 - 25 16 9 90 - -

D8 落差工 - 68 31 37 90 - -

- - ST．5 - - - - 14.6 44

D9 落差工 - 41 18 23 90 14.4 -

D10 落差工 - 68 34 34 90 14.3 -

D11 落差工 - 27 10 17 90 14.2 -

D12 落差工 - 61 23 38 90 14.1 -

- 落差工 - 42 31 11 90 -

D13 落差工 - 71 22 49 90 14.1 -

- 落差工 - 32 18 14 90 -

D14 落差工 - 61 24 37 90 14.0 -

- 落差工 - 40 28 12 90 - -

D15 落差工 - 78 20 58 90 13.9 42.1

- 落差工 - 24 7 17 90 - -

D16 木堰 - 30 2 28 90 13.4 -

D17 木堰(魚道設置） - 30 1 29 90 13.3 -

D18 木堰(魚道設置） - 30 1 29 90 13.2 -

D19 木堰(魚道設置） - 30 1 29 90 13.2 -

D20 木堰(魚道設置） - 90 50 40 90 13.1 -

D21 落差工 - 70 2 68 45 12.9 36

D22 落差工 - 35 13 22 90 12.9 -

- 淵 - 0 - - - 12.8 -

D23 落差工 - 26 5 21 90 12.8 -

D24 落差工 - 120 29 91 45 12.7 -

D25 落差工 - 62 27 35 90 12.6 -

D26 落差工 - 57 32 25 90 12.2 -

- 岩盤 - 0 - - 20 - -

D27 落差工 ST.6 75 1 74 20 11.9 30

- 落差工 - 40 17 23 90 - -

D28 落差工 - 33 17 16 90 - 26

- 落差工 - 66 55 11 90 11.5 -

D29 落差工 - 141 1 140 70 11.3 22

- 岩盤 ST.7 150 10 140 10 - -

D30 落差工 - 42 10 32 45 11.0 -

- 落差工 - 50 20 30 90 - -

D31 落差工 - 27 8 19 90 10.6 -

D32 落差工 - 22 9 13 90 10.3 -

D33 落差工 ST.8 50 8 42 90 - 18

- 落差工 - 18 10 8 90 10.2 -

- 落差工 ST.9 - - - - 9.3 13

- 分水路水門 分水路 - - - - 8.7 -

- 関之橋 - - - - - 8.5 9.6

- 青木橋 ST.10 - - - - 7.1 4

- 花見橋 ST.11 - - - - 5.1 0

- 井土ヶ谷橋 ST.12 - - - - 3.9 -2
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表－３ 淵型・形態と河川構造物                  表－３のつづき 

地点 河川構造物 場所名 淵型 最大水深 川幅 基質 地点 河川構造物 場所名 淵型 最大水深 川幅 基質

（河口からの距離） cm m （河口からの距離） cm m

ST.1 氷取沢（15.4） M 30 2 砂泥 S 30 6 砂礫

ST.2 S 62 2.7 砂礫 S 63 6 砂礫

ST.3 M 70 4.9 岩盤・砂礫 M 40 4 砂礫

ST.4 S 58 3.8 岩盤・砂礫 D26 F 32 4 砂泥・礫

D1 F 10 2.5 コンク 岩盤 S 80 6.8 砂礫

D2 F 13 2.5 コンク S 63 2.5 岩盤

D3 F 8 2.5 コンク ST.6 陣屋下橋（11.9） MD 70 2.4 岩盤・砂礫

D4 F 2 2.5 コンク D27 陣屋下橋上 F 1 6 コンク

D5 F 1.5 2.5 コンク F 53 6 砂礫

D6 F 23 4.8 コンク S 40 1.5 岩盤

D7 F 16 4.8 コンク・砂礫 S 17 5 礫

D8 F 31 4.8 砂礫 陣屋下橋下 M 30 5 岩盤・礫

ST.5 氷取沢（14.6） M 29 3.3 砂礫 SM 100 3.5 砂礫

D9 F 32 4 砂礫 SM 105 6 砂礫

M 30 3.8 岩盤・砂礫 D28 S 17 6 泥，礫

D10 F 38 3.8 砂礫 M 87 6 砂礫

D11 F 10 5 砂礫 S 95 4.2 砂礫

D12 F 31 3.2 砂礫 SM 100 5 岩盤・砂礫

D13 F 22 3.2 砂礫 SM 60 5 砂礫

D14 F 24 3.2 コンク SM 150 6.8 砂礫

F 28 3.2 砂礫 SM 80 6.8 砂礫

MD 44 3.4 岩盤・砂礫 S 70 6 砂礫

D15 上之橋（13.9） F 20 3.4 コンク ST.7 D29 向坂橋（11.0） F 1 5.1 岩盤

F 7 3.4 コンク S 37 5.1 岩盤

R 47 3 岩盤・砂礫 S 30 5.1 岩盤・砂礫

SM 35 1.5 砂礫 S 100 4.5 岩盤・砂礫

M 33 2 砂礫 M 80 3.5 砂泥

M 35 2 岩盤・砂礫 SM 65 3.6 砂礫

M 50 1 堆積物 S 50 3.5 砂礫

M 60 1.8 砂礫 D30 JR根岸線架橋上 F 10 5 コンク

M 40 1.8 砂礫 F 37 5 砂礫

D16 下ヶ谷橋（13.4） F 2 6.1 コンク M 60 4 砂礫

D 28 6.1 砂泥 M 30 2.3 砂泥・礫

D17 F 2 6.1 コンク S 65 4 岩盤，砂

D 30 6.1 砂泥 SM 94 4 砂礫

D18 F 2 4.6 コンク S 70 2.5 砂礫

D 30 4.6 砂泥 S 150 5 砂礫

D19 F 1 3.8 コンク D31 松の内橋（10.3） F 8 5 コンク・砂礫

D 40 3 砂泥 S 73 4 岩盤・砂

D20 F 58 5 コンク S 40 5 コンク・砂

遠向橋 M 70 4 砂泥・大礫 M 35 2.8 砂礫

SM 80 3.3 岩盤・砂泥 M 30 4.6 礫

M 45 2.8 砂礫 S 100 4.6 礫

M 50 3 砂泥・礫 D32 F 77 4.6 コンク・砂泥

D21 関ノ向橋下 F 2 6.1 コンク 合流点 SM 150 6 岩盤・砂礫

D22 F 13 6.1 岩盤 M 80 3.3 礫

自然護岸 M 54 3 砂泥 ST.8 D33 天谷橋下（10.2） F 8 4.5 コンク

D23 F 28 4.6 泥 F 10 4.5 岩盤・礫

D24 F 62 3.8 大礫・砂泥 S 62 4.5 岩盤・砂礫

D25 神戸橋（12.6） F 96 4.8 砂礫 M 78 4.5 岩盤・砂礫

S 140 2 岩盤・砂礫  
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障害物とは言えず落差工等の河川構造物の対象とはしなか

った。ST.11から下流は感潮域で、河床勾配は１／354であ
った。 
以上、河川構造物は、ST.５から ST.７までの地点間で多

く設置されており、落差工の規模から見ると上流の ST.１
～４と ST.５間のＤ３～６までの落差が高く、ついで ST.
７上のＤ29であった。 

 
３－２ 淵の位置と型、基質、水深 
 ST.１から ST.８までの淵の位置と型、河床の基質等を

表－３、型別の淵数、水深の平均値、標準偏差等を表－４

に示した。 

全体で 101 の淵が存在し、2001 年から 2004 年の間に水深
等で若干変化が見られたが、淵の位置に関してはほとんど

変化がなかった。ST.１～４までの間は岩盤が露出し、S型
の淵が形成されており、最源流の淵底質が砂泥、下流は岩

盤、砂泥であった。ST.５から６まで淵数は 45、F型が 20、
M型が 12、S型、MD型がそれぞれ５、１で、F型が最も
多く、河川構造物の設置数を反映していた。ST.６～７まで
は淵数が 16、S、SM型が 11、F型は３、MD型が１と少な
く、ST.７～８は、淵数が 28、S型が 11、M、F型が７であ
った。ST.６～８が S、MS型等の基質変化型が多かった。 
淵床の基質は、砂礫が 42で最も多く、岩盤、岩盤礫、岩

盤泥等が 24、コンクリート（帯工等）が 22 の順で多かっ

た。特に ST.７～８で岩盤が多く、大岡川の地質性状を反
映しているものと思われ、また淵の成因区分の S型を形成
する理由となっている。 
淵型別の水深の平均値では、MS型が 92.6cmと最も深く、

ついで S型の 65.9cmであった。F型は 22.1cmと比較的浅
く、最小値と最大値の範囲が１～96cmと広かった。これは
落差工下の基質性状を反映していた。 
瀬の形状については今回、計測調査を行なわなかったが、

調査地点の瀬の形態をみると水深が上、中流域で５cm以下
と浅く、川幅も狭かった。基質は岩盤、礫、砂礫であった。 

 
３－３ 水温変化等 
水温変化は、月１回の頻度で測定した値の年平均値と最

小値、最大値を図－４に示した。 
平均値の比較では、上流域の ST.１から ST.４まではあま

り差がないが、ST.５より水温が高くなり ST.７では、上流
域との差が３℃以上になっていた。季節別にみると上流と

下流域との差で、冬では４～５℃、夏が６～８℃で夏の方

で差が大きかった。特に7月は上流が約20℃、下流では30℃
前後になっており、10℃近くの差となっていた。 
感潮域は、干潮時に調査を行った。塩分濃度の平均値は

ST.12が 11.7パーミル、ST.11が 0.6パーミルであった。ST.12
は、感潮域の中でも塩分濃度が比較的高い地点であった。 
他の水質項目については、2002年度に行った市内河川生

物相調査の結果 12)を参照すると、BOD値が ST.３、ST.６の
上流域では、夏で 1mg/l 以下、冬で 1.6、2.4mg/l、ST.９の

中流域が夏で 1.4 mg/l、冬で 4.6mg/l、ST.10、ST.12の下流
域では夏で１～1.5mg/lの範囲、冬で 1.9mg/lを示しており、
中流域で冬に値が高くなる傾向を示していた。 
大岡川水系の下水道普及率は、1997年度で 99.7%、水量

が 1980年代より約 20×103ｍ/日となっている 13）。 
 
３－４ 大岡川の出現魚種 
今回、大岡川で確認された種数は、８科 30種（属、科の

不明種、飼育品種を含む）であった。種別地点別の採集個

体数の計を表－５に示した。学名は中坊他 14)、Stebenson15)

に従った。 
採集個体数は、アブラハヤが全体（4945尾）の 37%、つ

いでスミウキゴリが 21%、タカハヤが 16%、シマドジョウ

表－４ 淵型別の最大水深（cm）の平均値等 

淵型 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

F 37 22.1 22.7 1 96

M 24 49.6 19.1 29 87

S 23 65.7 34.3 17 150

SM 11 92.6 35.1 35 150

D 4 32.0 5.4 28 40

MD 2 57.0 18.4 44 70

R 1 47.0 - - -

計 102 47.4 34.6 1 150
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図－４ 地点別の水温変化、○：平均値、∣：最小
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が 13%の順であった。この４種で全体の約 90%を占めてい
た。 
生活型の区分では、純淡水魚がコイ、イロゴイ、キンギ

ョ、オイカワ、アブラハヤ、タカハヤ、ヒメハヤ属、モツ

ゴ、ドジョウ、シマドジョウ、ホトケドジョウ、メダカ、

ヒメダカの 13種、通し回遊魚はウナギ、マルタ、アユ、ス
ミウキゴリ、ウキゴリ、ウロハゼ、ヒナハゼ、アベハゼ、

トウヨシノボリ、ヌマチチブ、チチブの 11種、ウナギを除
いて全て両側回遊魚であった。周縁性淡水魚はボラ、スズ

キ、シマイサキ、ビリンゴ、マハゼの５種、ハゼ科で種不

明の１種であった。 
大岡川の魚類相の特徴は、他の市内河川では分布が限定

され、希少種となっている種類が多く出現するが、中流域

に多く出現するフナ属、ドジョウ、モツゴ等の魚種が著し

く少ないことであった。また、通し回遊魚では種類数が多

く源流域まで出現していたことである。 
大岡川水系の魚類相に関する調査は 1976 年から実施さ

れ、魚類相の変遷が明らかにされている 9,16～23)。 
その概要を調査年度ごとにまとめたのが表－６である。 
源流域（今回の調査地点の ST.３、５）では 1976 年頃、

アブラハヤが優占種で、シマドジョウ、ホトケドジョウ、

トウヨシノボリが出現していた。特に 1987年まではトウヨ
シノボリが比較的多く確認されていたが、同時期に道路施

設が建設されたため右側の流入河川が暗渠化し、それ以後、

数を減少させていった。この源流域では、1987年のイベン
ト時に移植放流が行なわれた。その時にアブラハヤと同属

の魚種で、過去、市内では生息を確認していないヒメハヤ

属が移入されと思われ、2002年にタカハヤと確認された 9)。 
上流域（ST.６）は、源流域の魚類相とほぼ同じ魚種が出

現し、アブラハヤが優占種、ついでシマドジョウが多いも

表－５ 大岡川の出現魚種と採集個体数 

採集

L.T 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 個体数計 %

1 Anguillidae Anguilla japonica ウナギ ウナギ D - - - - - - - - - - 1 - 1 0.0

2 Cyprinidae Cyprinus carpio コイ コイ G - - - - - - - Ob Ob Ob Ob Ob 0 0.0

3 Cyprinus carpio* イロゴイ* G - - - - - - - - - Ob - - 0 0.0

4 Carassius carassius auratus* キンギョ* G - - - - - - - - - 2 - - 2 0.0

5 Zacco platypus オイカワ G - - - - - Ob 1 - - - - - 1 0.0

6 Phoxinus lagowskii steindachneri アブラハヤ G - 12 24 201 110 922 393 137 36 13 - - 1848 37.4

7 Phoxinus oxycephalus jouyi** タカハヤ** G 327 16 50 105 36 186 54 4 2 - - - 780 15.8

8 Phoxinus  sp. ヒメハヤ属 G 60 - - - 1 30 2 6 8 - - - 107 2.2

9 Tribolodon brandti マルタ D - - - - - - - - - 21 - - 21 0.4

10 Pseudorasbora parva モツゴ G - - - - 1 1 - 1 - 1 - - 4 0.1

11 Cobitidae Misgurnus anguillicaudatus ドジョウ ドジョウ G - - - - 1 4 8 2 - 3 - - 18 0.4

12 Cobitis biwae シマドジョウ G - 3 4 17 54 161 205 206 9 - - - 659 13.3

13 Lefua echigonia ホトケドジョウ G 75 2 - - 9 5 1 - - - - - 92 1.9

14 Plecoglossidae Plecoglossus altivelis altivelis アユ アユ D - - - - - - 6 3 6 - 1 - 16 0.3

15 Mugilidae Mugil cephalus cephalus ボラ ボラ P - - - - - - - - Ob 52 16 7 75 1.5

16 Adrianichthyidae Oryzias latipes メダカ メダカ G - - - - 1 - - 1 - 27 28 4 61 1.2

17 Oryzias latipes* ヒメダカ* G - - - - - - - - - 4 1 - 5 0.1

18 Moronidae Lateolabrax  japonicus スズキ Ｐ - - - - - - - - - - Ob 1 1 0.0

19 Teraponidae Rhyncopelates oxyrhynchus シマイサキ Ｐ - - - - - - - - - - - 2 2 0.0

20 Gobiidae Gymnogobius petschiliensis ハゼ スミウキゴリ D - - - - 30 47 350 337 35 172 59 8 1038 21.0

21 Gymnogobius urotaenia ウキゴリ D - - - - - - - 1 2 15 2 - 20 0.4

22 Gymnogobius castaneus ビリンゴ P - - - - - - - - - 1 2 3 6 0.1

23 Glossogobius olivaceus ウロハゼ D - - - - - - - - - - - 1 1 0.0

24 Acanthogobius flavimanus マハゼ P - - - - - - - - - 19 13 37 69 1.4

25 Redigobius bikolanus ヒナハゼ D - - - - - - - - - - - 5 5 0.1

26 Mugilogobius abei アベハゼ D - - - - - - - - - - - 12 12 0.2

27 Rhinogobius  sp. OR トウヨシノボリ D - - 1 3 22 4 - 1 - - - - 31 0.6

28 Tridentiger brevispinis ヌマチチブ D - - - - - - - 1 - 30 24 1 56 1.1

29 Tridentiger obscurus チチブ D - - - - - - - - - - - 8 8 0.2

30 Gobiidae sp ハゼ科の一種 - - - - - - - - - - - 1 2 3 0.1

採集個体数　計 462 33 79 326 267 1360 1020 701 98 360 148 91 4945 100.0

種類数 3 4 4 4 10 10 9 13 9 15 13 14 － －

 L.T: Life　Type　生活型、G: Genuine　freshwater fishes 純淡水魚、D: Diadromous fishes 通し回遊魚、P: Peripheral freshwater fishes　周縁性淡水魚　

　数字:　出現種の採集個体数、Ob: 目視、－: 未確認、*: 飼育品種、**:移入種

No. Taxon 科　　　　　　　種
ST.
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のとなっていた。中流域（ST.９）は 1984 年まで魚類が確
認できなかった。その後、1987年の調査時にはフナ類が確
認され、1990年にはアブラハヤ、シマドジョウが確認され、
源流域から分布拡大してきたものと推測している。下流域

（ST.10、12）は、マハゼ、ボラが 1979、1987 年に確認さ
れていた。1990年度より通し回遊魚、周縁性淡水魚が多く
出現し、特にアユ、スミウキゴリ、ウキゴリ等は上流域ま

で確認されるようになってきた。 
今回はじめて確認された種類は、ウナギ、オイカワ、ヒ

メダカ、シマイサキ、ビリンゴ、ウロハゼ、ヒナハゼの７

種であった。その中でオイカワ、ヒメダカは放流されたも

のと思われた。他は通し回遊魚、周縁性淡水魚であった。 
 

３－５ 流程分布の季節変化 
特徴的な出現範囲を示した種類と採集個体数が多かった

純淡水魚５種、通し回遊魚７種の季節変化を図－５、６、

７、８、９に示した。 
ただし、予備調査期間を含めたので、2003年５月、６月

ST.１～４、８、９～12、７月は、ST.２、４、８月は、ST.11
～12、９月が ST.11～４、ST.12、11月が ST.９～12は未調
査で欠測（NR）であった。 
（１）アブラハヤとタカハヤ 
ヒメハヤ属のアブラハヤとタカハヤにおける流程分布の

季節変化を図－５に示した。 
タカハヤは、最源流の ST.１に周年多く出現していた。

この地点は、流れ幅が１ｍ以下の細流で、ホトケドジョウ

表－６ 大岡川水系の魚類相の変遷 

L.T 1976 1979 1984 1987 1990 1993 1996 1999 2002 今回

1 Anguillidae Anguilla japonica ウナギ ウナギ D - - - - - - - - - ○

2 Clupeidae Sardinella zunasi ニシン サッパ P - - - ○ - - - - - -

3 Konosirus punctatus コノシロ P - - - ○ - - - - - -

4 Cyprinidae Cyprinus carpio* コイ コイ(イロゴイも含む） G - - - - ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 Carassius gibelio langsdorfi ギンブナ G - - - - ○ ○ ○ - - -

6 Carassius sp. フナ属 G - - - ○ ○ ○ ○ ○ - -

7 Carassius carassius auratus* キンギョ* G - - ○ - - - - ○ - ○

8 Zacco platypus オイカワ G - - - - - - - - - ○

9 Phoxinus lagowskii steindachneri アブラハヤ G ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 Phoxinus oxycephalus jouyi** タカハヤ** G - - - - - - - - ○ ○

11 Phoxinus  sp. ヒメハヤ属 G - - - - - - - ○ ○ ○

12 Tribolodon brandti マルタ D - - - - - - - - ○ ○

13 Tribolodon hakonensis ウグイ G - - - - ○ - - - - -

14 Pseudorasbora parva モツゴ G - - - ○ ○ ○ ○ - ○ ○

15 Cobitidae Misgurnus anguillicaudatus ドジョウ ドジョウ G ○ - - - ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 Cobitis biwae シマドジョウ G ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 Lefua echigonia ホトケドジョウ G ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○

18 Plecoglossidae Plecoglossus altivelis altivelis アユ アユ D - - - - - ○ - ○ ○ ○

19 Mugilidae Mugil cephalus cephalus ボラ ボラ P - - - ○ - ○ ○ ○ ○ ○

20 Chelon affinis セスジボラ P - - - - - ○ ○ - - -

21 Poeciliidae Gambusia affinis カダヤシ カダヤシ G - - ○ - - - - - - -

22 Adrianichthyidae Oryzias latipes メダカ メダカ G - - - - ○ - ○ - - ○

23 Oryzias latipes* ヒメダカ* G - - - - - - - - - ○

24 Moronidae Lateolabrax  japonicus スズキ Ｐ - - - - - - ○ - - ○

25 Teraponidae Terapon jarbua コトヒキ Ｐ - - - - - - - - ○ -

26 Rhyncopelates oxyrhynchus シマイサキ Ｐ - - - - - - - - - ○

27 Gobiidae Gymnogobius petschiliensis ハゼ スミウキゴリ D - - - - ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 Gymnogobius urotaenia ウキゴリ D - - - - - - - ○ ○ ○

29 Gymnogobius heptacanthus ニクハゼ P - - - - ○ ○ - - - -

30 Gymnogobius castaneus ビリンゴ P - - - - - - - - - ○

31 Glossogobius olivaceus ウロハゼ D - - - - - - - - - ○

32 Acanthogobius flavimanus マハゼ P - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○

33 Acanthogobius lactipes アシシロハゼ P - - - - - ○ - - - -

34 Redigobius bikolanus ヒナハゼ D - - - - - - - - - ○

35 Mugilogobius abei アベハゼ D - - ○ - ○ - - - ○ ○

36 Rhinogobius  sp. OR トウヨシノボリ D ○ ○ ○ ○ - ○ ○ - - ○

37 Tridentiger brevispinis ヌマチチブ D - - - - - ○ - - - ○

38 Tridentiger obscurus チチブ D - - - ○ ○ - - - - ○

39 Gobiidae sp ハゼ科の一種 - - - - - - - - - ○ ○

種類数 5 5 8 10 14 16 15 13 17 29

 L.T: Life　Type　生活型、G: Genuine　freshwater fishes 純淡水魚、D: Diadromous fishes 通し回遊魚、P: Peripheral freshwater fishes　周縁性淡水魚　
　○:確認種、－: 未確認種、*: 飼育品種、**:移入種

No. Taxon    科　　　　種
調査年度
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図－５ アブラハヤ、タカハヤの流程分布の変化    図－６ シマドジョウ、ドジョウ、ホトケドジョウ  

NR：欠測、図－６も同様．                  の流程分布の変化 
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 図－７ スミウキゴリ、ウキゴリの流程分布の変化     図－８ トウヨシノボリ、ヌマチチブ、チチブの 

     NR：欠測、図－８も同様．                 流程分布の変化
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の他に出現魚種はいなかった。同じ源流域の深みのある淵

では、冬に少なくなるが、５月から 11月にかけてアブラハ
ヤが多く出現していた。上流域から中流域に位置する ST.
６は周年、アブラハヤが最も多く分布する区域で、特に１

月～４月では、この地点の MD型淵で多く出現し、分布が
集中する傾向を示していた。タカハヤはアブラハヤに比し

て少なく、また春から夏にかけて若干数を増加させる程度

であった。中流域の ST.７はアブラハヤが４月～10 月まで
に多く出現し、ST.８は、６月～９月、ST.９では６月に他
の月より増加させ、下流の地点ほど出現する期間が短かっ

た。ST.10では 12月～３月までの期間だけに出現していた。
タカハヤは、ST.７より下流の地点では出現数が少なかった。 
アブラハヤとタカハヤの流程分布の特徴は、両種が同所

的に分布しているものの採集個体数の割合を比較すると、

分布の差が明らかであった。すなわち出現率は、ST.１～10
の地点でアブラハヤが 0.0、42.9、32.4、65.7、75.3、83.2、
94.8、97.2、94.7、100%、タカハヤが 100、57.1、67.6、34.3、
24.7、16.8、5.2、2.8、5.3、0.0%であった（表－５）。 
両種の分布の違いについては、同一河川で共存する両種

は、タカハヤが上流、アブラハヤが下流側に分布すること

が報告されている 24,25)。本来、生息地でない川に移入され

た場合でも同様な結果を示していた。 
（２）ドジョウ、シマドジョウ、ホトケドジョウ 
ドジョウ科３種の流程分布を図－６に示した。 
ドジョウ科の中でドジョウが最も採集個体数が少なく、

流程分布の季節変化の傾向は明確でない。しかし ST.５～
ST.８と ST.10に出現し範囲は広かった。  
シマドジョウは、出現範囲が広く、源流域の ST.２から

ST.４に少数出現し、ST.６～８に多く出現する。季節変化
は、ST.７、８の地点で４月より８月まで上流よりのＤ29
の下に多く出現し、冬では下流の ST.８に比較的多く出現
する傾向を示し、繁殖期に上流に移動していくことが推測

された 27)。この種の流程分布は、他の魚種に比較して下流

の地点で多く出現する分布傾向を示した。 
ホトケドジョウは、タカハヤと同様で源流域に周年出現

していた。繁殖期間 26)の６月～８月にかけて比較的多く出

現していた。また下流では、ST.５、６で出現し、ST.７が
出現した最下流の地点であった。これらの地点はまれに少

数が確認されるのみで上流より分散してきた個体であると

思われた。 
（３）スミウキゴリとウキゴリ 
ウキゴリ属における流程分布の季節変化を図－７に示

した。 
スミウキゴリは、1990 年の調査時より ST.５で初めて確認
され、1996年から毎回出現している 9,23)。特に 2002年度調
査では、夏に ST.５、６、９、10 で出現個体数が少ないも
のの確認されており、この種が最近、著しく増加している

ことが推測された。 
 流程分布の季節変化をみると、１月～３月は、下流域の

ST.11 の少ない地点で出現し、個体数も少なかった。４、
５月になると多くの個体が出現し、それが下流から上流の

地点へと移行し、分布範囲が拡大していった。さらに７月

では源流部に近い ST.５まで出現し、数を減少させながら

拡大していった。多くの個体が出現するのが D29、D33下
等の ST.７、８であった。11 月になると分布が ST.11 の下
流域の地点へと若干移行し、個体数も減少していく傾向を

示した。 
この様に、スミウキゴリの流程分布の特徴を地点別個体

数から推測すると、遡上、定着、分散の季節による行動様

式が明らかであった。 
ウキゴリの流程分布は、下流域の ST.10 で７、８月に出

現し、上流では ST.8で出現していた。採集個体数が少なく、
明確な傾向は示すことができなかったが、同属のスミウキ

ゴリより下流域に分布する傾向にあった。河川形態調査時

は、ST.7で確認されていた。 
日本列島には、ウキゴリ属としてウキゴリ（淡水型）、シ

マウキゴリ（中流型）、スミウキゴリ（汽水型）の３種類が

分布する。ただし、市内ではシマウキゴリは確認されてい

ない。これらの魚種が同一河川に共存する時、スミウキゴ

リが下流、他は中流に分布することが報告されている
28,29,30)。しかし川の形態によっては異なる分布を示す場合

もあるとしている。今回の結果では、上流にスミウキゴリ

が、下流にウキゴリが分布する傾向を示し、これら分布を

異にする要因の一つに河川構造物等の影響もあることが示

唆された。 
（４）トウヨシノボリ、ヌマチチブ、チチブ 
ハゼ科３種における流程分布の季節変化を図－８に示し

た。 
 トウヨシノボリは、2004年の 4月～8月まで上流域の地
点で出現し、１月～２月の冬では確認されなかった。源流

の ST.４でも確認されており、両側回遊魚の中では最も上
流まで出現する種であった。ただし、この種は、多様な生

活型をもち陸封型となっている集団が存在すると思われ、

特に ST.５では合流する右側の河川上流の魚類相を今後調
査する必要があると思われる。上流には池があり 1983年ま
でヨシノボリ属が確認されていた 31)。 
 ヌマチチブの流程分布は、３月～５月、８、９月に下流

の ST.10、11 に比較的多く出現していた。出現した最上流
は ST.８の D33 の下であり、遡上能力は低いと思われる。
また８月では、ST.10 で礫下の産卵床と卵を保護している
雄を確認した。 
ヌマチチブと同属のチチブは、最下流の ST.12、汽水域

で春から夏にかけて出現していた。両種が同一河川に生息

している時、生息域が異なることが報告され、ヌマチチブ

が上流、チチブが下流としている 32)。今回も狭い範囲なが

ら同様な傾向を示していた。 
（５）アユ、マルタ 
 遊泳性回遊魚のアユ、マルタの流程分布を図－９に示し

た。なお、採集個体数だけでなく、目視観察のデータも加

えて図示した。 
アユは 2004 年の５月～９月に出現し、５月では ST.８、
ST.11、６月は ST.７の D29下で確認し、遊泳魚の中では最
も上流の地点に出現した種類であった。９月は中流域で出

現していた。2003年では、７月に ST.８でのみ確認された。 
 マルタは、2004年の８月～11月に ST.10のみで出現して
いた。ただし９月に上流の分水路内の淵でも確認され（樋
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口、未発表）、また 2002 年度調査では、ST.10、12 でも確
認されていた 9)。この様に流程分布は下流域に限られてい

た。 
（６）その他 
 純淡水魚では放流されたコイ、イロゴイが ST.８～ST.12、
メダカが ST.10～ST.12の下流域に多く分布し、上流にもま
れに出現した。コイは下流の深い淵が形成される場所に多

く分布し、D30下まで出現していた。メダカは低水敷にガ
マ等を植栽した水際に出現していた。上流で出現するメダ

カ等は単発的に放流されたものと思われる。オイカワは今

回、初記録であり新たに放流されたものと推測した。周縁

性淡水魚は、ボラが ST.９、マハゼ、ビリンゴが ST.10まで
出現し、特にマハゼは構造物がない日野川では上流域まで

出現していた（樋口、未発表）。ST.12は遇来的に出現する
魚種が多かった。 

 

３－６ 体長組成の季節変化 
 大岡川における代表的な魚類４種の季節別区域別の体長

組成を図－10、11、12、13に示した。区域の設定は、１ｍ
以上の落差工が設置されている区間、下流では分水路の構

造物が設置されている場所を境とした。すなわちＡ区域は

ST.１、２、３、４、Ｂ区域が ST.５、６、Ｃ区域が ST.７、
８、９、D 区域が ST.10、11、12 をまとめて解析した（図
－２）。 調査期間は 2003年 12月～2004年 11月までとし
た。また、月別地点別の採集個体数、体長の平均値±標準

偏差を表－７、８、９、10、11に示した。 
（１） アブラハヤ 
 区域別体長組成の季節変化を図－10に示した。級間隔は
３mm、図中の体長間隔の表示はｘの時が x－３<、≦x の
範囲である。以下の図も級間隔が異なるが同様である。 
Ａ区域は、冬に出現個体数が少なく、５月になると新規

参入個体、すなわち 0＋年魚と思われる 25.5mm にモード

をもつ山と少数ながら 79.5mm にモードの山の大型個体が
出現していた。この山は時間経過にともなって体長組成の

幅が広がり、不明確になっていた。 
B 区域の体長組成は、１月に体長 25.5mm にモードをも

つ山と 42～48mmにモードをもつ二つの山があり、その山
は３月まであまり変化がなかった。４月では、７～21mm
の新規参入個体の 0＋年魚の出現が見られた。５月はその
山が明確ではなくなっていたが、６月に再び出現し、７月

には 0＋年魚と思われる 31.5mmにモードをもつ山、1＋年
魚の 48～57mmの山が明確であった。８、９月では山が拡
がり、21～69mm 範囲の不明確な一つの山となっていた。
それは 11月まで同じ傾向を示した。 

C 区域では冬にほとんど出現しなかったが、５月より比
較的多くの個体が出現しだした。６月に 1＋、２＋年魚あ
るいはそれ以上の年級群が多く出現する傾向を示していた。

０+年魚は少なかった。 
Ｄ区域は 12、２、３月にのみＣ区域と同様な大きさの個

体が少数出現し、分散してきたものと推測した。 
以上、大岡川集団の体長組成をＢ、Ｃ区域を合わせた組

成でみると、おおよそ 28.5、52.5、70.5、91.5mmにモード
を持つ４つの山が明らかになり、それは 0＋、１＋、２＋、
３＋年魚かそれ以上に対応したものと推測された。０＋年

魚の出現状況から繁殖期は４月～６月頃と推測された。 
（２）タカハヤ 
 体長組成の季節変化を図－11に示した。級間隔はアブラ
ハヤと同様である。なお、最源流部のヒメハヤ属をタカハ

ヤの体長組成に含めて解析した。 
Ａ区域は、流程分布で見たように周年多く出現した。１、

２月の体長組成は 18～30mmの範囲で０＋年魚と思われる
山があるだけで、組成が単純で、大型魚が少なかった。こ

の傾向は 12月から３月まで続いた。この山は４月以後、生
長していくが、６月からは 20mm以下の新規参入個体が少
数出現し、また 60mm以上の１＋年魚以上の個体が出現し
た。 
 Ｂ区域は出現個体数が少なく、Ａ区域に出現する個体よ

り大型の個体が多かった。0＋年魚と思われる個体が出現す
るのは 7月頃と推測された。しかしその後、数を減少させ
ていった。下流のC区域では６月、８月で若干出現したが、
その他の季節では少なく、比較的大型の個体が出現した。 
タカハヤの体長組成に関する報告では雌雄で差があり、

０＋年魚の出現が６月、生長期間が短く、年齢構成は多く

は３＋年魚としている 11)。繁殖期は明確ではないが、６、

７月と思われ、アブラハヤより遅いことが示唆される 33)。 
（３）シマドジョウ 
 体長組成の季節変化を図－12に示した。体長の級間隔は
２mmであった。 
 Ａ区域では出現個体数が少なかったために体長組成の特

徴が明確に把握できなかった。Ｂ区域では、６月に 16mm
の０＋年魚、42～52mm の１＋年以上の個体が出現した。
８月まで生長していく傾向を示すとともに数が減少してい

った。 
Ｃ区域を見ると、３月の体長組成では、27、45mm にモ

ードをもつ二つの山が明らかであり、2003年生まれの０＋
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年魚と１＋年魚と思われる。またあまり明確ではないが、

57mm 以上の３＋年魚も年級群として生息していると推測
した。８月～９月まで大きな山は右よりに移行していくが、

11月では変化がなかった。山の特徴は不明瞭な２つの山と
して認められた。 
体長では雌雄差が大きいことが知られており、成魚で２

cm34)であり、今回の結果と比較すると小型魚では年級群間

の区別が可能で大型魚ほど不明確になると思われた。繁殖

期は明確にできなかったが、５、６月頃と推測された。 
（４）スミウキゴリ 
 体長組成の季節変化を図－13に示し、級間隔は２mmで
あった。 
 2003年 12月～2004年３月まで C、D区の下流域で 50mm
以上の大型の個体が少数ながら出現していた。４月では D
区の ST.12で 21mmの小型の個体が出現し、５月はＤ区で
21mm にモードの山、Ｃ区は 31～33mm の範囲で高い山が
形成され、同一年級群でも上流の区域ほど大型となってい

た。この傾向は６月まで続き、７月になるとさらに上流の

Ｂ区域に 45mmにモードをもつ低い山が出現していた。Ｃ
区では出現個体数が多く、41mm にモードを持つ右になだ
らかな広い山となっていた。Ｄ区は出現個体数が少なくな

っていた。Ｃ区では、９月まで生長していく傾向を示し、

体長 60～70mmまでになっていた。それ以後、個体数を減
少させていった。11月になるとＢ区の出現個体数が減少し、
下流のD区で体長の平均値が 68mmと大型の個体が出現し
ていた。 
 以上、体長組成からみると繁殖期は４月～６月、多くの

個体が遡上しながら生長し、９月には 50～80mm になり、
翌年の３月に繁殖集団に加入していくと思われる。多くは

1 年で死亡、中には２年にわたる個体もあると考える。ウ
キゴリに関しては同様な生活史を送っていることが報告さ

れ 35)、また満１年で全長 55～73mm、一部は成魚、２年で
102mmとなり寿命が満３年としている報告もある 36)。 

 
３－７ 河川構造物と流程分布 
 堰、落差工等の河川構造物が多く設置されたことによっ

て多くの魚種の回遊生態が影響を受けている。構造物の影

響に関する調査研究の中で漁業対象魚種の遡上等を目的と

して検討された報告が多くある。また最近、河川に多く生

息する純淡水魚、両側回遊魚に関する研究報告が多く検討

されるようになってきた 4,5,6,37)。 
 筆者らは、都市河川に魚類が甦りつつある中で、上流か

ら下流までの多様な河川生態系の再生を図るために、魚類

の移動、分散に障害となっていると思われる落差工等の河

川構造物に注目してその影響について調査した。 
 大岡川の落差工は 33基ほど設置され、その中で 1ｍ以上
の落差あるものが５基であった。特に上流の ST.4と５の間
では距離が短く、河床勾配が高い区域に多段式の落差工が

７段、三面コンクリ－トが設置されている。また ST.６、
７の間では 21 基、落差の範囲が 11～140cm の多くの落差
工が設置されていた。最大の落差は ST.７の上の D29 であ
った。ST.７から下流では落差工は４基と少なかった。 
淵型では、落差工下の落ち込み等の F型区分が多く、つ

いで S型、M型であり、岩盤、帯工等の基質に起因した淵
が多かった。 
魚種別の流程分布をみると、遊泳性のヒメハヤ属の分布

は上流にタカハヤ、下流にアブラハヤが分布する傾向を示

していた。これらの分布の違いは他の魚種でも知られ、今

回のウキゴリ属、チチブ属以外では、オイカワ属のカワム

ツとオイカワ 38)、サケ科イワナ属のオショロコマとアメマ

ス等 39,40)である。 
これら分布を違える原因は、河川構造物との関係につい

ては検討されてなく、イワナ属は物理的要因として水温、

標高の差が関連していることを指摘され、生物的要因とし

てエサ等の競合関係、密度等が挙げられている 41)。しかし

それには多くの要因が関係しているものと考えられている。

今回のヒメハヤ属の結果ではその原因については明確にで

きないが、水温等の差がない区域でも上流側にタカハヤが

多く分布しており、生息場の選択性の違いあるいは繁殖生

態における差等が関係していることも考えられる。 
移動、分散に関して両種とも体長組成でみたように０＋

年魚はあまり下流の地点では出現せず、１＋年魚以上の個

体が出現していた。アブラハヤは、下流の ST.９、10 まで
出現するが、定着はしていなかった。これらの魚種は稚魚

時の下流への分散はあまりなく、比較的大型の個体が下流

へ移動、分散する傾向を示していた。 
コイは ST.７下に位置する D30 から ST.12 までの範囲で

出現し、大型魚がいずれも深みのある淵に目視観察されて

いた。構造物だけでなく淵形態等の生息場環境の影響を受

けているものと思われた。 
底生魚のドジョウ科は、ホトケドジョウの分布が源流域

に限定しており、下流に分散してきた個体は少なかった。

最も下流では ST.７で８月に出現したが、一時的であった。
ドジョウは中、下流域に泥質等の適した生息環境が少ない

こともあってか、出現数が少ない。シマドジョウは、源流

域から中流域まで分布し、特に D29 下の ST.７で春から夏
にかけて出現数が多くなることから上流よりの移動が推測

された。ドジョウ科の中では遡上能力が高い魚種と思われ

た。 
 ハゼ科の魚種の多くは両側回遊魚、すなわち川で産卵し、

下降して海で育ち、幼魚になって川に遡上する生活史を送

っている。スミウキゴリの移動様式は、2004年生まれの年
級群が４月 19日に感潮域の ST.11、12で確認、５月 18日
は D29の落差工下で多数の個体を確認、その後、最上流の
ST.5では 7月 20日に確認できず、30日に確認していた。
遡上に要する時間を推測すると、ST.７までは短期間に到達
するのに対して ST.７～ST.５までは約２ヶ月が経過してお
り、種々の要因を考慮してもこの区間の河川構造物の影響

が大きいことが示唆される。 
ちなみに大岡川支川の日野川は、合流点から上流にかけ

て分水路以外に構造物がなく、同年６月 10日には源流域に
22 尾、体長の平均値、標準偏差が 42.7±4.8mm の個体が出
現していた（樋口、未発表）。 
なお、ST.７上のＤ29 の落差工の側壁部を遡上している

スミウキゴリを写真４に示した。 
ウキゴリは下流域に分布、今回は ST.８で確認され、上
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流方向への移動、分散を示していたが、河川構造物の影響

がスミウキゴリより大きいことが推測された 42)。 
チチブは下流域に分布が限定され、ヌマチチブは、ST.

８の最初の落差工下に出現し、落差に影響される魚種と思

われる。 
 トウヨシノボリは、D２～８の多段式落差工上の源流域
まで出現し、構造物の影響が少ないことが推測されるが、

出現個体数が少なく移動様式は明確ではない。 
遊泳性回遊魚のアユ、サケ科は、遡上と河川構造物との

関係について解析した研究報告、総説がいくつかある
43,44,45)。 
耐久遊泳速度、跳躍高度等は、他の魚種に比べて高いこ

とから遡上能力が高いことが知られている。今回でも遊泳

性魚の中では最も上流の D29まで遡上し、途中にある D33
の落差約 50cm を遡上してきたものと考える。アユの生息
場は、主に淵、流れ幅が 3.3～4.4ｍ、最大水深が 70～86cm、
流速が 0.03～0.12m/s、水際等にえぐれた隠れ場が存在した。
外的刺激に敏感で瀬では確認されなかった。 
同じ生活型をもつマルタは、下流域の ST.10に出現した。

上流への遡上は、他の調査で分水路の淀みで確認されてお

り、ST.９では出現してない。 
周縁性淡水魚では、ST.10～12 の地点に出現し、特にマ

ハゼ、ボラは他に比して上流に出現していた。日野川では

マハゼが上流域まで出現しており、構造物に影響されてい

る魚種と考えた。 
以上の解析を踏まえて、移動、分散の範囲を推測したの

が図－14である。 
上流方向への移動範囲では、周縁性淡水魚・ヌマチチブ

＞ウキゴリ・アユ＞スミウキゴリ＞トウヨシノボリの順に

河川構造物の影響を受けやすい種群と推測した。下流方向

の移動、分散の範囲は、純淡水魚のアブラハヤ＞シマドジ

ョウ＞タカハヤ＞ホトケドジョウの順で大きい。これは必

ずしも河川構造物との関係を示しているとは言えない。ま

たこれらの魚種は一方向だけでなく、構造物に影響されな

がら狭い範囲での双方向的移動、分散があるものと思われ

る。 
これらの分布範囲から影響が大きい構造物は、落差高１

ｍ以上、底質がコンクリート、岩盤等であり、２段の床固

工では高さ１ｍ以下であっても落差間の距離（D33では５
ｍ）、水叩き部がコンクリート平面であれば影響を受けると

考える。 
また落差工によって形成される多くの落差は、平常水位

時に影響を及ぼしていることが推測されるが、増水等によ

り落差が消失する時に上下流への移動、分散を容易にする

ことが考えられる。降雨量との関係については今回、検討

しなかったが、2004年 10月 20日の降水量 177.5mm46)の増

水時、護岸に残された痕跡から水位（水面から痕跡までの

高さ）を推測すると、ST.６が約 1.4ｍ、ST.７が 1.5ｍ、ST.
８が 2.5ｍ、ST.９が 2.7ｍであった。これらから水位だけを
見れば多くの落差がなくなっていることが予測された。今

後、特に春から夏にかけての魚類の移動、分散に係わる行

動等、繁殖生態からみても検討していく必要がある。 
落差工の構造に関しては、直下に深みがあれば遡上を容

易にすることが報告されており 47)、また、逆に降河回遊の

時に深みが無い場合に落下した衝撃でダメージを受けるこ

とが考えられる等、落差だけでなく落差工下の構造も重要

であることが指摘されている 6,42,45)。 
今後、落差工の除去あるいは構造の改変、垂直から暖傾

斜の全断面魚道、浅い叩きから深い落ち込み、甲殻類等の

他の生物も利用できる多目的魚道の設置を同時に考えてい

く必要がある 45,48)。上流の多段式落差工では下２段目まで

を底面のコンクリートを剥がし深みを造っている。そこに

はアブラハヤ、スミウキゴリの生息を確認しており、一部

の改変でも再生可能であることを示唆していた。 
多様な生息場所を確保するための方策を考える上でアブ

ラハヤ等が多く出現する場所が参考になると考える。それ

はM型と河川構造物とセットとなる MD型の淵である（写
真５、６）。他に３ヶ所ほど同様な淵形態があり、いずれ

も多くのアブラハヤ等が生息しているのを確認している
49)。共通した形態的特徴は、蛇行の屈曲部が鋭角で、淵頭
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写真１ ST.５上の D２～８の多段式落差工、落差１ｍ
以上が４段であった。スミウキゴリは下から２段目まで

出現していた。 
 

写真２ D29と岩盤、落差約３ｍ、岩盤勾配 10度、左の側
壁部でスミウキゴリの遡上を確認（写真４）、アユはこの落差

工下の淵まで出現した。 
 

 

写真３ D33（ST.８）、最下流の連続２段の落差工、水
叩き部が浅いコンクリート平面、落差間隔が５ｍであ

る。ヌマチチブはこの下まで出現した。 
 

写真５ ST.６のMD型の淵、多くの魚類が出現した。
上流に屈曲部、底質は自然岩盤、砂・礫、下流に堰が設

置され、河原には河辺植物が繁茂する。上流方向を撮影。

 

写真４ D29、勾配 70度を遡上するスミウキゴリの
幼魚、降雨後で水量が若干増加していた（撮影樋口）。

写真６ ST.６の淵下流に設置されている D27、上端部
が勾配 20 度の暖傾斜となっていた。構造物の形態によ
ってはより多目的性を持った生息場となりうる。
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が M 型で深く長い水衝部、淵尻に落差工、底質が岩盤等、
片側に長いまとまった水裏部の堆積域と河辺植物のカバー

等が存在していることである。構造物の形態をより暖傾斜

魚道等に改変されるならば、上、下方向の行動様式を加味

した生息場所の再生を図れるものと推測した。 
今後、微生息場利用の定量的な要因抽出の解析が必要で

あろう。 
大岡川の魚類相の変遷では、上流に生息していた魚種が、

下流へと分布を拡大させてきたことが推測された。これは

水域環境が改善されれば多様な魚類群集が再生してくるこ

とを示しており、流域の多様な生物群集の保全の重要性が

指摘できる。一方では、サケ科の河川構造物による影響を

評価する中で分断化された集団の縮小化は絶滅リスクを高

めることが指摘され、また回遊性が失われることによる生

活史の変化が惹起されることも報告されている 50,51,52)。多

様な群集を保全し、孤立した集団間の関係を再生していく

ためには上流と下流、支川と本川に多く設置されている障

害物、三面張りの底面を緩和、修復させていくことが重要

である。大岡川の本川とともに支川の日野川源流域の再生

が望まれるところである。 
在来種が生息している区域に他地域から移入された種が

定着してきた。特に大岡川では源流域に移入種のタカハヤ

が定着し、アブラハヤ、ホトケドジョウと競合関係、同属

のアブラハヤと交雑等の遺伝的な攪乱が危惧されている。

これらの問題については現在解析しているところである。

他に調査期間中に放流されたと思われる魚種にはオイカワ、

メダカ等があげられる。今後も池、川等で放流が行なわれ

ると思われ、水辺再生と同調して定着、分布拡大が心配さ

れる。在来種の保護の観点から外来種、国内の移入種の放

流行為の問題点を今後、具体的に指摘していく必要がある

と考える。 
 

４．まとめ 
 大岡川を対象に河川構造物が魚類流程分布に与える影

響について調査を行い、以下の結果を得た。 
１）  護岸構造は源流域を除いてコンクリートブロック等

であった。 
２）  床固工等の河川構造物は 33 基が設置され、上流域

と中流域に高さ１ｍ以上の落差工が設置されてい

た。 
３） 淵型は F型の落差工の落ち込み淵が最も多く、つい

で S型の基質変化型が多かった。 
４） 出現魚種は８科 30種、純淡水魚が 13種、通し回遊

魚が 11種、周縁性淡水魚が５種、ハゼ科不明種が１
種であった。 

５） 魚類流程分布はアブラハヤとタカハヤ、スミウキゴ

リとウキゴリ等、同属で分布が異なっていた。また

春から夏にかけて多くの魚種が上下に移動すること

が推測された。 
６） 季節別の体長組成は、春から夏にかけてアブラハヤ

等では大型魚が下降し、シマドジョウは上流へ移動

する傾向、通し回遊魚は５月より０＋年魚が多く出

現し、上流まで遡上していった。 

７） これらの魚類移動に影響を与える河川構造物は落差

高と落差下の構造が関係していると思われた。 
以上、魚類にとって快適な生活環境を再生するための基礎

的資料が得られた。 
  
謝辞：本報告をまとめるにあたり有益な助言、文献等で多

大なるご援助いただいた京都大学 渡辺勝敏博士、静岡県

立大学 板井隆彦博士、独立行政法人北海道区水産研究所 

森田健太郎博士、調査に協力していただいた横浜市港南区

保健福祉センター 木村喜芳氏、資料等でお世話になった

横浜市下水道局河川計画課の方々に心から感謝いたします。 
 

文献 
１）  後藤晃：淡水魚、日本の淡水魚類、水野信彦・後

藤晃 編、東海大学出版会、東京、１～15（1987）． 
２） 林公義・長田芳和・後藤晃・西島信昇：淡水魚、フ

ィ－ルド図鑑、川那部浩哉監修、東海大学出版会、東

京、pp187（2002）． 
３） 中野繁・井上幹生・桑原禎知・豊島照雄・北條元・

藤戸永志・杉山弘・奥山悟・笹賀一郎：北海道大学天

塩・中川地方演習林および隣接地域における淡水魚類

相と治山・砂防ダムが分布に及ぼす影響、北海道大学

農学部演習林研究報告、52（２）、95～109（1995）． 
４） 豊島照雄・中野繁・井上幹生・小野有五・倉茂好匡：

コンクリート化された河川流路における生息場所の再

造成に対する魚類個体群の反応、日本生態学会誌、46、
９～20（1996）． 

５） 渡辺恵三・中村太士・加村邦茂・山田浩之・渡邊康

玄・土屋進：河川改修が底生魚類の分布と生息環境に

およぼす影響、応用生態工学、4、133～146（2001）． 
６） 佐川志郎・近藤智・渡辺雅敏・三沢勝也・中森達：

床固工の改良が落下魚類の生存率へ与える影響、応用

生態工学、６、121～129（2004）． 
７）森田健太郎・山本祥一郎：ダム構築による河川分断化

がもたらすもの－川は森と海をつなぐ道－、サケ・マ

スの生態と進化、前川光司編、文一総合出版、東京、

p281～312（2004）． 
８）小池裕子・松井正文編、保全遺伝学、東京大学出版会、

pp299（2003）． 
９） 樋口文夫・水尾寛己・木村喜芳：横浜市内河川にお

ける淡水魚類相調査報告（2002～2003 年）、横浜の川
と 海の生物（第 10報、河川編）、横浜市環境保全局、
51～81（2004）． 

10） 横浜市都市計画局：1/2500地図（1997）． 
11） 水野信彦・御勢久右衛門：河川の生態学、築地書館、

東京、pp245（1973）． 
12） 福嶋悟・樋口文夫・水尾寛己・阿久津卓：横浜市内

河川の水質環境（2002～2003 年）、横浜の川と海の生
物（第 10報、河川編）、横浜市環境保全局、39～49（2004）． 

13） 福嶋悟：横浜市内河川の水環境変化、横浜の川と海
の生物（第９報、河川編）、横浜市環境保全局、55～70
（2001）． 

14） 中坊徹次 編：日本産魚類検索（第二版）、東海大学



- 50 -  

出版会、東京、pp1474（2000）． 
15） Stevenson. Duane E.: Systematic and distribution of 

fishes of the Asia goby genera Chaenogobius and 
Gymnogobius( Osteichthes: Perciformes:Gobiidae ), with 
the description of a new species, Species 
Diversity,7,251-312(2002)． 

16） 横浜市公害対策局：市内河川の魚類、横浜の川と海
の生物、公害資料 No.73、13～33（1978）． 

17） 横浜市公害対策局：市内河川の魚類の生息状況、横
浜の川と海の生物（第３報）、公害資料 No.92、19～37
（1981）． 

18） 横浜市公害対策局：横浜市内河川の魚類相、横浜の
川と海の生物（第４報）、公害資料 No.126、57～83
（1986）． 

19） 横浜市公害対策局：横浜市内河川の魚類相、横浜の
川と海の生物（第５報）、横浜市公害対策局、公害資料 
No.140，59～96（1989）． 

20） 樋口文夫・水尾寛己・梅田孝：横浜の淡水魚類相の
変化と分布の特徴、横浜の川と海の生物、第６報、横

浜市環境保全局、環境保全資料 No.161、93～139（1992）． 
21） 樋口文夫・水尾寛己・近藤卓哉： 横浜の淡水魚類相

調査報告（1993年度）、横浜の川と海の生物、第７報、 
河川編、横浜市環境保全局、環境保全資料 No.178， 77
～126（1995）． 

22） 樋口文夫・水尾寛己：横浜の淡水魚類相調査報告（1996
～1997）、第８報、河川編、横浜市環境保全局、環境保
全資料 No．186、69～108（1996）． 

23） 樋口文夫・水尾寛己：横浜市内河川における淡水魚
類相調査報告（1999～2000年）、環境保全資料 No.190、
横浜の川と海の生物（第９報）、河川編、71～119（2001）． 

24） 板井隆彦：静岡県瀬戸川水系におけるアブラハヤ属
（Phoxinus）魚類の２型 Ⅰ．流れに沿った分布につ
いて、静岡県立女子大学紀要、13、153～175（1980）． 

25） 板井隆彦：静岡県波多打川のアブラハヤ類（Phoxinus 
lagowskii）の２型のすみわけとその機構、１．波多打
川の魚類相と魚類の流れに沿った分布、静岡県立女子

大学紀要、18、137～147（1985）． 
26） 樋口文夫：谷戸に生きる魚－ホトケドジョウ－、都

市の中に生きた水辺を、桜井善雄・市川新・土屋十圀 

監修、身近な水環境研究会編、信山社、東京、170～180
（1996）． 

27） 君塚芳輝：シマドジョウ、日本の淡水魚、山渓カラ
ー名鑑、改訂版、川那部浩哉・水野信彦・細谷和海編・

監修、山と渓谷社、東京、392～393（2001）． 
28） 中西照幸：ウキゴリ（Chaenogobius annularis Gill）

３型の分布および生態について、北大水産彙報、29（３）、
233～242（1978）． 

29） 石野健吾・後藤晃・濱田啓吉：北海道の淡水魚に関
する研究―Ⅲ、ウキゴリ３型の分布、北大水産彙報、
34（３）、192～207（1983）． 

30） 石野健吾：ウキゴリ類、日本の淡水魚、改訂版、山
渓カラー名鑑、山と渓谷社、東京、618～623（2001） 

31） 福嶋悟・樋口文夫：氷取沢・瀬上沢水系の魚類相、

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書、横浜

市公害研究所、公害研資料 57、21～36（1984）． 
32） 向井貴彦：汽水魚・通し回遊魚における地理的分化

と生殖隔離の維持機構、生物科学、54（３）、196～204
（2003）． 

33） 板井隆彦：ヒメハヤ属、日本の淡水魚、改訂版、山
渓カラー名鑑、山と渓谷社、東京、270～275（2001）． 

34） 皆森壽美夫：シマドジョウ類の交雑と分類、魚類学
雑誌、Ⅰ―４Ⅱ、216～225（1951）． 

35） 竹内直政：霞ヶ浦および北浦におけるウキゴリの生
態、資源科学研究所彙報、75号、16～28（1971）． 

36） 道津喜衛：ウキゴリの生活史、九州大学農学部学芸
雑誌、15（３）、367～374（1971）． 

37） 玉井信行・水野信彦・中村俊六：次世代型の河川計
画をめざして．河川生態環境工学－魚類生態と河川計

画－、東京大学出版会、東京、pp239～241（1993）． 
38） 片野修：カワムツの夏、－ある雑魚の生態－、京都

大学学術出版会、pp230（1999）． 
39） 石城謙吉：イワナの謎を追う、岩波書店、東京、pp216

（1984）． 
40）Taniguchi,Y. and S.Nakano: Condition-specific competition: 

implications for the altitudinal distribution of stream fishes, 
Ecology,81,2027-2039(2000)． 

41）Fausch, K.D.,S.Nakano and K.Ishigaki: Distribution of two 
congeneric charrs in streams of Hokkaido Island, Japan: 
Considering multiple factors across scales, Oecologia, 
100,1-12(1994)． 

42） 下田和孝・中野繁・小野有五：プールタイプ魚道の
設置が北海道の通し回遊魚の流程分布に与える効果、

魚類学雑誌、50（１）、15～23（2003）． 
43） 小山長雄：アユの生態、中公新書、東京、pp176（1978）． 
44） 全国内水面漁業協同組合連合会：内水面漁場環境・

利用実態調査報告書－魚のすみよい川への設計指針

（案）－、pp265（1987）． 
45） （財）ダム水源地環境整備センター編：最新 魚道の

設計－魚道と関連施設－、信山社サイテック、東京、

pp581（1998）． 
46） 横浜地方気象台：気象情報・データ、インターネッ

ト情報（2004）． 
47） 水野信彦：魚にやさしい川のかたち、信山社、東京、

pp135（1995）．  
48） 浜野龍夫・吉見圭一郎・林健一・柿本皓・諸喜多茂

充：淡水産（両側回遊性）エビ類のための魚道に関す

る実験的研究、日本水産学会誌、61、171～178（1995）． 
49） 樋口文夫・水尾寛己・福嶋悟・前川渡：大岡川源流

部におけるアブラハヤとホトケドジョウの生息場所と

生活様式、大岡川・境川水系生態調査報告書、横浜市

環境科学研究所、環境研資料 123、173～194（1996）． 
50 ）  Morita K. & Yamamoto S.: Effects of habitat 

fragmentation by damming on the persistence of 
stream-dwelling charr populations, Conservation Biology, 
16,1318-1323(2002)． 

51）  Morita K. & Yokota A.: Population viability of 



- 51 -  

stream-resident salmonids after habitat fragmentation: a 
case study with white-spotted charr( Salvelinus 
leucomaenis) by an individual-based model, Ecological 
Modeling, 155,85-94(2002)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

52） Morita K. & Yamamoto S.:Occurrence of a deformed 
white-spotted charr, Salvelinus leucomaenis (Pallas), 
population on the edge of its distribution, Fisheries 
Management and Ecology,7,551-553(2000)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 52 -  

 

 
 
 
 
 

表－７ 月別地点別の魚類採集個体数と標準体長の平均値±標準偏差（mm） 

月 種類 ST.1 ST.2 ST.3 ST.4 ST.5 ST.6 ST.7 ST.8 ST.9 ST.10 ST.11 ST.12

－ － － － 2 14 7 － － － － －
33.5±0.7 54.8±7.8 63.8±7.0

－ － － － 0 1 2 － － － － －
61.0 58.4±6.2

－ － － － 0 0 2 － － － － －
17.5±0.7

－ － － － 0 1 1 － － － － －
99.8 104.3

－ － － － 1 4 4 － － － － －
50.0 41.4±6.7 47.4±4.9

－ － － － 1 4 22 － － － － －
67.0 59.2±28 36.6±2.0

－ － － － 0 0 0 目視 － － － －

－ － － － 5 25 14 10 － － － －
49.6±16.2 29.7±12.0 36.8±14.5 59.6±24.5

－ － － － 1 9 3 0 － － － －
82.0 35.7±11.4 30.7±0.8

－ － － － 0 19 0 0 － － － －
24.1±6.3

－ － － － 0 2 0 0 － － － －
79.1±69.2

－ － － － 4 28 10 1 － － － －
47.8±3.6 30.1±11.0 40.8±9.3 41.0

－ － － － 0 5 0 0 － － － －
23.8±4.4

－ － － － 6 16 99 28 － － － －
77.7±12.9 37.0±7.0 36.8±5.0 37.2±5.7

－ － － － 1 0 0 0 － － － －
38.0

0 － 0 － 0 0 0 目視 目視 目視 目視 0

0 － 0 － 0 0 1 0 0 0 0 0
96.0

0 － 3 － 6 1 27 17 0 0 0 0
50.3±3.5 49.8±23.5 32.0 70.3±15.7 79.6±10.1

22 － 9 － 12 1 4 0 0 0 0 0
26.0±9.0 46.3±4.8 29.3±4.0 33.0 44.8±13.0
0 － 0 － 0 0 2 0 0 0 0 0

104.0±8.5
0 － 2 － 2 1 13 2 0 0 0 0

63.5±4.9 46.5±3.5 30.0 32.7±11.3 51.5±6.4
5 － 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0

43.8±5.1
0 － 0 － 0 0 0 目視 0 0 0 0

0 － 0 － 0 0 0 0 0 0 目視 0

0 － 0 － 0 0 0 0 0 0 0 2
12.8±1.8

0 － 0 － 3 4 113 22 4 7 0 0
69.3±6.4 49.0±7.3 38.4±4.4 47.7±7.1 39.5±5.1 38.7±6.2

0 － 0 － 0 0 0 0 1 5 0 0
41.0 61.8±18.1

0 － 0 － 0 0 0 0 0 4 1 6
51.3±6.5 50.0 69.7±6.1

0 － 1 － 1 0 0 1 0 0 0 0
51.0 42.0 46.5

0 － 0 － 0 0 0 0 0 2 2 0
66.5±0.7 59.5±36.1

0 － 0 － 0 0 0 0 0 0 0 2
37.6±36.2

0 0 0 0 0 0 0 目視 0 0 － －

0 0 0 14 9 13 11 14 0 0 － －
54.3±10.9 44.3±14.9 26.3±5.0 62.7±22.3 47.8±22.6

6 0 2 33 4 5 4 0 0 0 － －
37.2±13.9 41.0±31.1 32.7±4.5 61.0±26.2 36.0±8.7 42.0±1.6
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 － －

87.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 － －

43.0
0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 － －

81.3±22.0
0 0 0 0 8 5 15 14 0 0 － －

46.3±9.3 36.2±10.7 32.5±6.2 30.5±4.8
注）　上段：個体数、下段：体長の平均値±標準偏差、－：欠測、以下の表も同じ．　　調査年月日：2003年５月14、21日、６月23日、７月１、15、28日、８月18日．

8月

アブラハヤ

タカハヤ

ヒメハヤ属

タカハヤ

ヒメハヤ属

ドジョウ
'03 5月

シマドジョウ

スミウキゴリ

トウヨシノボリ

6月

コイ

オイカワ

ドジョウ

シマドジョウ

ホトケドジョウ

スミウキゴリ

コイ

アブラハヤ

ボラ

メダカ

アブラハヤ

タカハヤ

ドジョウ

シマドジョウ

ヌマチチブ

チチブ

7月

コイ

スミウキゴリ

ウキゴリ

マハゼ

トウヨシノボリ

ホトケドジョウ

アユ

シマドジョウ

アブラハヤ

タカハヤ

マルタ

モツゴ

ドジョウ
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表－８ 月別地点別の魚類採集個体数と標準体長の平均値±標準偏差（mm） 

月 種類 ST.1 ST.2 ST.3 ST.4 ST.5 ST.6 ST.7 ST.8 ST.9 ST.10 ST.11 ST.12

2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 － －
35.5±24.7 33.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 16 － －
77.3±7.9

0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 － －
23.0±3.0

0 0 0 1 1 13 6 0 1 － －
52.0 81.0 51.9±7.0 57.2±6.9 39.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 － －
52.5±7.8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 － －
72.7±13.7

0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 － －
35.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 － －
68.0

－ － － － 0 0 0 0 目視 目視 目視 －

－ － － － 7 6 22 0 0 0 0 －
43.6±17.6 42.5±11.2 69.5±13.7

－ － － － 1 3 5 0 0 0 0 －
34.0 43.0±4.4 62.6±14.7

－ － － － 1 0 0 6 8 0 0 －
16.0 18.0±2.3 21.4±2.6

－ － － － 0 0 0 0 0 5 0 －
98.0±23.2

－ － － － 0 0 0 1 0 1 0 －
116.0 29.5

－ － － － 1 11 3 4 1 0 0 －
32.0 37.1±9.3 49.3±10.4 44.0±4.8 59.5

－ － － － 0 0 0 0 0 1 4 －
74.4 107.0±11.0

－ － － － 0 0 0 0 0 0 目視 －

－ － － － 2 12 4 18 2 1 0 －
56.5±3.5 71.4±9.3 59.3±10.5 68.5±6.5 63.8±5.9 64.0

－ － － － 0 0 0 0 0 1 0 －
105.0

－ － － － 1 0 0 0 0 0 0 －
39.0

－ － － － 0 0 0 0 0 1 0 －
94.8

0 0 0 － 8 143 71 0 － － － －
41.6±16.6 49.3±15.6 61.0±10.9

66 2 5 － 1 19 9 0 － － － －
27.3±7.6 68.5±6.4 23.2±1.3 56.0 45.4±10.3 63.3±8.3
8 0 0 － 0 0 0 0 － － － －

18.3±2.0
0 1 0 － 3 3 9 10 － － － －

54.0 48.0±15.9 54.0±4.4 36.8±9.8 42.7±12.4
6 0 0 － 0 0 0 0 － － － －

32.0±11.3
0 0 0 － 0 0 1 5 － － － －

54.0 67.0±3.7
0 0 0 － 3 1 0 0 － － － －

37.7±3.1 150.0
0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視 目視 0

0 0 0 0 1 81 37 3 0 2 0 0
35.0 49.5±15.4 62.1±12.7 26.0±7.5 48.5±9.2

46 0 0 7 2 11 8 0 0 0 0 0
22.3±3.7 23.4±2.4 65.5±21.9 47.1±8.0 62.8±14.2
0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

47.0
0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

124.0
0 0 1 0 1 2 4 5 1 0 0 0

60.0 44.0 33.5±6.4 42.5±15.3 38.2±12.1 64.6
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30.5±12.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 6 0

19.3±3.0 18.3±2.4
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

18.0
0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0

59.0±7.1 66.5±17.7
注）　調査年月日：2003年８月18日、９月24、29日、11月７日、12月２、８日、．

12月

ホトケドジョウ

ボラ

トウヨシノボリ

ヌマチチブ

コイ

8月つづき

９月

ヒメダカ

スミウキゴリ

ウキゴリ

マハゼ

アブラハヤ

タカハヤ

ヒメハヤ属

マルタ

ドジョウ

シマドジョウ

ボラ

スズキ

スミウキゴリ

マハゼ

トウヨシノボリ

ヌマチチブ

11月

アブラハヤ

タカハヤ

ヒメハヤ属

シマドジョウ

ホトケドジョウ

スミウキゴリ

トウヨシノボリ

コイ

アブラハヤ

タカハヤ

モツゴ

ドジョウ

シマドジョウ

ホトケドジョウ

メダカ

ヒメダカ

スミウキゴリ



- 54 -  
 

表－９ 月別地点別の魚類採集個体数と標準体長の平均値±標準偏差（mm） 

月 種類 ST.1 ST.2 ST.3 ST.4 ST.5 ST.6 ST.7 ST.8 ST.9 ST.10 ST.11 ST.12

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0
81.5±0.7 63.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0
117.0 66.0±5.7

0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0
39.0±2.8

0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視 目視 0

0 0 0 3 1 43 0 1 0 1 0 0
23.7±1.5 63.0 36.5±11.7 38.0 41.0

19 1 3 9 0 9 0 0 0 0 0 0
26.3±8.1 64.0 20.3±1.5 22.3±3.6 48.4±8.2
0 0 0 0 1 3 3 5 0 0 0 0

30.0 36.3±12.1 27.7±3.5 41.2±4.6
4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

29.3±5.4
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0

15.0±2.8
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

29.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

78.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0

44.0 43.0±21.2
0 0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視 0

0 0 0 2 0 61 1 0 0 7 0 0
19.5±0.7 34.8±8.5 32.0 40.9±4.4

4 0 0 2 0 3 0 0 0 0 0 0
32.4±5.5 32.0±9.9 44.7±6.4
30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

21.6±3.0
0 0 0 0 0 5 9 6 0 0 0 0

37.2±11.6 32.4±7.5 38.0±13.2
3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32.7±1.5
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

19.3±4.9
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

77.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0

44.0 46.0±29.7
0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視 目視 0

0 0 0 2 0 69 7 2 0 3 0 0
28.0±1.4 44.2±11.8 56.9±14.3 44.5±10.6 42.0±5.6

38 1 0 1 0 7 0 1 0 0 0 0
24.1±4.8 57.0 88.0 59.5±20.4 41.0
0 0 0 0 4 8 15 43 0 0 0 0

31.3±8.8 38.1±11.0 41.1±13.1 37.8±10.7
7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

40.1±4.9
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0

28.0±1.4
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 6 0

20.0 18.0±3.2
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

71.7±9.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 5 0

69.2±11.4 44.9±24.8
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

55.0
0 0 0 0 0 0 0 0 目視 0 目視 0

0 0 1 6 8 55 20 6 0 0 0 0
74.0 63.3±25.8 38.9±12.1 53.7±14.6 60.0±11.0 50.2±21.3

15 0 0 1 2 13 2 0 0 0 0 0
36.1±11.3 88.0 44.5±14.8 53.4±6.3 78.5±21.9
22 0 0 0 0 11 0 0 0 0 0 0

23.8±2.1 12.9±3.7
0 0 0 0 7 10 8 19 0 0 0 0

47.7±4.8 48.3±6.3 47.0±6.9 37.7±9.6
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

36.5±3.5
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

31.7±1.2
注）　調査年月日：2003年12月２、８日、2004年１月20、21日、２月18、19日、３月16、17日、４月19日、20日．
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表－10 月別地点別の魚類採集個体数と標準体長の平均値±標準偏差（mm） 

月 種類 ST.1 ST.2 ST.3 ST.4 ST.5 ST.6 ST.7 ST.8 ST.9 ST.10 ST.11 ST.12

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 0
25.5±0.7 20.0±3.5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
335.0

0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 3 1
86.0 54.0±28.3 29.7±1.2 20.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25
20.3±2.9

0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
74.0

0 0 0 0 0 0 0 1 0 4 6 0
76.0 77.5±5.3 54.8±23.5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
45.3±8.9

0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視 目視 0

0 0 1 29 2 74 24 5 2 0 0 0
54.0 36.0±17.0 31.5±4.9 54.0±12.6 59.4±15.5 56.8±8.7 83.5±10.6

27 1 0 0 0 33 2 0 0 0 0 0
35.0±16.7 42.0 42.9±9.6 61.0±0.0

0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
112.0

0 1 0 1 4 13 20 7 0 0 0 0
47.0 37.0 51.3±8.5 46.5±8.1 46.2±7.0 45.9±10.7

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
38.7±4.2
0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0

64.0±2.8 99.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 4

41.0±1.4 32.7±2.4
0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 1 0

22.7±1.5 24.0
0 0 0 0 0 0 13 69 3 27 45 7

36.5±1.5 33.5±4.8 31.7±1.5 29.1±9.5 21.3±2.1 22.1±1.7
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

28.3±0.6
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

29.6±3.4
0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0

42.0 47.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 5 0

72.3±9.0 50.2±15.5
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

17.7
0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視 目視 0

0 0 15 26 2 81 43 9 23 0 0 0
71.4±16.7 37.8±17.8 37.5±4.9 45.7±16.5 60.9±13.6 33.3±15.1 80.5±17.2

12 1 14 8 0 4 3 1 2 0 0 0
30.4±4.1 20.0 79.7±11.4 37.4±11.8 62.7±5.8 73.±6.2 33.0 73.5±2.1
0 0 0 0 4 11 11 3 0 0 0 0

48.8±6.4 38.7±15.6 38.4±9.2 39.7±7.8
11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

39.4±6.7
0 0 0 0 0 0 目視 目視 0 0 0 0

(6) (10)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 目視 3

54.3±14.1
0 0 0 0 0 0 41 95 16 116 5 0

37.9±3.8 35.8±7.1 34.0±3.2 29.8±3.0 32.9±5.9
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

33.0 36.2
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

33.7±1.0
0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

41.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

54.6 71.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4

43.9±14.4
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 目視 0

0 0 0 0 0 目視 目視 0 0 0 0 0

0 0 0 19 17 70 28 25 1 0 0 0
37.7±6.2 32.9±13.2 46.1±13.8 63.5±26.4 61.6±19.7 66.0

注）　調査年月日：2004年４月19日、20日、５月18、19日、6月14、16日、７月20、21日、（）内の数字は目視観察数、以下の表も同じ．．
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アユ
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スミウキゴリ
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ヌマチチブ
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表－11 月別地点別の魚類採集個体数と標準体長の平均値±標準偏差（mm） 

月 種類 ST.1 ST.2 ST.3 ST.4 ST.5 ST.6 ST.7 ST.8 ST.9 ST.10 ST.11 ST.12

14 4 0 0 3 35 3 0 0 0 0 0
34.5±15.5 47.8±15.6 28.7±1.5 38.1±7.8 37.4±2.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
60.0

0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
37.0

0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
97.0

0 0 1 0 3 11 12 9 0 0 0 0
64.0 43.7±65.0 41.6±10.4 47.4±5.6 43.8±16.4

6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
43.7±6.5 40.0
0 0 0 0 0 0 2 目視 4 目視 0 0

117.5±20.5 (20) 85.0±44.2 (3)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視 目視

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
21.0

0 0 0 0 6 4 15 36 7 4 0 0
46.3±2.9 59.4±14.8 39.7±3.6 51.3±10.3 57.0±15.4 51.3±1.0

0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0
52.0 49.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
43.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1
71.0 43.0

0 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 0
37.3±6.4 46.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 目視 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0
39.5±3.5

0 3 2 32 15 57 29 30 3 0 0 0
41.7±12.1 46.5±21.9 40.0±12.6 36.7±13.8 43.4±11.4 65.5±17.7 71.0±11.8 68.7±23.6

16 1 9 16 4 10 4 2 0 0 0 0
34.4±9.5 33.0 43.3±20.1 32.8±9.6 39.3±29.3 42.1±8.5 64.0±13.7 62.5±17.7
0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0

88.8±8.3
0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0

78.0 17.0 35.0
0 0 0 5 2 14 25 10 4 0 0 0

50.0±12.6 51.0±11.3 37.0±11.6 29.3±9.7 39.0±4.7 37.8±7.5
12 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

44.8±2.6 48.0
0 0 0 0 0 0 3 目視 2 0 0 0

106.3±11.0 (10) 122.5±14.8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 目視 目視
95.7±19.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0
23.8±2.2

0 0 0 0 6 1 9 32 2 4 0 0
47.0±3.7 53.0 53.7±7.9 58.0±10.9 41.0±14.1 58.8±3.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0
50.5±10.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
39.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 1
85.0±20.4 78.0±4.4 56.0

0 0 0 1 9 0 0 0 0 0 0 0
31.0 37.8±5.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 1 0
72.6±5.4 74.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視

0 2 1 26 16 51 7 9 6 0 0 0
84.0±39.6 74.0 54.0±23.3 35.4±11.4 45.0±8.7 61.6±19.9 72.4±8.6 71.7±9.8

15 4 5 14 4 10 1 0 0 0 0 0
29.2±8.6 35.5±7.0 32.8±6.2 50.2±14.3 61.5±33.2 40.2±4.2 51.0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 0 0

94.4±7.8
0 0 0 4 3 5 31 20 2 0 0 0

52.0±7.8 48.3±9.5 32.8±8.2 38.4±10.1 41.3±7.3 42.0±11.3
5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

45.4±3.1
0 0 0 0 0 0 1(13) 1(6) 目視 0 0 0

107.0 137.0 (5)
注）　　調査年月日：2004年７月20、21日、８月27、31日、９月27、28日．　
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表－12 月別地点別の魚類採集個体数と標準体長の平均値±標準偏差（mm） 

月 種類 ST.1 ST.2 ST.3 ST.4 ST.5 ST.6 ST.7 ST.8 ST.9 ST.10 ST.11 ST.12

0 0 0 0 0 0 0 0 目視 1 5 目視
100.0 127.0±9.3

0 0 0 0 1 0 0 1 0 2 0 2
22.1 29.0 23.0±1.4 13.8±0.3

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
10.7±0.8

0 0 0 0 2 2 10 15 0 2 0 0
70.0±28.3 75.5±20.5 60.0±6.1 67.5±8.3 64.5±7.8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
61.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
45.7

0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 2 0
97.3±6.9 73.0±7.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
11.6±2.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12
9.3±2.6

0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
48.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 1
71.7±1.5 13.8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
9.8±0.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 目視 0

0 0 1 27 2 17 42 2 1 0 0 0
36.0 51.5±14.6 50.5±14.8 55.8±14.0 68.2±16.5 60.0±8.5 31.0

14 0 1 12 1 7 2 0 0 0 0 0
35.2±11.9 20.0 40.4±9.9 35.0 40.4±8.4 60.0±26.9

0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
64.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1 0 4 3 4 4 16 0 0 0 0
51.0 51.5±15.1 47.3±2.1 46.3±7.6 33.0±7.4 35.3±9.3

1 1 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0
50.0 30.0 41.2±4.2
0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 目視 0

102.0±11.5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 目視
21.8±5.4 15.3±2.6

0 0 0 0 2 2 5 5 0 3 0 0
52.5±0.7 64.5±10.6 63.4±6.9 69.0±11.0 59.7±6.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
64.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0
102.5±2.1 92.5±7.8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
80.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 目視 目視

0 7 0 15 9 61 3 4 0 0 0 0
70.9±12.3 53.2±20.7 45.6±13.0 54.1±12.9 61.3±16.0 73.0±5.0

13 1 2 2 1 6 2 0 0 0 0 0
31.5±8.6 53.1 31.8±3.3 47.1±4.2 39.5 49.4±18.7 59.5±9.2
0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0

103.0±1.4
0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

43.0 64.0
0 0 0 3 3 23 9 32 1 0 0 0

51.3±4.3 44.2±8.6 43.7±9.5 39.6±11.1 36.6±10.5 40.0
3 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0

42.9±7.3 40.8±0.8
0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 目視 目視

112.7±8.8
0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 0

26.0±4.2 22.0±3.6
0 0 0 0 1 0 5 4 1 3 2 0

60.0 63.8±10.2 70.5±10.4 60.0 69.0±8.9 67.0±2.8
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0

101.0 116.0±19.8

0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0
46.0 44.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
89.0

注）　調査年月日：2004年９月27、28日、10月26、27日、11月11、17日．
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横浜市の地下水帯水層調査（第１報） 

－ 2003年度調査結果 － 
 

角田定孝、井上友博 

（横浜市環境科学研究所） 

 

Survey of Groundwater Aquifer in Yokohama City (1st Report) 
- Results of a Survey in the 2003 Fiscal Year - 

 
Sadataka Tsunoda, Tomohiro Inoue 

(Yokohama Environmental Science Research Institute) 
 

キーワード：地下水、帯水層、水質組成 

 

要 旨 

 当研究所では、地下水を取り巻く状況が刻々と変化する中、水循環系の一部である地下水帯水層に関する調査を行った。

本調査は３ヶ年で全市域を調査する計画とし、2003年度はその第１年次として本市北部地域の調査を実施した。 
 本調査により、第１帯水層の相模層群中の自由地下水、第２帯水層以深の上総層群中の被圧地下水について、それぞれ

水質組成が判明した。今後は、地下水流動・流向の解明に向けた、広域的・多面的な解析が必要と考えられる。 
 
１．はじめに 

 現在、健全な水循環系の確保が求められている。国の

動きでは「水循環系再生構想検討委員会」として関係５

省（環境省、国土交通省、厚生労働省、農林水産省、経

済産業省）が連絡会議を持ち、環境保全上健全な水循環

系構築に向けた検討が行われている。また本市において

も、横浜市水環境計画の中で、目標達成のための方策と

して、源流域・湧水の保全や雨水の地下浸透対策を掲げ、

地下水の涵養や湧水の保全といった事業をはじめ、各局

区が身近な水環境を快適に保全するための事業を積極的

に展開している。１）２） 

 一方、1970年代以降、地盤沈下対策を目的とした法令
等による地下水採取規制により、市域の地下水揚水量は

減少の一途をたどった。しかしながら、昨今、定常性・

恒温性という地下水の特性を生かした新たな地下水利用

や、経済性の観点から上水から地下水への転換利用が進 
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図-１ 地下水揚水量の推移 

 
んだ結果、市域の地下水揚水量は図-１に示すように減

少傾向から漸増へと転じている。３） 

 地下水を取り巻く状況が刻々と変化している中で、水

循環系の一部である地下水については未解明な点が多く、

健全な水循環系の確保のため、あるいは今後の適正な地

下水利用を考える上で、本市における地下水帯水層に関

する調査を実施することは急務であるといえる。 
 そこで当研究所では、利用の進む地下水帯水層に関す

る調査を、全市域において３ヶ年計画で実施することと

した。 
 
２．調査内容 

 本調査は 2003年度から３ヶ年の調査計画とし、初年度
である 2003 年度は本市北部地域を主たる調査地域とし
た。 
 調査地域と年次推移は表-１の通りである。 
 

表-１ 調査地域と年次推移 
 

年次 調査地域 

第１年次 北部地域 

（2003年度） （鶴見川流域） 

第２年次 南部地域 

（2004年度） （帷子川・大岡川流域）

第３年次 西部地域 

（2005年度） （柏尾川・境川流域） 
年 
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２－１．資料文献調査 

 地下水は地盤内に賦存されており、通常一般の目には

触れない形で存在する。そのため、地下水調査の足掛か

りとして、湧水、井戸（浅井戸、深井戸）に関する資料

調査を行った。 
 当研究所における既往調査である「帯水層々序確定の

ための地質調査」（1981）４）、「横浜市深層地下水調査」
（1982：中間報告）５）をはじめ、環境保全局水質地盤課
が実施した「地下水流動流向調査」（1989）等の文献調査
を行った。 
 特に井戸資料に関しては、地下水の利用が進んでいる

本市の基盤をなす上総層群中の帯水層（第２帯水層以深）

を主に、被圧地下水を揚水している井戸資料として、「神

奈川県生活環境の保全等に関する条例（以下、県条例と

いう）※１」に基づく申請書等の資料調査を行った。 
※１：本市では 2003年４月より「横浜市生活環境の保全等に関

する条例（以下、市条例という）」が施行され、地下水採取規制

は全面的に市条例に移行されたが、市条例施行直後であり資料

が未整理であることから、今回は県条例当時の資料を参考とし

た。 

 

２－２．採水調査 

 資料文献調査に基づき、地域的なまとまりがあり、現

在も地下水の利用が行われている鶴見・神奈川・港北区

にまたがる下末吉台地周辺を採水調査の対象地として設

定した。 

 なお、地下水（井戸水）との比較対照として、本地域

の有名な湧水である「岸谷の湧水」も調査対象に加えた。 
 調査対象及び調査地域は、表-２及び図-２の通りであ

る。 
表-２ 調査対象 

 
No. 地下水の区分 地域名 

1 井戸水 港北区菊名 

2 湧水 鶴見区岸谷 

3 井戸水 鶴見区獅子ヶ谷 

4 井戸水 神奈川区富家町 

5 井戸水 神奈川区神之木町 

6 井戸水 鶴見区尻手 

7 井戸水 港北区樽町 

8 井戸水 港北区箕輪町 

9 井戸水 港北区新羽町 

10 井戸水 港北区新吉田町 

11 井戸水 港北区新羽町 

12 井戸水 港北区新吉田町 

13 井戸水 神奈川区栗田谷 

14 井戸水 神奈川区三枚町 

15 井戸水 神奈川区菅田町 

16 井戸水 神奈川区菅田町 

17 井戸水 港北区小机町 

18 井戸水 神奈川区六角橋 

 

 
 

図-２ 調査地域 
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 各調査対象の地下水（井戸水、湧水）について、2004
年 2月 25日～3月 10日の間に採水し、水質測定等を行

った。採水を行った際の記録写真を図-３に、水質測定・

分析項目を表-３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-３ 採水の記録写真 

 
表-３ 水質測定・分析項目 

 

種類 項目 測定方法 

気温 JIS K0102(1998)7.1 

水温 JIS K0102(1998)7.2 

pH JIS K0102(1998)12     ガラス電極法 

現 
地 
測 
定 
項 
目 電気伝導度(EC) JIS K0102(1998)13 

塩素イオン JIS K0101(1998)32.5    イオンクロマトグラフ法 

硫酸イオン JIS K0101(1998)42.4    イオンクロマトグラフ法 

ナトリウム JIS K0101(1998)47     ICP 発光分析法 

カリウム JIS K0101(1998)48     ICP 発光分析法 

カルシウム JIS K0101(1998)49     ICP 発光分析法 

マグネシウム JIS K0101(1998)50     ICP 発光分析法 

炭酸水素イオン 上水試験方法(1993) 

ふん便性大腸菌群数 
水浴場水質測定法（平成 4 年環水管第 54 号別添 4[1] ） 
ふん便性大腸菌群数のＡメンブランフィルター法（M-FC 法） 

一般細菌 上水試験方法(1993) 

硝酸イオン 上水試験方法(1993) 

亜硝酸イオン 上水試験方法(1993) 

過マンガン酸カリウム消費量 上水試験方法(1993) 

アンモニウムイオン JIS K0101(1998)36.2    インドフェノール青吸光光度法 

マンガン JIS K0101(1998)58     ICP 発光分析法 

鉄（二価） JIS K0101(1998)60.1    フェナントロリン吸光光度法 

シリカ JIS K0101(1998)44.1.2   モリブデン青吸光光度法 

ＢＯＤ JIS K0101(1998)19  

全窒素 
河川水質試験方法(案)(1997)53-6.3.1 
ベルオキソ二硫酸カリウム分解－紫外線吸光光度法 

水 
質 
分 
析 
項 
目 

全リン 
河川水質試験方法(案)(1997)53-6.3.1 
ベルオキソ二硫酸カリウム分解－紫外線吸光光度法 
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３．結果と考察 

３－１．井戸構造と被圧水頭調査結果 

 採水調査を実施した調査対象井戸の構造と被圧水頭を

表-４及び図-４に示す。 
 

 
 各井戸のストレーナーは、T.P.-5.5m （G.L.-24.5m）※２

から T.P.-123.7m（G.L.-128m）の間に分布している。 
※２：当該井戸における地表面からの深度である

表-４ 調査対象井戸の構造 
 

No. 
標高 

T.P.※３(m) 

深度 

G.L.-(m)

ストレーナー深度 

G.L.-(m) 

H15.1 水位 

T.P.※３(m) 

1 19.0 100 24.5～30.0,54.5～65.5,73.5～79.0,86.5～92.0 9.0 

3 12.0 130 25.5～31.0,36.5～42.0,53.0～58.5,75.0～80.5,113.5～119.0 6.2 

4 5.0 100 40.0～44.0,48.0～52.0,60.0～64.0,76.0～80.0 -10.9 

5 5.6 50 22.0～44.0 5.4 

6 1.7 80 60.0～78.0 -5.6 

7 3.2 100 46.0～57.0,68.0～73.5,79.0～84.5 -1.4 

8 5.5 60 55.0～60.0 3.4 

9 4.0 130 80.5～86.0,91.5～108.0,113.5～119.0 1.0 

10 4.1 80 50.0～80.0 -4.1 

11 4.3 150 51.0～56.0,84.0～95.0,112.0～128.0 -2.6 

12 3.7 112 44.5～55.5,66.5～77.5,88.5～94.0 -1.3 

13 27.3 105 57.0～79.0,81.0～104.0 25.9 

14 12.0 100 68.0～100.0 5.5 

15 18.0 150 58.0～69.0,85.0～95.5,106.5～123.5,132.5～137.5 8.2 

16 14.0 100 34.0～43.0,48.0～56.0,59.0～67.0,82.5～91.0 -5.5 

17 8.0 121 100.5～117.0 -5.5 

18 10.1 44 26.8～41.6 -13.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-４ 井戸構造と被圧水頭 
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図-５ 地盤の東西・南北断面図 
 
 
 ここで、地盤の東西・南北断面図６）を図-５に示す。 
 今回の調査対象井戸には、第１帯水層の自由地下水を

取水している井戸はなく、すべて第２帯水層以深の上総

層群中にストレーナーを設置している井戸であった。 
 また被圧水頭は、地下水が受けている水圧を水位で表

示したものである。T.P.25.86mから T.P.-13.87mの間に分
布し、各井戸により水頭差があることが判明した。 
 地下水は水頭の高低差に沿って流動することから、地

下水の流動性を考える上で重要な資料となる。 
 今回の調査では、県条例に規定されている特別水位測

定結果報告による、2003年１月当初の静止水位を採用し
た。そのため、当該井戸及び周辺井戸の稼働状況等によ

り、必ずしも自然状態の被圧水頭を示しているものでは

なく、この資料のみで地下水の流動流向を推定すること

は難しい。 
 

３－２．地下水の水質測定・分析結果 

 次に、採水調査による地下水（井戸水、湧水）の水質

測定・分析結果を表-５に示す。 
 現地測定結果より、水温は 15.0℃から 19.0℃の間に分
布し、平均は 17.2℃であった。最低を記録した No.18で
は、施設の構造上、受水槽に蓄えられた地下水を採水・

測定したため、水温が低くなったものと思われる。次い

で低い No.2は比較対象の湧水であり、本調査において唯
一の第１帯水層の地下水のため、気温の影響を受けてい

るものと考えられる。 
 電気伝導度（EC）は、179μS/cmから 1,172μS/cmの
間に分布した。電気伝導度は地下水の汚濁の指標とされ、

外観や臭気に何らかの特徴のある地下水において電気伝

導度が高まる傾向が見受けられた。なお、No.6 と No.7
井戸に関しては、水質分析結果より塩素イオン濃度が高

いことから、塩水化傾向にあると考えられる。 
 また、BODは定量限界以下から 12mg/Lの間に分布し
た。高値を示す No.4、5、7においては、上部帯水層であ
る沖積層の中に腐植土層（ピート）があり、外観上の褐

色傾向とあわせ、腐植土中の有機分による水質変化があ

ったものと推察される。 
 
３－３．地下水帯水層と水質組成 

 水質分析結果を用い、地下水中の主要イオン成分をヘ

キサダイヤグラム７）で表したものを図-６に示す。ヘキ

サダイヤグラムとは、地下水中の陽イオン（Mg2+、Ca2+、

Na+＋K+）と、陰イオン（SO4
2-、HCO3

-、NO3
-＋Cl-）の

当量濃度を水平軸上にプロットしたもので、水質組成を

六角形の図形によって視覚的に表現したものである。 
 第１帯水層中の地下水は、下末吉台地を形成する下末

吉ローム層・下末吉層・鶴見層中に自由地下水として賦

存され、台地の切通しや台地端部、谷戸から地表へ湧出

している。 
 調査対象の中では No,2の岸谷の湧水が該当し、ヘキサ
ダイヤグラムによる水質組成を見ると、各溶存成分に乏

しく、雨水が一時的に第１帯水層中に貯留され、再度地

表に湧出したものであると考えられる。なお、図中の陰

は硝酸イオン濃度であり、表層の自由地下水であるがた

めに硝酸性窒素による汚染の影響を受けたものと考えら

れる。 

Ａ´ Ａ 

Ｂ´ Ｂ 

東西断面 

南北断面 

 
凡 例 

 
A   沖積層 
 

（相模層群） 
SL  下末吉ローム層 
S   下末吉層 
Tm  鶴見層 
M2L 武蔵野ローム層（中部）
M2  武蔵野礫層 
 

（上総層群） 
OZ  王禅寺層 
TR  鶴川層（上部） 
KH  上星川層 
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表-５ 地下水の水質測定・分析結果 

水温  EC※４ Cl
- SO4

2-
Na
+
K
+
Ca
2+
Mg
2+ HCO3

- NO3
- NO2

-
      ※５

KMnO4 NH4
-
BOD Mn

2+
Fe
2+ SiO2 T-N T-P

℃ μS/m mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L

1 18.5 7.5 267
微黄色
透明

微腐
敗臭 8.49 0.9 28 7.5 14 6.9 140 2 6 <0.1 <0.06 1.9 2.67 1.5 0.22 0.03 55 2.2 0.21

2 15.5 7.2 234
無色
透明

無臭 16.7 16.4 12 0.7 20 13 55 <1 42 36 <0.06 1 <0.04 1.9 <0.01 <0.02 39 8.3 0.01

3 16.2 8.4 355
淡黄色
透明

微腐
敗臭 4.83 1.3 92 8.2 6.3 3.6 220 2 95 <0.1 <0.06 2.4 2.11 3.1 <0.01 <0.02 50 1.8 0.51

4 18.1 8.5 583
微褐色
透明

微腐
敗臭 5.87 0.2 150 11 3.6 1.6 380 <1 3 0.4 <0.06 7.4 8.1 8.4 <0.01 0.03 46 7.5 1

5 17.1 8.3 848
茶褐色
微濁

無臭 5.4 <0.2 230 18 8.7 3.6 590 4 23 <0.1 <0.06 34 12 12 0.15 0.44 46 11.6 0.7

6 17.5 7.2 819
微黄白
色透明

無臭 113 <0.2 160 13 28 16 270 <1 1 <0.1 <0.06 3.5 3.92 1.1 0.44 0.14 44 5.1 0.61

7 16.5 7.9 1172
茶褐色
透明

無臭 35.7 <0.2 330 20 12 7.7 830 27 31 <0.1 <0.06 78 8.17 8.4 0.02 0.22 53 10 0.88

8 16.5 8.2 365
淡黄褐
色透明

微腐
敗臭 4.84 0.3 83 11 8.8 4.9 240 <1 62 <0.1 <0.06 6.4 5.31 0.5 <0.01 0.02 51 4.9 0.29

9 19.0 8.1 240
無色
透明

無臭 2.42 <0.2 19 7.1 24 7.9 140 1 32 <0.1 <0.06 0.5 2.18 1.5 0.03 <0.02 55 1.7 0.08

10 17.5 8.0 318
無色
透明

無臭 3.92 26.1 32 8.3 36 9.7 190 <1 1 <0.1 <0.06 0.5 2.5 1.3 0.02 <0.02 49 1.9 0.03

11 18.0 7.9 319
無色
透明

無臭 2.46 <0.2 34 9 29 7.6 190 78 20 <0.1 <0.06 0.8 2.61 3.5 0.05 0.03 53 2.1 0.09

12 18.5 8.1 319
無色
透明

無臭 4.51 0.8 28 6.9 38 8.9 200 <1 5 <0.1 <0.06 0.6 1.5 4 0.04 0.02 54 1.2 0.08

13 15.5 7.5 179
無色
透明

塩素
臭 13.2 7.1 11 3.5 21 7.4 84 <1 <1 8.8 <0.06 0.6 <0.04 <0.1 <0.01 <0.02 61 2.1 0.04

14 17.5 8.1 214
無色
透明

無臭 2.62 <0.2 15 10 21 6.5 130 <1 <1 <0.1 <0.06 0.6 4.69 0.7 0.02 <0.02 54 3.7 0.1

15 18.0 8.4 231
無色
透明

無臭 3.51 0.7 28 12 12 3.7 140 <1 4 0.5 <0.06 1.1 6.95 1.3 0.02 0.02 50 5.5 0.15

16 17.5 8.5 411
淡黄色
透明

微腐
敗臭 14.8 10 95 11 8.2 2.6 240 <1 1 <0.1 <0.06 3.7 5.93 1.9 <0.01 0.06 48 4.9 0.49

17 16.5 8.2 329
無色
透明

無臭 3.66 <0.2 44 11 16 5.2 170 <1 <1 <0.1 <0.06 1.6 4.87 1.7 0.04 0.03 56 4 0.2

18 15.0 7.6 246
微黄色
透明

無臭 6.78 0.7 29 7.2 19 6 130 <1 3 3.2 0.99 1.8 1.22 5 0.04 <0.02 53 2.1 0.36

ふん便
性大腸
菌群数

一般
細菌

No. pH 外観 臭気

 

  

 

図-６ 地下水の水質組成図（ヘキサダイヤグラム） 

※４：電気伝導度  ※５：過マンガン酸カリウム消費量
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 第２帯水層以深の地下水は、下末吉台地や沖積低地の

基盤となる上総層群王禅寺層・鶴川層・上星川層中に被

圧地下水として賦存され、井戸により揚水され利用され

ている。 
 この上総層群のうち、上星川層については、当地域に

おいて泥勝砂岩泥岩互層と砂勝砂岩泥岩互層が分布し、

東西性と北東性の断層に切られて、かなり複雑な地塊な

って分布８）しており、帯水層々序を確定する上で、明確

な帯水層、難透水層の区分が難しい地質である４）とされ

ている。 
 そこで、ヘキサダイヤグラムによる水質組成から、地

下水の帯水層とその流動性について若干の考察を試みた。 
 地下水の水質組成は、大きく３つに分けられる。 
①Ca(HCO3)2型を示す Aグループ 
…No.2（湧水） 

②NaHCO3型を示す Bグループ 
…No. 3～8、15～17 

③A・Bの中間型を示すグループ 
…No. 1、9～14、18 

 降水が地下へ浸透・流動し地下水を形成する過程にお

いて、地層からの成分溶出やイオン交換により、その水

質組成は系統的に変化するとされている。この変化過程

は地下水の「化学的進化」９）または水質進化と呼ばれる。 
 その過程は、 
①降水の第１帯水層への浸透による自由地下水の形成 

ここで地層中の炭酸塩鉱物の溶解により、上記 A
グループの地下水が形成される。 

②自由地下水の第２帯水層以深への浸透による、被圧

地下水の形成 
地層中の成分溶出や有機物の分解により、A・B

の中間型を示すグループの地下水が形成される。 
③時間経過と地下水流動による、被圧地下水の水質進

化 
地下水中の Ca+と地層中の Na+との間で起こるイ

オン交換により、Bグループの地下水が形成される。 
となる。 
 このうち被圧地下水は上総層群中の第２帯水層以深か

ら取水しているものの、水質組成上 A・B の中間型を示
すグループと Bグループに２分された。各グループの構
成を見ると、ストレーナー深度や被圧水頭とは関係が明

瞭ではないが、その分布には地域性が認められる。 
 中間型グループの地下水は調査地域の北西部に分布し、

Aグループの地下水は調査地域東部の下末吉台地周辺に
分布している。 
 このことから推察すると、上星川層の層相の不連続性

により、本地域における被圧地下水の流動性は、水平方

向の側方流動よりも鉛直方向の縦浸透の方が優位にある

と考えられる。一方、地下水の水質組成は、今回の調査

ではストレーナー深度との関係が見られないことから、

縦浸透速度によって支配されているものと考えざるを得

ない。 
 しかしながら、地下水の流動性や水質組成については、

広域的・多面的な解析が必要であり、次年度以降調査を

実施する中で、さらなる課題となるであろう。 

４．まとめ 

 本調査地域の地下水は、相模層群上末吉ローム層・上

末吉層・鶴見層中に賦存される自由地下水が第１帯水層

を形成し、上総層群王禅寺層・鶴川層・上星川層中に賦

存される被圧地下水が第２帯水層以深を形成する。第２

帯水層以深の被圧地下水は、その水質組成から大きく２

分され、それぞれの分布には地域性が認められた。 
 今後は、地下水流動・流向の解明に向けた、広域的・

多面的な解析が必要になると考えられる。 
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要旨 

市内河川から主要に検出される環境ホルモンや女性ホルモン物質の生物への影響を評価するため、鶴見川水系において

詳細な環境調査を実施し、その結果を基に調査地点ごとに女性ホルモン様作用強度の総量を求め、流下による変動や各物

質の寄与について検討した。また、女性ホルモンの測定には、従来から用いている ELISA 法に加え、定量精度の高い LC/MS

法も用いた。支流河川も含めて 12 地点で調査した結果、直前に下水処理場の処理水が流入している堀の内橋、恩田大橋、

鴨池人道橋の総女性ホルモン様作用強度が高く、その地点に生息している雄コイに血中ビテロジェニンを産出させている

可能性が示唆された。総女性ホルモン様作用強度に対する各物質の寄与は、その 80％以上を 17β－エストラジオールとエ

ストロンが占めていた。一方、化学物質については、３物質（ビスフェノールＡ、ノニルフェノール、オクチルフェノー

ル）の寄与率を合計しても最大で 20％程度であった。同じ女性ホルモンであるエストリオールの寄与率は 0.3％と小さか

った。環境ホルモン問題に取り組む上では、女性ホルモン濃度を把握することが非常に重要であると考えられる。 
 

1 はじめに 

当研究所では、環境省がリストアップした環境ホルモ

ンと疑われる約 60 化学物質（以下、環境ホルモンと略す）

の実態調査を経て２）、高頻度で検出された物質を対象に

モニタリング調査を行っている。環境ホルモンには相加

作用があると言われていることから１）、これら検出され

た複数物質の生物への影響については、総合的に評価す

る必要がある。 

環境ホルモンの多くは女性ホルモンと似た働き（女性

ホルモン様作用）を有し、多くの物質の女性ホルモン様

作用が 17β－エストラジオール（E2）の活性値と比較し

た「E2 比活性値」として求められている１,３,４）。前報で

は、この E2 比活性値を用いて、平成 14 年度の各物質の

調査結果を E2 換算濃度（女性ホルモン様作用強度）とし、

それらを調査地点ごとに総和して総女性ホルモン様作用

強度を求め、生物への影響について評価した。  

その結果、総女性ホルモン様作用強度は鶴見川が最も

高く、生息している雄コイに影響を与えている可能性が

あること、総女性ホルモン様作用強度には女性ホルモン

である 17β－エストラジオールとエストロンの寄与が

大きいことなどを明らかとした５）。しかし、前報では、

女性ホルモンの測定の際に、実際より高い測定値がでる

との指摘がある ELISA 法（酵素免疫法）を用いている。

そこで、15 年度は、高い総女性ホルモン様作用強度を示

した鶴見川水系において、定量精度の高い LC/MS 法も用

いて女性ホルモンの測定を行い、流下による総女性ホル

モン様作用強度の変動や各物質の寄与について詳細に調

査を行ったので報告する。 

 

2 方法 

2-1 調査物質 

 調査対象物質を表１に示す。平成 14 年度に行ったモニ

タリング調査物質（10 物質）のうち、検出頻度が高く、

また、環境省の有害性評価等により生物影響がみられた

物質６,７,８）を選定した。平成 14 年度の調査では、女性

ホルモンについては 17β－エストラジオールとエスト

ロンの２物質を対象としたが、本年度はさらにエストリ

オールも加えた。エストリオールの女性ホルモン作用は、

エストロンの１／10 程度１）とされているが、下水処理

場の処理水から検出されるとの報告がある９）ことから新

たに調査対象とした。 

物 質 名 分析方法 （検出下限値:μg/l)

17βｰエストラジオール(E2) ELISA（0.0002）

LC/MS（0.0005）

エストロン(E1) ELISA（0.0002）

LC/MS（0.0005）

エストリオール(E3) LC/MS（0.0005）

ノニルフェノール(NP) GC/MS （0.1）

4ｰtｰオクチルフェノール(OP) GC/MS（0.01）

ビスフェノールA(BPA) GC/MS（0.01）

表１　調査物質及び分析方法



 

2-2 調査地点及び調査時期 

 調査地点を図１に示す。調査対象とした鶴見川は町田

市小山田地区を源流とし、本川（谷本川）の上流部には

町田市の鶴見川クリーンセンター、川崎市の麻生水処理

センターがあり、横浜市内では都筑、港北、北部第一下

水処理場がある。支流河川である恩田川の上流には町田

市の成瀬クリーンセンター、矢上川には川崎市の加瀬水

処理センターがあり、鶴見川には合計７ヶ所の下水処理

場の処理水が流入している。鶴見川流域のほとんどは市

街化が進み、都市化に伴う河川流量の減少や、下水道の

普及による下水処理水の河川水量に対する割合が増加傾

向にある。 

調査地点は、横浜市内の鶴見川本川の５地点（千代橋、

鴨池人道橋、亀の子橋、大綱橋、末吉橋）と、主要な支

流河川である恩田川（堀の内橋、恩田大橋、都橋）、鳥山

川（又口橋）、大熊川（大竹橋）、早淵川（峰大橋）、矢上

川（矢上川橋）の７地点の計 12 地点とした。 

調査日は、秋期に１度（平成 15 年 11 月５日、公共用

水域測定計画調査と同一日）実施した。 

 

2-3 分析方法  

 調査物質の分析方法を表１に示す。全試料については、

17β－エストラジオールとエストロンの分析には操作が

簡便な ELISA 法（酵素免疫法）を用いた。ELISA 法の前

処理は「下水試験方法追補前提版、2002 年版」（日本下

水道協会）10）に記載されている固相抽出 (溶出液：ｼﾞｸ

ﾛ ﾛ ﾒ ﾀ ﾝ ) ELISA 法に準じ、定量には TAKEDA 17β－

Estradiol ELISA キット、TAKEDA Estrone ELISA キット

を用いた。また、鶴見川本川の千代橋、鴨池人道橋、亀

の子橋、及び恩田川の恩田大橋、都橋の５試料について

は、ELISA 法と同時に LC/MS 法も用いて 17β－エストラ

ジオールとエストロン、及びエストリオールの測定を行

った。LC/MS 法の前処理は「下水試験方法追補前提版、

2002 年版」に記載されている固相抽出 LC/MS 法に準じ、

分析は住化分析センターに委託した。 

ビスフェノールＡ、ノニルフェノール、オクチルフェ

ノールについては「外因性内分泌攪乱化学物質調査暫定

マニュアル」（環境省）11）に準じて分析した。 

 

3 結果及び考察 

3-1 鶴見川における各物質の調査結果 

各物質の調査結果を表２に示す。女性ホルモンについ

ては ELISA 法で測定した結果を示した。 

17β－エストラジオールについては、恩田川の堀の内

橋と恩田大橋、及び鶴見川本川の鴨池人道橋、亀の子橋、

大綱橋から 0.0040μg/l 前後と他の調査地点より高い濃

度で検出された。エストロンについても、17β－エスト

ラジオールと同様に堀の内橋、恩田大橋、鴨池人道橋、

亀の子橋、大綱橋から高濃度で検出され、さらに矢上川

の矢上川橋からも高濃度で検出された。上記の調査地点

は全て下水処理場の処理水が流入している河川である。

一方、下水処理場がない河川の調査地点、大竹橋、又口

橋、峰大橋からは 17β－エストラジオールもエストロン

もほとんど検出されなかった。 

ノニルフェノールの調査結果については、女性ホルモ

ンとは異なり、堀の内橋や亀の子橋での検出濃度は 0.2

μg/l と検出下限値付近の低い濃度であった。鶴見川本

川下流の末吉橋において 0.4μg/l とやや高い。オクチル

フェノールについては鶴見川本川よりむしろ、矢上川の

矢上川橋で 0.07μg/l、鳥山川の又口橋で 0.06μg/l と

支流河川から比較的高い濃度で検出されている。環境省

は魚類に影響を与えない濃度（予測無影響濃度）として

ノニルフェノールが 0.608μg/l、オクチルフェノールが

0.992μg/l と示しているが６,７）、その濃度を超えて検出

された地点はなかった。 

ビスフェノールＡについては、堀の内橋で 2.1μg/l

と高い濃度で検出された。次いで大綱橋と末吉橋が 0.7

μg/l 前後と高かった。環境省の平成 13 年度全国調査で

の最高検出濃度が 0.56μg/l であることから 12）、全国的

にみても堀の内橋や大綱橋、末吉橋の検出濃度は高いと

言える。 

各物質の相関を表３に示した。最も高い相関を示した

のは 17β－エストラジオールとエストロンである。これ

は、この２物質の主要な排出源が同じ下水処理場であり、

 

図１ 鶴見川詳細調査地点 

亀の子橋
都橋 

千代橋 
恩田大橋 

鴨池人道橋 
又口橋 

大綱橋 

峰大橋 

末吉橋 
堀の内橋 

矢上川橋

大竹橋 

（μg/l）

E2 E1
(ELISA) (ELISA)

堀の内橋 0.0043 0.027 0.2 0.03 2.1

恩田大橋 0.0043 0.025 0.3 0.04 0.04
都橋 0.0023 0.010 0.2 0.02 0.07
千代橋 0.0029 0.012 0.1 ND１） 0.05
鴨池人道橋 0.0044 0.025 0.3 0.04 0.04
亀の子橋 0.0042 0.020 0.2 0.02 0.33
大綱橋 0.0042 0.020 0.2 0.03 0.73
末吉橋 0.0035 0.013 0.4 0.03 0.71
大竹橋 0.0008 0.001 0.1 ND 0.08
又口橋 0.0004 0.001 0.2 0.06 0.16
峰大橋 0.0005 0.002 0.1 0.01 0.05
矢上川橋 0.0028 0.023 0.3 0.07 0.13

注１）ND：検出下限値以下

表２　鶴見川調査結果

調査地点名 NP OP BPA



挙動も比較的似ていることを反映しているためと考えら

れる。界面活性剤の原料として使用されているノニルフ

ェノールとオクチルフェノールについても相関係数は

0.66 と、ある程度の相関を示した。しかし、ビスフェノ

ールＡについては、どの物質とも相関係数が 0.5 以下と

低く、排出経路が他とは異なっていると考えられた。 

 

3-2 ELISA法とLC/MS法との女性ホルモン分析結果の比較 

 千代橋、鴨池人道橋、亀の子橋、恩田大橋、都橋の５

地点については、女性ホルモンの分析を ELISA 法と同時

にLC/MS法も用いて行っている。表４に、ELISA法とLC/MS

法との分析結果を比較した。 

17β－エストラジオールについて、LC/MS 法と ELISA

法との結果を比較すると、その比は 0.7～1.3 の範囲にあ

り、２者の値は非常に近似していた。分析結果の傾向も

両者は似ており、恩田大橋、鴨池人道橋、亀の子橋から

高濃度で検出された。従って、17β－エストラジオール

については ELISA 法でも充分に精度良く定量していると

言える。ELISA 法による 17β－エストラジオールの測定

については、前処理過程でジクロロメタン溶出を用いる

と 17β－エストラジオールの選択性が高まり、分析結果

が LC/MS 法と近似するとの報告がある 10）。本調査でも溶

出にジクロロメタンを用いていることから、ELISA 測定

において良好な分析結果が得られたと考えられる。 

エストロンについては、ELISA 法の測定結果は LC/MS

法に比べ 1.3～3.7 倍高い値となっており、ELISA 法と

LC/MS との結果にかなりの乖離が認められた。また、

LC/MS 法では、恩田大橋が 0.019μg/l と最も高く、次い

で鴨池人道橋であるが、ELISA 法ではこの２地点は同程

度の濃度となっていた。さらに、ELISA 法では都橋と同

程度の濃度を示している千代橋が、LC/MS 法では５地点

の中で最も低い濃度であるなど、結果の傾向にも違いが

見られた。 

エストリオールについては、LC/MS 法でのみ分析した

が、各調査地点においてエストロンと同程度の濃度で検

出された。17β－エストラジオールやエストロンに対す

るエストリオールの相関係数は 0.96 と 0.97 であり、非

常に高い相関を示した。LC/MS 法で分析した５つの調査

地点の中では、女性ホルモン３物質とも恩田大橋から最

も高い濃度で検出された。 

 

3-3 調査地点毎の総女性ホルモン様作用強度の比較 

環境ホルモンの大半は女性ホルモン様作用を有する物

質であり、多くの化学物質の女性ホルモン様作用強度が

in vitro（試験管内）試験法により、17β－エストラジ

オールの活性値と比較した値「E2 比活性値」として求め

られている。E2 比活性値は測定法の違いにより各種求め

られているが、本報告ではメダカの女性ホルモン受容体

（メダカ ER）を酵母に導入した酵母ツーハイブリッドア

ッセイにより求められた E2 比活性値（表５）を用いた１）。

この E2 比活性値は、ヒトやラットの女性ホルモン受容体

を用いたものに比べ、ノニルフェノールやビスフェノー

ルＡの E2 比活性値が高く、化学物質の影響をより大きく

見積もることが出来る５）。表２、表４に示した本調査結

果に、各物質の E2 比活性値（表５）を乗じて E2 換算濃

度とし、さらに、それらを調査地点毎に総和して総女性

ホルモン様作用強度（E2 換算、μg/l）を算出した。実

際の河川水には、調査対象物質以外にも女性ホルモン様

作用を有している物質の存在も考えられるが、ここでは、

調査結果と E2 比活性値から理論上の総女性ホルモン様

作用強度を算出した。 

調査地点毎の総女性ホルモン様作用強度を図２に示す。

千代橋、鴨池人道橋、亀の子橋、恩田大橋、都橋の５地

点では、女性ホルモンを ELISA 法と LC/MS 法の２つの方

法で測定しているため、両者の結果から算出した総女性

ホルモン様作用強度を併記した。 

高い総女性ホルモン様作用強度を示したのは、ELISA

法の測定結果からみると、恩田川の堀の内橋、恩田大橋、

（μg/l）

エストリオール

ELISA LC
1)

ELISA / LC
2) ELISA LC ELISA / LC LC

恩田大橋 0.0043 0.0059 0.7 0.025 0.019 1.3 0.013

都橋 0.0023 0.0027 0.9 0.010 0.0069 1.5 0.0056
千代橋 0.0029 0.0023 1.3 0.012 0.0033 3.7 0.0016
鴨池人道橋 0.0044 0.0034 1.3 0.025 0.0076 3.2 0.0044
亀の子橋 0.0042 0.0034 1.2 0.020 0.0061 3.2 0.0058

１）LC/MS 測定値　　２）ELISA測定値とLC/MS測定値との比

調査地点名
17βｰエストラジオール エストロン

表４　ELISA法とLC/MS法との比較

物質 E2比活性値

17βｰエストラジオール(E2) 1

エストロン(E1) 0.17

エストリオール(E3) 0.00271)

ノニルフェノール(NP) 0.0026

4ｰtｰオクチルフェノール(OP) 0.0044

ビスフェノールＡ(BPA) 0.00029

表５　E2比活性値

１)メダカERαでは活性が認めらないが、メダカER
βでは活性を示すことから代替した。

E2 E1 NP OP BPA

E21) 1

E12) 0.92 1

NP 0.57 0.59 1

OP 0.14 0.38 0.66 1

BPA 0.41 0.42 0.00 0.04 1

１）、２）ELISA分析結果を用いて相関を求めた。

表３　各物質の相関



及び鶴見川本川の鴨池人道橋であり、次いで亀の子橋、

大綱橋であった。末吉橋、矢上川橋も比較的高い総女性

ホルモン様作用強度を示した。LC/MS 法の測定結果では、

恩田大橋が最も高く、次いで鴨池人道橋、亀の子橋とな

る。鴨池人道橋は、その上流にある千代橋、また恩田川

側の上流である都橋よりも総女性ホルモン様作用強度が

高まっていた。これは、鶴見川本川と恩田川の合流地点

付近には都筑下水処理場があり、そこから排出される処

理水の影響を受けているためと考えられる。恩田大橋の

総女性ホルモン様作用強度は、ELISA 法と LC/MS 法いず

れから算出しても高かった。 

環境ホルモンの野生生物への影響については、河川に

生息している雄コイの血中ビテロジェニン濃度を調べる

方法がある。ビテロジェニンは卵黄タンパクの前駆体で

あり、通常は雄にはほとんど検出されないが、女性ホル

モン処理を施すと雄にも検出されるようになる 13）。和波

等は、総女性ホルモン様作用強度が 0.01μg/l 以上（E2

換算）あれば、雄コイに 1μg/ml 以上の高濃度の血中ビ

テロジェニンを産出させる可能性が高いと報告している
14）。その報告を基に、前報では亀の子橋と都橋において

その可能性が高いと推測したが、今回の詳細な調査によ

り、その上流にある堀の内橋、恩田大橋、鴨池人道橋が

より強く女性ホルモン作用の影響を受けており、従って、

この地点に生息している雄コイには高濃度の血中ビテロ

ジェニンが産出されている可能性がより高いと考えられ

た。 

 

3-4 総女性ホルモン様作用に及ぼす女性ホルモン 

及び化学物質の寄与 

総女性ホルモン様作用強度が 0.01μg/l（E2 換算）を

超えるか、あるいは近い値を示した堀の内橋、恩田大橋、

鴨池人道橋、亀の子橋、大綱橋の５地点において、総女

性ホルモン様作用強度を 100％とした場合の各物質の寄

与率を図３に示した。ELISA 法と LC/MS 法の両者で測定

した地点については両方の算出結果を併記してある。

LC/MS 法で測定していない地点については、参考までに、

２者の測定値の乖離が最も大きかった千代橋を基に、エ

ストロンの ELISA 法測定値を 1/3.7 とし、17β－エスト

ラジオールの ELISA 法測定値はそのまま用い、LC/MS 法

の場合として各物質の寄与率を算出した。 

その結果、ELISA 法と LC/MS 法ともに、全地点におい

て総女性ホルモン様作用強度の 80％以上を 17β－エス

トラジオールとエストロンが占めていた。化学物質につ

いては、寄与率の合計が最も大きいものでも LC/MS 法か

ら算出した鴨池人道橋の 20％程度である。ELISA 法から

算出した結果だけを比較すると、堀之内橋の化学物質の

寄与率が５地点の中では最も高いが、参考までに LC/MS

法に換算した場合でも、やはり 20％程度でしかなかった。

LC/MS 法を用いたことにより、昨年度に比べ化学物質の

寄与率は若干高まったが、総女性ホルモン様作用強度の

ほとんどを女性ホルモンが占めていることに変わりはな

かった。同じ女性ホルモンであるエストリオールについ

ては、寄与率は 0.3％と非常に小さかった。 

一方、化学物質の寄与率の内訳についてみると、堀の

内橋以外の調査地点ではノニルフェノールの占める割合
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図２　調査地点別の総女性ホルモン様作用強度
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が高いが（全割合の 5～13％程度）、堀の内橋ではビスフ

ェノールＡの寄与率が高く、全体の 10％程度を占めてい

た。ビスフェノールＡは最終処分場からの侵出水にｍg/l

オーダーで含まれているという報告があることから 15）、

特定の排出源が考えられる地域ではビスフェノールＡの

検出状況にも注意を払う必要があると考えられる。堀の

内橋を例にとり、ビスフェノールＡが 10μg/l の濃度で

検出されたと仮定すると、総女性ホルモン様作用強度に

占める割合も 30％程度となってくる（ELISA 法から算出）。

オクチルフェノールについては、矢上川橋で 0.07μg/l

と今回の調査で最も高く検出されたが、それでも総女性

ホルモン作用に対する寄与は 5％程度であった（図には

示さず）。総女性ホルモン様作用強度に対する寄与率の高

い順序としては、17β－エストラジオール、エストロン 

>> ノニルフェノール > ビスフェノールＡ、オクチルフ

ェノール＞エストリオールであった。 

 

4 おわりに 

環境ホルモン問題に取り組む上で、女性ホルモンの濃

度レベルを把握することは、それ自身が強いホルモン作

用を有することから非常に重要である。本調査では、女

性ホルモン３物質と、魚類への影響が認められた化学物

質３物質を対象に鶴見川水系において詳細な調査を行い、

流下による総女性ホルモン様作用強度の変動や各物質の

寄与について考察した。 

その結果、堀の内橋、恩田大橋、鴨池人道橋の総女性

ホルモン様作用強度が高く、その地点に生息している雄

コイに血中ビテロジェニンを産出させている可能性があ

ること、総女性ホルモン様作用強度に対する寄与は、女

性ホルモンである 17β－エストラジオールとエストロ

ンが 80％以上を占めていることが示唆された。しかし、

雄コイのビテロジェニン産出と精巣異常との関係につい

ては明確になっていないなど生物影響については未解明

な部分が多く 14）、市内河川の生物影響については研究の

進展を見ながら対応していく必要があると思われる。ま

た、現在、環境省は環境ホルモン問題への取り組みに対

し、生殖系への影響を中心としていた視点から甲状腺や

その他の内分泌系へ広げることとしている 16）。これに伴

い、調査対象とすべき物質が新規に挙げられる可能性も

ある。今後、横浜市内で調査すべき物質等についても、

こういった動向も見ながら検討していく必要があると考

えられる。 
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要旨 

 ケミカル・マス・バランス法を用いて、水環境中のＰＣＢの起源推定に影響を与える要因について検討した。ケミカル・

マス・バランス法では、どのような因子をモデルに取り入れるかが重要であるが、モデルの選択に影響する因子として、発

生源（ＰＣＢ製品）の種類とＰＣＢ製品には含有されていないが環境中から検出される顔料原料由来の 3,3’-ジクロロビフ

ェニルの２つを取り上げた。発生源は KC300、KC400、KC500、KC600 の４種類のＰＣＢ製品およびそれらに KC200 を加えた５

種類のＰＣＢ製品の２通りの場合を想定し、また、3,3’-ジクロロビフェニルは環境中のＰＣＢにそれを含めたものおよび

除いたものの２通りの場合を想定した。両者を組み合わせた４通りのモデルからどのモデルが最適かについて比較を行った。

その結果、水質では５種類のＰＣＢ製品を発生源とし 3,3’-ジクロロビフェニルを含めたモデルが、そして底質では５種類

のＰＣＢ製品を発生源とし 3,3’-ジクロロビフェニルを除いたモデルが最適なモデルと判断された。一方、KC200 を取り入

れたモデルでも説明できない場合があり、その原因として２-クロロビフェニル等の低塩素化異性体が影響していることが示

唆された。 

 

１．はじめに 

 前報では、ケミカル・マス・バランス法（ＣＭＢ法）

を用いて市内水域におけるＰＣＢの起源推定を行った 1)。

発生源は KC300,KC400,KC500 および KC600 の４種類のＰ

ＣＢ製品とし、それらの同族体組成をもとに起源推定を

行った結果、ほとんどの水域で発生源寄与率を合理的に

推定できたが、一部水域においては低塩化物が過剰であ

ったため、４種類のＰＣＢ製品だけでは説明し切れなか

った。この原因として、他のＰＣＢ製品による影響、Ｐ

ＣＢ製品以外のＰＣＢによる影響などが挙げられる。こ

れらの原因を把握することができれば、水域ごとの詳細

な問題点が明らかとなり、ＰＣＢ対策を効率的に進めて

いく上で役立つと考えられる。 

ＣＭＢ法は、発生源と環境における物質の質量の釣り

合いを基に発生源寄与率推定するためのモデルであり、

重回帰分析による方法と関数関係解析による方法がある
2)。重回帰による方法は、発生源および環境におけるＰ

ＣＢが各々説明変数および目的変数と仮定され、説明変

数の誤差が考慮されない。しかし、実際には発生源とし

てのＰＣＢも環境におけるＰＣＢと同程度の測定誤差を

含んでいると考えられる。一方、双方の変数の測定誤差

を考慮して発生源寄与率を推定する方法が、関数関係解

析による方法である。 

そこで、本報告では、関数関係モデル 2)を用いて、環

境中のＰＣＢの起源推定に影響する要因について、特に

低塩化物を中心に検討した。 

 

２．方法 

 ２－１ 調査方法 

分析方法は、「外因性内分泌攪乱化学物質調査暫定マ

ニュアル」（環境省）3)に準じて行った。 

 調査は，水質および底質を対象にして平成 16 年２月お

よび３月に実施した 4)。 

調査地点は、図１に示した河川６地点（No.1～NO.6）

と海域３地点（No.7～No.9）の計９地点である。 

２－２ 解析方法 

２－２－１ 関数関係解析によるＣＭＢ法 

今回用いるデータはＰＣＢの 1 塩化物から 10 塩化物

までの同族体組成、すなわち比率である。比率に基づく

モデルでは、変数の共分散は必ずしも０とはならない。

そのため、データを比率の形で扱う場合には、共分散も

定義する必要がある。ここでは、多項分布を利用して分

散共分散を定義し、ＣＭＢ法を適用した。なお、寄与率

は値が負値をとらないよう非負制約とし、また、寄与率

の総和が１となる条件を付した。 

２－２－２ 発生源寄与率への影響要因 

はじめに述べたように、低塩化物が４つのＰＣＢ製品

に比べて環境中で過剰に存在する原因として、他のＰＣ

Ｂ製品やＰＣＢ製品以外のＰＣＢによる影響などが挙げ

られる。 

まず、KC300 から KC600 までの４つのＰＣＢ製品より

も低塩化物を多く含有するＰＣＢ製品には、例えば、

KC200 がある。武ら 5)は KC200 から KC600 までの５つの

ＰＣＢ製品について詳細に測定しているので、図２にそ

れらの同族体組成を示す。 

KC300 から KC600 までのＰＣＢ製品には、１塩化物は 
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ほとんど含有されていないが、KC200 ではそれが約 26％

とかなり高い値を示した。また、KC200 の２塩化物の組

成割合は約 16％であり、KC300 の約 13％に比べてやや高

かった。このように KC200 は KC300 などに比べて１塩化

物や２塩化物が多く含有されていた。そこで、KC300 か

ら KC600 までの４種類のＰＣＢ製品を発生源とした場合

と、それらに KC200 を含めた５種類のＰＣＢ製品を発生

源とした場合の２通りについて比較検討した。 

次に、ＰＣＢ製品以外のＰＣＢについては、特に低塩

化物に着目すると、環境中から比較的高濃度に 3,3’-ジ
クロロビフェニル（IUPAC-PCB No.11：＃11）が存在して

いることが指摘されている 6,7,8,9,10)。この物質は、ＰＣ

Ｂ製品にはほとんど含有されてなく、印刷用などに使用

されている顔料原料 3,3’-ジクロロベンジジンの副生成
物に由来している。したがって、２塩化物に＃11 を含め

てＣＭＢ法を適用すると、ＰＣＢ製品による発生源寄与

率の推定精度に影響することも考えられるので、環境中

のＰＣＢに＃11 を含める場合と含めない場合の２通り

について検討した。 

 

３．結果及び考察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ３－１ 水質 

３－１－１ 水質のＰＣＢ濃度  

図３に，各調査地点におけるＰＣＢの同族体別濃度の

積み上げ棒状図を示す。 

ＰＣＢの総濃度は 0.46ng/l～1.46ng/l の範囲にあっ

た。同族体ごとにみると、１塩化物は No.3 で最も高い値

を示し、次いで No.6 で少し存在しているが、その他の地

点ではほとんど認められなかった。また、２塩化物は

No.3 と No.6 が相対的に高かった。このように、No.3 と

No.6 では低塩化物の濃度が相対的に高く、前回調査の結

果とほぼ同じ傾向を示した。なお、#11 の濃度は 0.013

μg／l～0.049μg／l の範囲にあり、また、２塩化物に

占める＃11 の濃度割合は 16％～83％とかなり大きかっ

た。 

３－１－２ 水質の最適モデル 

2-2 の項で述べたように、発生源としてのＰＣＢ製品

の種類および#11 の有無に関する４通りのモデルから、

最適なモデルの選択について検討した。 

 最適なモデルの選択には、尤度 11)が利用可能であるが、

この場合は、発生源であるＰＣＢ製品の数すなわちパラ

メータの数が４個と５個でそれぞれ異なるため尤度を直

   

図１ 調査地点 
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図３　水質のＰＣＢ濃度
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図２　ＰＣＢ製品の同族体組成
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接比較できない。パラメータ数の多いモデルのほうが最

適なモデルとなるからである。そのため、パラメータ数

を考慮に入れた赤池の情報量基準（ＡＩＣ）2,11)を用い

てモデルの検証を行った。なお、ＡＩＣについては、そ

の値が小さいほうがより最適なモデルであると判断され

る。 

 表１に水質の各モデルのＡＩＣを示す。 

モデル３が、No.6 を除く８地点で最小のＡＩＣ値を示

しており、最適なモデルとなった。そのモデルは、KC200

から KC600 までの５種類のＰＣＢ製品を発生源とし、＃

11 を含めたモデルである。なお、前述したように、基本

的には＃11 を含まないモデルのほうが最適と予想され

たが、そうはならなかった。その理由として、測定誤差

や＃１１以外のＰＣＢなどによる影響が考えられるが、

今後の検討課題である。 

３－１－３ 水質の CMB 結果 

図４に最適なモデルとされたモデル３の発生源寄与

率を示す。また、モデルの当てはまり具合の目安となる

実測値と推定値の残差の絶対値の総和（絶対残差和）を

図４にあわせて示す。 

まず、寄与率についてみると、No.3 を除く他の地点で

は KC300、KC400 および KC500 の３つの発生源で寄与率の

ほとんどを占めた。しかし、No.3 においては KC200 の寄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

与率が 0.9 を超えており、残りは KC500 の寄与率であっ

た。この結果だけから推察すると、No.3 では KC200 によ

る影響が他地点に比べてかなり大きかったといえる。ま

た、No.6 においても、KC200 の寄与率は約 0.1 を示し、

他地点に比べて比較的高かった。 

 次に、絶対残差和は、ほとんどの地点で 0.1 を下回っ

ていたが、No.3 では約 0.16 と最も大きかった。No.3 に

ついては、５種類のＰＣＢ製品を用いたモデルでも十分

に説明できているとは言い難い。 

一方、環境中におけるＰＣＢの発生源寄与率を推定す

る場合、一般に発生源として KC300 から KC600 までの４

種類のＰＣＢ製品を用いる場合が多い。そこで、モデル

３のＣＭＢ結果をモデル１（４種類のＰＣＢ製品および

3,3’-ジクロロビフェニル有りのモデル）のＣＭＢ結果と
比較検討する。図５にモデル１の発生源寄与率および絶

対残差和を示す。 

モデル１の発生源寄与率は、一部を除きモデル３のそ

れとよく一致した。発生源は KC300 から KC600 までの４

つのＰＣＢ製品のみであるという条件が成り立つことを

示唆している。しかし、No.3 においては、モデル３で

KC200 の寄与率がほとんどを占めたが、モデル１では

KC300 の寄与率がほとんどを占めるという結果が得られ

た。すなわち、モデル３の KC200 の寄与率がモデル１で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表１　水質の各モデルのＡＩＣ

　　  モデルの条件 地点

PCB製品 #11の有無 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9

モデル１ KC300-600 有 -320 -332 -136 -394 -312 -275 -327 -285 -389

モデル２ KC300-600 無 -321 -296 -136 -282 -268 -295 -276 -247 -273

モデル３ KC200-600 有 -404 -414 -300 -515 -432 -382 -394 -345 -498

モデル４ KC200-600 無 -396 -360 -288 -341 -330 -482 -333 -298 -331

モデル名

図４ 水質モデル３のＣＭＢ結果 

図５ 水質モデル１のＣＭＢ結果 
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は KC300 の寄与率にほぼ置き換わる形となった。 

 絶対残差和については、モデル１に比べてモデル３の

うほうが低く、その傾向が顕著なのは No.3 であった。し

かし、それでも、モデル３における No.3 の絶対残差和は

他地点に比べて２倍以上の値を示した。この原因および

先の寄与率の問題点を検討するため、同族体組成の実測

値と推定値の違いについて調べた。 

３－１－４ 水質のＣＭＢ詳細結果 

図６に、各調査地点における同族体組成の実測値と推

定値（モデル３）およびそれらの残差を示す。 

 実測値は、ほとんどの地点では３塩化物、４塩化物お

よび５塩化物を中心とした組成パターンを示しているが、

No.3 では１塩化物が最も高く、また、No.6 でも１塩化物

は比較的高かった。両地点は２塩化物についても相対的

に高い傾向を示した。 

推定値は実測値とほぼ同じパターンを示しているが、

地点ごとに少しずつ違いがみられた。その違いが大きい

地点は、残差によれば、No.3、No.6、No.7 および No.8

であった。それらの地点では、１塩化物から３塩化物ま

での低塩化物の残差が比較的大きな値を示した。モデル

の当てはまりが悪いのは低塩化物による影響が大きいと

いえる。なかでも、No.3 では 1 塩化物が推定値に比べて

実測値のほうでかなり高かった。その理由の 1 つとして、

解析方法のところで示したように、１塩化物を最も多く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

含有する KC200 の１塩化物は 28％であるのに対して、

No.3 ではそれを超える 35％を示したことが挙げられる。

このように、発生源として KC200 を加えた５つのＰＣＢ

製品を用いても、No.3 の推定誤差が相対的に高かった。

これらの原因をさらに詳しく調べるため、低塩化物中の

異性体について検討した。 

３－１－５ 水質の低塩化物中の異性体 

 各調査地点における低塩化物中の各異性体の割合パタ

ーンの違いについて調べたところ、１塩化物中および２

塩化物中の異性体割合が地点によって異なる傾向を示し

た。図７に１塩化物中および２塩化物中の異性体割合を

示す。ただし、２塩化物については、先に述べたように、

＃11 のほとんどは顔料由来と考えられるので、それを除

いた異性体割合を示す。 

 まず、１塩化物についてみると、３つの異性体のなか

で２－クロロビフェニル（＃１）の割合が No.3 では相対

的に高かった。No.3 における＃１は 75％を超えており、

次いで３－クロロビフェニル（＃２）、４－クロロビフェ

ニル（＃３）の順であった。KC200 の１塩化物中の＃１

の割合は約 54％であり、それに比べて No.3 では 20％程

度高かった。同様に No.6 と No.8 においても＃１の割合

が高かった。 

 次に、２塩化物中の異性体のうち、No.3 で特徴的なパ

ターンを示すものは、2,5-ジクロロビフェニル（＃９）、 
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図６ 同族体組成の実測値と推定値（モデル３）および残差 
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2,4-ジクロロビフェニル（＃７）であった。No.3 の#9#7

の割合は 10％程度あるが、他地点のそれは５％を超えて

いなかった。一方、No.6 と No.8 では、2,2’-ジクロロビ
フェニル（＃４）、2,6-ジクロロビフェニル（＃10）の割

合が 60％前後を示しており、他地点に比べて相対的に高

かった。 

 これら１塩化物と２塩化物の異性体割合パターンから

推察すると、No.3 では、他地点に比べて KC200 の影響が

大きく、さらに＃１や#9#7 などの異性体による影響も加

わっていた可能性が高い。また、No.6 と No.8 は No.3 と

は異なる影響を受けていると考えられる。 

３－２ 底質 

３－２－１ 底質のＰＣＢ濃度  

図８に，各調査地点におけるＰＣＢの同族体別濃度の

積み上げ棒状図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＣＢの総濃度は 1.2μg/kg～270μg/kg の範囲にあっ

た。同族体ごとにみると、例えば、No.3 では１塩化物か

ら４塩化物までの低塩化物の濃度が高く、No.8 では逆に

４塩化物から 7 塩化物までの高塩化物の濃度が高かった。

これらの結果は、前回調査の結果とほぼ同じであった。

なお、＃11 の濃度は 0.02μg／kg～4.4μg／kg の範囲に

あり、また、２塩化物に占める＃11 の濃度割合は 15％～

92％とかなり大きかった。 

３－２－２ 底質の最適モデル 

水質の場合と同様に、４通りのモデルから最適なモデ

ルを選択するために検討を行った。表２に底質の各モデ

ルのＡＩＣを示す。 

モデル４が No.5 を除いて最小のＡＩＣを示した。最

適なモデルとされたモデル４は、KC200 から KC600 まで

の５種類のＰＣＢ製品を発生源とし、＃11 を含めないモ

デルである。このように底質の場合には、解析方法の項

で予想した通り、＃11 を含めないモデルが選択された。 

３－２－３ 底質の CMB 結果 

図９に最適なモデルとされたモデル４の発生源寄与

率および絶対残差和を示す。 

寄与率については、多くの地点で KC400 と KC500 の寄

与率の占める割合が高く、水質の場合よりも高塩化物を

含有するＰＣＢ製品の側に偏っていた。しかし、No.3 で

は KC200、また、No.8 や No.9 では KC600 が大きく寄与し

ていた。後者は港湾や沿岸に位置し船舶の往来の多い水

域であることから、船底塗料由来の KC600 による影響が 
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 表２　底質の各モデルのＡＩＣ

　　モデルの条件 地点

PCB製品 #11の有無 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9

モデル１ KC300-600 有 -340 -189 -151 -302 -377 -351 -282 -294 -223

モデル２ KC300-600 無 -392 -305 -154 -380 -353 -360 -376 -310 -315

モデル３ KC200-600 有 -417 -231 -283 -367 -457 -424 -345 -363 -274

モデル４ KC200-600 無 -484 -369 -303 -458 -426 -434 -456 -379 -389

モデル名

 

図８　底質のＰＣＢ濃度
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大きいためと推察される 12,13)。No.3 については、KC200

の寄与率が約 0.75 と大部分を占め、残りは KC400 と

KC500 であった。ここには図示しないが、モデル２（KC300

から KC600 までの４種類のＰＣＢ製品を発生源とし＃11

を含めないモデル）について寄与率を求めたところ、No.3

では KC300 の寄与率が約 0.8 とほとんどを占めた。この

ように、水質の場合と同様に、モデル２における KC300

の寄与率が、モデル４における KC200 の寄与率にほぼ置

き換わるという結果になった。どのような種類のＰＣＢ

製品を説明変数とするかによって、極端に異なる結果が

導かれることがあることを示唆している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、絶対残差和は、ほとんどの地点で 0.1 を下回っ

ていたが、No.3 では約 0.15 と相対的に高かった。 

これらの結果から、No.3 ではモデル４が必ずしも最適

なモデルであるとはいえない。この原因を探るため、同

族体組成について調べた。 

３－２－４ 底質のＣＭＢ詳細結果 

図 10 に各調査地点における同族体組成の実測値と推

定値およびそれらの残差を示す。 

 実測値についてみると、No.1 から No.7 までの地点の

ほとんどは４塩化物と５塩化物を中心とした同族体組成

を示し、港湾や沿岸海域に位置する No.8 と No.9 の２地 
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図９ 底質モデル４のＣＭＢ結果 

図１０ 同族体組成の実測値と推定値（モデル４）および残差 
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点ではさらに６塩化物や７塩化物の割合も高かった。そ

れらに対して、No.3 では１塩化物と２塩化物の割合が相

対的に高く、他地点とは異なるパターンを示した。 

推定値は、ほとんどの地点で実測値とほぼ同じパター

ンを示していることから、寄与率の推定の精度が比較的

よかったといえる。一方、No.3 では実測値に比べて推定

値のほうが２塩化物は低く、３塩化物は逆に高かった。

残差をみると、その傾向が明確となり、No.3 では１塩化

物から３塩化物までの低塩化物の当てはまり具合が悪か

った。そこで、水質の場合と同様に、低塩化物中の異性

体について詳細に検討した。 

３－２－５ 底質の低塩化物中の異性体 

 図 11 に１塩化物中および２塩化物中の異性体割合を

示す。２塩化物については、黄色顔料由来の#11 を除い

た異性体割合を示している。 

 No.3 における 1 塩化物は、＃１の割合が最も高く、次

いで＃２、＃３の順であった。この異性体割合の順は、

水質の場合と同じであったが、＃１が＃２や＃３に比べ

て際立って高いということはなかった。No.6 も No.3 と

同様な傾向を示した。 

 ２塩化物中の異性体についてみると、#9#7 の割合が

No.3 では 20％程度あり、それ以外の地点に比べて高かっ

た。また、No.6 における#4#10 の割合は他地点より高か

った。 

 したがって、底質の場合も水質の場合と同様に、No.3

では、KC200 が相対的に大きく寄与しているとともに、

＃１や＃9#7 による影響も少し加わった、そして、No.6

では＃１や#4#10 による影響があったと推察される。こ

れらの発生要因については今後の検討課題である。 

 

４ まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境中のＰＣＢの起源推定をＣＭＢ法を用いて考察し

たところ、以下の結果が得られた。 

1) 低塩化物が過剰に存在している水域では、KC300 から

KC600 までの４種類のＰＣＢ製品だけでなく、低塩化物

含量の多いＰＣＢ製品である KC200 を含めた５種類のＰ

ＣＢ製品を発生源とすることによって、推定精度が向上

した。 

2) 環境中のＰＣＢから3,3’-ジクロロビフェニルを除い
てＣＭＢ法を適用すれば推定精度が良くなると予想され

たが、水質の場合はそうはならず、課題が残った。 

3) 低塩化物の推定誤差が相対的に大きい地点があった

が、その原因として、＃１や#9#7 などの異性体が影響し

ていると考えられた。 
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横浜市内の温湿度分布調査 

－2004 年の結果－ 

福田亜佐子、佐俣満夫（横浜市環境科学研究所） 

 Distributions of atmosphere temperature and humidity in Yokohama area  
-Results of a year of 2004- 

 

Asako Fukuda,Mitsuo Samata 
(Yokohama Environmental Science Research Institute) 
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要旨 

 2004 年にヒートアイランド調査として、市内 31 地点での気温観測及び 10 地点での湿度観測を行った。標高による測定

値の補正を行ったところ、補正後でも夏期平均気温に最大 1.53℃の地域差が見られ、ヒートアイランド現象が生じている

ことが確認された。 

さらに、この測定結果をもとに市内の温湿度分布図を作成し、その特徴についてまとめた。 

気温分布については、日中の分布を示す日最高気温では、市内の北東部と南西部が相対的に高く、夜間の分布を示す日

最低気温では臨海部が高くなる傾向がみられた。これは、2003 年の測定結果から明らかになった傾向と一致しており、横

浜市の夏期の気温分布の特徴といえる。また、地点ごとの日変化について解析したところ、都市部と 2つの異なる森林部

の 3パターンに分類できることが分かった。 

湿度分布については、日中は北東部が、夜間は臨海部の湿度が低いという傾向が明らかとなった。 

気温と湿度の値を基に不快指数を算出し、最高気温を記録した 7月 21 日の分布について検討したところ、日中 13 時で

は市内全域で不快指数は 80 を超えていた。分布は同時刻の気温分布と傾向が一致しており、気温による影響が強く出てい

た。夜間 22 時では、同時刻の気温分布と傾向は類似しているが、臨海部の湿度が低いため、臨海部に比べ、周辺地域の方

が高い不快指数となった。 

 

 

 

1.はじめに 

大都市のヒートアイランド現象については、近年、熱汚

染という深刻な環境問題として認識されており、国を初

め、東京、大阪など自治体でその対策の取り組みが始め

られている。横浜市においても、現在ヒートアイランド

対策取組方針作成に向けての検討が進められている。 

 ヒートアイランド対策を検討していく上で、気温の上

昇を抑制させることともに、市民が体感している夏期の

生活環境の悪化の解消が重要な問題となっている。 

当研究所の調査 1)で 2003 年度から市内 31 地点での温

度観測を行ない、詳細な気温分布について検討した結果、

夏期の平均気温分布では港北区などの横浜市北東部に比

較的高温になる地域があることなど市内の気温分布につ

いては一定の傾向を見出した。 

 しかし、熱環境による人体への影響を考える場合、温

度だけでなく湿度等の要因も重要とされている。 

そこで、2004 年度は市内 10 箇所について新たに湿度

を観測し、市内の湿度分布等について検討するとともに

不快指数について検討した。 

 

2.観測方法 

 横浜市内の小学校 20 校の百葉箱内にデータロガー付

サーミスター式温度計（タスコジャパン㈱製 TMS70DA 温

度ロガー）を、10 校の百葉箱にデータロガー付サーミス

ター式温湿度計（タスコジャパン㈱製 TMS70UR 温湿度ロ

ガー）を設置した。市内の精密な気温分布を得るために、

市内を 4km メッシュに区切り、概ねメッシュ毎に 1地点

の観測地点となるよう 30 地点を設置した。従来から測定

していた環境科学研究所を加え全体で 31 地点である。測

定は、１時間毎の瞬時値の温度をロガーに蓄積し、6 ヶ

月に 1度パソコンで回収した。 

 観測地点の市内の位置について図－１に、観測項目に

ついて表－1 に示す。 

 気温・湿度等の分布図は、Kriging 法による空間補間

を行い、GIS ソフト（ArcGIS）により作成した。 

 標高データについては、「数値地図 50m メッシュ（標

高）」（国土地理院発行）を用いた。 
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夏期平均気温と標高
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3.結果と考察 

3-1 標高と気温分布についての検討 

 前報 1)で報告したように、横浜市内の夏期平均気温に

最大２℃の地域差がみられたが、標高による補正は加え

ていなかった。 

一般に 100ｍ標高が高くなると 0.65℃気温が低下する

と言われており、気温減率と呼ばれている 2)。実際に測

定した気温と標高の間にも十分な相関が得られたという

報告もあり 3)、標高による補正後の気温分布をヒートア

イランド現象の影響と評価している例 4)もある。 

そこで、本報では、標高による補正を加えた気温値の

地域差について検討した。 

 本市においても、夏期平均気温と標高について検討し

たところ相関係数-0.80 と一定の相関がみられた（図-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

夏期の日最低の平均気温（ｒ＝-0.77）や熱帯夜日数（ｒ

＝-0.86）などと標高の間にも相関がみられた。 

 今回の測定地点で最高の標高は 87ｍであり、気温減少

分がそのまま標高に比例すると考えると、この標高での

気温減少分は 0.55℃と見積もられる。 

 そこで、標高による気温減少分を各地点について算出

し、実際の測定値から引いた値での地域差をみると最大

で 1.53℃であった。夏期平均気温での地域差（補正前）

は最大 2℃であるが、標高による補正後であっても地域

差はみられ、ヒートアイランド現象が確認された。また、

夏期平均気温分布図と同じパターンであった。 

 以上のことから標高差について考察すると、補正して

いない場合に比べて温度の地域差に若干の差がみられる

が、標高によって土地利用が限定される等、標高と土地

の被覆状況にも一定の関係性があることも考えられる。 

また、今回の測定地点はいずれも標高 100m 以下となっ

ており、標高による気温減率よりも、土地の被覆状況の

影響の方大きいとも考えられるため、次項以降の検討で

は、標高補正前の生データを使用することとした。 

 

図－1 観測地点 

温度 湿度
1 荏子田小学校 ○
2 恩田小学校 ○ ○
3 新吉田小学校 ○ ○
4 茅ヶ崎台小学校 ○
5 末吉小学校 ○
6 新羽小学校 ○
7 新治小学校 ○ ○
8 緑小学校 ○
9 生麦小学校 ○ ○
10 大池小学校 ○
11 二谷小学校 ○
12 上菅田小学校 ○
13 都岡小学校 ○
14 相沢小学校 ○
15 星川小学校 ○ ○
16 平沼小学校　　　　　　 ○
17 本町小学校 ○
18 万騎が原小学校 ○ ○
19 本牧南小学校 ○ ○
20 環境科学研究所 ○
21 大岡小学校 ○
22 秋葉小学校 ○
23 和泉小学校 ○ ○
24 南台小学校 ○
25 野庭東小学校 ○
26 南舞岡小学校 ○ ○
27 南戸塚小学校　　　　　 ○
28 富岡小学校　　　　　　 ○
29 氷取沢小学校 ○ ○
30 本郷小学校 ○
31 六浦小学校　　　　　　 ○

地図番号 設置小学校
観測項目

表－1 観測項目 

図－2 夏期平均気温と標高 
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3-2 気温分布 

3-2-1 夏の日最高気温と日最低気温 

 2004 年 7 月 1 日から 8 月 31 日までの期間における日

最高気温・日最低気温の平均値の分布を図－3 に示す。

地域差でみると日最高気温では、最大 3.7℃の差がみら

れ、日最低気温は最大 2.5℃の差、平均気温では最大

2.0℃、熱帯夜日数では 29 日の差がみられヒートアイラ

ンド現象が確認された。 

前報1)で2003年の夏期気温分布の特徴について報告し

たが、2004 年についても同様に、日中の分布を示す日最

高気温では市内の北東部と南西部が相対的に高い値を示

す一方、夜間の分布を示す日最低気温では臨海部が高く

なる傾向がみられた。 

2003 年夏は冷夏、2004 年夏は猛暑と気象状況は大幅に

違ったが市内の気温分布の傾向は一致していた。 

 東京都でも気温分布調査を行っており、夜間は東京湾

沿岸部などの都心部の気温が上昇し、日中になると内陸

部に高温域が移動すると報告している 5)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市においても臨海部が都市化の著しい地域であるの

で、同様の傾向がみられた。 

 全地点の時刻変動について比較した結果、気温の日変

化が３パターンに分類できることが分かった。パターン

の代表点として都心部の本町小学校（地点 10）、森林域

の万騎が原小学校（地点 14）及び新治小学校（地点 6）

を選択し、夏の平均気温の時刻変動について比較したも

のを図－4に示す。 

 本町小学校は、相対的に夜間、昼間ともに高い気温と

なっており、万騎が原小学校は低くなっている。一方、

新治小学校は昼間都心部の本町小学校と同程度の気温ま

で上がるが、夜間は森林域の万騎が原と同程度まで下が

る。 

 これは、日中と夜間で高温域が移動しており、新治小

学校においては日中高温域が移流してくる地域にあたる

ためと考えられる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 平均日最高気温（左）および平均日最低気温（右）の分布。（2004 年 7 月 1 日～8月 31 日） 

図－4 都心部と森林地域における夏の平均気温の時刻変動
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3-3 夏期の湿度分布 

 2004 年 7 月１日から 8 月 31 日までの期間における市

内の湿度分布について図－5に示す。 

 ヒートアイランドの影響として、湿度の低下が報告さ

れている。原因としては、地表面被覆の人工化や緑の減

少により大気中への水の蒸発散量が少なくなるためと考

えられている 6)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市においても、土地利用図（図－6）と湿度分布図（図

－5）を比較すると、市街化されている地域ほど湿度が低

く、森林域は高い傾向がみられた。 

また、2004 年夏期最高気温を記録した 7 月 21 日につ

いて、昼 13 時と夜間 22 時の分布図を比較する（図－7）

と、昼間は北東部が、夜間は臨海部の湿度が低い傾向が

みられた。これは、気温分布の高温域の日変化の傾向と

一致していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 2004 年 7 月 21 日 13 時（左）及び 2

濃い陰影部が湿度の高い地

図－6 横浜市の土地利用図（10m ﾒｯｼｭ数値地図情

報：国土地理院） 

図－5 夏期の平均相対湿度分布図（2004 年

7 月 1 日～8月 31 日） 
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3-4 不快指数分布 

 ヒートアイランド現象を緩和する目的として、生活空

間の快適性が考えられる。そこで、体感指標について検

討する必要があると考え、体感指標の一つである不快指

数についての市内の分布状況を検討した。 

気温と湿度を測定した 10 地点について下記の式によ

り不快指数（THI）を算出した 7)。 

  

THI＝0.81T+0.01Rh（0.99T-14.3）+46.3  

T：気温（℃）、Rh：相対湿度（％） 

 

7 月 21 日の 13 時（図－8）と 22 時（図－9）の不快指数

と気温分布図を示す。 

 前述したように、ヒートアイランド現象の影響として、

気温は高くなり、湿度は低くなるとされている。 

 13 時の分布では、気温分布と概ね傾向は一致している。

湿度が低いため、気温による影響の方が大きく現れたも

のと考えられる。不快指数が最も高い地域は新吉田小学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校（地点 6）で、88.4 であった。不快指数が 85 を超える

地域（日本人の場合 93％の人が暑さによる不快を感じる

といわれている 7））は気温分布で 38 度を越えている地域

とほぼ一致する。 

 22 時の分布では、森林地域の不快指数は低くなってお

り、気温分布と傾向は類似している。不快指数が最も高

くなる地域は、気温の最も高い新吉田小学校（地点 5）

で、81.1 であった。ただし、臨海部の生麦小学校（地点

1）や本牧南小学校（地点 24）よりもやや内陸にある星

川小学校（地点 9）の方が不快指数は高い値となった。

これは、臨海部より内陸の湿度が高くなっているためと

考えられる。 

 夜間においては、森林地域は快適に過ごせ、不快と感

じる地域は臨海部から内陸の広い地域に広がっている可

能性が示唆された。夜間の人口は臨海部よりも周辺地域

の方が多いこともあり 8)、夜間の対策を行っていく場合

臨海部だけではなくその周辺地域でも対策を講ずる必要

があると考えられる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－8 2004年 7月 21日 13時の不快指数（左）及び気温分布（右） 

図－9 2004年 7月 21日 22時の不快指数
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体感指標として他にもSETやWBGTなど様々な指標が提案

されており、実際に人が感じる温冷感との相関に関する

評価も報告されている。9) 

今回は温度と湿度のデータから算出できる不快指数に

ついて検討したが、屋外の暑熱環境を正確に把握するた

めには、風や日射などの影響についても考慮した指標を

採用する必要がある。 

ヒートアイランド現象の影響を見る指標として何が妥当

かも含め、幅広く検討していく必要があると思われた。 

４ おわりに 

（１）気温分布について標高による補正を行ったところ、

補正後でも夏期平均気温に最大 1.53℃の地域差が見ら

れた。 

（２）夏期の気温分布について、日中は市内北東部と南

西部が高く、夜間は臨海部が高くなるという傾向が見ら

れ、2003 年夏期の傾向と一致していた。 

（３）夏期気温について、地点ごとの日変化の特徴は、

３グループに分けることができた。 

（４）夏期の湿度分布について、日中は北東部が、夜間

は臨海部が低いという傾向が明らかとなった。 

（５）夏期の不快指数分布について検討したところ、夜

間は気温の高い臨海部だけではなく、その周辺部に不快

指数の高い地域が広がっている可能性が示唆された。 
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港北区役所屋上緑化での温度低減効果 

―2004 年夏期の解析― 

 

佐俣満夫、福田亜佐子 （横浜市環境科学研究所） 

 

 The Measurements of Temperatures on the Roof Garden of Kouhoku Ward Office 

Building at summer in 2004 

 

Mitsuo Samata, Asako Fukuda ( Yokohama Environmental Science Research Institute) 

 

キーワード：ヒートアイランド、屋上緑化、温度 

 

「要旨」 

 港北区役所屋上緑化での 2004 年夏期の大気気温、屋上緑化部分地中 3cm,10cm,20cm、屋上コンクリート表面温度、日

射量、風向風速について観測した結果を解析した。その結果、夏期のコンクリート表面温度は最高で 50℃以上にも達する

が、緑化部分の地中 3cmでは最高でも 40℃程度であり、地中 20cmでは 30℃前後でほぼ一定なことがわかった。日射量と

温度の関係では地表面近くになるほど温度は日射の影響を受け、地中 20cm以下になるとほとんど日射の影響は受けないこ

とがわかった。風が強くなると緑化部分の地表面付近の温度は大気の影響を強く受けることがわかった。また港北区役所で

の屋上緑化の有無による室内での省エネ効果は小型家庭用クーラーのおよそ 2台分程度に相当するもと推測された。 

 

1.はじめに 

近年、ヒートアイランド対策として、各地の都市部

で屋上緑化の普及啓発が進められている。しかし、

屋上緑化の温度低減効果の観測事例はきわめて少な

いため、当研究所では市内の病院の屋上緑化にて温

度観測を行った１）。そして、その結果から屋上緑化

の温度低減効果は建物、緑化の構造、気象条件等の

影響を受けるため、温度低減効果の把握には温度以

外の気象条件の観測も併せて行う必要があることが

わかった。当研究所での気温分布調査から港北区な

どの横浜市北東部では夏期には比較的高温になり易

い傾向があることが認められている２）。そこで、横

浜市では市内北東部に位置する港北区役所の屋上に

2003年 11月に屋上緑化（500㎡）を設置し、その

温度低減効果の観測のため、当研究所で気温観測用

の他、屋上コンクリート表面、芝生の緑化部分地中

深さ 3cm、10cm、20cmに温度計を設置し、さらに

日射量、雨水量、風向風速を観測した。また本事業

ではヒートアイランド対策の普及啓発の一環として

港北区役所１階ロビーに大気気温、屋上コンクリー

ト表面温度、緑化温度（地中 10cm）をそれぞれリ

アルタイムで表示している。さらにすべての観測結
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果を本市ランシステム（YCAN）を通して当研究所

に転送し、その一部データを市庁舎内に公開するシ

ステムを構築した。ここでは、それらの観測結果を

基に 2004 年夏期の港北区役所屋上緑化での温度低

減効果についての解析結果を報告する。 

 

2.測定方法 

風向風速計、日射量計、雨量計、大気気温計を屋上

緑化部分南面中央の手すり部分に設置した。緑化部

分の温度観測は屋上緑化の中央部の芝生の地中にニ

ードル型センサー温度計を 10cmの幅をおいて地中

3cm,10cm,20cm にそれぞれ設置した。また屋上緑

化南面の建物コンクリート部分に接点型の温度計を

設置した。解析には各観測値の毎時の瞬間値を用い

た。なお 2004 年夏期では雨量計は調整中であった

ため雨量に関する解析は今回行わなかった。 

 屋上緑化の有無による室内の気温変化を調べるこ

とと屋上緑化による省エネルギー効果を推定するた

め、屋上緑化部分の直下の階（3 階）である食堂と

屋上緑化の無い最上階（４階）の居室の天井裏内の

屋根裏コンクリート部分と天井プレート下部の計４

箇所にデータロガ温度計をそれぞれ設置した。 

 

3.結果と考察 

3-1 屋上緑化の温度特性 

3-1-1 夏期の平均温度 

 夏期 3ヶ月（７～９月）での最高温度は屋上コンクリ

ート表面で 53.4℃、地中 3cmで 40.4℃、地中 20cmで

31.6℃となっており最高温度は地中の表面に近づくほど

高くなっている。また平均温度としては夏期の月毎及び

3 ヶ月間の観測温度の平均値のグラフを図―1 に示す。

各月で最も高いのは常にコンクリート表面温度であり、

最も低いのは大気気温となっている。また 8,9月と 3ヶ

月平均では地中 10及び 20cmの温度が地中 3cmの温度

より若干高くなる傾向がみられた。夏期 3ヶ月間の平均

温度はコンクリート表面 32.3℃、地中 3cm で 28.0℃、

地中 10cmで 28.5℃、地中 20cmで 28.1℃、大気気温で

27.1℃であった。これより地中温度よりコンクリート表

面の温度の方が平均値でも高くなっている。そこで月毎

及び 3ヶ月平均でのコンクリート表面と各地中温度の差
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図-１ 2004 年夏期での大気気温、コンクリート

表面、緑化地中 3cm、10cm、20cm の温度の平均値
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図-２ 2004年夏期でのコンクリート表面と各緑化地

中温度の平均値の差 
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（コンクリート表面―地中温度）を図―２に示す。コン

クリート表面と地中温度の差は概ね3～5℃程度であり3

ヶ月平均では 4℃前後となっている。図―2 より 8,9 月

では地中 10cm での温度差が他より 1℃ほど低くなって

いるのが特徴的である。この特徴は各温度の経時的な変

化特性に由来するものと考えられた。そこで 2004 年夏

期に最も高い気温を記録した 7 月 21 日前後の二日間の

各温度の経時変化を図―3 に示す。この図より、温度の

日変化はコンクリート表面がいちばん大きく、夏の晴天

日には最高で 50℃を超え、その日変化幅も 25℃程度と

なるが、地中深くなるほど温度の日変化幅は減少し、地

中 20cmではほとんど一日中温度はほぼ一定となる。ま

た日中ではコンクリート表面の温度は高いが、夜間では

逆に地中 3cmの温度が最も低い傾向がみられた。そこで

地中 3cmと 20cmでの夏期 3ヶ月間の長期的な経時変化

を図―４に示す。これより地中 20cmの温度変化は雨天

後の数日間を除き、長期的に平衡状態を保っているが、

地中 3cm の温度変化では日変動が大きいことがわかる。

しかし夏期 3 ヶ月間の温度を平均すると地中 3cm と

20cmでの平均温度の差は 0.1℃程度となり、平均気温で

はその差はほとんどみられない。しかし、地中 10cmの

温度変化では図―3 にみられるように日射の影響で日中

若干高くなるため図―２に示すような傾向となっている。

そこで各観測温度の夏期 3ヶ月間の昼間と夜間での平均

値の差（昼間―夜間）を図―５に示す。これよりコンク

リート表面は昼夜の温度差は約 9℃と最も大きく、地中

3cmで 4℃、地中 10cm及び 20cmでは温度は昼間も夜

間もほぼ変化しないことがわかる。 

 次に雨天又は完全な曇天の場合での温度の日変化を図

―６に示す。この場合すべての観測値は日中でも大きな

変化はみられないが、図―６では大気温度が最も低く、

地中 20cmの温度が最も高くなっている。これは雨天な

どでの大気中の冷気の影響が短期間では地中 20cmまで

には到達しないため、地中 20cmでは前日までの温度平

衡をそのまま保つためと考えられる。 

 

3-1-2 温度と日射量の関係 

 夏期晴天日でのコンクリート表面及び地中 3cm の温
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図―５ 各温度の夏期 3 ヶ月間の昼間と夜間での平均

値の差（昼間―夜間） 
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3cm での温度と日射量の日変化 
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度と日射量の日変化の一例を図―７に示す。横浜での夏

期の日射量の最高値は正午前後の 0.8KW/㎡程度である

が、日本各地の中でも平均的な値となっている。図より

コンクリート表面も地中 3cm の温度も日射と共に上昇

するが、コンクリート表面の温度上昇が著しい。そこで

2004 年 7 月 23 日と 7 月 25 日の日射のある時間帯（4

時～18時）での日射量とコンクリート表面温度との相関

を図―８に示す。これよりコンクリート表面温度と日射

量の間には午前と午後とで異なった直線相関がみられ、

２つの相関係数は共に 0.9 以上であった。２つの相関直

線の違いは 12 時から 13 時の１時間の間に日射量が

0.8KW/㎡から 0.6 KW/㎡に急激に変化することを示し

ている。この現象は図―７からも推測できるように、こ

の時間帯が午前中のコンクリート表面の昇温過程と午後

での蓄熱過程を特徴づける結果となっている。午前中の

相関直線と午後での相関直線の傾きはいずれも 0.04 と

同程度なので、午前中の日射による昇温傾向と午後の温

度の下降傾向はほぼ同じ傾向で推移する。次に夏期晴天

日での日射量と地中温度の日変化を図―９に示す。これ

より地中が深くなるほど日射量と温度の関係は図に示す

ように垂直かつ中心に集中するようになる。いずれの温

度傾向でも曲線の左半分は午前中の結果であり、右半分

は午後の結果である。同一日射量での右と左の温度幅が

大きいほどその地点での温度は日射の影響を強く受ける

ことを意味している。したがって屋上緑化で地中 20cm

以下では温度値には日射の影響をほとんど受けないこと

がわかる。 

 

3-1-3 風向風速と温度の関係 

 夏期の月毎の東西南北の風配図を図-10 に示すが、港

北区役所の屋上緑化は東西方向に建物の壁があるため、

いずれの月でも東西方向の風は少なくなっている。7,8

月での主風向は南方向の風であるが、9 月では北方向の

風が多くなっている。横浜市での夏期の風向は相模湾か

らの南方向の風が多いことから、港北区役所屋上緑化の
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図―８ 夏期晴天日での日射量とコンクリート表面

温度との相関 （2004 年 7 月 23 及び 25 日） 
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図―９ 夏期晴天日での日射量と緑化地中温度の日変

化 （2004 年 7 月 23 日 4 時～18 時） 
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図―10 港北区役所屋上緑化部分での夏期の風配図 
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図―１１ 強風日での観測温度の日変化 

       （2004 年 8 月 31 日） 
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図―１２ 弱風日での観測温度の日変化 

      （2004 年７月 27 日） 
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場合でも主方向に沿った風の流れとなっている。また夏

期 3 ヶ月間の月別平均風速はいずれも 1.5m/s 程度であ

った。 

 晴天日での強風の日と弱風の日で地上付近の温度に違

いが生じることが予想された。そこで強風の日（8月 31

日）と弱風の日（7月 27日）での各観測温度の日変化を

図―１１，１２に示す。8 月 31 日は平均風速が 3.2m/s

で朝方は最大 8m/sの強風がみられた。また 7月 27日は

平均風速が 1.0m/sで最大でも 2.9m/s程度だった。これ

らの図において大気気温と地中 3cm の温度パターンに

大きな違いが認められた。弱風日では日中の地表面付近

は直接日射の影響を受けて地中 3cm の温度は大気気温

より高くなっているが、夜間では弱風下での放射冷却に

より地中 3cm及び大気気温は地中 10cm及び 20cmでの

均一な温度変化よりさらに低くなっている。強風日では

逆に地中 3cm の温度は１日を通して大気気温より低い。

これは日中は芝生の葉表面が熱交換器の役目をして強い

気流の流れによって地表面の熱が風に奪われるからと推

測される。さらに強風日の夜間での地中 3cmの温度は弱

風日の傾向と異なり地中 20cmの温度以下には下がらな

い。これは芝生の葉上部は風によって熱を奪われるが、

芝生の根元付近では強風によって供給された暖かい大気

気流が常に停滞し、それによって供給された地中の熱が

より深い部分の温度と平衡を保つためと推測された。 

 

3-2 屋上緑化による室内温度への影響 

3-2-1 屋上緑化の有無による室内温度への影響 

 屋上緑化のある屋根コンクリート直下（屋根裏空間）

の気温を A上、屋根コンクリートから 1.0m下の天井プ

レート直下（室内空間）の気温を A下とする。また屋上

緑化の無い屋根コンクリート直下の気温を B上、天井プ

レート直下の気温を B下と呼ぶ。夏期の区役所では平日

は冷房を行っているため、平日のデータでは冷房の影響

により室内気温の比較ができない。そのため 7,8 月の冷

房の行われていない日曜日のデータのみを解析に用いた。

7,8月の日曜日（９日間）の平均気温を図―１３に示す。

これより A上より B上の方が高くなっており、屋根コン

クリート直下での屋上緑化の有無による気温差（B上―

A 上）は平均で 2.0℃ほど屋上緑化が有ると低くなるこ

とがわかった。したがって屋根裏空間での比較では明ら

かに屋上緑化による温度低減効果が認められた。しかし、

天井プレート直下の室内気温の比較では逆に 0.4℃（＝A

下―B下）ほど屋上緑化の有る方が高くなっている。こ

れは区役所の場合、市民の利用を考慮して仕切りの無い

オープンスペースが多く、通路も広いため相互の室内空

気の移流が大きく、さらに A下の観測点は外窓に近いた

め、外気や日射の影響が受けやすいなどの原因が考えら

れる。次に 2004年最も暑かった週の日曜日（7月 25日）

での屋上緑化の有無による気温の日変化を図―１４に示

す。屋根裏空間での気温の変化は屋上緑化の有無により

大きく異なり、１日を通して A上より B上の方が高くな
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っている。そして屋上緑化の有無による温度差が大きい

のは夜間であり、最大で 5℃であった。しかし昼間は温

度差はむしろ小さくなり最小で 1.5℃であった。A 上の

傾向は午前中若干上昇するが１日を通して概ね一定であ

った。これは屋上緑化の地中 20cmの温度が均一である

ことを反映した結果と考えられる。B上の傾向は他のデ

ータに比べてきわめて特異的な変化を示しており、日中

に温度が低く夜間に高くなっている。そこで 7 月 23 日

～26 日の 3 日間の屋根裏空間での気温の変化を図―１

５に示す。これより前述の傾向は夏期には長期的にみら

れる傾向と考えられ、この原因は通常の屋上コンクリー

ト層は昼間は日射による吸熱が行われ、夜間はその吸収

した熱をコンクリート層下部へ放出するため、屋根裏空

間では夜間に温度が上昇するものと考えられる。また室

内温度の傾向は緑化の有無にかかわらずほぼ同じ値をし

めしているが、B下より A下の方が時間変動が大きいの

は前述した外気の影響と考えられる。 

 次に、冷房の行われている場合として 7 月 28 日（水

曜日）の日変化を図―１6 に示す。冷房が行われていて

もA上とB上の総体的なパターンは冷房の無い場合と変

わらないが、A上は午前中のみ冷房の影響を受けて気温

が１℃ほど低くなっている。冷房により両室内気温とも

最高３℃ほど低下するが、A下の温度が午後に上昇する

のは部屋が食堂なので熱源を使うためと考えられる。 

 

3-2-2 港北区役所屋上緑化での省エネルギー効果

の推定 

 前報にて病院の屋上緑化データから室内での省エネ効

果の推定を試みたが、これは室内温度が得られていなか

ったのできわめて蓋然的な推定であった１）。今回の調査

でも前述したように室内の相互の移流が大きいためB下

と A下のデータからの推定は困難であった。そこで相互

の室内への熱の移流はないものと仮定してA上とB上の

データのみを使用して推定を試みた。省エネ量の推定は

クーラーが稼動している日中の時間帯（8時～17時）の

みを考えた。そこで A上と B上の夏期日曜日の日中の平

均温度データより各部屋の屋根裏空間の単位体積当りの

熱量を計算し、さらにその熱量から天井プレート下の各

室内空間の熱量を推定した。そしてその差を省エネ熱量

とした。屋根コンクリート下面と天井プレート間の距離

を 1mとし、屋根裏空間１㎥での緑化のない場合とある

場合の空気の熱量差をΔQ（J/㎥）とすると次式のよう

になる。 

     ΔQ=（ｔ２－ｔ１）Cp       （１） 

Cpは空気の比熱 1300（J/℃㎥）であり、ｔ１：A上の夏

期日曜日の日中の平均気温、ｔ２：B 上の夏期日曜日の

日中の平均気温である。ここでｔ２－ｔ１＝1.48℃である

から(1)式よりΔQ=1920（J/㎥）となる。次に天井プレ

ートを通して室内へ移流する熱量差を計算した。ここで

屋上緑化面積500㎡のうち通路等を除く有効緑化面積を

300 ㎡とし、天井プレートを通して室内へ移行する熱量

の割合を、天井プレート下部までに熱が伝わる間に外部

へ放散する熱量を 40%程度と見込むと室内へ移行する

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

0
:0
0

5
:0
0

1
0
:0
0

1
5
:0
0

2
0
:0
0

1
:0
0

6
:0
0

1
1
:0
0

1
6
:0
0

2
1
:0
0

2
:0
0

7
:0
0

1
2
:0
0

1
7
:0
0

2
2
:0
0

3
:0
0

8
:0
0

1
3
:0
0

1
8
:0
0

2
3
:0
0

気
温
（
℃
）

緑化（無）コンクリート 緑化（有）コンクリート

７月２３日 ７月２４日 ７月２５日 ７月２６日

図―１５ 2004年 7月 23日～26日での屋上緑化の有

無による屋根コンクリート下の気温変化 

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

0:00 3:00 6:00 9:00 12:00 15:00 18:00 21:00

（時）

気
温
（
℃
）

緑化（無）コンクリート 緑化（無）天井 緑化（有）コンクリート 緑化（有）天井

図―１６ 室内冷房時での屋上緑化の有無による室内

気温の日変化 （2004 年 7 月 28 日（水曜日）） 



- 90 - 

熱量の割合は 60％となる。このときの緑化のある場合と

ない場合の室内での熱量差をQｒとすると次のように与

えられる。 

   Qr=ΔQ・300㎥・0.6＝346×103J     (2) 

即ち、Qｒは室内での熱が互いに移流してない場合での

緑化がある場合の最上階の室内空間での省エネルギー量

に相当する。さらにここでは一般の家庭用クーラーを使

用した場合にこの省エネ熱量がクーラー何台分に相当す

るかを推定した。市販のクーラーには冷房能力が明示さ

れているが、この能力は室内での実際の稼動効率を表し

ていないので、予備テストにより消費電力 500Wh の家

庭用クーラー（小型）では 30m3の室内を 5℃下げるの

に１時間程度かかるのでクーラー効率としてこれを用い

た。そこで Qh をこのクーラーでの１時間当たりの冷房

熱量とすると、Qh は(2)式と同様に計算でき、Qh＝195

×103J/hr となる。ここで屋根裏コンクリート表面から

室内までの熱流の移動速度とクーラーでの有効冷却速度

が問題となるが室内での Qr はクーラーにより概ね１時

間程度で置換されるものとすると、１時間当りのクーラ

ー使用に換算した省エネルギー量に相当するクーラー台

数は Qr/Qhで与えられ Qr/Qh≑2となる。これらの結果

より、以下の省エネ推定が得られた。 

 

 港北区役所屋上緑化による夏期の省エネルギー量は室

外からの熱の出入りがないものとした場合、小型家庭用

クーラーをおよそ 2台分節約した場合に相当する。 

 

 しかし、調査結果からもわかる通り屋上緑化により屋

根裏空間は冷やされても天井プレートでの断熱と室内空

間への室外からの熱の移流によりその効果はほとんど室

内へは反映されていないので、省エネ効果を高める対策

としては天井プレートの通気性を高めたり、屋根裏の冷

気を自然に室内に導く装置を敷設するなど、屋根裏空間

の冷気を直接室内に導く改善が必要と思われる。 

 

4. おわりに 

港北区役所屋上緑化に設置されている温度計及び気

象観測機器のデータを基にして 2004 年夏期におけ

る屋上緑化による温度低減効果についてまとめ、併

せて屋上緑化による室内への省エネ効果について推

定した。その結果、屋上緑化の温度低減効果は植物

の植栽、土壌の断熱や保水性などの相乗効果による

ものと考えられるが、緑化地中の浅い部分では主に

植栽による効果、地中の深い部分では土壌の断熱効

果が大きく影響しているものと推測された。また結

果から以下のような知見が得られた。 

１） 夏期日中の温度は屋上コンクリート表面が最

も高く 50℃以上にも達するが、緑化の地中

20cm 付近では温度の日変化はほとんどみら

れず最高でも 31℃程度であった。 

２） 日射量と各観測温度との間には、晴天日など

の日射が強いほど強い相関が認められたが、

日射の影響はコンクリート表面温度で最も大

きく、地中 20cm ではほとんど影響はみられ

なかった。 

３） 風の強さによる温度影響としては、大気気温

と芝生に覆われた地表面付近との間に風の強

さによる影響が認められ、強風の日には夜間

でも地中 3cmでの温度は地中 20cmでの温度

以下には下がらない傾向がみられた。 

４） 今回の観測結果からは屋上緑化の有無によっ

てその直下階の室内気温への影響は認められ

なかったが、屋根裏空間では緑化のある場合

は無い場合に比べて夏期の平均で 2.0℃ほど

低くなることがわかった。またその結果より、

互いの室内に熱の出入りがない場合を想定す

ると、港北区役所の屋上緑化の場合では屋上

緑化の敷設により小型の家庭用クーラーの２

台分ほどの省エネ効果があるものと推定され

た。 
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横浜市域におけるヒートアイランド現象が及ぼす熱中症や動植物への影響 

 

倉林輝世 福田亜佐子 

（横浜市環境科学研究所） 

 

Effects of heat island on heatstroke and blooming of trees in Yokohama City 
 

Teruyo Kurabayashi,Asako Fukuda  
(Yokohama Environmental Science Research Institute) 

 

キーワード：ヒートアイランド、年平均気温、熱帯夜、熱中症、ソメイヨシノの開花 

 

要旨 

横浜市におけるヒートアイランド現象の影響を把握するため、気温の経年変化を踏まえた上で、熱中症や動植物への影

響について検討した。横浜地方気象台の観測データ（1928 年～2000 年）を基に、横浜の年平均気温の上昇率を算出した結

果、約 2.6℃/100 年であった。都市化の影響が少ない中小都市の上昇率が約 1.0℃/100 年であることから、その差約 1.6℃

はヒートアイランド現象により生じていると考えられた。熱中症への影響については、熱中症による救急患者搬送人数の

経年変化（1994 年～2004 年）が、極端に暑い日（日最高気温 35℃以上）日数の経年変化の変動パターンと似通っている

ことから、両者の間には相関があると推察された。また、日最高気温が高くなるに従い搬送人数も多くなる傾向が認めら

れ、気温の上昇が熱中症患者数を総体的に増加させる可能性が示唆された。しかし、市域内の熱中症の発生比率分布と気

温 32℃以上の時間数分布とは一致せず、市域内の熱中症の発生分布には気温以外の要因の関与が大きいと考えられた。

1953 年から観測されているウメ、ソメイヨシノ、ヤマハギの開花日とクワの落葉日の経年変化をみた結果、開花日は 1980

年代中頃から早まり、落葉日は 1970 年代から遅くなっている傾向が認められ、気温の上昇が植物の開花や落葉に影響を与

えている可能性が示唆された。動物については、ウグイスの初鳴やアブラゼミの初鳴など７種のデータの経年変化をみた

が、同一の明瞭な傾向は認められなかった。 

 

1 はじめに 

 都心部の気温が郊外に比べて高くなるヒートアイラン

ド現象は、都市化による地表面被覆の人工化や人工排熱

の増加などを要因として生じていることから１）、大都市

においては避けられない問題であると言える。環境省は

平成 16 年（2004 年）３月に「ヒートアイランド対策大

綱」を策定し、ヒートアイランド現象緩和に向けての基

本方針を示した。横浜市においても、平成 16 年（2004

年）９月に「横浜市ヒートアイランド対策検討委員会」

を設置し、取組方針策定に向けての検討を開始している。 

 ヒートアイランド対策を検討するに当たり、横浜市に

おけるヒートアイランド現象の影響を把握することは、

必要不可欠である。ヒートアイランド現象の影響として

は、熱中症など人の健康影響や動植物などへの影響、ま

た、エネルギー消費量の増大や大気汚染の助長、集中豪

雨の頻発などが懸念されている１,２）。そこで、本報告で

は、横浜市域の気温の経年変化を踏まえた上で、熱中症

や動植物への影響について検討した。 

 

2 対象データと解析方法 

 横浜の気象データは、横浜地方気象台で観測された

1928 年～2000 年までのデータを用いた３）。横浜地方気象

台は 1896 年に海岸通一丁目（山下公園付近）に設立され

たが 1923 年の関東大震災によって焼失し、1927 年に現

在の山手町に建設され、11 月から業務を開始している４）。

気温の経年的な変化を見るにあたっては連続した均質な

データであることが重要であるため、本報告では、山手

町で観測を開始した 1928 年からのデータを対象として

解析を行った。 

 横浜との比較に用いた中小都市の気象データは、気象

庁が地球温暖化などの気候変動の監視対象としているデ

ータである。このデータは都市化の影響が少ないとされ

る 17 地点の観測データの平均から算出されたものであ

り３）、本報告では 1901 年～2000 年までのデータを用い

た。この観測データを基に、地球温暖化による日本の年

平均気温の上昇率は、100 年当たり約 1.0℃と報告されて

いる４,５）。 

 熱中症については、熱中症患者の救急搬送人数のデー

タを用いて解析を行った。横浜市消防局では、毎年６月

～９月までの期間において、搬送先の医療機関の医師が

「熱中症」「日射病」「熱けいれん」など熱中症に関する

所見を記載した場合を対象として、1994 年から統計を取

っている。本報告では、消防局から 1994 年～2004 年ま

での行政区別の搬送人数についてデータの提供を受けた。 

 ヒートアイランド現象の動植物への影響については、

気象庁の生物季節観測データを基に解析した。気象庁で

は気候変動や環境の変化を表す指標の一つとして、1953

年から全国の気象管署で、統一した基準により生物季節



観測（植物・動物）を行っている。本報告では、横浜地

方気象台から提供を受けたデータのうち、比較的連続し

て観測されているものとして、植物については「ウメの

開花日」「ソメイヨシノの開花日」「ヤマハギの開花日」

「クワの落葉日」の４種のデータを、動物については「ウ

グイスの初鳴」「ツバメの初見」「モズの初鳴」「アブラゼ

ミの初鳴」「ニイニイゼミの初鳴」「ミンミンゼミの初鳴」

「ツクツクホウシの初鳴」の７種のデータを対象に解析

した。 

 気象データと熱中症搬送人数や植物の開花日との関係、

熱中症搬送人数と昼間人口との関係については、回帰分

析で解析した。 

 

3 結果及び考察 

3-1 気温の上昇 

年平均気温の経年変化を図１に示す。横浜の年平均気

温の上昇率を回帰直線から求めると、100 年あたり約

2.6℃であった。一方、都市化の影響が少ない中小都市の

上昇率は 100 年あたり約 1.0℃である。従って、横浜と

中小都市の差 1.6℃は、横浜の都市化、つまりヒートア

イランド現象により生じていると考えられた。気温の上

昇率については、東京や札幌、仙台、名古屋、京都、福

岡、大阪などの大都市でも調べられている３,６）。それに

よると、上昇率の最も大きいものは東京の 100 年あたり

約 3.0℃であるが、東京以外の大都市も約 2.1～2.6℃の

上昇率を示している。これらと比較すると、横浜の気温

の上昇率は東京ほどではないものの、東京以外の大都市

と同程度と考えられる。 

 年平均気温以外に、１月・８月の平均気温、日最低・

日最高気温年平均についても、年平均気温と同様に回帰

直線より上昇率を求め、横浜と中小都市とで比較した。

結果を図２に示す。横浜の気温の上昇率は、１月、８月

ともに中小都市より大きく、特に１月の上昇率は 3.9℃

/100年と、中小都市 1.0℃/100年に対し約４倍も大きく、

冬季の寒さが顕著に緩和されてきていると考えられる。

日最低気温年平均と日最高気温年平均についても、横浜

は中小都市よりも上昇率が大きく、また、日最低気温年

平均の上昇率は日最高気温年平均よりも大きい。日最低

気温年平均の上昇率が大きいことは他都市でも報告され

ており、3.1～4.1℃/100 年となっている３）。横浜の日最

低気温年平均の上昇率も 3.3℃/100 年と、他都市と同程

度であり、横浜においても気温が下がりにくくなってい

ると言える。日最高気温年平均の上昇率については都市

により差があり、東京が 1.7℃/100 年であるのに対して、

東京以外は 0.5～1.0℃/100 年と、中小都市の 0.7℃/100

年と同程度となっている３）。横浜の日最高気温年平均の

上昇率は 2.3℃/100 年であることから、横浜は日最高気

温についても上昇していると考えられる。 

気温の低下が妨げられていることは、熱帯夜日数の増

加からも認められる。図３に横浜の熱帯夜（最低気温が

25℃以上の日）の年間日数の経年変化を示した。横浜の

熱帯夜日数は増加傾向にあり、回帰直線から求めると

1961 年からの 40 年間で約 14 日増加している。これは、

夜間の気温が下がりにくくなっているためと考えられる。 

 

3-2 熱中症への影響 

 ヒートアイランド現象は、熱中症などの人の健康に影

響を与えていることが懸念されている。図４に熱中症患

者の救急搬送人数の経年変化を示した。搬送人数は 1994

年から減少傾向になり、2001 年に再び増加し、2004 年は

統計を取って以来最も多い 221 名であった。この図に、

極端に暑い日とされている最高気温 35℃以上の日数を

重ね合わせると、日数が多い年には熱中症搬送人数も多

く、両者の変動のパターンは似通っていた。従って、極

端に暑い日と熱中症の発生とには相関があると推察され

る。極端に暑い日以外に、６月～９月の平均気温、６月
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　　　図 ２　横浜と中小都市の気温上昇率の比較
備考１）日最低気温とは日最低気温年平均であり、日最高

気温とは日最高気温年平均である。

y = 0.38 x + 4.63

0

10

20

30

40

1
9
6
0

1
9
7
0

1
9
8
0

1
9
9
0

2
0
0
0

熱
帯
夜
日
数

図３　横浜の熱帯夜日数の経年変化11)

（年）



～９月の日最高気温平均についても比較したが、搬送人

数と似た変動パターンは見られなかった（図は示さず）。

熱中症の発生に関与している気温は、平均化された気温

よりは、むしろ高い気温に暴露されている時間数ではな

いかと考えられる。大阪府も熱中症患者の救急搬送人数

と気温との関係について解析しており、33℃以上を超え

た時間数と搬送人数との間には相関があると示唆してい

る６）。 

熱中症の発生と気温との関係を詳細に検討するため、

最も搬送人数が多かった 2004 年のデータを用い、搬送人

数とその日の最高気温との関係をみた（図５-Ａ）。この

図から、熱中症は日最高気温 27℃付近から発生し、日最

高気温が高くなるに従い搬送人数も多くなることがわか

る。相関係数も 0.58 と、ある程度の正の相関が認められ

た。図５-Ａで示した搬送人数は、日によるばらつきが大

きいため、平均的な傾向を把握するために日最高気温の

階級を１℃にし、１℃毎の１日当たりの平均搬送人数を

求めた。その結果を図５-Ｂに示す。この図から、日最高

気温 31℃までは搬送人数の増加は緩やかであるが、32℃

を超えると急激に増加していることがわかる。田村らも、

東京都における熱中症搬送人数と気温との関係を解析し

た結果、日最高気温 32℃位から搬送人数が急激に増加す

る傾向がみられたと報告している７）。3-1 で述べたよう

に横浜の日最高気温は上昇傾向にあり、このままヒート

アイランド現象が進行すると、高い気温に暴露される時

間数が増加し、それに伴い熱中症患者数が増加する可能

性があると考えられる。 

ヒートアイランド現象は都市部と郊外との気温差を指

す。3-1 では横浜と中小都市との気温の比較により、ヒ

ートアイランド現象について述べたが、横浜市域内にお

いても都心部と郊外部とでは気温差があり、ヒートアイ

ランド現象が生じている９）。そこで、市域内の気温差が

熱中症の発生にどの程度関与しているかを検討するため、

市域内の熱中症の発生状況と気温分布との関係を比較し

た。 

2004 年の熱中症搬送人数については、昼間人口が多い

区ほど搬送人数も多いという強い正の相関（r=0.87）が

得られている（図は示さず）。熱中症の発生分布をみるた

め、2004 年の行政区別の搬送人数を昼間人口（万人）８）

で割り、行政区別の熱中症発生比率を算出した。結果を

図６-Ａに示す。熱中症発生比率の最も高い区は旭区の

1.26 であり、次いで港北区の 0.98、金沢区の 0.92 であ

った。最も低い区は西区の 0.18 であり、最も高い旭区の

１/７程度である。前述したように、2004 年の熱中症搬

送人数は日最高気温 32℃を超えると急激に増加してい

る。そのため、気温分布については気温 32℃以上の時間

数分布を作成し（図６-Ｂ）、熱中症発生比率の分布と比

較した。熱中症発生比率の高い旭区、金沢区についてみ

ると、気温 32℃以上の時間数はそれほど多くなく、また、

気温 32℃以上の時間数が最も多い神奈川区では熱中症

発生比率は 0.37 と低いなど、単純に時間数の多い区が熱

中症発生比率も高いという一致はみられなかった。2004

年夏の熱中症の発生状況については、屋内で発生したケ

ースもあるが、多くは屋外で発生している（図は示さず）。

また、一般的に子供や高齢者は発症しやすいと考えられ

る。これらのことから、熱中症の発生比率分布について

は、気温の要因以外に、昼間に屋外に居る人の割合や年

齢構成、また、救急車を呼ぶ条件として病院までの距離

図 ４　熱中症患者搬送人数と

　　　　　最高気温35℃以上の日数の経年変化
11)
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図５ 2004年夏の（Ａ）熱中症患者搬送人数と日最高気温11)との関係 と 
（Ｂ）日最高気温１℃毎の平均熱中症患者搬送人数 

備考１） 2004年夏（６月ー９月）の間で初めて熱中症患者を搬送した６月23日から、最後に搬送した９月９日

までのデータを用いた。備考２） 日最高気温の階級は、例えば 26℃とは「26.0℃～26.9℃」までとした。 
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といった地域的な特性が大きな影響を与えていると考え

られる。従って、気温の上昇は熱中症患者数を総体的に

増加させる可能性があるが、熱中症対策としては、高温

域だけでなく全市域を対象に行う必要があると考えられ

る。 

 

3-3 動植物への影響 

 ヒートアイランド現象は、人間だけでなく、動植物な

どにも影響を及ぼしていると考えられている。増田らは、

月別平均気温と気象庁が行っている生物季節観測の結果

との関係を解析し、植物の開花日や落葉日が、そこに至

るまでの一定期間の気温と密接に関係していると報告し

ている 10）。ソメイヨシノの開花日については研究が進ん

でおり、気象庁は毎年開花予報を発表している。そこで、

横浜における動植物への影響を検討するため、横浜地方

気象台で観測された植物（ウメ、ソメイヨシノ、ヤマハ

ギ、クワ）の開花日と落葉日の経年変化をみた（図７）。 

開花日についてみると、３種の植物とも 1980 年代中頃

から早くなってきている傾向がみられた。1985～2004 年

までソメイヨシノの開花日を平均すると、平年（1971 年

～2000 年の平均）より３日早くなっていた。年平均気温

との相関については、ソメイヨシノの開花日の相関係数

が－0.68 と、３種の植物の中では最も高い負の相関を示

した。また、ウメ、ヤマハギの相関係数も-0.5 前後とあ

る程度の相関を示した。クワの落葉日については、年平

均気温との相関係数は 0.28 と高くはないが、1970 年代

　　　図７　植物の開花日及び落葉日の経年変化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （太字は５年移動平均）

備考１）開花とは、一枝に数輪以上咲いた状態を指す。

備考２）落葉とは、落葉樹の約80％が落葉した状態を指す。

備考3）相関係数（ｒ）は、年平均気温と開花日又は落葉日との

相関である。 年
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図６ 2004 年夏の（Ａ）行政区毎の熱中症発生比率 と （Ｂ）気温 32℃以上の時間数分布 
 
備考１）熱中症発生比率は、行政区毎の熱中症搬送人数の総数を、その区の昼間人口（万人）で割ったものである。熱中症患
者については、発生した行政区で区分している。 
備考２）気温３２℃以上の時間数分布図は、2004 年７月、８月の市内の気温観測データを基に作成した。作成方法は既報の通
り９）である。 
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初めから遅くなってきている傾向が明らかに認められた。

これら開花日や落葉日の経年変化が、ヒートアイランド

現象によるものかについては明確ではないが、気温の上

昇が植物の開花や落葉に影響を与えている可能性が示唆

された。 

 動物については、「ウグイスの初鳴」は近年早まってい

る傾向がみられるが、「ツバメの初見」については遅くな

っており、また、「モズの初鳴」は近年早まっている傾向

がみられた。セミについても４種類で傾向が異なるなど、

同一の明瞭な傾向はみられなかった。 

 本報告では、気温の上昇が及ぼす熱中症や動植物への

影響について検討したが、市民の毎日の生活を考えた場

合には、暑さによる「夏の生活環境の悪化」も深刻な問

題であると言える。本報告で用いた気温データは百葉箱

内で測定されたものであるため、アスファルト舗道上や

建物に囲まれた場所など、市民が夏に日常体感している

温度は観測値以上に高温になっていると思われる。また、

熱帯夜日数の増加は夜の寝苦しさを招き、寝不足やスト

レスへとつながっている可能性もある。ヒートアイラン

ド対策を検討していく上では、本報告で検討した人の健

康や生態系への影響とともに、市民の夏の生活環境に視

点をおくことも重要であると考えられる。 
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要旨 

横浜市のエネルギー消費量の最も多い割合を占めている民生（業務・家庭）部門について、使用する側に視点をおいた

「冷房」や「暖房」、「照明・動力」など使用用途別エネルギー消費量を算出した。その結果、業務部門については、最も

多く使用されている用途は「照明･動力他」であり、部門全体の 59％を占めていた。他の３用途「冷房」「暖房」「その他

熱需要」は 15％前後と同程度の消費割合であった。家庭部門については、最も多く使用されている用途は「給湯」であり、

部門全体の 43％を占めていた。次いで「照明･動力等」が 26％、「暖房」が 20％であり、「厨房・煮炊」と「冷房」は全体

の 10％以下の消費量であった。「照明・動力」の消費量を 10％削減した場合の削減効果を概算した結果、冷房負荷の削減

による冷房電力削減量も合わせると、業務部門では全体の約 7.7％のエネルギー消費量が、家庭部門では全体の約 3.5％の

消費量の削減が見込まれた。また、市内のエネルギー消費分布を把握するため、行政区別にエネルギー消費密度（Gcal/

年･km2）を求めた結果、業務部門については西区が突出して高く、次いで中区であった。家庭部門では南区が最も高く、

次いで西区や港南区、港北、神奈川区であった。2001 年度の民生部門のエネルギー消費量増加について要因分析した結果、

業務部門では増加量の約 71％は建物の延べ床面積の増加に起因し、約 29％がエネルギー消費原単位の増加によるものであ

った。家庭部門では、増加量の約 68％は世帯数の増加に、約 32％がエネルギー消費原単位に起因していた。 

 

1 はじめに 

エネルギー消費量の削減は、地球温暖化対策における

二酸化炭素排出量の削減や、ヒートアイランド対策にお

ける人工排熱の削減を推進する上で、非常に重要な課題

である。 

温室効果ガス排出量の算出方法を定めた地球温暖化対

策地域推進計画策定ガイドラインでは、エネルギー消費

量を民生、運輸、産業、エネルギー転換の４部門に区分

している１）。この４部門のうち、横浜市では、民生部門

のエネルギー消費量が市全体の 38.8％と最も多くを占

め、また、1990 年度以降一貫して増加傾向にある２）。民

生部門は、企業のビル・事務所などを対象とした業務部

門と、家庭を対象とした家庭部門とに大別される。全国

のエネルギー消費量を見ると、業務部門が全体の 15.6%

を、家庭部門は 13.0%を占め２）、また、東京都において

も業務部門が 29.0%、家庭部門が 23.8%と、家庭よりも業

務部門の占める割合のほうが多い３）。しかし、横浜市で

は、業務部門の占める割合が 15.8%、家庭部門は 23.0%

と家庭部門のほうが多く、これは横浜市特有の地域性と

いえる。従って、エネルギー消費量の削減対策を横浜市

内で効果的に講じていくためには、民生部門のエネルギ

ーの使用状況や増加要因について、家庭と業務の両者か

ら詳細に把握する必要がある。 

横浜市のエネルギー消費量は、温室効果ガス排出状況

調査報告書２）に記載されているように「電力」や「都市

ガス」、「石油」といった燃料種類別に調査されてはいる

が、「冷房」や「暖房」、「照明・動力」など使用用途別の

調査は十分に行われていなかった。事業者や市民など、

エネルギーを使用する側の視点に立った使用用途別のエ

ネルギー消費量を把握することは、エネルギー消費量削

減策を具体的に取り組んでいく上で重要であると考えら

れる。また、エネルギー消費量増加の要因についても、

今までは傾向を把握するに留まっていた。 

そこで、本報告では、民生部門（業務・家庭）のエネ

ルギー消費量について、使用用途別に行政区ごとに把握

し、さらに、それらを基にエネルギー消費量削減効果に

ついて若干の考察を行った。また、エネルギー消費量増

加の要因として、エネルギー消費原単位と世帯数、及び

業務延べ床面積の各因子の寄与について解析を行ったの

で報告する。 

 

2 対象データと解析方法 

 2－1 民生部門の用途別エネルギー消費量 

 業務部門のエネルギー消費量は、建物業種別の延べ床

面積に使用用途別エネルギー消費原単位（単位面積当た

り）を乗じて算出した。延べ床面積は横浜市財政局主税



部固定資産税課から提供を受けた行政区別の課税建物の

延べ床面積４）と、横浜市統計書５）に記載されている小・

中学校の延べ床面積を用いた。エネルギー消費原単位は

「民生部門のエネルギー実態調査について」（日本エネル

ギー経済研究所、平成 16 年１月）に記載されている建物

業種別の用途別エネルギー原単位を用いた６）。この原単

位は平成 12、13 年度に行った実態調査により算出された

ものである。業務部門では、使用用途は「照明・動力他」、

「冷房」、「暖房」、「その他熱需要」の４つに区分される。

「照明・動力他」とは、電気コンセントを使い、かつ他

の３用途に分類されないものをいい、照明、冷蔵庫など

である。また、「その他熱需要」とは、給湯や厨房用など

である。延べ床面積の建物業種と、エネルギー消費原単

位との対応表を表１に示す。小・中学校を除く非課税家

屋及び免税店未満の家屋については用途が不明であり、

また延べ床面積も建物総延べ床面積５）の約４％と少ない

ことから計算対象外とした。 

 家庭部門のエネルギー消費量は、行政区別の世帯数５）

に使用用途別のエネルギー消費原単位（１世帯当たり）

を乗じて算出した。使用用途別のエネルギー消費原単位

については、「民生部門のエネルギー実態調査について」

に記載された大都市別の家庭用用途別エネルギー消費原

単位のうち、地理的に最も近い東京の値を用いた（図１）。

家庭部門では、用途は「照明・動力等」、「冷房」、「暖房」、

「給湯」、「厨房・煮炊」の５つに区分される。 

この原単位は平成 9、10 年度に行った実態調査により算

出されたものである。 

 

 2－2 民生部門のエネルギー消費量増加の要因分析 

 エネルギー消費量増加の要因分析は、沈の完全要因分

析法を用い７）、因子としては、業務部門は延べ床面積と

エネルギー消費原単位を、家庭部門では世帯数とエネル

ギー消費原単位の各２因子を用いた。下記に、家庭部門

のエネルギー消費量増加の要因分析を示す。業務部門で

は、下記の式における「世帯数」を「延べ床面積」にし

たものである。 
 
Δエネルギー消費量 

＝世帯数変化要因（Δ世帯数×１世帯当たりのｴﾈﾙｷ゙ ｰ消費量＋ 

1/2Δ世帯数×Δ１世帯当たりのｴﾈﾙｷ゙ ｰ消費量） 

＋１世帯当たりのエネルギー消費変化要因 

（世帯数×Δ１世帯当たりのｴﾈﾙｷ゙ ｰ消費量＋ 

1/2Δ世帯数×Δ１世帯当たりのｴﾈﾙｷ゙ ｰ消費量） 
 

要因分析に用いた延べ床面積当たりのエネルギー消費

量、及び世帯当たりのエネルギー消費量は、横浜市温室効

果ガス排出状況調査報告書に記載されている 1990 年度

から 2001 年度までの数値を用いた２）。 

 

3 結果及び考察 

3-1 民生部門の用途別エネルギー消費量 

3－1－1 業務部門の用途別エネルギー消費量 

横浜市の民生部門全体のエネルギー消費量を図２に示

す。業務部門についてみると、用途別消費量を積算した

結果、年間当たりの業務部門全体のエネルギー消費量は

6.3×106Gcal であった。内訳をみると、「照明･動力他」

が 3.7×106Gcal/年と全体の 59％を占め、最も多く使用

されている用途であることがわかる。「冷房」は 1.1×

106Gcal /年（18％）、「暖房」は 0.6×106Gcal/年（10％）、

「その他熱需要」は 0.8×106Gcal/年（13％）と、残り

の３用途は同程度の割合であった。図２には、用途別の

積算結果の隣に、温室効果ガス排出状況調査で報告され

ている使用燃料別のエネルギー消費量積算結果２）を並べ

て示す。用途別エネルギー消費量の積算結果は、使用燃

料別エネルギー消費量の７割程度と、若干低く見積もら

照明・
動力他

その他
熱需要

冷房 暖房

ホテル
３）

ホテル
３） 153 213 74 43

旅館・料亭
３）

旅館
５） 109 223 26 42

事務所・銀行
３）
事務所

５） 115 8 31 24

店舗
３）

小売業
５） 229 31 66 15

劇場・映画館
３） 文化施設 100 23 41 31

病院
３）

病院
５） 129 160 5.6 65

公衆浴場 ー ー ー ー ー

事務所
３）

事務所
５） 115 8 31 24

店舗
３）

小売業
５） 229 31 66 15

百貨店
３）

百貨店
５） 210 49 88 14

銀行
３）

事務所
５） 115 8 31 24

病院
３）

病院
５） 129 160 56 65

ホテル
３）

ホテル
５） 153 213 74 43

劇場・娯楽場
３） 文化施設 100 23 41 31

その他
３）、４）

事務所
５） 115 8 31 24

小学校
５） 17 21 3 24

中学校
５） 17 11 3 25中学校

４）

小学校
４）非課税

家屋

備考４）公衆浴場については、原単位が不明なことから計算
対象外とした。

備考３）「その他」の延べ床面積は、横浜市統計書の「非木
造家屋のその他」の面積から横浜市財務局提供資料におけ
る劇場・娯楽場の面積を引いた値である。

備考２）課税家屋のうち、住宅系の用途及び工場・倉庫、土
蔵、附属屋については建物業種の項目から除いている。

備考１）文化施設の原単位については「平成８年度報告書
民生部門エネルギー消費実態調査」（平成９年３月、新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構）から引用した。

エネルギー消費原単位
(Mcal/㎡・年)

木造
家屋

非木造
家屋

エネルギー消費原単位

建物業種

延べ床面積の
建物業種

　表１　延べ床面積の建物業種と
　　　　　　　　用途別エネルギー消費原単位との対応

課税
家屋

 

図１ 家庭部門の用途別の大都市消費原単位６）
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れていた。本報告では、事務所や店舗のエネルギー消費

原単位を各１種のみ用いているが、細かくみると事務所

は規模（延べ床面積）ごとに、店舗はスーパーや家電店、

コンビニエンスストアなど業態ごとに異なる原単位が求

められている６）。基本的に、原単位の中で最も大きい用

途が「照明・動力他」であるため、市内で最も多く使用

されている用途が「照明・動力他」であることに変わり

はないが、市内の総延べ床面積の約 50％は事務所、約

25％は店舗が占めていることからも、これらに対し詳細

な原単位を用いることにより、より正確なエネルギー消

費量や「照明・動力他」以外の用途割合を把握できると

考えられる。 

エネルギー庁のエネルギー白書によると、「照明・動力

他」の原単位については、オフィスのＯＡ化などを反映

して 1990 年度以降一貫して増加している８）。一方、「暖

房」や「冷房」、「その他熱需要」に含まれる「給湯」は、

省エネの進展や建物の断熱性能向上などから横ばいか低

下していると報告されている８）。従って、現状のＯＡ化

の進展を考えると、「照明・動力他」の削減対策が一層重

要であると言える。概算ではあるが、先の用途別エネル

ギー消費量の積算結果を基に、業務部門の「照明・動力

他」使用量を削減した場合に業務部門全体としてどの程

度効果があるかを算出してみた。「照明・動力他」を 10％

削減した場合はエネルギー消費量で 0.37×106Gcal/年の

削減となり、これは業務部門全体の約 5.9％のエネルギ

ー消費量を削減したことになる。また、「照明・動力」は

冷房負荷の要因の一つであるため、冷房負荷量の削減に

より、冷房電力量の削減も同時にできることになる９）。

冷房電力量については、1990 年代の冷暖房エアコンの

COP（空調システムのエネルギー消費効率；消費電力 1kw

当たりの冷房・暖房能力 kw を表したもの）が 3.0 程度で

あることから 10）、10％の「照明・動力他」の冷房負荷に

対する冷房電力量は 0.37×106Gcal/年÷3.0(COP) ≒ 

0.12×106Gcal/年となる。この冷房電力削減量と照明・

動力削減量とを合わせると、業務部門全体では 0.49×

106Gcal/年のエネルギー消費量（7.7％）を削減したこと

になる。 

 

3－1－2 家庭部門の用途別エネルギー消費量 

家庭部門については、用途別消費量を積算した結果、

年間当たりの家庭部門全体のエネルギー消費量は 13.6

×106Gcal であった（図２）。内訳をみると、「給湯」が

5.9×106Gcal/年と全体の 43％を占め、最も多く使用さ

れている用途であった。次いで「照明･動力等」が 3.5×

106Gcal/年と全体の 26％を、「暖房」が 2.8×106Gcal/年

と全体の 20％を占めていた。「厨房・煮炊」と「冷房」

は、それぞれ 1.3×106Gcal/年（９％）と 0.2×106Gcal/

年（2％）であり、全体の 10％以下の低い消費量であっ

た。業務部門において最も高い割合を占めている「照明･

動力等」は、家庭部門においても全体の１/４程度を占め

ていた。図２には業務部門と同様に、用途別の積算結果

の隣に温室効果ガス排出状況調査で報告されている使用

燃料別の積算結果２）を並べて示す。業務部門とは異なり、

用途別の積算結果は燃料別の積算結果とほぼ同量であっ

た。本報告では、家庭部門の用途別エネルギー消費原単

位に東京の値を用いているが、東京と横浜では地理的に

近いうえに、生活様式なども似ているため、温室効果ガ

ス排出状況調査で報告されている数値とに差が生じなか

ったと考えられる。 

用途別のエネルギー消費原単位のうち、近年増加して

いるのは、業務部門と同様「照明・動力等」の原単位で

ある６）。1990 年から 2001 年までの間、他の用途の年平

均伸び率がマイナスか 0.1％であるのに対し、「照明・動

力等」の年平均伸び率は 2.4％となっている。従って、

用途として最も消費量が多い「給湯」に加え、「照明・動

力等」についてもエネルギー削減対策を進めることは重

要であると言える。「給湯」使用量の削減は、家庭を対象

とした温暖化対策においては非常に重要であり、また効

果的であると考えられる。しかし、ヒートアイランド対

策を念頭においた場合は、「給湯」は下水に放熱されるた

め、大気に放出される人工排熱の要因には含まれない 10）。

そこで、ここでは業務部門と同様に「照明・動力等」の

削減効果について概算した。家庭部門の「照明・動力等」

使用量を 10％削減すると、0.35×106Gcal/年のエネルギ

ー消費量の削減となり、これは家庭部門全体の約 2.6％

のエネルギー消費量を削減したことになる。また、冷房

負荷を削減したことによる冷房電力の削減量は、空調シ

ステムの COP を 3.0 と仮定した場合、0.35×106Gcal/年

÷3.0(COP) ≒ 0.12×106Gcal/年となり、合計すると家

庭部門全体では 0.47×106Gcal/年のエネルギー消費量

（3.5％）を削減したことになる。 

 

3－1－2 行政区別のエネルギー消費密度 

横浜市内では、中区や西区などの中心部や、港北区や

鶴見区などの北東部の気温が、瀬谷区や泉区など西部に

比べて高くなるヒートアイランド現象が生じている 11）。

そこで、市内のエネルギー消費分布をみるため、行政区

ごとに業務と家庭部門のエネルギー消費量を算出し、区

面積で割り、行政区別のエネルギー消費密度を求めた。

結果を図３に示す。 
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備考）燃料別積算量とは、温室効果ガス排出状況調査２）

で報告されている使用燃料別のエネルギー消費量積算 
結果である。 
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業務部門についてみると、西区のエネルギー消費密度が

131.7×103Gcal/年･km2 と突出して高く、次いで中区が

48.1×103Gcal/年･km2 と高い。一方、瀬谷区や泉区など

の西部は 10×103Gcal/年･km2以下と低いエネルギー消費

密度であった。家庭部門では、南区のエネルギー消費密

度が 66.7×103Gcal/年･km2 と最も高く、西区や港南区、

港北、神奈川区も 40×103Gcal/年･km2程度と高い。業務

と家庭部門とを合計し、民生部門全体としてみると、業

務部門が高いことを反映して西区のエネルギー消費密度

が 184×103Gcal/年･km2 と突出して高い。次いで南区、

中区が 80×103Gcal/年･km2 前後であり、また、港北区、

鶴見区、神奈川区、保土ヶ谷区、港南区、磯子区が 50×

103Gcal/年･km2程度となった。港南区、磯子区を除くと、

気温の高い地域はエネルギー消費密度が高く、また、気

温の低い西部はエネルギー消費密度も低いなど、気温と

エネルギー消費密度の傾向は一致していた。人工排熱の

要因には、民生部門以外にも運輸、産業部門等からのエ

ネルギー消費量なども係わってくるが、ヒートアイラン

ド対策を目的とした民生部門のエネルギー消費量削減策

を行うに当たっては、地域によってエネルギー消費密度

や、業務と家庭部門との消費割合が異なることから、対

象とする地域や、対象とする部門にも考慮して推進する

ことが効果的であると思われる。 

 

3-2 民生部門のエネルギー消費量増加の要因分析 

 平成 15 年度の温室効果ガス排出状況調査報告書によ

ると、2001 年度の民生部門全体のエネルギー消費量は、

1990 年度と比べて 1.4 倍となっている。そこで、温室効

果ガス排出状況調査で報告されているエネルギー消費量

を基に、消費量増加の要因分析を行った。 

 業務部門の結果を図４に示す。業務部門のエネルギー

消費量は 1990 年度と比べて約 1.7 倍となっている。要因

分析の結果、増加量のうち、約 71％は延べ床面積の増加

によるものであり、約 29％がエネルギー消費原単位（延

べ床面積当たりのエネルギー消費量）の増加によるもの

であった。同じ要因分析法を用いて、同期間（1990 年度

と 2001 年度）の、全国の業務部門の消費量増加について

要因分析した結果では、エネルギー消費原単位が減少し

ているにもかかわらず、それを上回る延べ床面積の増加

が要因となり、結果として約 1.3 倍のエネルギー消費量

増加となっている 10）。横浜では、エネルギー消費の増加
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図３ 行政区別の（Ａ）業務部門のエネルギー消費密度 と （Ｂ）住宅部門のエネルギー消費密度 
 
備考）エネルギー消費密度は、行政区ごとのエネルギー消費量を区面積で割ったものである。 
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に、延べ床面積の増加が寄与している割合が大きいが、

全国とは異なり、エネルギー消費原単位の増加も要因の

一つとなっていた。 

 家庭部門の要因分析結果を図５に示す。家庭部門のエ

ネルギー消費量は1990年度と比べて約1.3倍となってお

り、増加量の約 68％は世帯数の増加に、約 32％がエネル

ギー消費原単位に起因していた。全国の家庭部門の消費

量増加について要因分析した結果でも、約 70％が世帯数

の増加に起因している 10）。横浜も全国と同様、エネルギ

ー消費の増加には、世帯数の増加の寄与が大きかった。 

 横浜市の将来人口推計によると、少なくとも 2015 年ま

では増加傾向にあると予測されている 12）。従って、家庭

部門のエネルギー消費量削減を行うためには、より一層

世帯当たりのエネルギー消費量の削減を推進していかな

ければならない。 
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横浜の森林土壌の酸性化の実態と酸中和能（2） 
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要旨 

横浜市内の森林土壌が持つANC（酸中和能）の状況を把握することを目的に、前報で得た土壌試料のうち、地域、土壌型、樹種、土壌理化学

特性等、種々異なる11試料を選び、人工酸性雨－カラム試験によりANCを測定した。 

 その結果、11の試料のANCは0.8～18.2meq/100gの範囲内にあり、これを地域、樹種別で比較すると、林外（平均=18.1、n=2）、道路広葉（幹

線道路端から150m以内の広葉樹、15＜、n=1）＞奥広葉（幹線道路端から500m以上の広葉樹、13.6、n=1）＞奥スギ（幹線道路端から500m以上

のスギ、平均=5.6、n=4）＞道路スギ（幹線道路端から150m以内のスギ、平均=0.9、n=3）の順となり、特に道路近傍のスギ土壌のANCが小さい

傾向を示した。 

また、これら土壌が今後の酸性雨に対しどの程度の中和容量を持っているのかをみるため、酸性雨による1年間のH+負荷量を103meq/m2/年、

土壌のバルク密度を1g/cm3と仮定して試算したところ、表層10cmの土壌が8～176年分の酸性雨を中和できる容量となった。地域、樹種別では、

林外は173～176年分、道路広葉は145年以上分、奥広葉は132年分、奥スギは8～86年分、道路スギは8～10年分の中和容量となり、道路近傍の

スギ樹林地域が最も早く影響が発現しやすいことが推定された。 

 

 

1. はじめに 
横浜では少なくともここ20年間、森林被害が深刻な欧米並の酸性

雨（湿性沈着）が降り続いており1）、また、非降水時においても、

都市・工業地帯の汚染の影響を強く受け、高濃度のNOX、SOX等の酸性

物質が長期に渡り沈着（乾性沈着）し続ける2）状況となっている（以

下、湿性沈着と乾性沈着を合わせて、酸性雨と呼ぶこととする）。

このため、市内の森林土壌は酸性化が進んでいる可能性があり、将

来的には、植物根に有害なAlの溶出、栄養塩類の流出、土壌細菌の

減少、真菌類の増大等を招き、森林生態系に深刻な影響が出てくる

恐れもある。 

 そこで、前報3）では、まず、現在の市内の森林土壌がどのような

状況となっているのか、その実態を把握することを目的として、市

内各区の市民の森等25カ所で112の土壌試料を採取し、pH、交換性塩

基、水溶性Al、交換性Al等を測定する調査を行った。その結果、全

土壌試料の平均pHは4.9（最低pH3.9）とやや酸性を呈し、特に道路

近傍でpHが低い傾向であること、また、これら地域は交換性塩基が

非常に少なく、水溶性Al、交換性Alが多くなっていること等が明ら

かとなり、市内の一部地域で土壌の酸性化が進行していることが窺

われた。 

 本報はさらに、今後も現状のような酸性雨が続いた場合、これら

の酸の負荷に対し、市内の森林土壌が後どの程度の中和容量を持っ

ているのかを把握することを目的に、前報で得た土壌試料のうち、

特に酸性化が懸念された道路近傍試料を中心に、市内の代表的な試

料と考えられる11試料を選び、人工酸性雨－カラム試験法4）により、

これらの酸中和能（ANC：Acid-Neutralizing Capacity）を測定し

た。 
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２．人工酸性雨-カラム試験の方法 

２－１ 土壌試料 

 表-1に人工酸性雨－カラム試験に用いた11の試料の土壌理化学的

特性等を示す。pH（H2O）は4.3～7.1、交換性Alは0.01～4.58（meq/100g）、

交換性塩基総量は1.3～25.0（meq/100g）等、土壌理化学特性が広範

囲なものを選んでいる。また、採取地点としては、幹線道路近傍（道

路端から150m以内、以下「道路近傍」）が4、道路から離れた地点（道

路から少なくとも500m以上離れた地点、以下、「奥」）が7であり、

土壌型としは褐色森林土6、黒ボク土が5、樹種別としては、スギ樹

冠下土壌（以下、スギ）が7、広葉樹冠下土壌（以下、広葉）が2、

林外（裸地）土壌（以下、林外）が2である。 

なお、ここではコナラ、クヌギ、ケヤキ等の落葉広葉樹を大きく

まとめて広葉樹としている。また、林外土壌とは、樹冠外の土壌の

ことである。詳しくは前報3）を参照されたい。 

２－２ 人工酸性雨 

 人工酸性雨はpH3.0に調整したものを用いた。陰イオンの組成は、

横浜の雨水の非海塩起源の平均組成に基づき、当量濃度でSO4
2-：

NO3
-：Cl-＝4:2:1とした。 

２－３ 試験方法 

図-1にカラム試験装置を示す。試験は以下の順で行った。アクリ

ル製カラム（内径48mm）に土壌試料50gを充填し、一昼夜、送液ポン

プ（東京理化製MP-3）でイオン交換水を滴下して定常状態にした。 

 

 

その後、イオン交換水を人工酸性雨に変えて送液し、カラムからの

流出液をフラクションコレクタ－（東京理化製DC－1200）で20mlず

つ分割採取した。そして、これらの採取液を分析に供した。カラム

流出速度は39～70ml/hである。 

２－４ 分析項目及び分析方法 

 表-2に分析項目及び分析方法を示す。分析は酸性雨等調査マニュ

アル5）に従って実施した。 

 この他、解析には、前報3）で測定した土壌pH、交換性塩基等のデ

－タを使用した。 

 

 

表-1 供試土壌の化学的性質 

採取地点 水溶性   

Al 

交換性   

Al 

交換性塩

基総量 

S分  

含有率 

カラム  

流出速度

土壌

試料

NO. 
採取区 地域 

土壌型 樹種 
pH 

(H20）
pH
（KCl） 

（meq/100g） (%) （ml/h） 

1 金沢区 奥 褐色 林外（裸地） 7.1 5.2 0.005 0.02 25.0 0.030 54 

2 瀬谷区 奥 黒ボク 林外（裸地） 7.0 5.3 ＜0.001 0.01 17.1 0.036 70 

3 旭区 道路近傍 黒ボク スギ 4.3 3.7 0.038 1.27 2.2 0.095 55 

4 金沢区 道路近傍 褐色 スギ 4.3 3.3 0.022 4.45 3.9 0.083 48 

5 金沢区 道路近傍 褐色 スギ 4.4 3.3 0.013 4.58 4.3 0.071 58 

6 金沢区 道路近傍 褐色 広葉 5.8 4.2 0.004 0.04 17.5 0.036 54 

7 瀬谷区 奥 黒ボク スギ 5.0 4.2 ＜0.001 1.03 1.3 0.043 68 

8 栄区 奥 褐色 スギ 4.6 3.5 0.023 0.49 10.1 0.047 48 

9 青葉区 奥 黒ボク スギ 5.3 4.0 ＜0.001 0.46 7.1 0.031 40 

10 金沢区 奥 褐色 スギ 4.4 3.4 0.015 0.38 12.8 0.061 39 

11 瀬谷区 奥 黒ボク 広葉 6.7 5.3 ＜0.001 0.03 12.1 0.043 60 

注1）交換性塩基総量＝交換性Ca2+＋交換性Mg2+＋交換性Na+＋交換性K+、注2）奥とは道路から500m以上離れた地点 

注3）道路近傍とは幹線道路から150ｍ以内の地点 

    
 表2    分析項目及び分析方法 

   分析項目    分析方法 分析機器 
ｐＨ ガラス電極法 TOA HM-60s 

SO42-，NO3-，Cl- イオンクロマトグラフ法 Dionex DX-320 
NH4+，K+，Na+，Ca2+，Mg2+ イオンクロマトグラフ法 Dionex DX-320 

Al ＩＣＰ発光分析法 嶋津ICPS-7000 
 

図-1 人工酸性雨－カラム試験装置 
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３．結果と考察 

３－１ 人工酸性雨-カラム試験の結果 

３－１－１ カラム流出水のpH、BC、 Alの変化 

（１）林外土壌 
 図-2に林外2試料（No.1、No.2）のカラム流出水のpH、BC、Alの変

化を示す。ここでBCとはCa2+、Mg2+、K+の和を示す。Al、BCの単位は

モル濃度（mol/l）である。 

 図-2にみられるように、林外はNo.1、No.2とも人工酸性雨滴下後、

すぐにpHが低下することはなかった。No.1を例にとると、人工酸性

雨滴下量が約7000mlまではpHは約6に保たれていた。しかし、滴下が

7000ml以上になると、pHは急激に低下した。BCもpHの変化パタ－ン

と類似し、約7000mlまでは0.4mol/l前後で推移したが、その後、急

激に低下した。一方、AlはBCとは対照的に約7000mlまでは非常に低

濃度であったが、その後、急激に上昇した。No.2はNo.1に比べると、

やや早めにpHが低下する傾向を示したが、各成分の挙動はNo.1とほ

ぼ同様であった。 

 上記の各成分の一連の挙動は、土壌中で以下の酸中和反応が生じ

ている4）,6)ことを示すものと考えられる。 

すなわち、土壌に酸（H+）が滴下されると、H+は炭酸塩、交換性塩

基により中和される（（1）、(2)式、このうち日本の土壌は炭酸塩

含量が少ないので、(1)の寄与は小さいと考えられる）。しかし、酸

の滴下が進んでいくと、交換性塩基は枯渇していき、pHは急激に低

下する。そして、中和には交換性Alが使われるようになり、やがて

植物根に有害なAl3+が溶出してくる（(3)式）ものと考えられる。 

なお、アロフェン質の黒ボク土については、交換性塩基の他に、

SO4
2-の土壌吸着による中和（(4)式）があり4）、No.1（黒ボク土）に

ついてはこの寄与もかなりあったものと考えられる。 

 

CaCO3＋2H
+ →Ca2+＋CO2＋H2O     （１） 

土壌-Ca2+＋2H+ →土壌-H+＋Ca2+      （２） 

土壌-Al3+＋3H+ →土壌-H+＋Al3+      （３） 

土壌-Al-OH＋SO4
2- →土壌-Al-SO4＋2OH

-    

2H+＋2OH- →2H2O           （４） 
 

 

 

（２）道路近傍土壌 

 図-3に道路近傍のスギ（No.3～No.5）及び広葉（No.6）試料の各

成分の変化を示す。 

 道路近傍のスギ（No.3～No.5）は先の林外とは大きく異なり、い

ずれも人工酸性雨滴下直後にpH、BCは急激に低下、Alは急上昇した。

これら試料は林外と比べ交換性塩基が非常に少ないことから（表-1）、

人工酸性雨滴下後、すぐに交換性塩基が枯渇し、Alが溶出してきた

ものと考えられる。 

 一方、道路近傍の広葉（No.6）は、No.5と同一地点で採取したも

のであるが、その挙動はNo.5とは大きく異なり、pHは人工酸性雨滴

下直後低下したものの、その後約5000mlまではpHは約5で保たれ、BC

も約5000mlまでは約0.5 mol/lで推移し、Alも約5000mlまでは非常に

低濃度であった。No.6はNo.5に比べ交換性塩基が非常に多いことか

ら（表-1）、このような挙動を示したものと考えられる。同じ道路

近傍試料でありながら樹種によりその挙動が大きく異なることは、

土壌酸性化の対策の面からも注目されよう。 

 

（３）奥土壌 

 図-4に奥のスギ（No.7～No.10）及び奥の広葉（No.11）試料の各

成分の変化を示す。奥のスギは、No.7にみられるように、人工酸性

雨滴下直後に、pH、BCが低下、Alが上昇するものから、No.8～No.10

にみられるように、人工酸性雨滴下量がそれぞれ約1000、2000、

3000ml時にpH、BCが低下、Alが上昇するものまで様々なタイプがあ

った。これらの違いも交換性塩基の量が深く関与しているものと考

えられる。 

 一方、奥の広葉（No.11）は人工酸性雨滴下後、すぐに酸性化した

No.7と同一地点で採取したものであるが、先の道路近傍の広葉

（No.6）の例と同様、人工酸性雨滴下後すぐに酸性化することはな

かった。 
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図－2 カラム流出水のpH及びBC、Alの濃度変化（林外土壌） 

（図中のNO.は表-1の試料NO.に対応） 
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図－3 カラム流出水のpH及びBC、Alの濃度変化（道路近傍土壌） 

（図中のNO.は表-1の試料NO.に対応） 
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図－4 カラム流出水のpH及びBC、Alの濃度変化（奥土壌） 

（図中のNO.は表-1の試料NO.に対応） 
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３－１－２ 土壌型による各成分の挙動の違い 

以上、カラム流出水の各成分の変化について述べたが、ここでは

土壌型の面から、成分の挙動に違いがあるのかどうか調べた。図-5

に11試料のpHの変化を土壌型別に分け示す。人工酸性雨が滴下され

ていくと、pHはいずれの試料も低下したが、土壌型によりその挙動

は異なった。褐色森林土は滴下が進むと最終的にはpHは3.5付近まで

低下したが、黒ボク土はpH4以下に下がることはなかった。戸塚7）も

土壌型によりこのような違いがあることを報告しており、pHの挙動

の点からいえば、黒ボク土は褐色森林土に比べ緩衝能が強い土壌と

いえる。                  

図-6に土壌型別にpHとAl濃度の関係を示す。デ－タはカラム試験

のデ－タを用いている。図-6にみられるように、AlはpHの低下に伴

い溶出してくるが、その溶出状況は土壌型により異なった。黒ボク

土はpH5.0付近から溶出が始まったが、褐色森林土はそれより酸性化

が進んだpH4.5付近から溶出が始まる特徴を示した。 

これより、土壌酸性化の点から言えば、黒ボク土は褐色森林土に

比べ酸性化しにくい土壌といえるが、反面、Al溶出を影響の指標と

考えると、黒ボク土は褐色森林土に比べ酸性化の早い段階で影響を

受けやすい土壌といえよう。

３－２ ANCの算出 

ANCは有害なAl3+が溶出し始めるまでに土壌が消費しうるH+量と定

義される場合が多い4)、8）。一方、Alの毒性はCa2+等の塩基によって緩

和されることが知られており、ヨ－ロッパでは土壌溶液の塩基（BC

＝Ca2++Mg2++K+）とAlのモル濃度比（BC/Al）を森林衰退の化学的指標

（閾値＝１）としてきている9)。そこで、ここでは、ANCの算出とし

ては、カラム溶出液のBC/Alモル比が１となる（図-2～4中のBCとAl

の交点）までに要した人工酸性雨中のH+の積算量として、各試料のANC

を算出した。なお、No.5の試料は最終的にはBC/Al=1とはなっていな

いので、この試料のANCは人工酸性雨の最終液量以上として取り扱っ

た。また、供試土壌は50gであるが、ANC値の単位は土壌100ｇ当たり

のmeqに換算している。 

表-3に各試料のANCの算出結果を示す。11の試料のANCは0.8～

18.2meq/100gとかなり幅があった。これを地域、樹種別で比較する

と、林外＞広葉＞奥スギ＞道路スギの順となり、特に道路近傍のス

ギ土壌のANCが小さい傾向を示した。 

 

３－３ ANCと交換性塩基の関係 

3-1で述べたように、土壌中の酸中和反応の主体は交換性塩基、す

なわち、ANCの主体は交換性塩基と考えられるが、ここではこれを確

認するため、これらの関係について調べた。 

図-7に交換性塩基総量とANCの関係を土壌型別に示す（NO.6の試料

はANCの値が確定してないので用いていない）。図-7にみられるよう

に、黒ボク土はY=1.15X-1.06（R2=0.9956）、褐色森林土はY=0.82X-2.35

（R2=0.9963）とともに非常に良い直線関係が認められた。なお、黒

ボク土の回帰係数が褐色森林土に比べやや大きめとなっているのは、

褐色森林土はSO4
2-の土壌吸着による中和の寄与がほとんどないのに

対し、黒ボク土はこの寄与がかなりあるためと考えられる。また、

黒ボク土がANCとよい直線関係を示すのは、SO4
2-の土壌吸着による中

和の寄与が一律であること、すなわち、黒ボク土の質が一様である

ためと考えられる。 

 

表-3 各土壌のANC 

ANC 土壌試料

NO. 
地点 土壌型 樹種 

（meq/100g） 

1 奥 褐色 林外（裸地） 17.9 

2 奥 黒ボク 林外（裸地） 18.2 

3 道路 黒ボク スギ 1.0 

4 道路 褐色 スギ 0.8 

5 道路 褐色 スギ 1.0 

6 道路 褐色 広葉 15＜ 

7 奥 黒ボク スギ 0.8 

8 奥 褐色 スギ 5.7 

9 奥 黒ボク スギ 7.0 

10 奥 褐色 スギ 8.9 

11 奥 黒ボク 広葉 13.6 
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図-5 土壌型別のカラム流出水のpHの変化 

図-6 土壌型別のpHとAl濃度の関係 
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これより、横浜市内という狭い地域に限定すれば、上記の式を用

いて既存の交換性塩基のデ－タからANC値を推算することはある程

度可能であると考えられる。 

 

３－４ ANCと土壌酸性化 

図-8にANCと土壌pH(H2O)との関係を示す（ここでNO.6のANCは15 

meq/100gとして用いている）。図-8にみられるように、ANCと土壌pH

は直線関係が認められ（y=0.14x+4.2、R2=0.79）、これより、ANCの

減少に伴い土壌が酸性化していることが確認できる。図-9にANCと土

壌中のS含有率との関係を示す（NO.6のANCは15 meq/100gとして用い

ている）。ANCは土壌中のS含有量が多くなると小さくなる傾向を示

し、特に、S含有量が多い道路近傍のスギ土壌はANCが非常に小さく

なっている。このS分については前報3）で報告したように、燃焼排ガ

ス成分であるNi、pbと強い相関を示すことがわかっており、土壌の

酸性化、ANCの減少には人為的な影響が大きいことが窺われる。特に

道路近傍においてはその影響が大きいと考えられる。しかし、この

ことに関してはさらに試料数を増やして検討する必要があるだろう。 

 

３－５ 中和容量 

今後の酸性雨に対しその地域の土壌が現在どの程度の中和容量を

持っているのかをみるため、ANCを用いた簡易的な方法による算出が

最近よく行われるようになってきている10)-12)。ここでは、この方法

を用い11の試料の中和容量の算出を試みた。 

 

［中和容量］年数＝［ANC（meq/100g）×土壌バルク密度（g/cm）×

表層土壌深さ（cm）×100］/［酸性雨による1年間のH+負荷量（meq/m2/

年）］ 

ここで、土壌のバルク密度を1g/cm3、酸性雨による1年間のH+負荷

量を103meq/m2/年（横浜の18年間平均のH+年間湿性沈着量1）：

38meq/m2/年、SO2を基にしたH
+年間乾性沈着量推計値13):65meq/m2/年）

と仮定した。 

 

その結果、11の土壌試料は表層10cmの土壌が8～176年分の酸性雨

を中和できる容量となった。また、地域、樹種別では、林外は173～

176年分、道路広葉は145年以上分、奥広葉は132年分、奥スギは8～

86年分、道路スギは8～10年分の中和容量となり、道路近傍のスギ樹

林地域が最も早く影響が発現しやすいことが窺われた。 

ただし、実際には、反応は遅いが鉱物の風化によるH+の消費14)等も

あるので、これだけの方法でむろん結論づけられものではない。し

かし、森林衰退のリスクをみる一つの指標としては、この方法は非

常に有用であることは言うまでもない。 

 

４. まとめ                                          

横浜市内の森林土壌のANCの状況を把握することを目的として、地

域、土壌型、樹種、土壌理化学特性等が種々異なる11の土壌試料を

用い、人工酸性雨－カラム試験法によりANCを算出した。その結果、

以下のことがわかった。 

（１）11の試料のANCは0.8～18.2meq/100gの範囲内にあり、これを

地域、樹種別で比較すると、ANCは林外＞道路広葉＞奥広葉＞奥スギ

＞道路スギの順となり、特に道路近傍のスギ土壌は小さかった。 

（２）ANCと土壌pH、ANCと土壌中のS分等の関係を調べた結果、ANC 

 

 

 

 

 

の減少、土壌酸性化は人為的な要因が大きいと推定された。 

（３）交換性塩基総量とANCの関係を求めたところ、黒ボク土は

Y=1.15X-1.06（R2=0.9956）、褐色森林土はY=0.82X-2.35（R2=0.9963）

とともに非常に良い直線関係が認められた。 

（４）11の試料について、酸性雨による1年間のH+負荷量を103meq/m2/

年、土壌のバルク密度を1g/cm3と仮定して中和容量を試算したところ、

表層10cmの土壌が8～176年分の酸性雨を中和できる容量となった。

地域、樹種別では、林外は173～176年分、道路広葉は145年以上分、

図-9 ANCと土壌中のS含有量との関係 
図-8 ANCとpHの関係 
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奥広葉は132年分、奥スギは8～86年分、道路スギは8～10年分の中和

容量となり、道路近傍のスギ樹林地域が最も早く影響が発現しやす

いことが推定された 

今後は試料数を増やし、市内全体のANCの状況、樹種、地域による

ANCの違い等を把握していく必要がある。 
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要旨 

横浜市内の森林土壌のANC（酸中和能）の状況を把握することを目的に、前報で得た交換性塩基データ及び、交換性塩基総量（交換性Ca＋交

換性Mg＋交換性Na＋交換性K）とANCの関係式（黒ボク土：Y=1.15X-1.06（R2=0.9956）、褐色森林土：Y=0.82X-2.35（R2=0.9963））を用いて、

市内112の土壌試料のANCを推算し、市内全域におけるANCの状況を調べた。 

 その結果、市内の森林土壌のANCは0.3～64.7meq/100gの範囲内にあり、地域、樹種別で比較すると、林外（平均=14.2、n=22）＞道路広葉（幹

線道路端から150m以内の広葉樹、平均=13.8、n=6）＞奥広葉（幹線道路端から500m以上の広葉樹、平均=11.4、n=46）＞奥スギ（幹線道路端か

ら500m以上のスギ、平均=7.4、n=28）＞道路スギ（幹線道路端から150m以内のスギ、平均=2.0、n=10）の順となり、特に道路近傍のスギ土壌

は小さかった。 

また、これらのANCが今後の酸性雨に対しどの程度の中和容量を持っているのかをみるため、酸性雨による1年間のH+負荷量を103meq/m2/年、

土壌のバルク密度を1g/cm3と仮定して試算したところ、表層10cmの土壌が3～628年（平均100年）分の酸性雨を中和できる容量となり、地域、

樹種別では、林外は29～257年（平均138年）、道路広葉は21～238年（平均134年）、奥広葉は18～628年（平均111年）奥スギは8～166年（平

均72年）、道路スギは3～47年（平均19年）分の中和容量となった。 

 

１．はじめに 

横浜市内の森林土壌の酸性化及び酸中和能（ANC：

Acid-Neutralizing Capacity）の実態を明らかにするため、第1

報1）では、市内各区の市民の森等25カ所で112の土壌試料を採取し、

pH、交換性塩基、水溶性Al、交換性Al等を測定した。そして、第2

報2）では、第1報で採取した一部試料を用いて、人工酸性雨－カラ

ム試験3）によりANCを算出し、市内のANCの概況を調べた。 

本報は、さらに、市内全域におけるANCの状況を明らかにするた

め、第1報で測定した交換性塩基データを基に、第2報で得られた交

換性塩基とANCの関係式を用いて、112の土壌試料のANCを推算した。

その結果、以下の知見が得られたので報告する。 

 

２．解析に用いた土壌試料 

 表-1に解析に用いた土壌試料の理化学的特性等を示す。解析には

112の土壌試料を使用した。その内訳としては、林外（裸地）土壌

（以下、林外）が22、広葉樹冠下土壌（以下、広葉）が52、スギ樹

冠下土壌（以下、スギ）が38である。また、土壌型としては褐色森

林土が30、黒ボク土が82である。ここで、「道路近傍」とは幹線道

路端から150m以内の地点、「奥」とは幹線道路から少なくとも500m

以上離れた地点を示し、交換性塩基総量とは交換性Ca＋交換性Mg

＋交換性Na＋交換性Kを示す。また、ここでの広葉とはコナラ、ク

ヌギ、ケヤキ等の落葉広葉樹を大きくまとめて広葉としている。詳

しくは第1報1）を参照されたい。



 

- 110 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

20

40

60

80

A
N
C
（
m
e
q
/1
0
0g
）

林外（裸地） 奥広葉 道路広葉 奥スギ 道路スギ

n=22

ave=14.2

n=46

ave=11.5 n=6

ave=13.8

ave=7.4
n=28 n=10

ave=2.0

 

 

 

 

３．交換性塩基によるANCの推算方法 

第2報において、ANCは、①主に交換性塩基及びSO4
2-の土壌吸着に

よる中和からなっている，②褐色森林土はSO4
2-の土壌吸着による中

和の寄与がほとんどない、③横浜という狭い地域では黒ボク土の質

はほぼ一様と考えられる-という考えに基づき、交換性塩基総量と

人工酸性雨－カラム試験により算出したANCとの関係を求め、黒ボ

ク土はY=1.15X-1.06（R2=0.9956）、褐色森林土はY=0.82X-2.35

（R2=0.9963）という関係式を得ている。ここでは、この式を用い、

112の交換性塩基データより市内のANCを推算した。なお、交換性塩

基総量とANCの関係の詳細については、第2報2）を参照されたい。 

 

４．市内森林土壌のANCの状況 

図-1に交換性塩基を基にして求めたANCの推算結果を示す。市内

のANCは0.3～64.7meq/100g（平均値：10.3meq/100g）と非常に幅が

あった。また、同一樹種でも試料によりかなり異なったが、平均値

でみると、林外＞道路広葉＞奥広葉＞奥スギ＞道路スギの順に小さ

い傾向がみられ、特に、道路スギは小さかった。 

ANCの評価としては、12meq/100g以上を大、5～12meq/100gを中、

5meq/100g以下を小とする方法がよく用いられている4）-6）。この評

価法に従い市内のANCをみていくと（表-2）、全試料では、大が29%、

中が43%、小が28%であり、中が最も多かった。また、これを樹種別

にみると、林外は中以上が91%、小が9%、広葉は奥、道路を含め中

以上が83%、小が17%、奥スギは中以上が71%、小が29%、道路スギは

中以上が0%、小が100%であり、スギは林外、広葉に比べ小がやや多

い傾向にあり、特に道路スギは全試料が小であった。 

佐藤は全国500カ所で簡易法によりANCの測定を行っている。その

結果4）によると、全国のANCは0.3～87meq/100g（平均値：

7.6meq/100g）の範囲内にあり、地理的には関東地方はANCの大きい

ものが多く、関西から中国地方かけてANCの小さいものが多いこと

を報告している。この分布はその地域の酸性雨に対する土壌の耐性
7）を反映しているものと考えられる。本市結果をこの全国調査結果

と比較すると、本市はこの全国調査結果の範囲内にあり、地理的に

は本市は関東に位置するが、樹種によってはかなり小さいものも多

くみられた。特に道路近傍のスギのANCは全国の最小値に相当した。

表-1 解析に用いた土壌試料の理化学的特性 

交換性塩基総量 水溶性Al 交換性Al S含有率 
土壌試料 地域 土壌型 n数 pH(H2O） pH(KCl）

（meq/100g） （meq/100g） （meq/100g） （％） 

全     112 4.9 4.0  11.2 0.007 0.48 0.04 

褐色 2 6.5 4.8. 21.1 0.007 0.03 0.02 林外（裸

地） 
奥 

黒ボク 20 6.5 5.0  12.8 0.003 0.03 0.03 

褐色 9 5.8 4.4  15.4 0.009 0.16 0.03 
奥 

黒ボク 37 5.5 4.3  11.1 0.003 0.19 0.04 広葉 

道路近傍 褐色 6 5.7 4.2  19.7 0.008 0.26 0.03 

褐色 7 4.9 3.7  13.0 0.017 0.72 0.05 
奥 

黒ボク 21 5.0  4.0  6.8 0.006 0.54 0.05 

褐色 6 4.3 3.2  4.4 0.021 3.59 0.07 
スギ 

道路近傍 
黒ボク 4 4.5 3.7  6.7 0.036 1.20  0.11 

注1)交換性塩基総量＝交換性Ca2++交換性Mg2++交換性K++交換性Na+    
注2）奥とは道路から500m以上離れた地点      
注3）道路近傍とは幹線道路から150m以内の地点      
注4）数値は平均値         

図-1 市内各地のANCの推算値 
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表-2 市内のANCの状況と評価 

ANC ANC評価 

平均 最低 最高 大（12＞） 中(5～12） 小（＜5） 樹種 地点 n数

（meq/100g） 出現頻度(%) 

全   112 10.3 0.3 64.7 29 43 28 

林外（裸地） 奥 22 14.2 3.0 26.5 55 36 9 

奥 46 11.4 1.9 64.7 26 57 17 
広葉 

道路近傍 6 13.8 2.2 24.5 83 0 17 

奥 28 7.4 0.8 17.1 11 60 29 
スギ 

道路近傍 10 2.0 0.3 4.8 0 0 100 

 

 

 

５．樹種によるANCの違いとその原因 

図-2に土壌pHとANCの関係を示す。土壌pHとANCは直線関係が認

められ（y=6.59x-28.0、r=0.68）、これより、ANCの減少に伴い土

壌が酸性化していることが確認できる。また、樹種別では、試料に

よりばらつきはみられるが、4で述べたように、ほぼ、林外、広葉、

スギ、道路スギの順にANCが減少しており、それに伴い土壌が酸性

化されている状況となっている。樹種によりANCの大小、酸性化の

状況が異なるのは、以下の理由が考えられる。 

 

（１）林外（樹冠外土壌）に比べ、スギ、広葉（樹冠下土壌）

が小さい理由としては、乾性沈着の影響が考えられる。すなわち、

樹冠下の場合、樹木へNOX、SOX、NH3等が乾性沈着し、雨によりそれ

が林床へ流下し、ANCを減少させているものと考えられる（NH3は土

壌中でH+を放出する）。また、植生によるCa、Mg等の陽イオンの吸

収による土壌の酸性化8)も挙げられよう。 

（２）樹冠下のうち、スギが広葉に比べ小さい理由としては、

スギは広葉に比べ樹幹流のpHが非常に低く、根本周囲の土壌を酸性

化させやすい9)-11)こと、また、スギは広葉に比べNO3
-、SO4

2-、NH4
+等

の林内降下物が多い12)、すなわち、乾性沈着量が多く、これらの林

床への負荷が大きいことが考えられる。 

（３）さらにスギのうち、奥に比べ道路近傍が特に小さい理由と

しては、自動車排ガスの影響が大きいと考えられる。すなわち、道

路近傍のスギは高濃度のNOX、SOX等に長期に渡り曝され続け、これ

が雨により林床へ流下しているものと考えられる。このことは、図

-3に示すように、ANCは土壌中のS含有量が多くなると小さくなる傾

向を示すこと、道路近傍では特にS含有量が多いこと、このS分は第

1報1）で報告したように燃焼排ガス成分であるpb、Niと強い相関を

示すこと、からも裏付けられる。 

 

６．市内森林土壌の中和容量 

ここでは、ANCを用いた以下の簡易的な予測法4)、6)、13)により市内

の森林土壌があとどの程度の中和容量を持っているのか試算した。 

［中和容量］年数＝［ANC（meq/100g）×土壌バルク密度（g/cm）

×表層土壌深さ（cm）×100］/［酸性雨による1年間のH+負荷量

（meq/m2/年）］
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図-3 土壌中のS含有率とANCの関係 

図-2 土壌pHとANCの関係 
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ここで、土壌のバルク密度を1g/cm3、酸性雨による1年間のH+負荷

量を103meq/m2/年（横浜の18年間平均のH+年間湿性沈着量14）：

38meq/m2/年、SO2を基にしたH
+年間乾性沈着量推計値15):65meq/m2/

年）と仮定した。 

その結果、本市の森林土壌は、厚さ10cmまでの土壌で3～628年（平

均100年）分の酸性雨を中和できる容量となった。また、樹種別で

は、林外は29～257年（平均138年）、奥広葉は18～628年（平均111

年）、道路広葉は21～238年（平均134年）、奥スギは8～166年（平

均72年）、道路スギは3～47年（平均19年）分の酸性雨を中和でき

る容量となった。なお、ここで用いたH+負荷量は樹種、樹幹流、地

域による違い等を考慮していないので、スギ、特に、道路近傍のス

ギは上記の結果より、許容年数はかなり早まるものと考えられる。 

ただし、実際には、反応は遅いが鉱物の風化によるH+の消費16)等

もあるので、むろんこれだけの方法で結論づけられるものではない。

しかし、森林衰退のリスクをみる一つの指標としては非常に有用で

ある。 

 

７. おわりに                                          

以上、横浜市内の森林土壌のANCの状況を調べた結果、（１）市

内のANCは0.3～64.7meq/100gの範囲内にあること、（２）樹種別で

はANCは林外＞道路広葉＞奥広葉＞奥スギ＞道路スギの順に小さい

傾向を示し、特に道路スギは小さいこと、（３）ANCの大小には湿

性沈着の他、乾性沈着の影響が大きいと推定されること、（４）今

後、現状のような酸性雨が継続していった場合、道路スギを中心と

した地域で最も早く影響が発現しやすいこと等、がわかった。 

 都市における森林は、市民に潤いを与えているだけでなく、治水

等の面でも重要であり、さらに、最近、問題化しているヒ－トアイ

ランドを抑制する効果も果たしており、ますます重要なものとなっ

てきている。今後、これらを保全していくには、土壌酸性化の面か

らは継続した監視が重要であり、また、新たな植林の際は、針葉樹

より広葉樹を植林していくことが好ましいものと考える。今後、こ

の面からの詳細な調査が必要と思われる。 
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横浜市における有害大気汚染物質モニタリング調査 

― 1998 年度～2003 年度の調査結果 ― 
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Trends of Hazardous Air Pollutants in Yokohama City, 1998-2003 
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要旨 

1996年（平成 8年）の中央環境審議会の答申において、有害大気汚染物質に該当する可能性のある物質のうち、
大気汚染による人への健康リスクが高いと考えられる「優先取組物質」 22 物質が選定された。この中で、環境省
から測定方法が提示されている 19 物質（揮発性有機化合物９物質、アルデヒド類 2 物質、重金属類 6 物質、多環
芳香族および酸化エチレン）を対象として、横浜市では 1998年（平成 10年）１月より有害大気汚染物質モニタリ
ング調査を開始した。1998年度からの経年的な推移として、増減はあるものの全ての物質の濃度が低下または横ば
いの傾向を示している。直近の 2003 年度の結果については、全調査地点で環境基準値を満たし、また、環境省で
定められている指針値（有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値）を下回った。各

物質の濃度は全国平均値と同程度であった。 
                                                          

                                                          

1 はじめに 
1996年（平成 8年）に大気汚染防止法が改正され、

有害大気汚染物質対策が推進されることとなった。有

害大気汚染物質（HAPs=Hazardous Air Pollutants）
とは、継続的に摂取される場合には人の健康を損なう

おそれがある物質で大気の汚染の原因となるものであ

る。1996年の中央環境審議会の答申の中で、有害大気
汚染物質に該当する可能性のある物質のうち、大気汚

染による人への健康リスクが高いと考えられる「優先

取組物質」 22 物質が選定された。この中で、環境省
から測定方法が提示されている 19物質を対象として、
横浜市では 1998年（平成 10年）１月より有害大気汚
染物質モニタリング調査を開始した。 
本報では有害大気汚染物質モニタリング調査を基に、

横浜市の有害大気汚染物質による大気汚染の現状およ

び経年変化等を中心に報告する。 
 
2 方法 
2-1 調査対象物質 
 調査対象物質を表 1 に示す。「優先取組物質」に指
定されている１９物質からなり、その内訳は揮発性有

機化合物９物質、アルデヒド類 2物質、重金属類 6物
質、多環芳香族及び酸化エチレンからなる。 

揮発性有機化合物
アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、クロロホルム、
１，２－ジクロロエタン、ジクロロメタン、テトラクロロエチレン、
トリクロロエチレン、1，3－ブタジエン、ベンゼン

アルデヒド類 アセトアルデヒド、ホルムアルデヒド

重金属類
水銀及びその化合物、ニッケル化合物、ひ素及びその化合物、

ベリリウム及びその化合、マンガン及びその化合物、六価クロム化合物
＊

多環芳香族類 ベンゾ【a】ピレン
その他 酸化エチレン

表１　調査対象（19物質）

＊六価クロム化合物については、クロム及びその化合物を測定した。  
 
2-2 調査地点 
 調査地点は「一般環境」、「発生源周辺」、「沿道」に

区分され、それぞれの区分に該当する計５地点で調査

を行った。調査地点の区分とその概要を表２に示す。1）

また、所在地を図１に示す。 
 
2-3 調査期間 
 1998年度から 2001年度まで、2ヶ月に１回（年６
回）24時間サンプリングを実施し、ベンゼン・テトラ
クロロエチレン・トリクロロエチレについては、環境

基準が設定された 1999年度以降、毎月調査を行った。
また、ジクロロメタンについても、新たに環境基準が

設定された 2001 年度以降、毎月調査を行った。2002
年度からは全ての物質について毎月１回（年 12 回）
24時間サンプリングを実施した。 
 



2-4 調査方法 
「有害大気汚染物質モニタリング測定方法マニュア

ル」（1997 年 4 月 環境庁大気保全局大気規制課編）
による。2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 調査地点図1 調査地点
図 1 調査地点 

地域分類 測定地点名 調査年度 調査回数/年 主要固定発生源の方位と距離 主要道路の方位と距離

緑区三保小学校
1998～2001
2002～

6回
12回

特になし 特になし

中区本牧 2002～ 12回
Ｓ　0.3kmに石油精製工場
E　0.7kmに造船所

S　200mに首都高速および
市道本牧170号線

＊　一般環境地域　　　　　 ：　通常人が居住する地域で、固定発生源等の直接の影響を受けない地域
　　 発生源周辺地域         ：　通常人が居住する地域で、工場等の固定発生源の影響を受ける地域
　　 沿道地域　　　　　　　　 ：　通常人が居住する地域で、自動車排ガスの影響を受ける地域

沿道＊

E　6mに国道１号（横浜新道）

6回
12回

E～SW　0.5kmに京浜工業地帯
SSE　0.3kmに東京大師横浜線

SSE　0.3kmに首都高速横浜羽田空港線

SE　1kmに根岸湾工業地域

一般環境＊

港南区野庭中学校

1998～2001
2002～

1998～2001
2002～

特になし

鶴見区潮田交流プラザ

発生源周辺＊

磯子区滝頭

戸塚区矢沢交差点

SSE　2.4kmに清掃工場
SE　0.6kmに横浜鎌倉線（鎌倉街道）
NE　0.5kmに横浜横須賀道路

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（有害大気汚染物質モニタリング指針　環大規第87号　平成11年3月31日）

表2　調査地点の概要

6回

6回
12回

6回
12回

1998～2001

1998～2001
2002～

E　5mに国道16号



3 結果及び考察 
3-1 結果  
横浜市の有害大気汚染物質の現状として、直近の

2003年度の調査結果を表 3および図 2に示す。 
次に物質毎の全国平均値および横浜市平均値につい

て 1998年度からの経年変化を図 3と図 4に示す。 
横浜市平均値とは、横浜市の調査地点 5地点の年平均
値を平均して算出した値である。また、全国平均値は

環境省「平成 15 年度 地方公共団体等における有害
大気汚染物質モニタリング調査」報告書 3）より、月１

回以上の測定を行った調査地点から算出された値であ

る。また、PRTR 法（特定化学物質の環境への排出量
の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）に基づ

いて届出された 2002 年度の横浜市内の優先取組物質
の排出量 4）を図 5に、大気濃度と排出量を図 6に示す。 
 

 

 
 
 
 

 
 
 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

一般環境
三保 滝頭 矢沢 潮田 本牧

1,2-ジクロロエタン μg/m
3 0.075 0.087 0.097 0.073 0.082 0.073～0.097 0.083 0.13

酸化エチレン μg/m
3 0.11 0.13 0.11 0.10 0.13 0.10～0.13 0.11 0.11

アクリロニトリル μg/m
3 0.043 0.086 0.084 0.12 0.081 0.043～0.12 0.084 0.13 2

塩化ビニルモノマー μg/m
3 0.018 0.041 0.033 0.029 0.037 0.018～0.041 0.032 0.066 10

水銀及びその化合物 ng/m
3 2.0 1.9 1.7 1.8 1.8 1.7～2.0 1.9 2.3 40

ひ素及びその化合物 ng/m
3 1.2 1.2 1.1 1.3 1.4 1.1～1.4 1.2 1.7

ﾍﾞﾘﾘｳﾑ及びその化合物 ng/m
3 0.024 0.034 0.028 0.029 0.047 0.024～0.047 0.032 0.044

ﾏﾝｶﾞﾝ及びその化合物 ng/m
3 31 25 24 27 43 24～43 30 31

ジクロロメタン μg/m
3 1.6 1.3 1.8 2.1 1.3 1.3～2.1 1.6 2.4 150

テトラクロロエチレン μg/m
3 0.42 0.37 0.42 0.51 0.36 0.37～0.51 0.42 0.38 200

トリクロロエチレン μg/m
3 0.91 0.78 0.60 1.0 0.82 0.60～1.0 0.83 0.92 200

クロロホルム μg/m
3 0.14 0.14 0.15 0.17 0.15 0.14～0.17 0.15 0.24

クロム及びその化合物 ng/m
3 5.8 9.0 7.4 12 8.7 5.8～12 8.7 7.2

ニッケル化合物 ng/m
3 4.3 6.2 5.0 8.8 9.4 4.3～9.4 6.7 5.9 25

ホルムアルデヒド μg/m
3 1.8 3.1 2.2 1.9 1.7 1.7～3.1 2.1 3.0

ベンゼン μg/m
3 1.5 2.7 2.0 1.6 1.5 1.5～2.7 1.9 1.9 3

アセトアルデヒド μg/m
3 1.4 1.9 1.6 1.4 1.3 1.3～1.9 1.5 2.6

1,3-ブタジエン μg/m
3 0.21 0.51 0.39 0.29 0.27 0.21～0.50 0.33 0.29

ベンゾ(a)ピレン ng/m
3 0.33 0.39 0.34 0.29 0.29 0.29～0.39 0.33 0.31

Ⅰ) 　株式会社　エックス都市研究所　環境省委託 「有害大気汚染物質のモニタリングのあり方に関する検討会報告書」より抜粋

Ⅱ類 : 移動発生源からの排
出はほとんどないが、中小規
模の事業所、家庭等からの面
源的な排出があると想定され
る物質。

Ⅲ類 : 移動発生源からの排
出があると想定される物質。

Ⅱ）　　環境省　地方公共団体における有害大気汚染物質モニタリング調査結果について　平成15年度

物質名
全国
平均値
Ⅱ)

Ⅰ類 ： 移動発生源からの排
出や中小規模の事業所からの
面源的な排出もほとんどない
ことが物質の用途より想定さ
れる物質。

単位
横浜市

表3　2003年度の調査結果（年平均値）

範囲
横浜市
平均値

用途による分類
Ⅰ)環境

基準値発生源周辺沿道
環境省
指針値

　揮発性有機化合物および酸化エチレン

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

1,2-ジ
ク
ロ
ロ
エ
タ
ン

酸
化
エ
チ
レ
ン

ア
ク
リ
ロ
ニ
トリ
ル

塩
化
ビ
ニ
ル
モ
ノマ
ー

ジ
ク
ロ
ロ
メタ
ン

テ
トラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

トリ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

ベ
ン
ゼ
ン

ア
セ
トア
ル
デ
ヒ
ド

1,3-ブ
タジ
エ
ン

濃
度
（
μ
g/
m
3
）

一般環境 三保

沿道 滝頭

沿道 矢沢

発生源周辺 潮田

発生源周辺 本牧

横浜市平均値

全国平均値

　重金属類およびベンゾ(ａ）ピレン

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

水
銀
及
び
そ
の
化
合
物

ひ
素
及
び
そ
の
化
合
物

ﾍﾞﾘﾘｳﾑ及
び
そ
の
化
合
物

ﾏﾝｶﾞﾝ及
び
そ
の
化
合
物

ク
ロ
ム
及
び
そ
の
化
合
物

ニ
ッケ
ル
化
合
物

ベ
ン
ゾ
(a)ピ
レ
ン

濃
度
（
ng
/m
3
）

一般環境 三保

沿道 滝頭

沿道 矢沢

発生源周辺 潮田

発生源周辺 本牧

横浜市平均値

全国平均値

図 2 2003年度の横浜市調査結果（年平均値） 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 1998年度から 2003年度の全国平均値の経年変化（年平均値） 
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図 3 1998年度から 2003年度の横浜市平均値の経年変化（年平均値） 
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図5　横浜市内の優先取組物質の排出量上位１０物質
（2002年度）
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図6　横浜市内の優先取組物質（金属を除く）の排出量と大気濃度
（2002年度）
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図6　横浜市内の優先取組物質（金属を除く）の排出量と大気濃度
（2002年度）
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3-2 調査結果の考察 
3-2-1濃度分布傾向（表 3、図 2、図 5、図 6参照） 
横浜市の５調査地点において各物質の年平均値の濃度分

布は類似しており、全国平均値も似た分布を示した。横

浜市の調査結果および全国平均値ともにホルムアルデヒ

ドの濃度が最も高く、順番は前後するが.べンゼン・ジク
ロロメタン・アセトアルデヒドの 3物質が続き、次いで
トリクロロエチレンが高い濃度で検出された。 
これら 5物質は PRTR法（特定化学物質の環境への排出
量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）に基づ

いて届出された優先取組物質の排出量 4）の中で、上位に

位置し、横浜市内の排出量はジクロロメタン、トリクロ

ロエチレン、テトラクロロエチレン、ホルムアルデヒド、

ベンゼンの順となっている。 
また、排出量と優先取組物質の大気濃度（金属を除く）

の関係については、2002年度の調査結果において、排出
量と大気濃度の分布傾向に違いが見られた。一因として、

各物質の用途によって事業所、移動体、家庭等の排出源

が異なり、大気・下水など排出経路にも違いがある点が

考えられる。ホルムアルデヒド、ベンゼン、アセトアル

デヒドは主に移動体を発生源とし、その排出先はほとん

ど大気であり、ジクロロメタン、トリクロロエチレン、

テトラクロロエチレンは事業所を発生源としてほぼ大気

へ排出される。5） 
 
3-2-2 調査地点による濃度差（表 3、図 2参照） 
沿道に区分される調査地点（滝頭・矢沢）において移

動体からの排出が想定されるホルムアルデヒド・ベンゼ

ン・アセトアルデヒドなどⅢ類の物質が他の調査地点に

比べて高い濃度で検出された。 
中小規模の事業所や家庭からの排出が予想されるⅡ類の

物質については発生源周辺に区分される潮田で他の調査

地点に比べ若干高い濃度で検出された。 
 
3-2-3 横浜市平均値と全国平均値との比較 
(1) 2003年度調査結果の比較（表 3、図 2参照） 
テトラクロロエチレン、クロム及びその化合物、ニッ

ケル化合物、1,3-ブタジエン、ベンゾ(a)ピレンの５物質
については横浜市平均値が全国平均値を若干上回り、そ

の他 14物質は全国平均値以下であった。 
 
(2) 1998 年度から 2003 年度の経年変化（図３、図４参
照） 
全国平均値については若干の増減はあるものの全物質

について低下または横ばい傾向が見られた。横浜市平均

値については 1999年度に濃度が低下し、2000年度に上
昇後、低下または横ばいで推移する傾向が多くの物質で

見られた。同様の傾向が、神奈川県の調査結果からも示

された。6） 
横浜市平均値が全国平均値を上回った例として、2000

年度および 2001 年度のジクロロメタン、クロム及びそ
の化合物、ニッケル化合物、ホルムアルデヒド、アセト

アルデヒド、ベンゼン、1，3－ブタジエン、ベンゾ(a)
ピレン等が挙げられる。しかし、単純に上記の物質が全

国平均値を上回ったと考えることには注意が必要である。

平均値は全ての地点分類の値を用いて算出している。そ

の為、地点分類の内訳が平均値を左右すると考えられる。

環境基準値及び指針値が示されている物質について、全

国平均値の算出における調査地点の内訳を見ると、一般

環境の割合が最も高い。これに対して、横浜市の調査地

点の内訳は、一般環境が 2001 年度までは 5 地点中 2 地
点、2002年以降 1地点となっている。（表 2参照）よっ
て、経年的な変化をとらえるためには、地点区分ごとま

たは調査地点ごとの濃度変化に注目する必要がある。 
以下に環境基準または指針値が設けられた 8物質につい
て、地点分類ごとの比較検討を示す。 
 
3-2 環境基準値等との比較 
評価値としてベンゼン等の４物質の環境基準値及びア

クリロニトリル等の 4物質の指針値（有害大気汚染物質
による健康リスクの低減を図るための指針となる数値）

が定められ、年平均値として示されている。 
長期暴露による健康リスクが懸念されている有害大気

汚染物質のモニタリングにおいては、月一回以上の頻度

で測定を実施し、年平均値を求めることが原則である。

しかし、今回の取りまとめにおいては、経年的な知見を

得るため、上記の原則を満たさないデータも含めている。

測定頻度については 2-3の調査期間に記した。 
 
3-2-1 環境基準値との比較 
調査を行った 19 物質のうち、以下の４物質について

大気汚染に係る環境基準が定まっている。 
 
物質 環境基準値 

ベンゼン 年平均値が 3μg/m3以下であること 

トリクロロエチレン 年平均値が 200μg/m3以下であること 

テトラクロロエチレン 年平均値が 200μg/m3以下であること 

ジクロロメタン 年平均値が 150μg/m3以下であること 

 
・ ベンゼン 
地域別年平均値の経年推移を図 7に示す。 

図7　ベンゼンの地域別年平均値の経年推移
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2003 年度の調査結果は 1.5～2.7μg/m3であり、全て

の調査地点で環境基準値を下回った。 
 
 
 

 

＊環境基準値 3μg/m3 



1998 年度からの横浜市の環境基準値を超過した調査地
点と全国の環境基準達成状況を以下に示す。 
表 4 横浜市の環境基準値を超過した調査地点と 

全国の環境基準達成状況 
全国環境基準値 
超過割合（％）3) 年度 

横浜市の環境基準値  

超過地点 
全体 沿道 

1998 滝頭（沿道）、矢沢（沿道） 46 75 
1999 なし 23 58 
2000 滝頭（沿道）、矢沢（沿道） 20 43 
2001 滝頭（沿道）、矢沢（沿道） 18 41 
2002 滝頭（沿道） ８ 24 
2003 なし ８ 21 

 
1998 年度からの全体の経年的な傾向としては、横浜

市・全国の平均値ともに減少傾向を示し、全国的に環境

基準値超過地点の割合が改善している。 
 
地域分類ごとの平均値の経年変化については、横浜市

の値が 1998 年度～1999 年度で全国値を下回り、2000
年度～2002 年度全国値より高くなった。その後、2003
年度で同程度の値となった。横浜市・全国ともに一般環

境と発生源周辺に区分される調査地点では濃度に大きな

差がなく、沿道に区分される地点で高くなる傾向であっ

た。 
2002 年度の PRTR データの全国集計 5)によると、ベ

ンゼンの排出源の 85％は移動体で、排出対策として、大
気汚染防止法に基づく「自動車の燃料の性状に関する許

容限度及び自動車の燃料に含まれる物質の量の許容限

度」の改正によって、自動車用ガソリンのベンゼン許容

濃度が 2000 年 1 月より 1％以下（体積比）となってい
る。また、事業者の排出削減が進められ、自主管理に参

加している事業者から空気中へ排出されたベンゼンの排

出量は、1999 年度では 1995 年度に比べて 45％削減さ
れ、2003 年度には 1999 年度の排出量の 54％を削減す
ることが目標とされている。5）上記の対策等によって濃

度が低下傾向にあると考えられる。 
横浜市においては、経年的には減少傾向を示している

が、2003 年度の滝頭における調査では環境基準値 3μ
g/m3に対して 2.7μg/m3と近い値を示しており、今後の推

移に注意が必要である。 
 
・ トリクロロエチレン 
地域別年平均値の経年推移を図 8に示す。 

図8　トリクロロエチレンの地域別年平均値の経年推移

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

1998 1999 2000 2001 2002 2003
年度

濃
度
（
μ
g/
m
3
)

全国　一般環境

横浜市　一般環境

全国　沿道

横浜市　沿道

全国　発生源周辺

横浜市　発生源周辺

全国平均値

横浜市平均値

 

横浜市では全ての年度および調査地点で環境基準値を

下回り、最大で環境基準値の約 70 分の１、平均値では
約 170分の 1程度の低濃度で横ばいまたは減少の傾向を
示している。全国的にみても全測定地点で 1998 年度以
降、環境基準値を下回った。 
 
・ テトラクロロエチレン 
地域別年平均値の経年推移を図 9に示す。 

図9　テトラクロロエチレンの地域別年平均値の経年推移
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横浜市では全ての年度および調査地点で環境基準値を

下回り、最大で環境基準値の約 170分の１、平均値では
約 290分の 1程度の低濃度で横ばいまたは減少の傾向を
示している。全国的にみても全測定地点で 1998 年度以
降、環境基準値を下回った。 

 
・ ジクロロメタン（図 10参照） 
地域別年平均値の経年推移を図 10に示す。 

図10　ジクロロメタンの地域別年平均値の経年推移
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横浜市では全ての年度および調査地点で環境基準値

を下回り、最大で環境基準値の約 10 分の１、平均では
約 40 分の 1 程度の低濃度で横ばいまたは減少の傾向を
示している。全国的にみても 2001 年度に環境基準値が
設定されて以降、2002年度の調査で１地点環境基準値を
超過した以外、全測定地点で環境基準値を下回った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊環境基準値 200μg/m3 

＊環境基準値 150μg/m3 

＊環境基準値 200μg/m3 



3-2-2 指針値との比較 
以下の４物質について有害大気汚染物質による健康リ

スクの低減を図るための指針となる数値（指針値）が平

成 15年 9月に設定された。 

 
・ アクリロニトリル 
地域別年平均値の経年推移を図 11に示す。 

図11　アクリロニトリルの地域別年平均値の経年変化
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横浜市では全ての年度および調査地点で指針値を下

回り、最大で指針値の約 10分の１、平均値では約 20分
の 1程度の低濃度で横ばいまたは減少の傾向を示してい
る。 
・ 塩化ビニルモノマー 
地域別年平均値の経年推移を図 12に示す。 

図12　塩化ビニルモノマーの地域別年平均値の経年変化

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

1998 1999 2000 2001 2002 2003
年度

濃
度
（
μ
g/
m
3
）

全国　一般環境

横浜市　一般環境

全国　沿道
横浜市　沿道

全国　発生源周辺

横浜市　発生源周辺

全国平均値

横浜市平均

 
 
横浜市では全ての年度および調査地点で指針値を下

回り、最大で指針値の約 80 分の１、平均値では約 220
分の 1程度の低濃度で横ばい傾向を示している。 
 
・ 水銀およびその化合物（図 13参照） 
地域別年平均値の経年推移を図 13に示す。 

図13　水銀およびその化合物の地域別年平均値の経年推移
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横浜市では全ての年度および調査地点で指針値を下

回り、最大で指針値の約 9 分の１、平均値では約 16 分
の 1程度の低濃度で横ばい傾向を示している。 
・ ニッケル化合物 
地域別年平均値の経年推移を図 14に示す。 

図14　ニッケル化合物の地域別年平均値の経年推移
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横浜市では全ての年度および調査地点で指針値を下回

り、最大で指針値の約 2 分の１、平均値では約 4 分の 1
程度の濃度で横ばい傾向を示している。 
 
4 まとめ 
1) 2003 年度は全調査地点で環境基準値および指針値を
満たし、各物質の濃度は全国平均値と同じ程度であっ

た。 
2）1998年度以降、全調査地点においてベンゼンを除く 
環境基準値および指針値を下回っていた。 

3) 全調査地点でベンゼンの環境基準値を下回ったのは
1999 年度と 2003 年度のみであり、今後の推移に注
意が必要である。 

4）1998年度からの経年的な傾向としては、若干の増減
はあるものの各物質の濃度は低下または横ばい傾向

にある。 
尚、本調査では、サンプリング及び分析の一部を委託に

より行った。 
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物質 指針値 
アクリロニトリル 年平均値が 2μg/m3以下であること 
塩化ビニルモノマー 年平均値が 10μg/m3以下であること 
水銀 年平均値が 40ngHg/m3以下であること

ニッケル化合物 年平均値が 25ngNi/m3以下であること

＊指針値 10μg/m3 

＊指針値 2μg/m3 

＊指針値 25ngNi/m3 

＊指針値 40ngHg/m3 



図1　横浜市内の環境への排出が多かった上位10物質(2002年度)
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横浜市における PRTR 対象物質の大気環境調査 

― 2002 年度～2003 年度の調査結果 ― 
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（横浜市環境科学研究所） 

 

Environmental Survey of PRTR Chemicals in Yokohama City, 2002-2003 
Satoko Hirasawa, Kiyoshi Sakai 

(Yokohama Environmental Science Research Institute) 
 

キーワード：PRTR 大気環境調査 
 
要旨 

1999年（平成 11年）7月に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善に関する法律」（PRTR法）が公
布された。この法律に基づき、2001年度（平成 13年）以降、人や生態系に有害なおそれがある化学物質が、どのような
発生源から、どれくらい環境に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータが把

握され、集計後、公表されている。本報では環境への排出が多かった第一種指定化学物質４物質：トルエン、キシレン、

p-ジクロロベンゼン、エチルベンゼンを対象として、横浜市の大気環境濃度について報告を行った。2002年度と 2003年
度の調査結果の比較では、一部の調査地点を除いて、全ての物質において横ばいまたは低下傾向が見られた。また、ほぼ

全ての調査結果が環境省の全国調査の濃度範囲内であり、調査対象の４物質において環境中の濃度は室内空気濃度指針値

より十分に低い値であった。 
                              
                               

                                                          

1 はじめに 
1999 年（平成 11 年）7 月に「特定化学物質の環境へ

の排出量の把握等及び管理の改善に関する法律」（PRTR
法：Pollutant Release and Transfer Register:化学物質
排出移動量届出制度）が公布され、人や生態系に有害な

おそれがある化学物質を一定量以上取り扱う事業者は、

毎年度、化学物質の環境への排出量等について届出を行

うこととなった。この法律に基づいて 2001年（平成 13
年）4月から事業者による排出量等の把握、2002年４月
からその届出が始まり、2003年（平成 15年）3月には、
PRTR対象物質が、どのような発生源から、どれくらい
環境に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所

の外に運び出されたかというデータが把握され、集計後、

公表された。PRTRの対象となる化学物質は、有害性に
ついての国際的な評価や物質の生産量などを踏まえ、環

境中に広く存在すると認められる「第一種指定化学物質」

として指定されている 354物質である。 
本報では環境排出量が多かった第一種指定化学物質

４物質：トルエン、キシレン、p-ジクロロベンゼン、エ
チルベンゼンの横浜市の大気環境濃度について報告する。 
 
2 調査対象物質の概要 
 トルエン、キシレン、p-ジクロロベンゼン及びエチル
ベンゼンの排出量、用途、発生源等の概要を以下に示す。 

 
2-1 全国および横浜市における排出量 
図１に 2002年度の横浜市内の PRTR対象物質のうち

排出量上位 10 物質を示す。この図は財団法人 環境科
学センターの PRTR集計結果 1)より作成した。なお、推

計方法および推計対象等の違いから財団法人 環境科学

センターによる都道府県合計値と公表データの都道府県

合計値が異なる場合がある。また、環境省環境保健部環

境安全課の「PRTR データの概要」2)を基に図 2 および
図 3 に 2001 年度と 2002 年度の全国の PRTR 対象物質
の排出量上位 10物質を示す。 
 
 
 

 



図2　全国集計において環境への排出が多かった上位10物質（2001年度）
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図3　全国集計において環境への排出が多かった上位10物質（2002年度）
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物質名

横浜市a) 全国

220614 （2001年）b)

281000 （2002年）c)

111052 （2001年）b)

169000 （2002年）c)

20111 （2001年）b)

18000 （2002年）
c)

19248 （2001年）
b)

40000 （2002年）
c)

d)  化学物質等安全データシート（MSDS)　　　　　　　　　　e)　室内空気汚染に係るガイドラインより　室内空気濃度指針値

ｆ）　化学物質安全情報提供システム(KIS-NET)

表１　調査物質の環境排出量および用途等

a)　財団法人　環境情報センター　ホームページ　市町村別物質別集計結果　横浜市データより

b)　神奈川県環境農政部大気水質課：「PRTRについてもっと知っていただくために -市民のためのPRTRデータブック-　平成13年度集計結果」

c)　環境省環境保健部環境安全課：「PRTRデータの概要　-化学物質の排出量・移動量の集計結果-」、平成13年、平成14年

870μg/m3

240μg/m
3

3800μg/m3

グループ３
（人に対して発ガン
性については分類
できない群）

グループ3

グループ2B
（人に対して発ガン
性の可能性がある
とさている群）

グループ2B 

溶剤（塗料、農薬、石油精製）、合成原料
（合成繊維、　樹脂、染料、有機顔料、
香料、可塑剤、医薬品）、ガソリン・灯油成

分

農薬（殺虫剤）、合成中間体（染料）、
その他（防腐剤）

合成中間体（スチレンモノマー）、溶剤、
その他（希釈剤）

用途
b)

室内空気
濃度指針値

e)
IARC分類

d)f)

溶剤（塗料、インキ）、合成原料（可塑剤、
合成繊維、染料、香料、有機顔料、
火薬(TNT)）、ガソリン成分

260μg/m3

エチルベンゼン

環境排出量(t/year)

548
（2002年）

1585
（2002年）

271
（2002年）

トルエン
2264
（2002年）

キシレン

p-ジクロロベンゼン

事業所（届出） 28 大気 96 輸送用機械器具製造業 50
事業所（届出外） 30 公共水域 2 金属製品製造業 9
非対称業種 22 土壌 2 一般機械器具製造業 8
移動体 19 埋立 - 窯業・土石製品製造業 5
家庭 1 化学工業 5

2002年度　PRTRデータによる排出の内訳（全国の集計）
排出先の内訳（％）

＊「－」は排出量がないこと、「0」は排出量はあるが少ないことを示す

排出源の内訳（％） 届出排出量構成比（上位5業種、％）

（届出以外の排出量も含む）

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
環境排出量の上位 3 物質は、2002 年度の全国集計結

果、横浜市内集計結果ともに同じであり、2001年度の全
国集計についても同様であった。排出量１位がトルエン、

2位がキシレン、3位がジクロロメタンとなっている。4
位以下の結果については、横浜市内の集計では p-ジクロ
ロベンゼンの排出量が 6位となっているのに対し、2001
年度と 2002 年度の全国集計ではともに 10 位であった。
また、横浜市ではエチルベンゼンが排出量 8位となって
いるが、全国集計では 2001 年度が 10 位外で、2002 年
度が 4位となっている。 

 
表 1に対象物質の横浜市と全国の環境排出量を示す。 

 
2002 年度の横浜市内の全ての PRTR 対象物質の排出量
の合計（横浜市の全排出量）が 9898 1)トンであり、トル

エンが 2264トン、キシレンが 1585トン、ジクロロメ
タンが 1182 トンとなっている。上位 3 物質で横浜市
の全排出量の約 51％を占め、上位 10物質で約 87％を
占める。 
横浜市の排出量上位 8物質のうち、本報で報告を行

わないジクロロメタン、トリクロロエチレン、テトラ

クロロエチレン、ホルムアルデヒドについては大気汚

染防止法による有害大気汚染物質対策における優先取

組物質に指定されており、これに基づいた有害大気汚

染物質モニタリング調査が行われている。 
 

 
2-2 用途および排出源等 

リスクコミュニケーションのための化学物質ファク

トシート 2003年度版 環境省 3)より、調査対象物質

の用途および排出源、適用法令等を示す。 
・ トルエン 
用途：化学物質を合成する基礎原料としての用途が   

多く、油性塗料や接着剤など溶剤として含ま     
れる。 

排出源：全国の環境排出量 約 280000ｔ（2002年度） 
      主に事業所のほか、車の排気ガスに含まれて排   

出される。 
排出先：ほとんどが空気中 
PRTR対象選定理由：生態毒性 

 適用法令等：室内空気汚染に係るガイドラインより 
－室内空気濃度指針値 260μg/m3 

事業所（届出） 44 大気 100 出版・印刷・同関連産業 17
事業所（届出外） 36 公共水域 0 プラスチック製品製造業 15
非対称業種 7 土壌 0 輸送用機械器具製造業 14
移動体 14 埋立 0 パルプ・紙・紙加工製造業 13
家庭 0 化学工業 9

2002年度　PRTRデータによる排出の内訳（全国の集計）
排出先の内訳（％）

＊「－」は排出量がないこと、「0」は排出量はあるが少ないことを示す

排出源の内訳（％）

（届出以外の排出量も含む）

届出排出量構成比（上位5業種、％）

 
 
 
・キシレン 
 用途：大半は化学原料として使用され、油性塗料や接 

着剤、インキなどの溶剤としても用いられる。 
排出源：全国の環境排出量 約 170000ｔ（2002年度） 

主に事業所のほか、車の排気ガスに含まれて排

出される。 
排出先：ほとんどが空気中 
PRTR対象選定理由：生態毒性 
適用法令等： 
室内空気汚染に係るガイドラインより 

－室内空気濃度指針値 870μg/m3 
 

 

 

 



図4 調査地点図4 調査地点

 

・ ｐ－ジクロロベンゼン 
 用途：衣服の防虫剤やトイレの防臭剤などに利用され

る。 
 排出源：全国の環境排出量 約 18000ｔ（2002年度） 
     ほとんどが家庭から排出される。 
 排出先：ほとんどが空気中 
 PRTR対象選定理由：発がん性、経口慢性毒性、 
           生態毒性 
 適用法令等：室内空気汚染に係るガイドラインより 

－室内空気濃度指針値 240μg/m3 

事業所（届出） 0 大気 100 化学工業 98
事業所（届出外） 0 公共水域 0 倉庫業 1
非対称業種 - 土壌 - 非鉄金属製造業 0
移動体 - 埋立 - その他の製造業 0
家庭 100 - -

2002年度　PRTRデータによる排出の内訳（全国の集計）
排出先の内訳（％）

＊「－」は排出量がないこと、「0」は排出量はあるが少ないことを示す

排出源の内訳（％） 届出排出量構成比（上位5業種、％）

（届出以外の排出量も含む）

 

・ エチルベンゼン 
 用途：主にスチレンモノマーの原料として使われ、ま

た、混合キシレンの中にも含まれる。 
排出源：全国の環境排出量 約 40000ｔ（2002年度） 

     主に事業所のほか、車の排気ガスに含まれて

排出される。 
 排出先：ほとんどが空気中 
 PRTR対象選定理由：生態毒性 
 適用法令等：室内空気汚染に係るガイドラインより 

－室内空気濃度指針値 3800μg/m3 

事業所（届出） 25 大気 99 輸送用機械器具製造業 58
事業所（届出外） 30 公共水域 0 金属製品製造業 8
非対称業種 26 土壌 0 一般機械器具製造業 7
移動体 18 埋立 - 窯業・土石製品製造業 6
家庭 2 化学工業 5

排出源の内訳（％） 届出排出量構成比（上位5業種、％）

（届出以外の排出量も含む）

排出先の内訳（％）

＊「－」は排出量がないこと、「0」は排出量はあるが少ないことを示す

2002年度　PRTRデータによる排出の内訳（全国の集計）

 

 
3 方法 
3-1 調査地点 
図 4 に示す計５地点で調査を行った。また、2-2 に示し
た用途および発生源より、事業所や移動体等からの排出

が予想されることから、主要道路と主要固定発生源の方

位および距離を表 2に示した。4） 

 

測定地点名 主要固定発生源の方位と距離 主要道路の方位と距離

中区本牧
Ｓ　0.3kmに石油精製工場
E　0.7kmに造船所

S 200mに首都高速および
市道本牧170号線

緑区三保小学校

戸塚区矢沢交差点

E～SW　0.5kmに京浜工業地
帯

SSE　0.3kmに東京大師横浜線
SSE　0.3kmに首都高速横浜羽田空港線

鶴見区潮田交流プラザ

磯子区滝頭

表2　調査地点の概要

特になし E　6mに国道１号（横浜新道）

特になし 特になし

E　5mに国道16号SE　1kmに根岸湾工業地域

 
 
3-2  調査期間 

2002 年度～2003 年度の間、毎月１回（年 12 回）24
時間サンプリングを上記の 5調査地点において行った。 
 
3-3 調査方法 
「有害大気汚染物質モニタリング測定方法マニュア

ル」（1997 年 4 月 環境庁大気保全局大気規制課編）５）

の容器採取-ガスクロマトグラフ質量分析法に準じる方
法で行った。 
なお、ガスクロマトグラフ質量分析法では、キシレン

は 0-キシレンと m,p-キシレンの 2 つのピークとして検
出されることから、0-キシレンと m,p-キシレンを合計し
た値をキシレン濃度とした。 
 
4 結果及び考察 
横浜市および全国調査の結果を表 3に示し、各物質の

調査結果を図 5～図 8 に、排出量と大気環境濃度の関係
を図９に示す。横浜市の調査結果については、各調査地

点の毎月の調査結果を平均して年平均値として表し、さ

らに、5 箇所の調査地点の年平均値の平均を横浜市平均
値として表記した。全国調査については表 3の下にサン
プリング条件等を示した。 
以下に各物質について考察を行う。2002 年度と 2003

年度の調査結果の検討をⅰとし、全国調査との比較をⅱ、

室内空気濃度指針値との比較をⅲとする。 
なお、調査対象物質の４物質（トルエン、キシレン、

p-ジクロロベンゼン、エチルベンゼン）はシックハウス
症候群との関連性が疑われていることから、厚生労働省

によって室内空気濃度の指針値が定められている。室内

空気の濃度指針値と大気環境濃度を単純に比較すること

については注意が必要であるが、環境省のリスクコミュ

ニケーションのための化学物質ファクトシート 3)になら

い、本報では参考値に室内空気濃度の指針値を用いた。 
 
 
 
 



 
4-1トルエン 

2002年度と 2003年度の年平均値および濃度範囲を 
図 5に示す。 

  

図5　トルエンの大気環境濃度調査結果
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ⅰ. 2002年度と 2003年度の調査結果の比較検討 

2002年度の調査結果においては、他の調査地点の最

高値が 32～44μg/m3であるのに対し、潮田交流プラザ

の最高値が 65μg/m3と高くなった。2003年度の調査で
は、全調査地点で最高値が 20～31μg/m3となり、2002
年度より濃度が低下した。 
年平均値については2002年度および2003年度ともに

調査地点間の差が数μg/m3程度と大きな差はなく、横ば

いまたは低下傾向を示した。 
 

ⅱ．全国調査との比較 
2002年度および 2003年度の最高値を含む全ての調査

結果は、1998年度の環境省の全国調査の濃度範囲内であ
った。 

 
ⅲ．室内空気濃度指針値との比較 
横浜市では、全調査地点で室内空気濃度指針値を下回

り、最大で指針値の約 4分の 1、平均値では約 20分の 1
程度の低い値であった。 

  
全国調査結果Ⅰ）

本牧　 三保 滝頭 矢沢 潮田 1998年度

年平均値 12 15 17 17 18

濃度範囲 2.0～32 3.2～41 5.1～44 7～44 5.9～65

横浜市平均値

年平均値 1.5 1.4 1.9 1.8 1.8

濃度範囲 0.42～3.7 0.42～3.6 0.85～4.9 0.92～4.5 0.71～4.6

横浜市平均値

年平均値 3.8 3.8 5.0 4.9 5.0

濃度範囲 1.1～9.3 1.1～10 2.1～12 2.4～12 1.8～13

横浜市平均値

年平均値 5.3 5.2 6.9 6.6 6.8

濃度範囲 1.5～13 1.5～14 3.0～17 3.3～17 2.5～18

横浜市平均値

年平均値 1.2 1.8 1.9 1.7 2.2

濃度範囲 0.35～2.8 0.33～4.1 0.40～3.8 0.37～3.3 0.53～5.5

横浜市平均値

年平均値 2.8 2.7 3.0 3.0 3.9

濃度範囲 0.74～7.0 0.78～7.4 1.1～7.0 1.4～6.6 1.3～9.5

横浜市平均値

1999年度

年平均値 12 11 14 13 12

濃度範囲 2.7～31 3.4～20 5.1～23 5.8～31 3.3～24

横浜市平均値

年平均値 1.7 1.2 1.7 1.5 1.3

濃度範囲 0.36～4.6 0.52～2.4 0.85～2.5 0.82～2.9 0.50～2.2

横浜市平均値

年平均値 4.9 3.2 4.7 4.2 3.6

濃度範囲 1.1～15 1.3～6.4 2.2～6.7 2.4～8.5 1.5～6.0

横浜市平均値

年平均値 6.6 4.5 6.4 5.7 4.9

濃度範囲 1.5～20 1.8～8.8 3.1～9.2 3.3～11 2.0～8.2

横浜市平均値

年平均値 0.76 1.4 1.3 1.3 1.4

濃度範囲 0.31～1.3 0.36～4.2 0.45～2.0 0.52～2.6 0.43～3.3

横浜市平均値

年平均値 4.3 2.3 2.8 2.5 2.8

濃度範囲 0.74～18 0.93～4.2 1.2～3.9 1.1～5.0 1.2～5.1

横浜市平均値
Ⅰ)  環境省 総合環境政策局 環境保健部 環境安全課：「化学物質と環境」，1999年度～2000年度
a） 　全国の調査地点で９～11月の天候の安定した時期に、連続した３日間において、１日１回、原則午前10時開始、24時間採取を行ない
　　　検出された濃度範囲。

表3　PRTR対象物質の大気環境濃度調査結果

エチルベンゼン

2003年度

(μg/m3)

2002年度

(μg/m3)

o-キシレン

ｍ,ｐ-キシレン

キシレン2）

トルエン

o-キシレン

ｍ,ｐ-キシレン

p-ジクロロベンゼン

エチルベンゼン

キシレン2）

p-ジクロロベンゼン

1.2

3.0

5.6

1.5

4.1

1.7

3.1

12

トルエン 1.1～85a)

6.2

0.33～9.5a)

0.55～35a)

0.16～17a)

0.089～10a)

横浜市の調査結果

1.70

4.5

16

＊室内空気濃度指針値 260μg/m3 



4-2キシレン 
2002年度と 2003年度の年平均値および濃度範囲を 

図６に示す。 

  

図6　キシレンの大気環境濃度調査結果

0

5

10

15

20

25

30

本牧　 三保 滝頭 矢沢 潮田

調査地点

濃
度
（
μ
g/
m
3
）

2002年平均値

2003年平均値

 
 
ⅰ. 2002年度と 2003年度の調査結果の比較検討 

2002年度の調査結果においては、全調査地点の最高値
が 13～18μg/m3であり、2003 年度の調査では本牧を除
く調査地点で最高値が低くなった。なお、2003年度の本
牧の最高値は他の調査地点より約 10μg/m3 高い値であ

った。 
年平均値については、2002年度および 2003年度とも

に調査地点間の差が数μg/m3程度と大きな差はなく、本

牧で１μg/m3程度高くなったのを除いて、低下傾向を示

した。 
 
ⅱ．全国調査との比較 

2002年度および 2003年度の最高値を含む全ての調査
結果は、1998年度の環境省の全国調査の濃度範囲内であ
った。 
 
ⅲ．室内空気濃度指針値との比較 
横浜市では、全調査地点で室内空気濃度指針値を下回

り、最大で指針値の約 50 分の 1、平均値では約 150 分
の 1程度の十分低い値であった。 
 
4-3 p-ジクロロベンゼン 
2002年度と 2003年度の年平均値および濃度範囲を 
図７に示す。 

  

図7　p-ジクロロベンゼンの大気環境濃度調査結果
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ⅰ. 2002年度と 2003年度の調査結果の比較検討 
調査地点による差としては、2002年度の潮田で若干高

い最高値が検出されたが、2002 年度、2003 年度ともに
地点間の最高値の差は数μg/m3程度であり、大きな違い

は見られなかった。 
年平均値については、2002年度および 2003年度とも

に調査地点間の差が 1μg/m3 未満と大きな差はなく、低

下傾向を示した。 
 

ⅱ．全国調査との比較 
2002年度および 2003年度の最高値を含む全ての調査

結果は、1999年度の環境省の全国調査の濃度範囲内であ
った。 
 
ⅲ．室内空気濃度指針値との比較 
横浜市では、全調査地点で室内空気濃度指針値を下回

り、最大で指針値の約 40 分の 1、平均値では約 170 分
の 1程度の十分低い値であった。 
 
4-4 エチルベンゼン 

2002年度と 2003年度の年平均値および濃度範囲を 
図８に示す。 

 

図8　エチルベンゼンの大気環境濃度調査結果
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図8　エチルベンゼンの大気環境濃度調査結果
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ⅰ. 2002年度と 2003年度の調査結果の比較検討 

2002年度の調査結果においては、全調査地点の最高値
が 7～10μg/m3であ、2003 年度の調査では本牧を除く
調査地点で最高値が低くなった。なお、2003年度の本牧
の最高値は他の調査地点より約 10μg/m3 高い値であっ

た。 
年平均値については、2002年度および 2003年度とも

に調査地点間の差が数μg/m3程度と大きな差はなく、本

牧で１μg/m3程度高くなったのを除いて、低下傾向を示

した。 
 

ⅱ．全国調査との比較 
2003年度の本牧における１月の調査のみ 1999年度の

環境省の全国調査の濃度範囲より高い値となった。その

他のデータは全て環境省の全国調査の濃度範囲内であっ

た。 
 

ⅲ．室内空気濃度指針値との比較 
横浜市では、全調査地点で室内空気濃度指針値を下回

り、最大で指針値の約 200 分の 1、平均値では約 1270
分の 1程度の十分低い値であった。 

 
 
 
 

＊室内空気濃度指針値 870μg/m3 

＊室内空気濃度指針値 3800μg/m3 

＊室内空気濃度指針値 240μg/m3 



図9　横浜市内の排出量と大気環境濃度調査結果（2002年度）

0

5

10

15

20

トルエン キシレン p-ジクロロベンゼン エチルベンゼン

濃
度
（
μ
g/
m
3 ）

0

500

1000

1500

2000

2500

t/
y
e
a
r

横浜市排出量

横浜市年平均値

4-5 排出量と大気濃度との比較 
2002 年度の横浜市内の排出量と大気環境濃度調査結

果を示す。 

 
 
 
排出量が多いほど大気濃度も高くなる傾向が見られ

たが、p-ジクロロベンゼンについては排出量と大気濃度
の順序が異なった。p-ジクロロベンゼンの排出量は 3番
目であったが、その大気濃度は全調査地点において最も

低い濃度であった。調査対象 4物質の排出先はほとんど
大気であるが、他の３物質が事業所や車の排気ガスから

排出されるのに対し、p-ジクロロベンゼンは主に防虫剤
として家の中で排出されることから、屋外の濃度は低い

と考えられる。 
 
4 まとめ 
1) 年平均値については、本牧におけるキシレンとエチ
ルベンゼンの濃度が 2003年度は 2002年度より１μ
g/m3程度高くなったが、他の全ての調査物質につい

ては低下または横ばい傾向を示した。 
 
2） 2003 年１月の本牧におけるエチルベンゼンの調査

結果を除いて、全ての調査結果は 1998年度と 1999
年度の環境省の全国調査の濃度範囲内であった。 

 
3) 調査対象４物質に関して、全ての年度および調査地
点において、環境中の濃度は室内空気濃度指針値よ

り十分低い値であっつた。 
 
 
参考文献 
1)  財団法人環境科学センター：ホームページ    

PRTRデータ・集計マップ，2002年度 市町村別物
質別集計結果，神奈川県 横浜市  
http://www.prtr-net.jp/data/1.php?id=3&code_ken=14&c
ode_city=100 

2）環境省環境保健部環境安全課：PRTR データの概要
化学物質の排出量・移動量の集計結果，平成 13年度，
平成 14年度 

3）リスクコミュニケーションのための化学物質ファク
トシート 2003 年度版 環境省：トルエン，キシレ
ン，p-ジクロロベンゼン，エチルベンゼン 
 
 

4）  横浜市環境保全局：横浜市大気汚染調査報告書   
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7)  神奈川県環境農政部大気水質課：PRTRについても
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8） 横浜市環境保全局環境管理課：PRTRデータの概要
について，平成 13年度，平成 14年度 

9） 化学物質等安全データシート（MSDS）：トルエン，
キシレン，p-ジクロロベンゼン，エチルベンゼン 

10) 化学物質安全情報提供システム (KIS-NET)：       
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― 濃度範囲 



- 126 - 

横浜市環境科学研究所報 第 29号 

横浜市内の中小河川の重金属類調査 
 

下村光一郎（横浜市環境科学研究所） 
若林信夫 （環境保全局） 
小野寺典好（環境保全局） 

 

Analysis of Dissolved Trace Elements in Rivers in Yokohama 

by Inductively Coupled Plasma – Mass Spectrometry 
 

Kouichiro Shimomura （Yokohama Enviromental Science Research Institute） 
Nobuo Wakabayashi, Noriyoshi Onodera （Yokohama Enviromental Protection Bureau） 

 
キーワード：河川水、重金属、ICP、ICP-MS 
 
要旨 
 横浜市内の主要河川は、水質汚濁防止法第 16条の｢測定計画｣に基づいて通年で調査している。その補足調査として、そ
れらに流入する中小河川 27地点において BOD、COD、DOなどを年４回調査している。 
今回、この 27 地点について、ICP（プラズマ発光分析装置）、ICP-MS（質量分析装置）を用いて 11 種類の金属類（カ

ドミウム、鉛、砒素、セレン、ホウ素、銅、亜鉛、鉄、マンガン、クロム、ニッケル）を調査した。 
健康項目の環境基準値が定められている５項目（カドミウム、鉛、砒素、セレン、ホウ素）すべて基準値を下回ってい

た。また、ホウ素において検出値平均より比較的高く検出したのが、境川水系の阿久和川のトーヨー橋で 0.10ｍg／ｌ、平
戸永谷川の渡戸橋で 0.11ｍｇ／ｌであった。 
平成 15 年 11 月に生活環境項目として、新たに水生生物及びその生息環境を保全する観点から、環境基準値が定められ

た亜鉛（河川基準値 0.03ｍｇ／ｌ以下）は、鶴見川水系の布川、帷子川水系の今井川、境川水系の相沢川で検出したが 0.03
ｍｇ／ｌ未満であった。 

                                                               
１．はじめに 
｢公共用水域測定計画｣1)、2)に基づく主要河川の補足調

査として、中小河川の生活環境項目が調査されている。今

回はそれらに加えて 11種類の重金属類（カドミウム、鉛、
砒素、セレン、ホウ素、銅、亜鉛、鉄、マンガン、クロム、

ニッケル）の状況を平成 14年度から平成 16年度までの間
に計 10回中小河川調査にあわせて調査した。 
 
２．調査及び分析方法 
 調査は、図１に示す鶴見川水系 11支川、帷子川水系８支
川、大岡川水系１支川、境川水系７支川の計 27地点におい
て、平成 14年５月から 16年８月までの間に計 10回実施し
た。 
分析は、JIS K0102 のイットリウム内標準法に基づき

実施した。 
混合標準溶液は、和光純薬製及び関東化学製の原子吸光

分析用標準液、SPEX 社製の ICP 汎用混合液（XSTC-22、
XSTC‐188）を用いて調整した。各混合標準溶液には、
100mlあたり 0.5mlの硝酸を添加した。 
分析装置は、ICP（島津製作所製 ICPS-7000型、プラズマ

発光分析装置）、ICP-MS（島津製作所製 ICPM-8500 型、
質量分析装置）を使用した。 
             
３．結果 

 表１～10に中小河川の各金属類の値を示した。定量限界
値は、横浜市公共用水域及び地下水の水質測定結果報告書

の定量限界値と同様である。カドミウム、鉛、銅、クロム、

ニッケルの５項目はすべて定量限界値以下であった。ホウ

素は全地点で（0.021～0.11ｍｇ／ｌ）検出された３）。亜鉛

は３地点で（定量限界値以下～0.019ｍｇ／ｌ）検出された

がいずれも環境基準値以下であった。 
鉄（定量限界値以下～0.42ｍｇ／ｌ）及びマンガン（定量限

界値以下～0.27ｍｇ／ｌ）は、ほとんどの地点で検出された。 
これらの結果は、他都市の報告書からも大きな差はなかっ

た４)、５）。 
また、公定法に採用されていない砒素、セレンについて

も ICP-MS で定量することが可能であり 6)、全地点で定量
限界値以下であった。 
 
４．まとめ 
①健康項目であるカドミウム、鉛、ホウ素については、す

べての地点で環境基準値を下回った。 
②ホウ素は全地点検出され、阿久和川のトーヨー橋で 0.10
ｍg／ｌ、平戸永谷川の渡戸橋で 0.11ｍｇ／ｌは他の地点の
３倍の値を示していた。 
③亜鉛は布川の荏田管理橋で 0.017ｍｇ／ｌ、今井川の八幡

橋で 0.018ｍｇ／ｌ、相沢川の童橋で 0.019ｍｇ／ｌの３地点

で検出された。 
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④鉄、マンガンは、ほとんどの地点で検出された。 
今後、各地点の継続調査を実施するとともに、他河川よ

りも高濃度にホウ素を検出し阿久和川、平戸永谷川の２地

点については詳細調査を実施する。 
⑤砒素、セレンは（参考値として）、全地点で定量限界値

以下であった。 
 
５．参考文献 
１） 横浜環境白書 平成 16年版 横浜市環境管理計画年
次報告書 平成 16年 12月発行、 環境行動都市 横浜市 
P160-161 
２） 横浜市公共用水域及び地下水の水質測定結果報告書 
横浜市環境保全局 平成 14年度 

 
３）初貝留美、下村光一郎、武田裕、飯塚貞男、江口憲治

：横浜市内の事業所排水、河川、海域のホウ素の調査 横

浜市環境科学研究所報 25号、P95-99 (2001) 
４）山崎正夫、安藤晴夫：ICP－質量分析法による都内河
川水中の溶存態微量元素の分析、東京都環境科学研究所年

報 1998、P49-53（1998） 
５）山崎正夫、安藤晴夫：多摩川中流部における微量元素

類の流入起源と河川水中濃度の年間変動、東京都環境科学

研究所年報 1999、P68-72（1999） 
６）笠井信善、島田純子：水質汚濁物質の測定方法に関す

る研究(第４報)－ICP－MS による河川水中の金属の分析
－、富山県環境科学センタ－年報 第 24号（1996） 
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表－１　中小河川水質調査 採水日　平成14年5月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.11 0.093 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.18 0.061 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.037 0.016 以下 0.14 0.13 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.13 0.084 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.13 0.098 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.087 0.12 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.11 0.028 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.041 以下 以下 0.11 0.017 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.032 以下 以下 0.16 0.042 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.14 0.093 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.032 以下 以下 0.13 0.036 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.12 0.074 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.12 0.074 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.044 0.013 以下 0.062 0.027 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.11 0.043 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.082 0.020 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.024 0.12 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.054 0.056 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.041 以下 以下 0.074 0.014 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.045 以下 以下 0.075 0.039 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.060 0.12 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.036 0.011 0.012 0.036 0.056 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.070 0.085 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.045 以下 以下 0.072 0.022 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.067 以下 以下 0.071 0.087 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.072 以下 以下 0.10 0.057 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.056 0.073 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008

表－２　中小河川水質調査 採水日　平成14年8月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.11 0.090 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.037 以下 以下 0.13 0.099 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.039 以下 以下 0.12 0.13 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.16 0.071 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.12 0.11 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.054 0.074 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.047 以下 以下 0.10 0.051 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.054 以下 以下 0.14 0.022 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.13 0.053 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.037 以下 以下 0.16 0.064 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.13 0.020 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.093 0.044 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.13 0.049 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.047 以下 以下 0.048 0.010 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.10 0.012 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.023 以下 以下 0.053 0.015 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.11 0.017 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.066 0.015 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.064 0.014 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.043 以下 以下 0.076 0.018 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.035 0.010 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.020 0.012 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.067 0.045 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.044 以下 以下 0.075 0.020 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.079 以下 以下 0.11 0.044 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.075 以下 以下 0.093 0.017 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.098 0.026 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008  
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表－３　中小河川水質調査 採水日　平成14年11月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.020 以下 以下 0.063 0.044 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.038 以下 以下 0.13 0.092 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.088 0.19 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.079 0.092 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.038 以下 以下 0.096 0.11 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.093 0.18 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.088 0.018 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.051 以下 以下 0.071 0.092 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.053 以下 以下 0.076 0.075 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.11 0.067 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.023 以下 以下 0.064 0.013 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.023 以下 以下 0.086 0.066 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.046 以下 以下 0.098 0.11 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.059 以下 以下 0.070 0.057 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 以下 0.086 0.026 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.062 0.020 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.085 0.043 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.072 0.029 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 以下 0.052 0.017 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.039 以下 以下 0.047 0.049 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.040 0.021 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.038 以下 以下 0.037 0.011 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.060 0.053 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.048 以下 以下 0.057 0.042 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.093 以下 以下 0.083 0.16 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.10 以下 以下 0.064 0.074 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.023 以下 以下 0.079 0.044 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008

表－４　中小河川水質調査 採水日　平成15年2月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.11 0.12 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.26 0.13 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.041 以下 0.017 0.096 0.11 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.11 0.054 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.041 以下 以下 0.17 0.18 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.11 0.21 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.039 以下 以下 0.15 0.054 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.051 以下 以下 0.14 0.051 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.040 以下 以下 0.12 0.097 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.040 以下 以下 0.19 0.12 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.18 0.066 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.14 0.074 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.040 以下 以下 0.15 0.13 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.037 以下 以下 0.088 0.055 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.150 0.046 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.11 0.022 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.098 0.047 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.12 0.047 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.040 以下 以下 0.065 0.014 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.048 以下 以下 0.081 0.054 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.050 0.021 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 0.019 0.041 以下 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.074 0.073 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.056 以下 以下 0.089 0.054 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.071 以下 以下 0.12 0.13 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.11 以下 以下 0.13 0.054 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.16 0.076 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001
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表－５　中小河川水質調査 採水日　平成15年5月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.14 0.085 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.37 0.073 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 0.013 0.19 0.18 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.34 0.059 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.18 0.078 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.21 0.11 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.17 0.046 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.21 0.014 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.26 0.049 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.28 0.056 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.23 0.014 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.17 0.048 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.12 0.048 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.051 以下 以下 0.052 0.031 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.15 0.014 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.065 0.024 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.023 以下 以下 0.17 0.031 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.079 0.027 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.083 0.025 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.041 以下 以下 0.068 0.021 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.11 0.017 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 0.018 0.032 0.013 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.066 0.023 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.045 以下 以下 0.080 0.016 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.085 以下 以下 0.11 0.052 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.094 以下 以下 0.11 0.032 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.023 以下 以下 0.12 0.041 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008

表－６　中小河川水質調査  採水日　平成15年8月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.032 以下 以下 0.12 0.11 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.047 以下 以下 0.26 0.15 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.051 以下 以下 0.13 0.26 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.048 以下 以下 0.21 0.18 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.048 以下 以下 0.11 0.11 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.041 以下 以下 0.15 0.18 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.054 以下 以下 0.14 0.061 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.063 以下 以下 0.17 0.012 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.059 以下 以下 0.18 0.052 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.058 以下 以下 0.20 0.067 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.19 0.024 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.037 以下 以下 0.064 0.076 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.043 以下 以下 0.088 0.095 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.057 以下 以下 0.056 0.021 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.10 0.054 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.032 以下 以下 0.074 0.027 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.043 以下 以下 0.078 0.044 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.060 0.068 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.048 以下 以下 0.048 0.051 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.061 以下 以下 0.095 0.062 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.039 以下 以下 0.078 0.085 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.043 0.011 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.063 0.038 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.067 以下 以下 0.088 0.053 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.10 以下 以下 0.12 0.14 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.10 以下 以下 0.10 0.036 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.11 0.034 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008
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表－７　中小河川水質調査 採水日　平成15年11月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.024 0.011 以下 0.10 0.11 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.30 0.19 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.067 0.27 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.11 0.093 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.11 0.13 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.13 0.19 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.039 以下 以下 0.11 0.068 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.052 以下 以下 0.12 0.058 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.12 0.072 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.15 0.071 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.11 0.037 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.093 0.091 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.10 0.097 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.047 以下 以下 0.073 0.030 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.10 0.140 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.089 0.031 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.095 0.042 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 以下 0.082 0.077 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 以下 0.055 0.014 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.048 0.011 以下 0.067 0.057 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.069 0.054 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.10 0.059 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.054 0.043 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.051 以下 以下 0.068 0.055 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.064 以下 以下 0.069 0.096 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.084 以下 以下 0.089 0.050 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.091 0.041 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008

表－８　中小河川水質調査 採水日　平成16年2月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.21 0.067 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.37 0.18 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.12 0.15 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.12 0.031 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.13 0.19 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.14 0.13 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.032 以下 以下 0.11 0.046 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.041 以下 以下 0.13 0.017 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.032 以下 以下 0.13 0.087 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.20 0.16 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.096 0.015 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.090 0.084 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.043 以下 以下 0.096 0.092 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.073 以下 0.018 0.088 0.068 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.095 0.050 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.071 以下 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.11 0.014 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.14 0.029 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.056 0.011 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.042 以下 以下 0.062 0.028 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.049 以下 以下 0.095 0.014 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 0.019 0.036 0.023 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.067 0.074 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.051 以下 以下 0.088 0.052 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.062 以下 以下 0.10 0.15 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.094 以下 以下 0.095 0.080 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.070 0.039 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008
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表－９　中小河川水質調査 採水日　平成16年５月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.026 以下 以下 0.092 0.067 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.038 以下 以下 0.42 0.11 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.039 以下 0.014 0.12 0.19 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.19 0.067 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.11 0.081 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.14 0.12 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.037 以下 以下 0.12 0.031 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.049 以下 以下 0.11 0.015 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.13 0.037 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.038 以下 以下 0.18 0.067 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.14 0.018 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.087 0.038 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.11 0.055 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.041 以下 0.017 0.038 0.028 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.099 0.026 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.075 0.021 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.034 以下 以下 0.11 0.024 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.071 0.029 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.039 以下 以下 0.072 0.021 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.046 以下 以下 0.092 0.028 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.035 以下 以下 0.058 0.024 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.031 以下 0.018 0.036 0.023 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.027 以下 以下 0.057 0.054 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.044 以下 以下 0.068 0.046 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.058 以下 以下 0.066 0.024 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.081 以下 以下 0.075 0.034 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.074 0.029 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008

表－10　中小河川水質調査 採水日　平成16年８月 単位　(ppm)

Ｎｏ 　　水域名　（支川） 　測定地点 Ｃｄ Ｐｂ Ａｓ Ｓｅ Ｂ Ｃｕ Ｚｎ Ｆｅ Ｍｎ Ｃｒ Ｎｉ

1 鶴見川　　（砂田川） 団地入口橋 以下 以下 以下 以下 0.028 以下 以下 0.052 0.087 以下 以下

2 　　 　　　　（黒須田川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.033 以下 以下 0.072 0.12 以下 以下

3 　　　　 　　（布川） 荏田管理橋 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.069 0.11 以下 以下

4 　　　　 　　（寺家川） 宮前橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 以下 0.038 0.053 以下 以下

5 　　　　 　　（鴨志田川） いなり橋 以下 以下 以下 以下 0.022 以下 以下 0.079 0.11 以下 以下

6 　　　　 　　（奈良川） 神前橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 以下 0.076 0.12 以下 以下

7 　　　　 　　（大場川） 竹の下橋 以下 以下 以下 以下 0.037 以下 以下 0.069 0.066 以下 以下

8 　　　　 　　（鴨居川） 鴨居橋 以下 以下 以下 以下 0.038 以下 以下 0.053 0.058 以下 以下

9 　　　　 　　（岩川） 屋敷橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 以下 0.079 0.075 以下 以下

10 　　　　　 　（梅田川） 新治橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.17 0.069 以下 以下

11 　　　　 　　（白鳥川） 真橋 以下 以下 以下 以下 0.023 以下 以下 0.098 0.058 以下 以下

12 帷子川　　 中井橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.029 0.089 以下 以下

13 　　　　 　　（矢指川） 耕地橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.042 0.092 以下 以下

14 　　　　 　　（今井川） 八幡橋 以下 以下 以下 以下 0.079 以下 0.014 0.046 0.068 以下 以下

15 　　　　 　　（中堀川） 浜串橋 以下 以下 以下 以下 0.023 以下 以下 0.083 0.092 以下 以下

16 　　　　 　　（二俣川） 四季美橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 以下 0.043 0.042 以下 以下

17 　　　　 　　（新井川） 分水路際 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.11 0.054 以下 以下

18 　　　　 　　（くぬぎ台川） 原下橋 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.079 0.079 以下 以下

19 　　　　 　　（菅田川） 新川島橋 以下 以下 以下 以下 0.029 以下 以下 0.065 0.041 以下 以下

20 大岡川  　（日野川） 港南橋 以下 以下 以下 以下 0.036 以下 以下 0.084 0.068 以下 以下

21 境川　　 　（大門川） 中川橋 以下 以下 以下 以下 0.025 以下 以下 0.075 0.064 以下 以下

22 　　　　　 　（相沢川） 童橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 0.011 0.066 0.059 以下 以下

23 　　　　 　　（和泉川） 鍋屋橋 以下 以下 以下 以下 0.024 以下 以下 0.061 0.064 以下 以下

24 　　　　 　　（宇田川） 宇田川橋 以下 以下 以下 以下 0.039 以下 以下 0.054 0.059 以下 以下

25 　　　　 　　（阿久和川） ﾄｰﾖｰ橋 以下 以下 以下 以下 0.061 以下 以下 0.095 0.098 以下 以下

26 　　　　 　　（平戸永谷川） 渡戸橋 以下 以下 以下 以下 0.096 以下 以下 0.057 0.071 以下 以下

27 　　　　 　　（舞岡川） 元舞橋 以下 以下 以下 以下 0.021 以下 以下 0.083 0.062 以下 以下

定量限界値 <0.001 <0.005 <0.005 <0.002 <0.02 <0.01 <0.01 <0.02 <0.01 <0.02 <0.008  
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１．はじめに 
 環境省の報告１)にもあるように、現在、我が国は森林・湖沼等の

被害がみられる欧米と同レベルの酸性雨が降り続いている状況に

あり、さらに急速に工業化を進める東アジア近隣諸国からの影響も

懸念されている。この東アジアの問題については、2001 年 1 月に

『東アジア酸性雨モニタリングネットワーク』が正式稼働し、酸性

雨対策に向けての国際的な取り組みが開始されたところである。一

方、2000 年 9 月からは三宅島火山から酸性雨の主要な原因物質で

あるSO2ガスが大量に放出され始め
２)大きな問題となっている。 

 横浜市環境科学研究所では、1984 年から酸性雨に関する調査研

究を実施している。これまでの結果３)-6)から、横浜では国内の中で

やや強いレベルの酸性雨が降り続いていること、市内の森林土壌は

道路近傍を中心に一部地点で酸性化が生じていること、市内のブロ

ンズ像等の屋外器物に酸性雨の被害が生じていること等が明らか

になっており、さらに、最近の状況としては、三宅島火山ガスの影

響が加わり、器物への酸性雨の影響を加速させている7)ことも明ら

かになっている。これらのことから今後も、引き続き注意深く監視

していく必要がある。 

 ここでは、2003年の横浜の酸性雨（湿性沈着物及び乾性沈着物）

のモニタリング結果について報告する。 

 

２．調査内容 
(１)採取期間：2003年1月～12月 

(２)採取地点：横浜市環境科学研究所屋上（横浜市磯子区滝頭） 

(３)採取方法 

 自動雨水採取装置（小笠原計器製作所US-400 型）により湿性沈

着物（降水）と乾性沈着物を採取した。湿性沈着物は一雨毎に、降

り始め初期１mm と一降水全量を採取した。乾性沈着物は代理表面

法8)により１ヶ月単位で採取した。 

(４)分析項目及び分析方法 

 採取した試料は、湿性沈着モニタリング手引書9)に従い、pH、導

電率(EC)、SO4
2-、NO3

-、Cl-、NH4
+、Na+、K+、Ca2+、Mg2+を表－１に示

す方法で分析した。 

 

 

３．結果と考察 
(１)降水量 

 2003年1月～12月の1年間に86の降水を採取した。その貯水量

から算出した年間降水量は2139mm であった。この値は、採取地点

から約4km離れた横浜地方気象台における年間降水量10)（2132mm）

とほぼ一致していた。なお、2003年における年間降水量は平年（平

年値11)1622.5mm）よりかなり多かった。 

 

(２)ｐＨ 

図－１に2003年1月～12月までの一降水毎のpHの変化を示す。

2003 年の一降水全量の最高値は5.74(10 月 6 日)、最低値は3.04

（7月10 日）、降水量で重み付けした年平均値は4.69 であった。

一方、初期１mmは最高値が6.64(5月8日)、最低値が3.04（7月

10日）、年平均値が4.10であった。2003年は86の降水試料を得た

が、酸性雨とされるpH5.6以下のものは一降水全量が84試料（98％）、

初期1mmが77試料（90％）であった。 

 図－２に1984～2003年までのpHの経年変化を示す。経年的には、

一降水全量、初期１mmとも1990年頃からやや上昇傾向となってい

たが、2000 年からは三宅島火山ガスの影響 12)により急激に低下し

た。その後、一降水全量はやや回復傾向がみられるが、初期1mmに

ついては火山ガス放出前に比べると、依然としてまだかなり低い値

となっている。

    表－１ 分析項目及び分析方法 

分析項目 分析方法 

  pH   ガラス電極法 

  導電率（EC）   電気伝導度法 

  Na+，K+，NH4
+   イオンクロマトグラフ法 

  Ca2+，Mg2+   イオンクロマトグラフ法 

  SO4
2-，NO3

-，Cl-   イオンクロマトグラフ法 
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(３)湿性沈着量 

 表－２に湿性（降水）による各成分の沈着物の測定結果を示す。

また、図－３に非海塩起源SO4
2-（non sea salt SO4

2-、以下nssSO4
2-）、

NO3
-、非海塩起源Cl-（以下 nssCl

-）の酸性雨原因成分（以下、酸性

成分）及び NH4
+、非海塩起源 Ca2+（以下 nssCa

2+）の中和成分の経年

推移を示す。なお、非海塩成分の算出は、海水の成分組成をもとに

雨水中の Na+をすべて海塩由来と仮定して算出しており、算出した

非海塩成分が負となった場合は0として取り扱っている。また、欠

測期間のある年（1984 年、1986 年）については、［測定値］/［測

定月数］×［12］で年間値に補正した値を用いた。 

 2003 年の湿性による酸性成分の沈着量はnssSO4
2-が 83meq/㎡/年、

NO3
-が39meq/㎡/年、nssCl

-が5meq/㎡/年、これらの合計量（以下、

TA）が127meq/㎡/年であった。 

一方、中和成分は、NH4
+が 83meq/㎡/年、nssCa

2+が 13meq/㎡/年、

これらの合計量（以下、TN）が96meq/㎡/年であった。 

酸性成分、中和成分について、TA、TNで経年推移をみると、TA は

2000年以降やや増加傾向がみらており、その主な原因はnssSO4
2-の増

加にあるが、これは、前報7)，12)で報告したように、三宅島火山ガス

による影響と考えられる。 

一方、TN は測定開始以来、漸増傾向となっており、その主な原

因はNH4
+の増加にあり、2003年のNH4

+は測定開始当初に比べ、約2

倍の量となっている。 

  なお、（２）で述べたように、pHは1990年頃～1999年の間、や

や上昇傾向を示したが、この間、酸性雨原因成分（TA）は特に減少

傾向にはなかった。Hara13)はpHの評価としては、実際のpHだけで

なく、酸性成分だけによる潜在的なpH（pAi、ここでAi＝TA）を算

出し、。実pHと併せて評価することが重要であると述べている。 

図－４に一降水全量、初期１mm の pAi の経年推移を示す。これよ

り、1990年頃～1999年の間、潜在的pHは上昇してはおらず、むし

ろやや低下傾向にあることがわかる。実pH が上昇傾向を示したの

は主にNH4
+の増加にあると考えられる。 

 

(４)乾性沈着量 

 表－３に各成分の乾性沈着物の測定結果を示す。また、図－５に

酸性成分、中和成分の経年推移を示す。なお、欠測期間のある年

（1991～1993 年）については、［測定値］/［測定月数］×［12］

で年間値に補正した値を用いた（ただし、欠測期間が半年以上ある

1993年は解析対象から除いた）。 

 2003 年の乾性による酸性成分の沈着量はnssSO4
2-が 12meq/㎡/年、

NO3
-が11meq/㎡/年、nssCl

-が0.6meq/㎡/年、TAとしては24meq/㎡/

年であった。一方、中和成分はNH4
+が2.5meq/㎡/年、nssCa

2+が26meq/

㎡/年、TNとしては29meq/㎡/年であった。 

TA、TN で酸性成分、中和成分の沈着量の経年推移をみると、TA

は1991 年以降かなり減少してきており、特にnssSO4
2-の減少が著し

かった。これは主に軽油中硫黄分の削減等による効果14),15)と考えら

れる。一方、TNも1991年以降やや減少傾向がみられている。
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４．まとめ 
 2003年の酸性雨モニタリング調査の結果は次のとおりであった。 

（１）2003年の降水の年平均pHは初期1mm降水が4.10、一降水全

量が4.69であり、初期1mm降水は三宅島火山ガス放出前に比べか

なり低かった。 

（２）2003年の湿性（降水）によるnssSO4
2-、NO3

-、nssCl
-の沈着量は

83、39、5(meq/㎡/年)であり、nssSO4
2-沈着量は三宅島火山ガス放出

前に比べ、依然としてまだかなり多かった。 

（３）2003年の乾性によるnssSO4
2-、NO3

-、nssCl
-の沈着量は12、11、

0.6(meq/㎡/年)であった。 

 

表-2 湿性沈着量 

 pH 降水量 H+ NH4
+ K+ Na+ Mg2+ NO3

- Cl- nssCa
2+

nssSO4
2- nssCl

- TA TN N/S比

  初期1mm 一降水 mm meq/m2/年   

1984年 4.43(3.82) 4.77(3.79) 853  14 24 1.0 16 5 11 27 5  36  10  57  29 0.31 

(1984年)     (1280) (22) (37) (1.5) (24) ( 8) (16) (40) ( 8) (54) (15) (85) (45) (0.30) 

1985年 4.24(3.39) 4.69(3.88) 1824  37 38 1.8 45 13 22 68 14 53  19  94  52 0.42 

1986年 4.10(3.46) 4.47(3.57) 1003  34 42 3.1 20 5 28 42 8  44  18  90  50 0.64 

(1986年)     (1337) (46) (56) (4.1) (27) ( 7) (37) (56) (11) (58) (25) (120) (66) (0.64) 

1987年 4.38(3.80) 4.73(4.02) 1408  27 40 4.4 26 7 24 46 9  50  18  92  49 0.48 

1988年 4.36(3.79) 4.64(3.94) 1694  39 48 1.8 30 8 31 59 11 77  26  134  59 0.40 

1989年 4.32(3.64) 4.57(3.85) 2277  62 71 2.8 53 19 45 86 23 89  26  160  94 0.51 

1990年 4.29(3.53) 4.63(3.85) 1764  42 37 2.8 95 27 28 111 25 55  14  97  62 0.51 

1991年 4.19(3.62) 4.71(3.79) 2196  43 60 1.8 38 15 26 62 20 59  18  103  80 0.44 

1992年 4.22(3.41) 4.61(3.74) 1654  40 54 1.8 47 13 26 74 18 54  19  99  72 0.48 

1993年 4.31(3.73) 4.75(3.78) 1952  34 62 2.1 34 12 33 69 25 59  30  122  87 0.56 

1994年 4.26(3.48) 4.55(3.68) 1372  39 48 1.0 35 12 39 54 23 58  15  112  71 0.67 

1995年 4.33(3.74) 4.77(3.99) 1524  26 45 1.5 37 10 29 58 16 45  15  89  61 0.64 

1996年 4.35(3.57) 4.74(3.76) 1653  30 57 1.8 43 11 37 67 24 58  19  114  81 0.64 

1997年 4.37(3.62) 4.62(3.81) 1162  28 45 1.5 47 13 30 68 16 44  13  87  61 0.68 

1998年 4.47(3.40) 4.83(3.90) 2114  31 74 2.1 75 22 45 120 35 65  32  142  109 0.69 

1999年 4.46(3.78) 4.84(3.89) 1651  24 59 1.3 42 12 34 73 14 47  23  104  73 0.72 

2000年 4.16(3.24) 4.47(3.49) 1635  55 60 1.7 52 12 35 99 14 73  39  147  74 0.48 

2001年 3.92(2.98) 4.49(3.21) 1721  55 72 2.2 82 16 40 106 17 88  16  144  89 0.45 

2002年 4.14(3.45) 4.62(3.71) 1730  41 73 2.4 100 22 43 127 24 84  12  139  97 0.51 

2003年 4.10(3.04) 4.69(3.04) 2139  44 83 2.0 52 10 39 64 13 83  5  127  96 0.47 

年平均 4.26(2.98) 4.65(3.04) 1748  39 57 2.0 52 14 34 78 19 63  20  117  76 0.53 

  注1）1984年は1月～4月，1986年は3月～5月が欠測。 （ ）は［測定値］÷［測定月数］×12で年間値に補正した値。    

  注2）pHの（ ）は最低値を示す。     

  注3）nssXはNa+をすべて海塩起源と仮定した場合のその成分の非海塩起源（non sea salt）を示す。    

  注4）TAは酸性成分の総量（nssSO4
2-＋NO3

-＋nssCl-），TNは中和成分の総量（NH4
+＋nssCa2+），N/S比はNO3

-/（nssSO4
2-当量比を示す。  

  注5）年平均の欄には欠測のある年（1984年，1986年）を除いた18ヶ年の平均を示した。    

 

      表-３ 乾性沈着量    
  測定 NH4

+ K+ Na+ Ca2+ Mg2+ SO4
2- NO3

- Cl- nssCa
2+

nssSO4
2-

nssCl
- TA TN N/S比 

  月数          meq/m2/年               

1991年 8 6.4  1.4  21  30  14 30  11 41 29  28  17  56  35  0.39  

(1991年) (12) (9.6) (2.1) (31) (46) (22) (45) (16) (61) (44) (42) (25) (83) (54) (0.39) 

1992年 6 4.2  1.0  14  22  10 19  8 27 21  17  10  35  25  0.47  

(1992年) (12) (8.5) ( 2.0) (28) (43) (20) (37) (15) (53) (42) (34) (20) (69) (51) (0.47) 

1993年 1 0.6  0.1  1  2  0 1  1 2 2  1  1  3  3  - 

1994年 12 5.9  1.8  20  39  14 28  18 38 38  25  16  59  44  0.72  

1995年 12 4.8  2.0  16  33  7 17  13 26 32  15  8  36  37  0.87  

1996年 12 6.8  1.4  17  49  12 27  14 29 48  25  9  48  55  0.56  

1997年 12 2.8  1.3  18  41  6 19  15 20 40  16  1  32  43  0.94  

1998年 12 2.3  1.1  14  41  5 20  12 24 41  18  7  37  43  0.67  

1999年 12 2.9  1.1  17  25  7 12  11 25 24  10  6  27  27  1.08  

2000年 12 2.5  1.2  13  24  5 12  11 18 23  11  4  26  26  1.00  

2001年 12 3.3  1.2  15  27  6 16  13 21 26  14  4  31  29  0.93  

2002年 12 3.4  1.2  20  27  6 13  11 22 26  10  1  22  29  1.07  

2003年 12 2.5  1.1  15  26  5 14  11 18 26  12  0.6  23  28  0.90  

年平均 12  3.7  1.3  17  33  7 18  13 24 32  16  6  34  36  0.87  

  注1）1991年は1年のうち4ヶ月，1992年は6ヶ月，1993年は11ヶ月が欠測。 （ ）は［測定値］÷［測定月数］×12で年間値に補正した値。  

  注2）nssXはNa+をすべて海塩起源と仮定した場合のその成分の非海塩起源（non sea salt）を示す。    

  注3）TAは酸性成分の総量（nssSO4
2-＋NO3

-＋nssCl-），TNは中和成分の総量（NH4
+＋nssCa2+），N/S比はNO3

-/（nssSO4
2-当量比を示す。 

  注4）年平均の欄には欠測のない8ヶ年(1994年～2003年)の平均を示した。    
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横浜市（磯子区）における殺虫剤、殺菌剤、

除草剤の湿性沈着について

酒井 学 (横浜市環境科学研究所)

Wet-deposition of pesticides (insecticides, fungicides, herbicides)
at Isogo Ward of Yokohama

Manabu Sakai (Yokohama Environmental Research Institure)

キーワード：殺虫剤、殺菌剤、除草剤、沈着、ジクロルボス、クロロタロニル、フェニトロチオン

要旨

横浜市磯子区において、平成 年４月から平成 年３月にかけて、降水中の殺虫剤、殺菌剤、除草剤に関する調査を行14 15

い、湿性沈着量を求めた。その結果、有機リン系殺虫剤のジクロルボスが年間141μg/m であり、次いで殺菌剤のクロロタ2

ロニルが50μg/m であった。平成14年度のPRTRデータ等から、横浜市をはじめとする多くの地域でジクロルボスやクロロタ2

ロニルが使用されており、その一部が揮散した後、大気から雨水を経て、地上に沈着したものと考えられた。

１．はじめに

農作物を病虫害から守り、除草等を効果的に行うため、

また倉庫等における害虫駆除のため、多様な農薬や防疫用

。 、 、の殺虫剤が使用されている これらは 生産性を高めたり

公衆衛生の向上に貢献する反面、周辺生態系に影響を及ぼ

すおそれがあり、一部について、公共用水域の指針値が設

定されている。また、平成11年に公布された「特定化学物

質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す

る法律（PRTR法 」では、多くの農薬や防疫用殺虫剤が同）

法の対象となり、使用量（推計）が公開され、リスクマネ

ジメントへの活用も図られつつある。

一方、農地等で散布した農薬や建物等で使用した防疫用

殺虫剤は、一部が大気中に揮散した後、移動し、雨水に取

り込まれて地上に沈着することが知られている 。これ1-5)

は、雨水を経由して、農薬や殺虫剤を広範囲に散布した形

である。

そこで、平成 年４月から平成 年３月に雨水を採取14 15

し、殺虫剤、殺菌剤、除草剤の湿性沈着量を調べるととも

に、PRTR法に基づく排出量（推計値）との比較を行った。

２．調査方法

２－１ 試料採取及び試料調製

試料採取は以前の調査に準じ 、横浜市磯子区滝頭の環3)

20m 5km境科学研究所屋上 高さ で雨水を採取した 周囲（ ） 。

以内には、住宅、商業施設、医療施設、教育施設、工場

等の産業施設は存在するものの、田畑等農地は少ない場

所である。

平成14年４月から平成15年３月までの間で、１降雨あ

たり5mm以上のものについて分析対象とした。雨水試料を

採取後、固相抽出処理し（Sep-pak PS-2 、超高純度窒素）

ガスパージにより1m 以下に濃縮した。L

２－２ 殺虫剤、殺菌剤、除草剤の分析

以前の調査同様に 、51種類の殺虫剤等についてＧＣ－3)

（アジレント製 ）及びＧＣ－ＦＰＤ（アジレントMS 5973

） 。 、 、製 を用いて分析を行った カラムは ＭＳの場合6890

(内径 、長さ )、 の場合、 (内DB-5ms 0.25mm 30m GC DB-5

径 、 長さ ）を用いた。0.32mm 30m

２－３ 気象データ

4km試料採取日の気象データは、当研究所から北東約

に位置する横浜地方気象台による観測値を用いた 。6)

３．結果及び考察

平成 年４月から平成 年５月までの雨水 試料を14 15 63

分析したところ、４種類の殺虫剤（ジクロルボス、フェ

ニトロチオン、マラチオン、ダイアジノン 、４種類の殺）

菌剤（クロロタロニル、フサライド、メプロニル、トル

クロホスメチル 、１種類の除草剤（モリネート）が検出）

され、最も高い濃度は平成 年２月 日のジクロルボ15 24

スの μ （降水量 )であった。0.94 g/L 5.5mm

雨水中の農薬濃度と降水量の関係から単位面積あたり



の湿性沈着量を求めたところ、年間10μg/m 以上は、ジク2

ロルボス、クロロタロニル、フェニトロチオンの３種類

であった（表―１ 。今回最も湿性沈着量の多かったもの）

は、農地や建物内において農薬や防疫用殺虫剤として使

用されるジクロルボスであり、年間141μg/m となった。2

次に、農地、庭園、ゴルフ場などで殺菌剤として使用さ

れるクロロタロニル（50μg/m 、農地、庭園、ゴルフ場2）

などで殺虫剤として使用されるフェニニトロチオン（22

μg/m ）となった。他の48種類の農薬については、年間湿2

以下であった。性沈着量は10μg/m2

表―１ 湿性沈着量及び環境排出量

横浜市磯子 平成１４年 単位面積あ 単位面積あた

区滝頭にお 度の横浜市 たりの環境 りの年間沈着

ける単位面 全域の環境 排出量 量の排出量に*)
積あたりの 排出量 μ 対 する 比 率(kg) ( g/m )2

年間湿性沈 （％）

着量

( g/m )μ 2

141 3350 7700 1.8ジクロル

ボス

50 1560 3600 1.4クロロタ

ロニル

22 2690 6200 0.35フェニト

ロチオン

10・他の殺虫剤、殺菌剤、除草剤等は湿性沈着量が年間

μ 以下g/m2

・平成１４年度の横浜市全域の環境排出量： かながわの「
7)ＰＲＴＲ」

横浜市全域における環境排出量と市の面積から換算*)

平成 年～ 年の宇都宮の調査と今回の横浜（磯子11 12

区滝頭）の調査を比較すると、宇都宮の年間湿性沈着量

はフェニトロチオンが546μg/m 、フェノブカルブが41.92

μg/m 、ダイアジノンが38.3μg/m 、モリネートが21μg2 2

/m となっており 、横浜（磯子区滝頭）におけるこれら2 4)

殺虫剤等の湿性沈着量は、宇都宮よりもかなり少ない結

果であった。次にジクロルボス及びクロロタロニルの湿

性沈着量について、月別の変化を、月間降水量（5mm以下

のものを除いて計算したもの）とともに、図-1に示した。

ジクロルボス、クロロタロニルいずれも冬季の沈着量が

春～秋季より少ない傾向が認められるが、月による変動が

大きく、７月の沈着量が５月、６月と比較して極めて少な

くなっていた。平成 年７月の月間降水量は、台風６号及び14

台風７号による大雨の寄与が大きく、５月、６月の雨と気象状況

が異なっており、これが沈着量の変化に関係しているのではない

かと思われた。

図－１ 平成１４年度月別の湿性沈着量及び降水量

最後に湿性沈着量が 0μg/m 以上の殺虫剤（ジクロル1 2

ボス、フェニトロチオン 、殺菌剤（クロロタロニル）に）

ついて、 法に基づく環境排出量の推計データとの比PRTR

較を行った（表－１ 。）

ジクロルボスの場合、平成14年度の横浜市の環境排出

量（使用量）は年間3350kg（推計）であった（参考：神

奈川県全体では、11600kg、東京都全体で21900kg、千葉

、 、 、県で16200kgとなり 横浜市のみならず 周辺の自治体で

広く使用、排出されている。 。また、ジクロルボスの8)）

排出量を、横浜市の面積( )で除し、横浜市435,000,000m2

。の単位面積あたりに換算すると年間7700μg/m となった2

年間湿性沈着量は、141μg/m であり、単位面積あたりの2

環境排出量と沈着量を比較すると、沈着量は環境排出量

の に相当した。1.8%

 a) ジクロルボスの湿性沈着量

0

10

20

30

40

50

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
（月）

μg/m2

b) クロロタロニルの湿性沈着量

0

10

20

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

（月）

μg/m2

c) 月間降水量

0

100

200

300

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

（月）

mm



2また、クロロタロニルは、年間湿性沈着量は5 μg/m0

で、横浜市の単位面積あたりの環境排出量の1.4％に相当

し、フェニトロチオンでは、単位面積あたりの環境排出

量の に相当した。0.35%

４．まとめ

横浜市磯子区に位置する横浜市環境科学研究所の屋上

にて雨水を採取し、農薬の湿性沈着量を求めたところ、

殺虫剤のジクロルボス（ μg/m 、殺菌剤のクロロタ141 2）

ロニル（ μg/m 、殺虫剤のフェニトロチオン（ μg50 222）

/m ）の３種類が年間10μg/m 。これらは、2 2を超えていた

横浜市における単位面積あたりの環境排出量（ＰＲＴＲ

による推計値）の ～ パーセントに相当していた1.8 0.35

が、横浜市以外の周辺自治体で広く使用、排出されてお

り、発生源や使用状況等について不明な点も多く、更な

る検討が今後の課題と思われた。
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２．主要機器一覧表 

品    名 規    格 数 量 配    置 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

走 査 型 電 子 顕 微 鏡 

同 上 用 Ｘ 線 分 析 装 置 

分 光 光 度 計 

全 有 機 炭 素 分 析 計 

凍 結 濃 縮 装 置 

水 銀 分 析 計 

原 子 吸 光 光 度 計 

高周波プラズマ質量分析装置 

高周波プラズマ発光分光分析装置 

慢 性 毒 性 試 験 装 置 （ 魚 用 ） 

電 気 炉 

標 準 ガ ス 精 密 希 釈 装 置 

石 英 ガ ラ ス チ ャ ン バ ー 

ﾊ ﾟ ｰ ｿ ﾅ ﾙ ･ ﾀ ﾞ ｽ ﾄ ﾓ ﾆ ﾀ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 

液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ 

同 上 用 蛍 光 モ ニ タ ー 

炭素・水素・窒素（CHN）分析計 

同 上 用 オ ー ト サ ン プ ラ ー 

揮 発 成 分 混 合 ガ ス 発 生 装 置 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

ﾏｲｸﾛｳｪﾙﾌﾟﾚｰﾄ測定用吸光光度計 

デ ー タ レ コ ー ダ 

２ c h F F T 分 析 器 

広帯域 1/3 ｵｸﾀｰﾌﾞ実時間分析器 

騒 音 振 動 作 図 装 置 

騒 音 振 動 デ ー タ 処 理 機 

広 帯 域 精 密 騒 音 計 

       

JEOL 製 JMS-700     

日立 S-4700 

EDAX 

日立 U2000     

ベックマン MODEL 915-B 

大洋科学工業 FC-6     

日本インスツルメンス RA-3 

パ－キンエルマ- アナリスト 300 

島津 ICPM-8500         

島津 ICPS-7000 

関東工機製作所製 外 

ADVANTEC KL-280 外 

製鉄化学工業 SDS-401 

ダイレック 

柴田科学 PDS-1        

島津 LC-6A 

日立 F-1150    

柳本 CHN コーダー MT-3 型 

ヤナコ MTA-5 

紀本電子製 SS-1002 

JEOL 製 JMS-700D     

島津 GCMS-QP2010 

ﾅﾙｼﾞｪﾇﾝｸｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ｲﾑﾉﾐﾆ NJ-2300 

ソニー PC204,208    

小野測器 CF-360 

リオン SA-27     

日本ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ 7550B 

ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ モデル 712/100 

小野測器 LA-5110   
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１式 
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１式 
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電 子 顕 微 鏡 室 
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液 ク ロ マ ト 室 

液 ク ロ マ ト 室 

液 ク ロ マ ト 室 

液 ク ロ マ ト 室 

原 子 吸 光 室 

原 子 吸 光 室 

原 子 吸 光 室    

生 物 研 究 室  

分 解 室 （ 3 F ） 

標準ガス調製室  

標準ガス調製室    

標準ガス調製室    

元 素 分 析 室  

元 素 分 析 室    

元 素 分 析 室  

元 素 分 析 室    

元 素 分 析 室  

ガ ス マ ス 室    

ガ ス マ ス 室    

実 験 室 （ 4 F ）    

音 環 境 研 究 室 

音 環 境 研 究 室    

音 環 境 研 究 室 

音 環 境 研 究 室 

音 環 境 研 究 室 

音 環 境 研 究 室 
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品    名 規    格 数 量 配    置 

ｵｰﾄｱﾅﾗｲｻﾞｰ（HPLC 分析装置） 

ガスクロマトグラフ分析装置 

農 薬 分 析 装 置 

イ オ ン ク ロ マ ト グ ラ フ 

分 光 光 度 計 

ポータブル窒素酸化物測定器 

ｻｰ ﾏ ﾙ ﾃ ﾞ ｿ ｰ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ ｶ ﾞ ｽ ｸ ﾛ ﾏ ﾄ ｸ ﾞ ﾗ ﾌ 

高 速 液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ 

高 精 度 オ ゾ ン 計 

コ ン ポ ジ ッ ト サ ン プ ラ ー 

風 向 別 制 御 装 置 

科 学 技 術 計 算 シ ス テ ム 

薬 品 管 理 シ ス テ ム 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

自 動 雨 水 採 取 装 置 

風 向 風 速 計 

β線式浮遊粒子状物質自動測定器 

高 精 度 自 動 体 積 計 

標 準 圧 密 試 験 器 （ ３ 連 型 ） 

ソ イ ル ミ キ サ ー 

高 精 度 弾 性 波 速 度 測 定 装 置 

6 ペ ン レ コ － ダ － 

光 透 過 式 ス モ － ク メ － タ － 

直 挿 型 N O X 分 析 計 

DIONEX DX-120 

HP6890，島津 GC-14A 外 

アジレント 5973N 外 

DIONEX DX-320 

日本分光 V-550 外 

MEXA-120 NOx 

パーキンエルマー ATD-400 

アジレント 1090 

紀本電子工業製 

日科機 S-4081 

日本公害防止技術ｾﾝﾀｰ WDP-100 

富士通 GRANPOWER 5000 外 

関東化学 IASO 2000 

JEOL 製 AUTOMASS Sun 

小笠原 US-330+300 型 

海上電機 WA-200 外 

DKK DUB-32 

エステック VM-100  

丸東 S43-3 UL-1 

丸東 SE-27     

丸東製作所製   

理化電機 

堀場製作所 

堀場 MEXA-120 NOX 

１式 

5 式 

3 式 

１台 

1 式 

１式 

１式 

１式 

１台 

１式 

１式 

１式 

１式 

１式 

１式 

2 台 

１台 

１式 

１台 

１台 

１台 

１台 

１台 

１台 

実 験 準 備 室  

ｶﾞｽｸ ﾛ ﾏ ﾄ ｸ ﾞ ﾗ ﾌ室 

ｶ ﾞｽ ｸ ﾛ ﾏ ﾄ ｸ ﾞ ﾗ ﾌ室 

都市環境研究室 

大 気 試 験 室 

大 気 試 験 室 

大 気 試 験 室 

大 気 試 験 室 

器 材 庫 ( 5 F ) 

器 材 庫 ( 5 F ) 

器 材 庫 ( 5 F ) 

中央データ処理室 

中央データ処理室 

微量ガス分析室 

屋 上 

屋 上 

屋 上 

処 理 実 験 室 

地盤環境研究室 

地盤環境研究室  

地盤環境研究室  

標準ガス調製室  

器 材 庫 ( 5 F ) 

器 材 庫 ( 5 F ) 



３．調査研究事業予算一覧

（単位：千円）

調査研究事業名 平成１６年度

ダイオキシンに関する研究 26,850

環境ホルモン環境調査 2,231

水と緑の資源を生かした環境共生都市推進計画の策定 10,000

都市持続的発展研究（酸性雨） 1,036

ヒートアイランド対策事業 23,990

大気環境に関する研究 838

水域環境の改善に関する研究 1,002

水質汚濁対策推進に関する研究 248

地盤環境に関する研究 1,395

音環境に関する研究 388

合　　計 67,978



 

４．学会等研究発表 
 

学 会 大 会 名 年 月 題      名 発表者・共同研究者 

日本珪藻学会第24回大会 2003. 5 河川珪藻群集構造の評価のための顕微鏡観察用
資料 

○福嶋悟 

第9回河川技術シンポジ
ウム 

2003. 6 出水が河床石面付着物に及ぼす影響に関する実
験的検討 

○皆川朋子･萱場祐一･尾澤卓思(土木
研自然共生研究セ)、福嶋悟 

平成15年度神奈川県市環
境・公害研究機関合同発

表会 

2003. 6 下水処理水によるせせらぎの再生と生物 ○福嶋悟 

全国環境研協議会関東甲

信静支部騒音振動専門部

会 

2003. 7 横浜市生活環境の保全等に関する条例：騒音振
動関係 

○鹿島教昭 

なかくっ子探検隊・NHK
横浜子ども環境クルーズ 

2003. 7 宇宙から見た東京湾 ○水尾寛己 

大気汚染学会特別講

演会  
2003. 7 増え続ける光化学オキシダント－その原

因と対策－、測定法における問題点  
○平野耕一郎 

エアロゾル学会エアロ

ゾル基礎講座  
2003. 7 大気粒子の質量濃度測定と組成分析  ○平野耕一郎 

IUGG 2003 2003. 7 Field Measurements Of Atmospheric Aerosols And 
Trace Gases At Amami-Oshima In APEX-E2 

○S. Sudo, S. Yonemura, T. Maeda, N. 
Kaneyasu, Y. Shirasuna, K. Hirano, K. 
Sera, S. Futatsugawa, R. Imasu 

平成15年度第1回環境科
学研究所研究発表会 

2003. 8 音声情報装置を用いた視覚障害者の歩行実験 ○鹿島教昭 

〃 〃 ヒートアイランド対策としての屋上緑化の温度

低減効果 
○佐俣満夫 

〃 〃 横浜市内の池に生息する魚類・甲殻類(十脚類)
とその変化に関する研究 

○樋口文夫 

〃 〃 横浜市内環境大気中におけるダイオキシン類調

査 
○越智洋之 

第44回大気環境学会 2003. 9 三宅島火山ガス放出後の酸性雨の状況－20003
年5月までの状況－ 

○加藤善徳、梅田てるみ(横浜市食肉
衛生検査所) 

〃 〃 奄美大島で2003年春季に測定した大気エアロゾ
ル中の化学組成とその発生源推定 

○鶴田治雄、須藤重人、白砂裕一郎･

平野耕一郎、世良耕一郎、二つ川

章二、前田高尚 
〃 〃 蒸気拡散法によるベンゼン、トルエン、キシレ

ン（ＢＴＸ）の発生 
○加賀健一郎、平野耕一郎･白砂裕一

郎、光崎純、泉克幸 
〃 〃 拡散型サンプラーによるVOCの捕集性能と理論

的サンプリングレートの算出 
○光崎純、中井里史、加賀健一郎、

白砂裕一郎･平野耕一郎 
〃 〃 オゾン濃度スケールの国際的相互比較 ○向井人史、谷本浩志、平野耕一郎 

第44回大気環境学会年

会 

2003. 9 道路沿道における大気汚染物質濃度予測モ
デルに関する研究  

○平野耕一郎 

応用生態工学研究会  第
7回大会 

2003.10 川床付着物と視覚的評価の関係に関する研究 ○皆川朋子･萱場祐一･尾澤卓思(土木
研自然共生研究セ)、福嶋悟 

全国環境研協議会関東甲

信静支部水質専門部会東

京湾連絡会 

2003.10 横浜市沿岸水域で発生した赤潮及び魚介類の死
亡原因に関して 

○水尾寛己・下村光一郎 

日本環境技術協会環境技

術講演会 
2003.10 浮遊粒子状物質測定の現状と期待される測定技

術 
○平野耕一郎 

自然共生研究センター研

究報告会2003 
2003.11 出水が付着藻類に及ぼす影響について ○皆川朋子(土木研究所自然共生研究

セ)、福嶋悟 
日本珪藻学会第23回研究
集会 

2003.11 横浜市内河川における珪藻群集の長期的モニタ
リング(1973～2002年) 

○福嶋悟 



 

日本珪藻学会第23回研究
集会 

2003.11 日本産Gomphonema biceps Meisterについて ○福島博･小林艶子 (藻類研 )、福嶋
悟、吉武佐紀子(湘南短期大) 

第6回エメックス会議(エ
メックス2003) 

2003.11 東京湾の水環境は改善されたか ○小倉久子(千葉県環境研究セ)、安藤
晴夫･山崎正夫(東京都環科研)、柏
木宣久(統計数理研)、二宮勝幸 

第1回青潮ワークショッ
プ 

2003.12 横浜市沿岸水域で発生した赤潮、青潮について ○水尾寛己 

室内環境学会年会特別

シンポジウム 
2003.12 標準測定法－室内空気汚染測定法の現状と

学会からの提案－ 
○平野耕一郎 

室内環境学会年会  2003.12 蒸気拡散法による高圧容器詰め標準ガスの濃度
評価 

○加賀健一郎、泉克幸、中井里史、光

崎純、平野耕一郎･白砂裕一郎 
〃 〃 VOC用拡散型サンプラーの理論的サンプリング

レート算出法の検討 
○光崎純、中井里史、泉克幸、加賀健

一郎、平野耕一郎･白砂裕一郎 
Findings and Current 
Problems in the Asian 
Particle Environmental 
Change Studies: 2003 

2003.12 Characterization, source identification, and optical 
properties of atmospheric aerosols measured at 
Amami-Oshima, southwest Japan, during spring 
seasons under the APEX field campaign program 

○H. Tsuruta, S. Sudo, S. Yonemura, Y. 
Shirasuna, K. Hirano, K. Sera, S. 
Futatsugawa, T. Maeda, N. Kaneyasu, 
N. Takeuchi, T. Takamura, T. Nakajima

(社)日本建築学会  第22
回 環境振動シンポジウ
ム 

2004. 1 苦情から考える環境振動問題 ○鹿島教昭 

平成15年度第2回環境科
学研究所研究発表会 

2004. 1 地盤情報活用システムの概要について ○井上友博 

〃 〃 エコロジカルネットワーク調査 『トンボはど

こまで飛ぶか』調査結果について 
○島村雅英･小野勝義 

〃 〃 小河川における環境基準達成のための要因に関

する調査 
○小市佳延･福嶋悟 

〃 〃 市内河川の環境ホルモン調査結果－平成14年度
－ 

○倉林輝世･二宮勝幸 

    
第2回青潮ワークショッ
プ 

2004.2 魚介類の死亡原因と気象要因等について ○水尾寛己 

第38回水環境学会 2004. 3 東京湾、横浜市沿岸水域で発生したMesodinium 
rubrumによる赤潮及び生物被害 

○水尾寛己･下村光一郎、鳥海三郎(観
音崎自然博)、風間真理(東京都環境
局)、岡敬一(神奈川県環境科セ)、
小野寺典好･阿久津卓(横浜市環保
局) 

東京湾岸自治体環境保全

会議 
2004. 3 最近の東京湾の水環境 ―赤潮発生状況を中心

に― 
○水尾寛己 

 

５．雑誌等投稿 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

月刊下水道 2003. 4 福嶋悟 下水道の普及と河川生態系の再生②

［要 旨］ 流域に下水処理場がある河川とない河川の水環境特性、河川水質の回復と生物の分布変化、流域を越えた生

物の移動について示した。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 
(社)日本騒音制御工学会技術
レポート第 27号 

2003. 4 鹿島教昭、吉久光一･岡田恭明(名城大学)、
大島俊也･山本貢平(小林理学研)、石井晧
(千葉県環境研究セ)、今泉博之･国松直(産
総研)、山田一郎(空港環境整備協会航空環
境研究セ)、長谷部正基(北大) 

屋外の騒音伝搬に関する最近の研究

動向 

［要 旨］ 騒音伝搬に関する国内外の文献調査として､近年(10 年間程度)に発表された論文を収集し、論文リスト及び主
要論文の抄録を作成した。本技術レポートはその成果を取りまとめたものであり、付録として国際規格の動向と国際騒音



 

制御工学会で取りまとめた遮音壁に関するレポートの全訳を掲載した。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

月刊下水道 2003. 5 福嶋悟 下水道の普及と河川生態系の再生③

［要 旨］ 下水処理水を維持用水として利用している河川の藻類群集の特徴、藻類と水生動物との関係、河川生態系か

ら見た水環境における今後の課題について示した。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

河川技術論文集第 9巻 2003. 6 皆川朋子･萱場祐一･尾澤卓思(土木研究所

自然共生研究セ)、福嶋悟 

出水が河床石面付着物に及ぼす影響

に関する実験的検討 

［要 旨］ 河川における遷移期間の異なる藻類群集に、出水が及ぼす影響について比較した結果、遷移期間が短い(13～
15 日間)群集は、長い遷移期間(43～45 日)より明瞭に藻類量の減少が認められた。また、出水の有無により付着物の質的な
相違が生じることが示された。 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

Journal of Health Science 2003. 6  Manabu Sakai Investigation of pesticides in 
rainwater at Isogo Ward of 
Yokohama 

［要 旨］ 2001 年 8 月から 2002 年 7 月まで、横浜市磯子区で、雨水中の農薬調査を行った。その結果、６種類の農薬
が検出され、最も高い濃度は、ジクロルボスの 0.33μg/L(2002年 5月 7日)であった。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

海の研究 2003. 7 安藤晴夫･山崎正夫(東京都環科研)、柏木宣
久(統計数理研)、二宮勝幸、小倉久子(千葉
県環境研究セ) 

東京湾における水温の長期変動傾向

について 

［要 旨］ 1976年から 1998年までの公共用水域の水質測定結果を用いて東京湾全域の水温の長期変動傾向を調べたとこ
ろ、5 月～8 月に下降傾向、10 月～3 月に上昇傾向が認められた。また、地域的には、外洋水の流入経路に当たる湾南西部

の海谷に沿う地点でこうした上昇・下降傾向が顕著であることが明らかとなった。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

大気環境学会誌 第 39 巻 
第 1号 

2004. １ 梅田てるみ･加藤善徳 酸性雨等による金属材料への影響調

査－三宅島火山ガス放出後の金属溶

出量、腐食量の状況－ 

［要 旨］ 1999年 1月～2001年 8月の間、横浜市磯子と山梨県道志で酸性雨による金属影響調査を行った結果、三宅島
火山ガスの影響により、降水の酸性度が増し、金属溶出量が増大していることがわかった。また、その影響は山間部にも

及んでいることがわかった。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

横浜の川と海の生物(第 10
報・河川編) 

2004. 2 福嶋悟 横浜市内を流れる河川における付着

藻類の分布状況(2002～2003年) 

［要 旨］ 2002 年夏期と冬期に横浜市内河川の 91 地点で藻類調査を行った結果から、群集構造の特徴、季節的出現状
況、藻類指標による水質評価についてまとめた。また、付着藻類調査の新たな展開について検討した。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

横浜の川と海の生物(第 10
報・河川編) 

2004. 2 福嶋悟･樋口文夫･水尾寛己、阿久津卓(横浜
市環保局水質地盤課) 

横浜市内河川の水質環境 (2002～
2003年) 

［要 旨］ 2002 年夏期と冬期に横浜市内河川の 91 地点で水環境調査を行った結果から、水質の現況についてとりまと
め、約 10年間における水質状況の変化について検討した。 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 



 

横浜の川と海の生物(第 10
報・河川編) 

2004. 2 金田彰二(日本工学院専門学校)、福嶋悟 横浜市内河川における底生動物相

(第 10報、2002～2003年) 

［要 旨］ 2002 年夏期と冬期に横浜市内河川の 90 地点で水環境調査を行った結果から、底邸動物群集の特徴につて河
川規模と生活型や摂食機能群、季節性、水質評価などについてまとめた。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

横浜の川と海の生物(第 10
報・河川編) 

2004.2 村上雄秀(国際生態学セ)、福嶋悟 横浜市内河川の沈水植物(第７報) 

［要 旨］ 2002 年夏期と冬期に横浜市内河川の 91 地点で水草等の分布状況調査を行った結果についてとりまとめ、外
来生のオオフサモを市内河川で初めて出現したことを明らかにした。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 
横浜の川と海の生物(第 10
報・河川編) 

2004.2 阿久津卓(横浜市環保局水質地盤課)、樋口
文夫･水尾寛己･福嶋悟 

横浜市内河を流れる河川の鳥類相

(2002～2003年) 

［要 旨］ 2002 年夏期と冬期に横浜市内河川の 91 地点で水草等の分布状況調査を行った結果についてとりまとめ、河
川敷などの水辺空間が保全されている鶴見川と境川水系では、カモ類、シギ・チドリ類、スズメ目の種類が多く出現する

ことを明らかにした。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

横浜の川と海の生物(第 10
報・河川編) 

2004.2 樋口文夫・水尾寛己、木村喜芳（横浜市港

南福祉保健センター） 
横浜市内河川における淡水魚類相調

査報告（2002～2003） 

［要 旨］ 2002 年夏期と冬期に横浜市内河川の 91 地点で水環境調査を行った結果、魚類相の特徴は、下流域の出現魚
種の増加、放流等による移入種の定着が見られた。生物指標の評価では水環境が鈍化している傾向を示した。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

横浜の川と海の生物(第 10
報・河川編) 

2004.2 樋口文夫・水尾寛己・福嶋悟 横浜の淡水エビ・カニ類調査報告

（2002～2003） 

［要 旨］ 2002 年夏期と冬期に横浜市内河川の 91 地点で水環境調査を行った結果から、十脚甲殻類の生息状況をとり
まとめた。上流域は淡水性のエビ類の減少、下流域ではエビ・カニ類が増加してきていた。 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

酸性雨報告書－関東地方環

境対策推進本部大気環境部

会－ 

2004. 3 加藤善徳、加藤恵美子 (栃木県保健環境
セ)、古明地哲人(東京都環科研) 

土壌影響予察調査 

［要 旨］ 酸性雨等による森林への影響を調べるため、3 年計画で関東周辺地域の自治体と共同で森林土壌の調査を実
施している。本年は 2年目に当たり、その結果の概要をまとめた。 

 

 



 

６．環境科学研究所発行資料目録 
 

資料番号 件              名 発 行 年 月 体 裁 等 

 

 

Ｎｏ． 1 

 2 

 3 

 

 4 

 

 5 

 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 

 

 11 

 12 

 13 

 14 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 

 22 

 23 

 24 

 25 

 

 26 

 27 

 28 

 

 29 

 30 

 31 

 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 

 38 

 39 

 40 

 41  
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横浜市公害研究所報創刊号 
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  単純集計結果（第 1報）― 

大気中の炭化水素濃度調査及び各種発生源施設からの排出実態調査結果

第 3回公害セミナー論文集・川，よこはまに水辺をもとめて 

横浜市における自動車公害に関する基礎研究 

横浜市公害研究所報第 4号 
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横浜市公害研究所報第 5号 

帯水層層序確定のための地質調査 

 

第 4回公害セミナー資料提言要旨 

第 4回公害セミナー資料・調査研究事業のあらまし 

― 

地域交通環境に関する意識調査 

 －金沢 4区，1980 年 11 月実施－ 

第 4回公害セミナー会議録・80 年代の環境対策の課題 

低周波空気振動実態調査報告書 

有機ハロゲン化合物の分解と消長 

 －有機塩素化合物特にＰＣＢの環境中における動態について－ 

第 5回公害セミナー公募論文集・よこはまに自然をもとめて 

横浜市公害研究所報第 6号 

横浜市自動車問題研究会第二報告書 
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固定発生源から排出されるばいじん（粒度分布）調査報告書 

第５回公害セミナー会議録・よこはまに自然をもとめて 

魚類の健康評価に関する研究(3) 

魚類指標による排水評価のための技術要領 

横浜市深層地下水調査中間報告書 

 

横浜市自動車問題研究会第一報告書 －地域交通環境とまちづくり－ 

横浜市緑区及び戸塚区における道路交通騒音と交通量調査報告書 

会下谷の雑木林の生物相とその季節変化（横浜の旧市街に残る小雑木林）

自動車騒音公害対策模型実験－車線内遮音壁－ 
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第６回公害セミナー資料 

 大気汚染 －青空はよみがえったか，この横浜に－ 

会下谷の雑木林の生物相とその季節変化 

（横浜の旧市街に残る小雑木林） 

横浜市公害研究所報第７号 

第６回公害セミナー会議録 

 大気汚染 －青空はよみがえったか，この横浜に－ 

浮遊粉じん・ばいじんに関する総合調査報告書 

南関東地域での光化学大気汚染に関する総合調査報告書 

こども自然公園環境調査報告書 

 

道路周辺の植樹帯による物理的及び心理的騒音効果に関する研究 

 －中間報告－ 

横浜市南部沿岸地域の軟弱地盤調査図  付図 1－5 

調査研究事業のあらまし 

都市自然に関する社会科学的研究 

第 7回公害セミナー公募論文集 

 身近な水辺とまちづくり－「よこはまの川と池」再発見－ 

横浜市公害研究所報第８号 

排水処理技術維持管理マニュアル－生物処理編－ 

魚類の健康評価に関する研究(4) 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書 

第 7回公害セミナー会議録 

 身近な水辺とまちづくり－「よこはまの川と池」再発見－ 

横浜市南部沿岸地域軟弱地盤調査報告書 

 

横浜のホタル生息地（1983 年度版） 

第 8回公害セミナー公募論文集 

 いま 横浜の海は －水質，生物，水ぎわ……－ 

横浜市公害研究所報第 9号 

横浜市南部丘陵 舞岡川源流域の水分調査 

排水処理施設維持管理マニュアル－イオン交換処理編－ 

第 8回公害セミナー会議録 

 いま 横浜の海は －水質，生物，水ぎわ……－ 

道路周辺の植樹帯による物理的及び心理的減音効果に関する研究 

 －総合報告－ 

横浜市公害研究所報第 10 号 

平潟湾・金沢湾周辺水域環境調査報告 

魚類指標による工場排水規制手法に関する研究 

第 9回公害セミナー会議録 

 静かなまちづくりをめざして－道路緑化と騒音－ 

ホタルの生息環境づくり～技術マニュアル試案～ 

第 10 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 11 号 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書・第 2報 

排水処理施設維持管理マニュアル－汚泥処理編－ 

10 年のあゆみ・横浜市公害研究所設立 10 周年記念誌 

第 10 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

横浜市軟弱地盤層調査報告書（土地質試験データ図） 

 横浜市地盤環境図 

  横浜市地盤環境図 

横浜市公害研究所資料室図書目録 

 第 11 回公害セミナー公募作品集 

   調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 
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  横浜市公害研究所報第 12 号 

 第 11 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

 横浜市軟弱地盤層調査報告書（軟弱地盤構造と地盤沈下特性） 

横浜市軟弱地盤層調査報告書（縦断面地質柱状図，水準点変動図集） 

植樹帯による歩道環境改善効果に関する調査研究 

 －横浜市磯子区産業道路沿道植樹帯設置事業のケーススタディ－ 

第 12 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 13 号 

水域生物指標に関する研究報告 

浮遊粉じんの発生源推定に関する調査報告書 

第 12 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

魚の死亡事故の原因究明に関する研究報告書 

第 13 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 14 号 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書・第 3報 

第 14 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市公害研究所報第 15 号 

自然観察ワークシート～横浜の都市自然を調べる～ 

トンボ生息環境づくり調査報告書 

第 15 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 16 号 

環境科学研究所業務案内リーフレット 

横浜港の水質・底質汚濁に関する調査報告書 

第 16 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 17 号 

横浜市の陸域生物による環境モニタリング調査報告書 

鶴見川・帷子川水系生態調査報告書 

酸性雨に関する調査研究報告書 

第 17 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 18 号 

エコロジカル・ライフスタイルの政策科学的研究 

キショウブによる水質浄化法－実験報告書－ 

第 18 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

エコロジカル・ライフスタイルの政策科学的研究 パートⅡ 

横浜市環境科学研究所報第 19 号 

横浜市民の音環境に関する意識調査 

横浜港，生物と環境の変遷－底質柱状試料中の生物化石調査－ 

東京湾の富栄養化に関する調査報告書 

第 2回陸域生物による環境モニタリング調査 

第 19 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 20 号 

エコロジカルライフスタイルの政策科学的研究（Ⅲ） 

多環芳香族炭化水素（ＰＡＨｓ）に関する調査研究報告書 

大岡川・境川水系生態調査報告書 

横浜の酸性雨 －よりよい環境をめざして－ 

酸性雨のはなし 
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第 20 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 21 号 

短期曝露用拡散型サンプラーを用いた環境大気中の NO，NO2 及び 

 SO2 濃度の測定方法（YERI METHOD - 1996） 

酸性雨に関する調査研究報告書（ II ）－酸性雨による器物影響－ 

長期曝露用拡散型サンプラーを用いた環境大気中の NO，NO2 及び 

 SO2 濃度の測定方法（YERI METHOD – 1997-1） 
有害大気汚染物質の沿道実態調査報告書 －環境庁委託報告書－ 

第 21 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 22 号 

第 22 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

酸性雨に関する調査研究報告書（ II ） 

         －酸性雨による器物影響－ ( 改訂版 ) 

横浜市環境科学研究所報第 23 号 

エコシティ研究報告書 

第 23 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 24 号 

揮発性有機塩素化合物による地下水汚染に関する調査研究報告書 

第 24 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 25 号 

新低騒音化技術の適用研究 

第 25 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 26 号 

横浜型エコシティ研究 

第 26 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 27 号 

環境ホルモンに関する環境調査報告書 

横浜市地盤環境調査報告書（ボーリング柱状図集、地質断面図・ 

土質試験データ・地下水位観測データ集、ボーリング調査位置 

及び軟弱地盤分布図、地形地質図) 

第 27 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 28 号 

第 27 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 
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7.施設見学者等一覧（平成１６年度）

日付 団体名等 内　　　　　容 人数

H16.4.22 新潟県栃尾市立刈谷田中学校 首都圏の環境問題と分析見学（講義及び見学） 5

H16.5.12 宮城県桃生郡河南町立河南西中学校 ヒートアイランド及び大気汚染について（講義及び見学） 4

H16.5.12 山形県山形市立第十中学校
ヒートアイランド現象及び環境問題について（講義及び見
学）

3

H16.5.27 横浜市医師会看護専門学校① 環境問題と汚染対策等について（講義及び見学） 37

H16.6.3 横浜市医師会看護専門学校② 環境問題と汚染対策等について（講義及び見学） 37

H16.6.16 湘南学園高校 水質汚濁（特に赤潮）について（講義） 7

H16.6.24 一般市民 酸性雨について（講義及び見学） 2

H16.7.13 磯子区環境を考える会
磯子区内における大気汚染（窒素酸化物等）の状況、大岡川
源流の生き物、エコシティについて（講義）

20

H16.7.21 神奈川県立横浜緑ヶ丘高校
酸性雨・ヒートアイランド等の都市環境問題と屋上緑化やビ
オトープなどの対策について（講義及び見学）

7

H16.7.28 広島県立府中高校
環境ホルモン、ダイオキシン、農薬、揮発性有機塩素化合物
について（講義及び見学）

11

H16.7.29 磯子小学校職員
ヒートアイランド、環境ホルモン、水生生物、ダイオキシ
ン、エコアップの講義。シンプルサンプラー、水質試験キッ
ト、酸性雨の測定の実施体験。

18

H16.8.6 神奈川学園高校 ヒートアイランド現象、酸性雨等について（講義） 6

H16.8.23 中国訪問団
ヒ－トアイランド、大気汚染、ダイオキシン、酸性雨等につ
いて（講義、見学）

8

H16.8.26 明治大学附属中野八王子中学 酸性雨について（講義及び見学） 4

H16.12.27 神奈川県立柏陽高校 酸性雨などの環境問題について（講義及び見学） 3

H16.12.28 湘南白百合学園中学 大気汚染（Nox等）の現状について（講義及び見学） 3

H17.1.13 横浜税関 化学物質及び都市持続に係る研究について（講義及び見学） 12

H17.1.26 横浜市立岡村中学校
公害発生のメカニズムと人体への影響について（講義及び見
学）

10

H17.1.28 横浜市立岡村小学校 水辺の生物指標について（講義及び見学） 18

H17.2.9 JICA/CITYNET研修生 環境教育、大気環境計測について（講義及び見学） 6

H17.2.10 横浜市立根岸小学校 大気汚染について（講義及び見学） 6

H17.2.21 横浜市立滝頭小学校 河川水の汚染物質の測定方法について 1

H17.2.22 南区消費生活推進委員 ダイオキシン等大気汚染について 8

H17.2.24 横浜国大付属中学校
電子顕微鏡、騒音測定、生物相、ヒートアイランド、酸性
雨、ダイオキシンについて（職業体験学習）

1

合計 24 237



８．環境教室等講師派遣一覧（平成１６年度）

日付 団体名等 内　　　　　容 人数

H16.6.5
金沢区・横浜金沢・森と川と海の市民
会議

宮川の水生生物に関する講義及び観察 30

H16.7.22 鶴見区・二ッ池プロジェクト 二ッ池の生物調査結果に関する講義 20

H16.7.22 横浜市立汐見台小学校 既存ビオトープの復元方法に関するアドバイス 4

H16.7.29 横浜市立南希望ヶ丘中学校 ビオトープの維持管理講座、観察及び水質試験等 12

H16.7.30 磯子区・いそごエコクラブ 氷取沢の水生生物に関する講義及び観察 40

H16.8.3 栄区・ふるさと発見隊 いたち川の水生生物に関する講義及び観察 40

H16.8.8 港南区・大岡川水質調査の旅 大岡川～氷取沢の水生生物に関する講義及び観察 20

H16.9.1 神奈川学園高校 横浜市のヒートアイランドについて 20

H16.10.13 戸塚区・まちづくり学習講座 柏尾川の水生生物に関する講義及び観察 29

H16.11.2 港北区役所屋上緑化ボランティア 横浜市のヒートアイランドの状況、屋上緑化の効果 20

H16.11.17 横浜市立滝頭小学校 ヤゴ及びドジョウの飼育等に関するアドバイス 20

合計 11 255



◇ ◇編 集 後 記

研究所発足以来、毎年刊行してきました所報もここに「第２９号」をとりまとめること

ができました。内容は 「業務報告編 「調査研究編」及び「資料編」です。今後とも、、 」、

新たな視点から編集委員会等で議論をし、一層の充実を図っていきたいと考えています。

所報第２９号編集委員会

赤池繁

松島裕子

平野耕一郎

鹿島教昭

二宮勝幸

加藤善徳

小市佳延

坂井清

西高幸作

角田定孝
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